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要 約 1 

[ワーキング終了後作成]  2 
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Ⅰ．評価の経緯及び範囲等 1 

１．はじめに 2 

2025 年、農林水産省より、動物用医薬品の有効成分である抗菌性物質のうち評価要請が3 

成されておらず、優先的にリスク管理措置を検討する必要のあるキノロン系合成抗菌剤に4 

ついて、食品安全基本法（平成 15 年法律第 48 号）第 24 条第 3 項に基づき、食品健康影5 

響評価の依頼があった。このため、食品安全委員会は、家畜に使用するキノロン系合成抗6 

菌剤を動物用医薬品として使用した際に選択される薬剤耐性菌に関して、「家畜等への抗7 

菌性物質の使用により選択される薬剤耐性菌の食品健康影響に関する評価指針」（平成 168 

年 9 月 30 日食品安全委員会決定。以下「評価指針」という。）に基づき、「家畜等に動物9 

用抗菌性物質を使用することにより選択される薬剤耐性菌が食品を介して人に伝播し、人10 

が当該細菌に起因する感染症を発症した場合に、人用抗菌性物質による治療効果が減弱あ11 

るいは喪失する可能性及びその程度」について、評価を行った。(参照 1)[食安委_2004_評12 

価指針] 13 

 14 

２．経緯 15 

（１）評価要請のあった動物用医薬品 16 

農林水産省から、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する17 

法律（昭和 35 年法律第 145 号。以下「医薬品医療機器等法」という。）第 14 条第 118 

項の規定に基づき承認されている動物用医薬品が、医薬品医療機器等法薬機法及び獣19 

医師法（昭和 24 年法律第 186 号）の規定に従い動物用医薬品として家畜等に投与さ20 

れた場合に選択される薬剤耐性菌について、食品健康影響評価の要請がなされた。 21 

 評価要請がなされた動物用医薬品は、水産用を除く家畜用キノロン系合成抗菌剤で22 

あり、オキソリン酸（OA）の１成分である。国内における家畜に使用されるOA を有23 

効成分とする動物用医薬品は、飼料に混じて経口投与添加、強制経口投与及び飲水投24 

与として子牛、子豚および産卵鶏を除く鶏の細菌性下痢症等の治療に用として用いる25 

もの及び飼料に混じて経口投与する添加として豚のパスツレラ性肺炎の予防に用い26 

るもの薬として承認され製造販売されているものがある。（参照 2）[農水省報告書] 27 

 なお、同じくOA を有効成分とする水産用医薬品としては、すずき目魚類の類結節28 

症、あゆ1を除くにしん目魚類の節操病とビブリオ病、あゆのビブリオ病、こい目魚類29 

のエロモナス病、ウナギ目魚類のひれ赤病、赤点病、パラコロ病の治療用のものが製30 

造販売承認されている。 31 

 32 

（２）評価の範囲 33 

 評価要請のOAは水産用を除く家畜用のキノロン系合成抗菌剤であることから、評34 

価指針に基づき、評価の対象を「牛、豚及び鶏由来の食品」が介在する場合とした。 35 

 36 

 
1 承認内容に基づき記載。木村（2025）によると、あゆはキュウリウオ目に分類されている。（本村浩之. 日

本産魚類全種目録. これまでに記録された日本産魚類全種の現在の標準和名と学名. Online ver. 35, 2025. 

https://www.museum.kagoshima-u.ac.jp/staff/motomura/jaf.html） 

https://www.museum.kagoshima-u.ac.jp/staff/motomura/jaf.html
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Ⅱ．ハザードの特定に関する知見 1 

１．評価対象成分の名称、化学構造等 2 

（１）名称、化学構造等 3 

 オキソリン酸はオキソリニック酸（英名：Oxolinic acid）が正式名であるが、オキ4 

ソリン酸という名が一般的に使用されているので本書もオキソリン酸（OA）と表記し5 

ている。OA はキノロン骨格を有する殺菌剤及び合成抗菌剤である。名称、化学構造6 

等を表 1 に示した。（参照 2）[農水省報告書]  7 

 8 

表 1 OA の概要 9 

一般名 
和名：オキソリニック酸                             

英名： Oxolinic acid   

化学名 5-ethyl-5,8-dihydro-8-oxo-1,3-dioxolo[4,5-g] quinoline-7- carboxylic acid 

CAS番号 14698-29-4  

分子式 C13H11NO5  

分子量 261.23 

構造式 

 

 10 

（２）評価対象成分の系統 11 

 評価対象であるOA及び関連する系統の抗菌性物質について、国内における医薬品12 

医療機器等法に基づく人に使用する医薬品及び家畜等に使用する動物用医薬品とし13 

ての承認状況を表 2 に示した。（参照 2、3）[農水省報告書][動薬研_動物用医薬品デ14 

ータベース] 15 

 16 

表 2 国内におけるOA 及び関連する系統の合成抗菌剤を有効成分とする人用及び動物17 

用医薬品の承認状況（2025 年 5 月時点） 18 

成分一般名 人 牛、豚、鶏 水産 

OA  〇 〇 

オゼノキサシン 〇 

（塗布剤のみ） 

  

シノキサシン 販売中止   

ナリジクス酸

（NA） 

販売中止 販売中止  

ピペミド酸 販売中止   

ピロミド酸 販売中止   
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 1 

① 評価対象成分の系統 2 

 OA は、キノロン骨格を有する合成抗菌剤であり、フルオロ基を持たないキノロン3 

系合成抗菌剤に分類される薬剤である。ナリジクス酸（NA）に次いで発見されたOA4 

は、キノロン環の 1 位にエチル基、6 および 7 位にメチレンジオキシ基を有する化学5 

構造を持つ。抗菌活性においては、NA に比べて大腸菌などの腸内細菌に対して 10 倍6 

以上の強さを示し、NA と交差耐性を示した。しかしながら、NAと交差耐性を示し、7 

また生体内で代謝を受けやすく、組織内濃度も低いため、in vitro での優れた抗菌力8 

がそのまま in vivo においては十分に発揮されないという限界を持つ。（参照 4）[平井9 

_2020_薬史学]日本国内においては、OA は人用医薬品としての使用は承認されておら10 

ず、動物用医薬品としてのみ使用されている。（参照 2）[農水省報告書] 11 

②関連する系統 12 

 キノロン系合成抗菌剤のうちとは、キノロン骨格を持つ薬剤群を指し、同系統の13 

後発薬剤群であるフルオロキノロン系合成抗菌剤に対し、特にフルオロ基（F 基）を14 

持たないものを指す。代表例としてNAやOA があり、特にNAはキノロン系合成抗15 

菌剤の基礎を築いた。（参照 2）[農水省報告書] 日本で動物用医薬品として承認・販売16 

されているキノロン系合成抗菌剤は OA のみである。（参照 2、3）[農水省報告書][動17 

薬研_動物用医薬品データベース] 18 

 19 

 20 

表 3 NA の概要 21 

一般名 
和名：ナリジクス酸 

英名： Nalidixic acid    

化学名 1-ethyl-1,4-dihydro-7-methyl-4-oxo-1,8-naphthyridine-3-carboxylic acid 

CAS番号 389-08-2 

分子式 C₁₂H₁₂N₂O₃ 

分子量 232.24 

構造式 

 

 22 

 NA 及び OA は、いずれも親水性を高める置換基を持たないため、分子全体が疎水23 

性である。（参照 85）[Poirel_2012_Frontires in Microbiology] 24 

NA と OA の開発以降、キノロン系合成抗菌剤には化学構造に特徴を持った新たな25 

薬剤が次々に登場した。ピロミド酸（PA）やピペミド酸（PPA）、さらにはベンゾキ26 

ノリジン誘導体であるフルメキンなどがその例である。特にPPAは、キノロン環の 727 

位にピペラジニル基を付加することで、緑膿菌に対する有効性を獲得し、代謝安定性28 

の向上や血中濃度、組織移行性の改善など、従来のキノロン系合成抗菌剤の欠点を克29 
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服する成果を示した。 1 

 2 

② 関連する系統 3 

また、ノルフロキサシン（NFLX）の開発により、キノロン環の 6 位にフルオロ基4 

を導入すると、グラム陽性菌・グラム陰性菌に対する抗菌活性や体内動態が飛躍的に5 

改善することが明らかとなった。これを契機に、フルオロ基を持たない従来型は「キ6 

ノロン系合成抗菌剤」または「オールドキノロン系合成抗菌剤」、フルオロ基を持つ新7 

規のキノロン系合成抗菌剤は「ニューキノロン系合成抗菌剤」または「フルオロキノ8 

ロン系合成抗菌剤」と区別して呼ばれるようになった。（参照 4）[平井_2020_薬史学]9 

現在では、人用・動物用いずれの医薬品においてもフルオロキノロン系合成抗菌剤が10 

主流となっていおり、日本で動物用医薬品として承認・販売されているキノロン系合11 

成抗菌剤はOA のみである。（参照 2、3）[農水省報告書][動薬研_動物用医薬品データ12 

ベース] なお、フルオロキノロン系合成抗菌剤は愛玩動物を含む動物の細菌感染症の13 

治療にも広く用いられている。 14 

 15 

（３）使用方法、規制等 16 

①動物用医薬品の使用方法、規制等  17 

動物用医薬品及び医薬品の使用の規制に関する省令（平成 25 年農林水産省令第 4418 

号。以下「使用規制省令」という。）に基づく投与経路及び対象動物並びに承認製剤の19 

有効菌種は表 4 のとおりである。(参照 2、3) [農水省報告書][動薬研_動物用医薬品デ20 

ータベース] 21 

 22 

表 4 評価対象キノロン系合成抗菌製剤（OA製剤）の使用方法等 23 

有効菌種 大腸菌 サルモネラ パスツレラ 

動物種(1) 牛 豚 鶏 牛 豚 鶏 牛 豚 鶏 

投与方法  

 飼料に混ぜて経口投与  

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 

 

〇 
 

 

〇(2) 
 

 強制経口投与  〇(3)          

 飲水投与   〇   〇    

(1)豚のパスツレラ性肺炎予防投与を除いては治療に用いられ、投与日齢に以下の制限がある。 24 

牛：50日齢以下、豚：30日齢以下、鶏：産卵鶏を除く。 25 

(2)子豚（30 日齢以下）に対しては、細菌性下痢症の治療薬として用いられ、1 日体重 1 kg 当たり本剤 0.2 g26 

（OAとして 20 mg）を 3～4 日間飼料に混じて経口投与する。豚に対しては、豚のパスツレラ性肺炎の予防27 

薬として用いられ、1日量として体重 1kg当たり本剤 0.05～0.2 g（OAとして 5～20 mg）を 1～2週間投薬、28 

1～2週間休薬を 1クールとし、2～3回繰り返し飼料に混じて経口投与する。 29 

(3)使用規制省令動物用医薬品及び医薬品の使用の規制に関する省令（平成二十五年農林水産省令第四十四号）30 

には動物種は豚としか記載されていないが、動物用医薬品各々の説明書には豚（生後 30日を超えるものを除31 

く）と記載がある。   32 

 33 
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 抗菌性物質を含有する動物用医薬品は、医薬品医療機器等法に基づき要指示医薬品に1 

指定されており、獣医師等の処方せん又は指示を受けた者以外には販売してはならない2 

とされている。また、獣医師法により獣医師が要指示医薬品を投与したり、指示書を発3 

行したりする際には自ら診察を行わなければならないとされており、それらの動物用医4 

薬品の使用には必ず獣医師の関与が義務付けられている。(参照 2) [農水省報告書]  5 

 OA について、添付文書に記載すべき事項として共通して設定されている「使用上の6 

注意」は以下のとおりである。(参照 2)[農水省報告書]  7 

・本剤は要指示医薬品であるので獣医師等の処方せん･指示により使用すること。  8 

・本剤は効能･効果において定められた適応症の治療にのみ使用すること。 9 

・本剤は定められた用法･用量を厳守すること。  10 

・本剤の使用に当たっては、治療上必要な最小限の期間の投与に止めることとし、週余11 

にわたる連続投与はおこなわないこと。  12 

・本剤は「使用基準」の定めるところにより使用すること。  13 

また、生産者及び獣医師等による動物用抗菌性物質製剤の慎重利用の徹底に関して、14 

農林水産省が 2013 年に「畜産物生産における動物用抗菌性物質製剤の慎重使用に関す15 

る基本的な考え方」を公表している。（参照 6）[農水省_2013_慎重使用]  16 

 17 

（４）使用状況 18 

①オキソリン酸の販売量 19 

 国内での OA の販売量は表 5 及び表 6 のとおりである。（参照 7） [動薬研_販売20 

高年報] 21 

 22 

表 5 牛、豚、鶏に使用されるOA の推定年間販売量（原末換算）（kg） 23 

年次 原 末 換

算量 

（ 家 畜

及 び 水

産 用 合

計、kg） 

原 末

換 算

量 

（ 家

畜 合

計 、

kg） 

対象動物別推定原末換算量(家畜は経口投与のみ、

kg） 

動物※1に使用

される抗生物

質・合成抗菌

剤※２の合計 

肉用牛 乳

用

牛 

豚 肉用鶏 採 卵

鶏 

2005  1,772.8 514.1 46.1 95.7 109.9 156.0 106.4 858,784 

2006  2,008.3  452.1 23.9 51.8 103.6 209.1 63.7 858,318 

2007  3,833.3 502.7 15.2 26.7 148.5 236.1 76.2 856,894 

2008  2,108.1 497.0 25.0 52.0 97.7 255.8 66.5 777,168 

2009  2,367.0 338.8 23.5 44.7 80.0 136.5 54.1 848,764 

2010  1,280.8 92.2 16.7 3.8 9.0 62.7 0.0  737,672 

2011  1,225.1 136.1 12.3 3.7 8.6 111.5 0.0  789,222 

2012  1,467.7 98.9 0.0  0.0  0.0  98.9 0.0  763,298 

2013  1,013.4 223.7 21.1 37.3 61.3  80.4 23.9 785,532 
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2014  1,908.5 199.2 0.0 0.0 0.0 199.2 0.0 753,208 

2015  1,712.5 202.4 16.0 24.7 59.4 79.2 23.1 787,818 

2016  1,737.2 159.2 16.6 28.2 76.3 38.1 0.0  832,558 

2017  1,838.9 307.0 7.1 12.3 26.5 261.1 0.0  827,445 

2018  1,475.5 9.8 1.4 5.6 1.4 1.4 0.0  824,567 

2019  2,565.6 107.0 12.4 19.9 49.8 24.9 0.0  842,547 

2020  2,335.0 184.4 13.5 24.7 65.2 81.0 0.0  843,893 

2021  1,718.8 164.0 3.2 8.0 1.6 151.2 0.0  801,659 

2022  2,285.3 258.2 2.2 6.7 0.0  249.3 0.0  777,759 

2023  1,538.7  27.0 4.0  7.5  0.0  15.5  0.0  717,590 

※1 蜜蜂、水産動物、イヌ・ネコ等を含む。 1 

※2 「動物用医薬品販売高年報（別冊）各種抗生物質・合成抗菌剤・駆虫剤・抗原虫剤の販売高と販売量」2 

から 駆虫剤及び抗原虫剤の販売量を除いたもの。抗真菌性抗生物質を含む。 3 

 4 

表 6 水産用に使用されるOA の推定年間販売量（原末換算）（Kg） 5 

年次 投与経路 

対象動物別推定原末換算量（kg） 動物※1 に使用される抗

生物質・合成抗菌剤※２

の合計 
水産用 水産用 

観賞魚 
（淡水） （海水） 

2005  経口  21.3  1,237.4  0.0  858,784 

2006  

経口  79.7  1,459.8  0.0  

858,318 経皮  16.7  0.0  0.0  

合計  96.4  1,459.8  0.0  

2007  

経口  236.1  3,069.2  0.0   

856,894 

 

経皮  25.3  0.0  0.0  

合計  261.4  3,069.2  0.0  

2008  

経口  114.4  1,48.0  0.0   

777,168 

 

経皮  28.8  0.0  0.0  

合計  143.2  1,468.0  0.0  

2009  

経口  141.2  1,873.3  0.0   

848,764 経皮  13.6  0.0  0.0  

合計  154.8  1,873.3  0.0  

2010  合計（経口のみ） 129.4  1002.9  56.4  737,672 

2011  合計（経口のみ） 122.5  909.0  56.4  789,222 

2012  

経口   125.8  1,187.3  1.4   

763,298 その他  0.0  0.0  54.3  

合計  125.8  1,187.3  55.7  

2013  経口   203.9  528.4  1.0   



14  

※1 蜜蜂、水産動物、イヌ・ネコ等を含む。 1 

※2 「動物用医薬品販売高年報（別冊）各種抗生物質・合成抗菌剤・駆虫剤・抗原虫剤の販売高と販売量」か2 

ら 駆虫剤及び抗原虫剤の販売量を除いたもの。抗真菌性抗生物質を含む。 3 

 4 

 2005 年～2023 年の OA の推定年間販売量は年によってかなりばらつきがあるが、5 

ほとんどの年で駆虫剤及び抗原虫剤を除いた抗菌性物質全体の推定年間販売量の6 

その他  11.9  44.2  0.0  785,532 

 合計  215.8  572.6  1.0  

2014  

経口   193.7  1,432.9  1.8  

753,208 その他  24.5  0.0  56.3  

合計  218.2  1,432.9  58.1  

2015  

経口  305.1  1,141.3  1.2  

787,818 その他 7.6  0.0  55.6  

合計  312.7  1,141.3  56.8  

2016  

経口   212.2  1,284.9  1.7  

832,558 その他  15.6  0.0  63.7  

合計  227.8  1,284.9  65.4  

2017  

経口   98.8  1,333.7  24.7  

827,445 その他  12.6  0.0  62.2  

合計  111.4  1,333.7  86.9  

2018  

経口   81.9  1,269.1  27.8  

824,567 その他  13.1  0.0  74.0  

合計  95.0  1,269.1  101.8  

2019  

経口   301.2  2,043.6  32.4  

842,547 その他  12.3  0.0  64.2  

合計  313.5  2,043.6  96.6  

2020  

経口   188.9  1,873.5  2.2  

843,893 その他  12.5  0.0  73.4  

合計  201.4  1,873.5  75.6  

2021  

経口   17.5  1,275.0  136.9  

801,659 その他  26.7  0.0  100.3  

合計  44.2  1,275.0  237.2  

2022  

経口   11.1  1,738.1  220.3  

777,759 その他  9.0  0.0  50.9  

合計  20.2  1,738.1  271.2  

2023 

経口   85.7  1208.2  0.0  

717,590 その他  14.4  0.0  47.2 

合計  100.0  1,208.2  47.2 
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0.1%にも満たなく、増加傾向ではない。水産動物用医薬品としての販売量が圧倒的に1 

多く 70％以上を占めており、全体販売量に対する水産動物用の販売量の割合は、経口2 

投与用が 71.0～97.3％、その他（経皮投与、注射等）はすべての年で 100％である。3 

家畜用については経口投与用のみ販売実績があり、肉用鶏用の販売量の割合（2.3～4 

14.8％）が最も高く、次に豚用（0～6.4％）が多い。年により多少のばらつきはある5 

が、肉用牛、乳用牛、豚の各投与用の販売量は減少傾向である。肉用鶏用の販売量は6 

年による変動が非常に多く、採卵鶏用の販売割合は 2016 年以降 0 である。 7 

なお、2005 年時点でNA の販売量は 0 である。また、[Ⅱ.１.(2).②]に記載のとおり、8 

動物用医薬品としてはキノロン系よりもフルオロキノロン系合成抗菌剤が主流にな9 

っており、近年の OA の家畜への使用量は、フルオロキノロン系合成抗菌剤の 0.2～10 

10%程度にとどまっている。（参照 7） [動薬研_販売高年報] 11 

 12 

②オキソリン酸の販売開始時期  13 

 対象動物が牛、豚、鶏に対する飼料添加剤は 1975 年 4 月、豚に対する強制経口投14 

与剤は 1992 年 9 月、鶏に対する飲水投与剤は 1991 年 7 月から販売が開始されてい15 

る。（参照 2） [農水省報告書] 16 

 17 

２．オキソリン酸の海外における評価状況等 18 

OA を含むキノロン系合成抗菌剤及びフルオロキノロン系合成抗菌剤の海外におけ19 

る評価状況等については以下のとおりである。なお、[Ⅱ.1.（2）.②]に記載のとおり、20 

本評価書においてキノロン系合成抗菌剤とは、キノロン骨格を持つ薬剤群であり、同21 

系統の後発薬剤群であるフルオロキノロン系合成抗菌剤に対し、特にフルオロ基（F22 

基）を持たないものを指す。一方で、海外においては、キノロン系合成抗菌剤及びフ23 

ルオロキノロン系合成抗菌剤を合わせて「Quinolones」として評価している場合があ24 

るため注意が必要である。 25 

 26 

（１）世界保健機関（WHO） 27 

 WHO の重要度ランク第７版（Guidance for national strategic planning (NSP)）28 

では、OA を含むキノロン系合成抗菌剤薬はフルオロキノロン系合成抗菌剤と合わせ29 

て「HPCIA（ Highest Priority Critically Important Antimicrobials：最優先・極め30 

て重要な抗菌薬）」に分類されており、その概要は以下のとおりである。（参照 8）31 

[AGISAR_2024]キノロン系合成抗菌剤はカンピロバクター属菌や侵襲性サルモネラ32 

属菌、多剤耐性赤痢菌による感染症における限られた治療薬である。また人以外の感33 

染源から伝播したカンピロバクター属菌、大腸菌を含む腸内細菌目細菌、及びサルモ34 

ネラ属菌による感染症の治療薬としても使用される。また一部の剤は必須医薬品モデ35 

ルリスト（EML）2に含まれており、AWaRe3分類においては「Watch」又は「Reserve」36 

 
2 WHOが作成する必須医薬品モデルリスト（Model list of Essential Medicines：EML）。 
3 人医療における抗菌薬の適正使用を推進するため、WHO が推奨する分類法。抗菌薬を「Access」（一般的 

な感染症の第一選択薬、又は第二選択薬として用いられる耐性化の懸念の少ない抗菌薬で、全ての国が高品 
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に分類される。さらに、人以外の感染源から大腸菌を含む腸内細菌目細菌やサルモネ1 

ラ属菌の耐性菌の伝播が確認されている。 2 

 3 

（２）米国 4 

 米国食品医薬品庁（FDA）は、人医療における抗菌性物質の重要度ランク付けにお5 

いて、キノロン系合成抗菌剤についての記載はないが、フルオロキノロン系合成抗菌6 

剤については人医療で重要な感染症（下痢性病原菌、ペスト、肺炭疽の予防を含むグ7 

ラム陰性菌による重篤な感染症）に対する、利用可能な限られた治療法のひとつであ8 

るとして、その重要度を 3 段階評価うち最上位の「Critically important」としている。9 

（参照 9）[FDA_2022] また、2005 年にはフルオロキノロン系合成抗菌剤の家禽への10 

使用承認が取り消された。（参照 115）[FDA_Federal Register_2005]使用承認の取り11 

消しは、家禽のみで、牛の呼吸器疾患のに治療と制御管理予防にダノフロキサシン、12 

牛及び豚の呼吸器疾患の治療と制御管理予防、豚の呼吸器疾患の治療と予防にエンロ13 

フロサキシンが条件付きで承認されている。(参照 116)[FDA_ Extralabel Use and 14 

Antimicrobials]OA やNA については、承認されている動物用の製剤のデータベース15 

に掲載されていない。（参照 117） [FDA_Animal Drugs] 16 

 17 

（３）欧州 18 

 欧州医薬品庁（EMA）は、OA を含むキノロン系合成抗菌剤を、人医療における抗19 

菌性物質の重要度ランク付けにおいて、OA を含むキノロン系合成抗菌剤をフルオロ20 

キノロン合成抗菌剤と合わせて、４段階中２番目にリスクが高いカテゴリー B21 

（Restrict）に位置づけている。このカテゴリーは、人用での使用が推奨されるが、動22 

物での使用が許可されている抗菌薬であり、使用は厳格に制限されるべきであること23 

を意味している。これらは、多剤耐性腸内細菌目細菌や多剤耐性結核菌による感染症24 

等の治療薬として使用され、人医療において必須の系統であるとしている。他方、動25 

物においては、アミノグリコシドやテトラサイクリン等に耐性を持つ大腸菌による感26 

染症や、魚類における特定の感染症の治療において代替薬がほとんどないことから動27 

物用医薬品として使用されるとしている。（参照 28）[EMA_2019]EU では、OA 及び28 

フルメキンは、魚類、子牛、豚、家禽等への使用が承認されている。（参照 11、12、29 

28）[EFSA_2005] [EFSA_2021] [EMA_2019] 30 

 31 

（４）豪州 32 

 豪州の抗菌薬耐性に関する専門家グループ（ASTAG）は、豪州における人用及び 33 

動物用抗菌性物質の重要度ランク付けを公表しており、キノロン系合成抗菌剤につ34 

いては OA 及び NA 共に APVMA（オーストラリア農薬・獣医薬品局）に動物用医35 

薬品等として登録承認されていないことからランク外となっておりいるが、OA 及び36 

 
質かつ手頃な価格で、広く利用出来るようにすべき抗菌薬。）、「Watch」（耐性化が懸念されるため、限られ 

た疾患や適応にのみ使用すべき抗菌薬。）、「Reserve」（他の手段が使用できなくなった時に最後の手段とし 

て使用すべき抗菌薬。）、「非推奨」（WHO で臨床上の使用を推奨していない抗菌薬。）の４つに分類してい

る。 
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NA 共に現在使用されていないことからも実質的に非推奨の扱いとなっている。な1 

おフルオロキノロン系合成抗菌剤についてはその重要度を３段階評価の最上位であ2 

る「High」に分類されている。 3 

（参照 13、14）[APVMA_2017] [ASTAG_2018] 4 

 5 

３．対象家畜におけるオキソリン酸の薬物動態 6 

OA の対象家畜における血中及び諸臓器への移行・残留性について、表 7 から表 9 に7 

示した。牛、子牛、豚及び鶏を用いた投与試験を実施した結果は表 7 に示されている。8 

牛では投与後 8～12 時間で、豚では 3～4 時間で、鶏では 5～8 時間で Tmaxに到達し、9 

その後牛では 7～9 時間で、豚では 3～5 時間で、鶏では 8～15 時間でT1/2に到達した。 10 

 11 

表 7  OA の血中又は血清中の薬物動態パラメータ 12 

動 物 種 

(頭羽数) 

投

与

方

法 

投与量 

投与日

数

(mg/k

g/日) 

Tmax 

(h) 

Cmax 

(µg/m

L) 

T1/2 

(h) 

検出限

界未満

までの

時 間

（h） 

参照文献 

牛（8） 

強

制

経

口 

20 
12※1 

9※2 

2.28※1 

2.83※2 
- - 

(参照 68) 

[若松臨床

検査研究

所_同等性

試験_牛] 

子牛（5） 

子牛（4） 

経

口 
20 8 

5.32※1 

5.48※2 

9.17※1 

7.12※2 
72 

(参照 69) 

[科学飼料

研究所_同

等性試験] 

豚（5） 

強

制

経

口 

20 3 
2.14※1 

1.86※2 
- - 

(参照 70) 

[若松臨床

検査研究

所_同等性

試験_豚] 

豚（5） 
経

口 
20 4 

4.48※1 

4.17※2 

5.19※1 

5.13※2 

殆どが

48 

(参照 69) 

[科学飼料

研究所_同

等性試験] 

鶏（10） 

強

制

経

口 

25 6 3.8 - 48 

(参照 71) 

 [ 畜産生

物化学安

全研究所_
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同等性試

験_1987] 

鶏（15） 

強

制

経

口 

15 8 
5.25※1 

5.27※2 

8.51※1 

15※2 

殆どが

48 

(参照 69) 

[科学飼料

研究所_同

等性試験] 

鶏（16） 

強

制

経

口 

20 
5.3※1 

5.6※2 

8.23※1 

7.51※2 
- 48 

(参照 72) 

[畜産生物

化学安全

研究所_同

等性試験

_1991] 

※1 被験薬剤（OAを有効成分とする製剤）投与群におけるデータ 1 

※2 陽性対象薬剤（OAを有効成分とする製剤）投与群におけるデータ 2 

 3 

 子牛、豚及び鶏を用いた OA（散剤）の経口投与試験において、投与終了後、対象動4 

物の血清及び臓器からOA が定量限界（血清 0.1 µg/mL、臓器 1 µg/g）以下になるのに5 

要する時間は表 8 に示されている。 牛及び豚では、最終投与 48 時間後には全ての臓6 

器で定量限界以下となり、72 時間後には検出されなかった。鶏においては、0.05%添加7 

群では最終投与 24 時間後、0.1%投与群では 48 時間後にいずれも定量限界以下になっ8 

た。（参照 15）[動物医薬品評価書_オキソリニック酸第５版] 9 

 10 

表 8 最終投与後のOA が定量限界以下になるのに要する時間（経口投与） 11 

動物種 (月齢・

頭羽数) 

投 与 量 

(mg/kg/日) 

投与日数 (日) 検出限界未満になるのに要する時間 

血清 (時間) 臓器※ (時間) 

子牛（50kg・6） 30 10 72 48 

豚（13-32kg・

8）（13-32kg・

8） 

50 10 48 48 

20 60 48 48 

鶏（11 日齢・

30） 

（11日齢・30） 

0.05※※ 28 24 24 

0.1※※ 28 48 48 

※：筋肉、心臓、肺、肝臓、腎臓、膵臓、脳  ※※：飼料中OA添加率 12 

 13 

 豚及び鶏を用いたOA 懸濁剤（液剤）の飲水投与試験においては、対象動物の血清14 

及び臓器からOA が検出限界未満（鶏 0.01～0.05 µg/g(mL)、豚 0.02 µg/g(mL)）とな15 

るのに要する時間は表 9 に示されている。鶏において、最終投与直後では各臓器で残16 

留が認められたが、最終投与 24 時間後には大半の組織で残留は検出されず速やかに17 

減衰した。一方、脂肪及び皮膚では、最終投与 24 時間後及び 96 時間後に検出され、18 
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全ての供試個体の濃度が検出限界未満になるのは、脂肪が 48 時間後、皮膚が 120 時1 

間後であった。豚においては、最終投与 24 時間後には 40 mg/kg 投与群では全ての2 

臓器に残留が認められ、20 mg/kg 投与群では腎臓及び肝臓のみ全例で残留が認めら3 

れた。両投与群で最終投与 72 時間後には全例検出限界未満となった。（参照 15）[動4 

物医薬品評価書_オキソリニック酸第５版] 5 

 6 

表 9 最終投与後のOA が検出限界未満になるのに要する時間（飲水投与） 7 

動物種 (月齢・

頭羽数) 

投 与 量 

(mg/kg/日) 

投与日数 (日) 検出限界未満になるのに要する時間 

血清 (時間) 臓器※ (時間) 

鶏  (3 週齢・

45) (27 日齢・

45) 

10 5 24 120 

10 3 24 120 

豚 (2 か月齢・

15) (2 か月齢・

15) 

20 7 72 72 

40 7 72 72 

豚 (2 か月齢・

15) (2 か月齢・

18) 

20 7 72 72 

40 7 72 72 

※：鶏（肝臓、腎臓、心臓、脾臓、筋胃、空回腸、大腿筋、胸筋、脂肪、皮膚） 豚 （肝臓、腎臓、小腸、筋8 

肉、脂肪） 9 

 10 

４．抗菌活性  11 

（１）抗菌活性の作用機序及び作用のタイプ 12 

OAをはじめとするキノロン系合成抗菌剤は、細菌のDNAジャイレースに作用し、13 

DNA 複製を阻害することによって抗菌効果を示すことが知られている。キノロン系14 

合成抗菌剤は、DNA ジャイレースのサブユニット A（GyrA）と結合し、DNA ジャ15 

イレースを不活化させることによって、DNAの複製を妨げ、細菌を死滅させる。DNA16 

ジャイレースは、2 本鎖 DNA を切断・再結合することにより DNA の立体構造を変17 

化させ、DNA 複製、転写、修復、組換えなどに重要な役割を果たしている。DNA ジ18 

ャイレースは、GyrA から構成されるサブユニット A と、GyrB から構成されるサブ19 

ユニット B から構成されており、サブユニット A は DNA 鎖の切断と再結合作用を、20 

サブユニット B は ATPase 活性を持ち、エネルギー変換を担っている。（参照 16）21 

（参照 17）[WILLIAM A._1964_JOURNAL OF BACTERIOLOGY] [平井_2005_日22 

本化学療法学会] 23 

キノロン系合成抗菌剤は、DNA ジャイレースによって切断された DNA 鎖の切断24 

面に結合し、DNA-DNA ジャイレース-キノロン系合成抗菌剤の複合体（Cleavable 25 

Complex）を安定化させることによって、DNA 鎖の再結合を阻害する。この結果、キ26 

ノロン系合成抗菌剤は抗菌作用を発揮する。（参照 18）[Linus.S_1989_Biochemistry] 27 
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 さらに、キノロン系合成抗菌剤は、DNA ジャイレースのほかにトポイソメラーゼ1 

IV という酵素にも作用する。トポイソメラーゼ IV は、ParC（またはGrlA）及びParE2 

（またはGrlB）の 2 つずつ、計 4 つのサブユニットから構成され、DNA 複製後に絡3 

み合った 2 本鎖 DNA の切断と再結合を行い、細胞分裂後に DNA を効率的に分配す4 

る役割を担っている。（参照 17）[平井_2005_日本化学療法学会]大腸菌等のグラム陰5 

性菌において、キノロン系合成抗菌剤は DNA ジャイレースに対してより強い阻害活6 

性を示し、グラム陽性菌であるブドウ球菌等のグラム陽性菌では、一般的にトポイソ7 

メラーゼ IV が主要な標的酵素となることが報告されている。（参照 19、93）8 

L.Ferrero_1994_Molecular Microbiology] [Drlica_1997_ASM]このように、OA を含9 

むキノロン系合成抗菌剤は、主に殺菌作用を有し（参照 20）[木島_2018_日獣会誌]、10 

DNA 複製の阻害を通じて細菌の死滅を引き起こす。 11 

（２）抗菌スペクトル 12 

 OA はグラム陰性菌に対して広い抗菌スペクトルを示すが、グラム陽性菌に対して13 

は黄色ブドウ球菌等一部の菌種を除いて、抗菌活性が低い傾向がある。（参照 21、22、14 

100 ） [Roland.S_1968_Journal of Bacteriology][ 農 薬 抄 録 _2012_ 住 友 化15 

学][Cook_1966_JoBacter]OA 及びOAと同系統のNAの抗菌スペクトルを表 10 及び16 

表 11 に記載する。（参照 2、119～126）[農水省報告書][Olateju_2021_Front. 17 

Microbiol][ Rella_1982_AAC][Ito_1980_AAC][Griggs-1996-18 

AAC][Hakanen_2002_JCM][Kwon_2006_AAC][Environment Canada Health 19 

Canada_2013][Gaurav_2021_Communications Biology] 20 

 21 

表 10 参照株に対する OA のMIC 値 22 

菌種 株名 
MIC 値 

（µg/mL） 

グラム陽性菌 

Bacillus cereus var. mycoides ATCC 11778 3.13 

Bacillus subtilis ATCC 6633 0.39 

Enterococcus faecalis ATCC 29212 4-32 

Staphylococcus aureus ATCC 29213 0.25-2 

Staphylococcus aureus 
FDA209A 

（ATCC6538P） 
6.25 

Kocuria rhizophila（Micrococcus luteus） ATCC 9341 >400 

グラム陰性菌 

Escherichia coli  ATCC 25922 0.06-0.25 

Pseudomonas aeruginosa ATCC 27853 8-64 

 23 

表 11 参照株に対する NA のMIC 値 24 

菌種 株名 MIC 値 
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（µg/mL） 

Bacillus subtilis ATCC 6633 3.13 

Bacillus cereus  ATCC 14579 6 

Staphylococcus aureus ATCC 29213 16-64 

Staphylococcus aureus NCTC6571 256 

Staphylococcus aureus E46 >100 

Staphylococcus aureus FAD 209P JC-1 >100 

Staphylococcus aureus Terajima 25 

Streptococcus pyogenes  IID692 >100 

Escherichia coli  ATCC 25922 2-4 

Escherichia coli  NIHJ JC-2 6.25 

Salmonella Typhi 901 6.25 

Salmonella ParatyphiA 1015 0.78 

Salmonella  Typhimurium IID971 6.25 

Salmonella Typhimurium NCTC74 2 

Salmonella  Schottmulleri 8006 0.78 

Salmonella  Enteritidis G14 3.13 

Pseudomonas aeruginosa IF03445 >100 

Pseudomonas aeruginosa NCTC10490 25 

Pseudomonas aeruginosa IID1210 >100 

Klebsiella aerogenes 

（Enterobacter aerogenes） 
ATCC13048 3.13 

Enterobacter cloacae 963 6.25 

Campylobacter jejuni RH 3583 4-8 

Proteus vulgaris OX-19 3.13 

Proteus vulgaris HX-19 1.56 

Proteus morganii IF03848 1.56 

Proteus rettgeri IF03850 1.56 

Acinetobacter baumannii 
AYE(ATCC BAA-1719) 

（多剤耐性株） 
512 

Serratia marcescens IID60 6.25 

Serratia marcescens IAMI1184 6.25 

 1 

（３）対象とする家畜の病原菌に対するMIC 分布 2 

 OA は、牛、豚及び鶏に対して、[Ⅱ.1.（3）]の表 4 に記載した有効菌種で動物用医3 

薬品の承認を取得している。牛、豚、及びブロイラー肉用鶏の消化器感染症の原因菌4 

として大腸菌及びサルモネラ等、豚の呼吸器感染症原因菌としてパスツレラがある。 5 

 OA が対象とする牛、豚、鶏の病原菌の一部について、国内における健康畜及び病6 
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畜由来野外分離株の感受性を表 12 に示した。加えて、NA に対する国内における健1 

康畜及び病畜由来野外分離株の感受性を表 13 に示した。 2 

 3 

表 12 国内における健康畜及び病畜由来野外分離株のOAに対する感受性 4 

動

物

種 

菌種 
分離

年 
由来 

菌 株

数 

MIC 範

囲

（µg/mL

） 

MIC50 

（ µg/

mL） 

MIC90 

（ µg/

mL） 

耐性

率

（％

） 

参照文献 

牛

豚

鶏 

Salmon

ella 

2001

-

2002 

健康牛 

健康豚 

健康鶏 

22

（牛） 

16

（豚）

22

（鶏） 

≦ 0.125-

>512 
0.25 2 11.0 

( 参 照 30) 

[Esaki_2004_JAC] 

牛

豚 

Pasteurell

a 

multocida 

1982

-

1984 

1986 

病牛 

病豚 

健康豚 

8（牛） 

6866

（豚） 

0.05-0.8 0.1 0.2 - 

(参照 25) 

[ 高 橋

_1989_Chemothera

py ] 

 

牛 

Escheri

chia coli  
1999 健康牛 365 

12.5(BP)

※ 
0.39 0.39 

0.8 

（ 3

株耐

性） 

(参照 73) 

[Kijima-

Tanaka_2003_JAC] 

 Escherich

ia coli 

(STEC) 

1999

-

2001 

健康牛 62 
12.5(BP) 

※ 
0.2 0.39 

0 

（ 0

株耐

性） 

(参照 74) 

[Kijima-

Tanaka_2005_J Vet 

Med B Infect Dis 

Vet] 

Escheri

chia coli  
1982 病牛 93 -注1 -  - 48.4 

(参照 75) 

[更科_1985_日獣雑

誌] 

Salmon

ella 

2001

-

2003 

健康牛 25 
 

≦ 0.125-

>512 
- - 16.0 

(参照 30) 

[Ezaki_2004_JAC] 
 

Salmon

ella 
1982 病牛 24 -注1 - - 4.2 

(参照 75) 

[更科_1985_日獣雑

誌] 
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豚 

Escheri

chia coli  
1999 健康豚 358 

12.5(BP) 

※ 
0.39 1.56 

0 

（ 0

株耐

性） 

(参照 74) 

[Kijima-

Tanaka_2005_J Vet 

Med B Infect Dis 

Vet] 

Escherich

ia 

coli  (STE

C) 

1999

-

2001 

健康豚 25 
12.5(BP) 

※ 
0.39 3.13 

0 

（ 0

株耐

性） 

(参照 74) 

[Kijima-

Tanaka_2005_J Vet 

Med B Infect Dis 

Vet] 

Escheri

chia coli  
 

1987 

病豚 

（細菌

性下痢

症） 

210 
<0.19-

1.56 
<0.19 0.78 - 

(参照 77) 

[コーキン化学 1988] 

 

Escherich

ia coli  

(VTEC 

O13、VT2

産生性菌) 

1987 病豚 3 0 - 0 - 
(参照 24) 

[泰_1997_日獣会誌] 

Escheri

chia coli  

1997

-

2001 

病豚 

（浮腫

病） 

57 0.2->100 50 >100 - 

(参照 76) 

[Uemura_2003_Mic

robio.Immunol] 

Salmon

ella 
 

2001

-

2003 

健康豚 39 
≦ 0.125-

>512 
- - 0.0 

(参照 30) 

[Ezaki_2004_JAC] 
 

鶏 

Escheri

chia coli  
1987 健康鶏 50 

<0.19-

1.56 
0.39 1.56 - 

(参照 78) 

[コーキン化学 1988] 

Escheri

chia coli  

記載

なし 
病鶏 33 0.2-3.1 0.4 1.6 - 

(参照 79) 

[コーキン化学 1988] 

肉

用

鶏 

Escheri

chia coli  
1999 健康鶏 304 

12.5(BP)

※ 
100 2541 13.5 

(参照 73) 

[Kijima-

Tanaka_2003_JAC] 

Salmon

ella 

2001

-

2003 

健康鶏 91 

≦ 0.125-

>512 

≦ 0.125-

16 

- - 14.3 

(参照 30) 

[Ezaki_2004_JAC] 

(参照 81) [Asai_2006 

_J Vet Med Sci] 
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産

卵

鶏 

Salmon

ella 

2001

-

2003 

健康鶏 28 
 

≦ 0.125-

>512 

≦ 0.125-

16 

- - 0.0 

(参照 30) 

[Ezaki_2004_JAC] 

(参照 81) [Asai_2006 

_J Vet Med Sci]] 

※耐性ブレイクポイント(BP) 6.25 µg/mLは動物用抗菌剤研究会の数値を参考分離株集団から設定 1 

 2 

表 13 国内における健康畜及び病畜由来野外分離株のNA に対する感受性 3 

 

 

動物種 

 

 

菌名 分離年 由来 菌株数 

MIC

範 囲

（ µg/

mL） 

MIC50 

（µg/mL

） 

MIC90 

（µg/m

L） 

耐 性

率

（％） 

参照文献 

牛豚鶏 Salmonella 2001-

2002 

健 康

牛 健

康 豚

健 康

鶏 

22（牛）

16（豚）

22（鶏） 

2-

>512 

4 16 9.8 (参照 127) 

[Esaki_20

04_JAC] 

Salmonella 2002-

2006 

健 康

及 び

病畜 

94 -     12.8 (参照 91) 

[Ahmed_2

009 J 

Appl ＿

Microbiol] 

牛豚 

肉用鶏 

Salmonella 1999 健 康

牛 健

康 豚

健 康

鶏 

¥/1（牛） 

10（豚）

111（鶏） 

3.13-

>100 

3.13 6.25 4.9 (参照 128) 

[Ishihara_

2009_Act 

Vet 

Scand] 

牛豚 
 

Salmonella 

Typhimuriu

m 、

Salmonella 

4,[5],12:i:– 

1998-

2017 

健 康

牛 及

び 病

牛 

健 康

豚 及

び 病

豚 

154（健

康牛及び

病牛）46

（健康豚

及び病豚 

- - - 1.4 (参照 110) 

[Arai_202

1_Front 

Microbiol] 
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Pasteurella 

multocida 

1982-

1984 、

1986 

病

牛、

病

豚、 

8

（牛）、

66（豚） 

0.4-

1.56 

0.8 0.8 - (参照

25)[高橋

_1989_Ch

emothera

py ] 

豚 

肉用鶏 

採卵鶏 

Salmonella 1998-

2015 

健 康

豚 健

康鶏 

6（豚）33

（ 肉 用

鶏）3（採

卵鶏） 

- - - 12.5 (参照 130) 

[佐藤

_2016_日

獣会誌] 

牛 

 

Escherichia 

coli  (STEC 

O157) 

2007-

2008 

健 康

牛 

241 2-

>128 

(2) 

 

4 4 0.4 （参照

131）

[Sasaki_2

012_Jpn.J 

Infect Dis] 

Escherichia 

coli  (STEC 

O26) 

2007-

2008 

健 康

牛 

11 4(2) 

 

4 4 0 （参照

131）

[Sasaki_2

012_Jpn.J 

Infect Dis] 

Escherichia 

coli   (STE

C) 

1999-

2001 

健 康

牛 

65 50(1) 3.13 3.13 0 (参照

74)[Kijima

-

Tanaka_2

005_J Vet 

Med] 

Escherichia 

coli 

（STEC） 

1996-

2009 

病牛 14 - - - 0 （参照

132）[又

吉_2010_

日獣会誌] 

Escherichia 

coli 

（ETEC） 

1996-

2009 

病牛 14 - - - 21.4 （参照

132）[又

吉_2010_

日獣会誌] 

Escherichia 

coli  

（ESBL 産

生） 

2010-

2011 

健 康

牛 

5 - - - 40 （参照

133）[麻

生嶋

_2012_日

食微誌] 
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Escherichia 

coli  

2003 健 康

牛 

28 - - - 10.3 （参照

134）[前

原_2005_

日獣会誌] 

Escherichia 

coli   

2006-

2008 

健 康

牛 

27 - - - 19.0 （参照

135）[亀

山_2014_

日獣雑誌] 

Escherichia 

coli   

2014 健 康

牛 

10 - - - 0.0 
 

（参照

136）[中

村_2016_

日獣雑誌] 

Escherichia 

coli  

1982 病牛 93 25(3) -  - 51.6 (参照

75)[更科

_1985_日

獣雑誌] 

Escherichia 

coli   

2001-

2004 

病牛 57 64(4) - - 29.3 （参照

137）

[Harada_

2005_JV

MS] 

Salmonella 2001-

2003 

健 康

牛 

25 2-512 - - 16 (参照 81) 

[Asai_200

6_J Vet 

Med Sci] 

Salmonella 

Dublin 

1976-

1980 

病牛 

7 2-4 

  
 

4 

  
 

(参照 138) 

[Akiba_20

07_JAC] 

1981-

1985 

8 2-4 4 

1986-

1990 

39 2-

>512 

512 

1991-

1995 

68 128-

>512 

512 

1996-

2000 

33 4-

>512 

512 

2001-

2005 

13 256-

>512 

512 
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Pasteurella 

multocida 

1992-

2007 

健 康

牛、病

牛 

67 ≦

0.125

-256 

1 32 9 (参照

139)[小池

_2009_日

獣会誌] 

豚 

 

Escherichia 

coli  (STEC

) 

1999-

2001 

健 康

豚 

25 50(1) 3.13 12.5 0 (参照

74)[Kijima

-

Tanaka_2

005_J Vet 

Med] 

Escherichia 

coli 

（STEC） 

1997-

2001 

病豚 57 0.78-

>100 

>100 >100 - (参照

76)[Uemu

ra_2003_

Microbio.I

mmunol] 

Escherichia 

coli  

（ESBL 産

生） 

2010-

2011 

健 康

豚 

3 - - - 66.7 （参照

133）[麻

生嶋

_2012_日

食微誌] 

Escherichia 

coli  

（ESBL 産

生） 

2015-

2016 

健 康

豚 

22 1-

>256 

- - 40.9 （参照

107）

[Norizuki_

2018_Jpn.

J Infect 

Dis] 

Escherichia 

coli  

1999 健 康

豚 

358 50(1) 3.13 12.5 0.8 (参照

74)[Kijima

-

Tanaka_2

003_JAC] 

Escherichia 

coli   

2001-

2004 

病豚 41 64(4) - - 34.7 （参照

137）

[Harada_

2005_JV

MS] 

Salmonella 1998-

2015 

健 康

豚 

8 - - - 12.5 (参照 130) 

[佐藤
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_2016_日

獣会誌] 

Salmonella 2001-

2003 

健 康

豚 

39 2-512 - - 0 (参照 81) 

[Asai_200

6_J Vet 

Med Sci] 

Pasteurella 

multocida 

1987-

1989 

不明 117 0.2-

3.1 

12.5(5

) 

0.8 1.6 0 (参照

141)[Ishii_

1990_ Jpn 

J Vet Sci] 

Pasteurella 

multocida 

1979 不明 45 1.6-

6.3 

6.3 6.3 - (参照

142)[Shim

izu_1982_

Jpn J Vet 

Sci] 

鶏 
 

Escherichia 

coli  

（ESBL 産

生） 

2010-

2011 

健 康

鶏 

14 - - - 50 （参照

133）[麻

生嶋

_2012_日

食微誌] 

Salmonella 1997 健 康

鶏 

36 - - - 27.8 （参照

143）[高

橋_2001_

日獣会誌] 

肉用鶏 

 

Escherichia 

coli  

1999 健 康

鶏 

304 50(1) 3.13 >100 36.8 (参照

73)[Kijima

-

Tanaka_2

003_JAC] 

Salmonella 1998-

2015 

健 康

鶏 

33 - - - 21.2 (参照 130) 

[佐藤

_2016_日

獣会誌] 

Salmonella  2001-

2003 

健 康

鶏 

91 2-512 - - 14.3 (参照 81) 

[Asai_200

6_J Vet 

Med Sci] 
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Salmonella 

Schwarzeng

rund 

1999-

2007 

健 康

鶏 

19 - - - 5.3 (参照 144) 

[Asai_200

9_Jpn J 

Infect Dis] 

採卵鶏 
 

Escherichia 

coli   

2012-

2017 

健 康

鶏 

375 - - - 10.1 （参照

109）

[Koyama_

_2020_Po

ult Sci ] 

Salmonella 1998-

2015 

健 康

鶏 

3 - - - 0.0 (参照 130) 

[佐藤

_2016_日

獣会誌] 

採卵鶏 

 

Salmonella 2001-

2003 

健 康

鶏 

28 2-512 - - 20 (参照 81) 

[Asai_200

6_J Vet 

Med Sci]  

(1) BP 50 µg/mL は分離株集団から設定 1 

(2) BP 32 µg/mL は動物医薬品検査所の値に準拠 2 

(3) BP 25 µg/mL は分離株集団から設定 3 

(4) BP 64 µg/mL は分離株集団から設定 4 

(5) BP 12.5 µg/mL は分離株集団から設定 5 

 6 

（４）指標細菌及び食品媒介性病原菌に対するMIC 分布 7 

現在、国内でOA を使用している家畜は牛、豚及び鶏であり、それらに由来する主8 

な食品媒介性病原菌としては、グラム陰性菌である腸管出血性大腸菌、カンピロバク9 

ター及びサルモネラ等がある。また、薬剤感受性に関する指標細菌として重要な菌種10 

は、グラム陰性菌である大腸菌及びグラム陽性菌である腸球菌である。 11 

これらのうち、腸球菌はOA に対し低度の自然耐性を示す。 12 

 13 

① JVARM：と畜場・食鳥処理場における家畜由来細菌のオキソリン酸薬剤耐性菌モニ14 

タリング 15 

OA は 2004 年以降、動物由来薬剤耐性菌モニタリング（JVARM4）の調査の対象薬16 

剤から除外されたため、データは限られているが、1999 年～2003 年の健康牛、豚、17 

 
4 JVARM における健康家畜由来細菌の抗菌性物質感受性調査は、国内の都道府県で同じ細菌について、

1999 年度は全国で、2000 年度から 2007 年度までは 4 ブロックに分けて 1 年に 1 ブロックずつ調査を

行い、4 年 間で全国を調査するという体制（2000～2003 年度：第 1 クール、2004～2007 年度：第 2 

クール）で、2008年度からは、2 ブロックに分けて 2 年間で全国を調査する体制（2008～2009 年度：第 

3 クール、2010～2011 年度：第 4 クール、2012～2013 年度：第 5 クール、2014～2015 年度：第 6 

クール）で、様々な抗菌性物質に対する感受性を調査している。 
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鶏由来菌の OA 及び OA と同じキノロン系合成抗菌剤である NA の MIC 及び耐性率1 

を表 14 及び表 15 に示す。 2 

 3 

表 14 農場における健康牛、豚、肉用鶏及び採卵産卵鶏由来大腸菌に対するOA及び4 

NA のMIC 及び耐性率 5 

畜

種 
菌種 

実 施

年度 

株

数 

MIC50 

(mg/L) 

MIC90 

(mg/L) 
耐性率（％） 参照 

文献 
OA NA OA NA OA NA 

牛 

大腸菌

※1 
1999 

356 0.39 3.13 0.39 3.13 0.8 2.0 73 

[Kiji

ma_

2003

_JA

C] 

豚 358 0.39 3.13 1.56 12.5 0.0 0.8 

肉

用

鶏 

304 0.39 3.13 100 >100 13.5 36.8 

牛 

大腸菌

※ 1

（STE

C） 

1999

-

2001 

65 0.2 3.13 0.39 3.13 0.0 0.0 74 

[Kiji

ma-

Tana

ka_2

005_

JVM

]  

豚 25 0.39 3.13 3.13 12.5 0.0 0.0 

牛

豚

鶏 

サルモ

ネラ※2 
2001 82 0.25 4 2 16 11.0 9.8 

30 

[Eza

ki_2

004_

JAC] 

牛 

サルモ

ネラ※３ 

2000

-

2003 

25 - - - - 16.0 16.0 
81 

[Asai

_200

6_J 

Vet 

Med 

Sci] 

豚 39 - - - - 0.0 0.0 

肉

用

鶏 

91 - - - - 14.3 14.3 

採

卵

鶏 

28 - - - - 0.0 0.0 

牛

豚

鶏 

C. 

jejuni 

※４ 

1999

-

2000 

283 0.39 3.13 100 100 10.2 10.2 

31 

[Ishi

hara

_200C. coli 157 1.56 12.5 >100 >100 24.2 24.2 



31  

※４ 4_JA

A] 

牛 

C. 

jejuni 

※４ 

77 - - - - 13.0 13.0 

C. coli

※４ 
3 - - - - 33.3 33.3 

豚 

C. 

jejuni 

※４ 

4 - - - - 25 25 

C. coli

※４ 
145 - - - - 23.4 23.4 

肉

用

鶏 

C. 

jejuni 

※４ 

125 - - - - 12.8 12.8 

C. coli

※４ 
4 - - - - 25 25 

採

卵

鶏 

 

C. 

jejuni 

※４ 

77 - - - - 2.6 2.6 

C. coli

※４ 
5 - - - - 40 40 

※1 耐性BPは分離株集団から設定:OA 12.5 mg/L、NA 50 mg/L 1 

※2 耐性BPは分離株集団から設定:OA 2mg/L、NA 64 mg/L 2 

※3 耐性BPは分離株集団から設定:OA 2mg/L、NA 32 mg/L  3 

※4 耐性BPは供試株のMIC分布から感受性菌と耐性菌のピークの中間値:OA 12.5mg/L、NA 50 mg/L 4 

 5 

表 15 農場における健康牛、豚、肉用鶏及び採卵産卵鶏由来サルモネラ属菌に対する6 

OA 及びNA の耐性率（畜種合計） 7 

実施年 株数 
耐性率（%） 参照文献 

OA NA 

（参照 33） 

[JVARM] 

2000 91 7.7 7.7 

2001 22 9.1 9.1 

2002 50 8.0 8.0 

2003 20 20.0 20.0 

耐性BP :OA 2 μg/mL、NA 32 μg/mL（供試株のMIC分布から感受性菌と耐性菌のピークの中間値） 8 

MIC範囲：OA ≦0.125-16μg/mL、NA 2-512μg/mL 9 

 10 

 OA は現在、JVARM の対象薬剤ではないが、NA は対象薬剤となっている。 11 

[・JVARM 初期（2000 年頃）に家畜から分離されたサルモネラで、OA とNA の耐12 
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性率が類似しており、OA は対象薬剤から除くことが可能と考察した報告がある。1 

大腸菌、STEC、カンピロバクターについても耐性率の類似傾向がみられる。 2 

・2005 年時点で、ナリジクス酸の販売量は 0 になっている。 3 

・OA とNA の交差耐性については、[Ⅱ.5.（2）]に記載のとおり、多くの菌種におい4 

て標的酵素遺伝子の変異がOA耐性に関与しており、それはNAの耐性機構と共通し5 

ている。また、３菌種を対象に、OA 及び NA それぞれを添加した培地で継代培養試6 

験を実施した結果、互いにMIC の上昇がみられている。] 7 

 OA は、キノロン系合成抗菌剤として長年家畜に使用されてきたが、現在、OA は8 

JVARM における対象薬剤には含まれていない。 9 

 一方、OA と交差耐性を示すNA は、2005 年時点で家畜向けの販売量は 0 になって10 

いるが、現在もJVARMの対象薬剤として位置づけられている。過去の報告によれば、11 

JVARM 開始初期（2000 年頃）において、家畜由来 Salmonella 分離株に対する OA12 

とNA の耐性率は高い類似性を示している。（参照 81）[Asai_2006_J Vet Med Sci] ま13 

た、表 14 のデータから、大腸菌及びカンピロバクターにおいても、両薬剤に対する14 

耐性率は類似傾向であると考えた。 15 

 [Ⅱ.1.(1),②]に記載のとおり、NA はOA の開発の元となった最初のキノロン系合成16 

抗菌剤で、親水性を高める置換基を持たない疎水性の分子であるという点でOA と共17 

通している。また、[Ⅱ.5.(2)]に後述のとおり、NA は OA と共通の薬剤耐性機序を有18 

しており、更に継代培養試験においては、いずれの薬剤を用いた場合でも他方に対す19 

るMIC の上昇が確認されている。 20 

 また、従来よりNAは各国等における薬剤耐性菌のモニタリングプログラムにおい21 

て共通して採用されている薬剤の一つである。（参照 105, 146, 147）[EFSA, 2008] 22 

[CDC_NARMS][EFSA_2019]また、各国等の薬剤耐性菌モニタリングプログラムにお23 

けるの状況については、例えばEFSA のワーキンググループにおいては、(1)モニタリ24 

ングに用いる感受性試験の判定基準は、臨床的ブレイクポイントより疫学的カットオ25 

フ値が望ましいこと、(2)モニタリングの対象薬剤は、異なる耐性機序の存在を高感度26 

で検出できるもの、系統全体の耐性を最も検出しやすいものが望ましく、①人医療で27 

の使用との関連、②モニタリングとの疫学的関連性、及び／又は③公衆衛生上重要な28 

新規の耐性機序の検出との関連性に基づいて選択されるべきであること、との考えが29 

示され、た。この考えに基づき、サルモネラについては、NA は「Quinolones」（キノ30 

ロン系及びフルオロキノロン系）耐性のモニタリングの対象薬剤としてCPFX ととも31 

に推奨された経緯がある。（参照 105）[EFSA, 2008] 従来よりNAは、各国等におけ32 

る薬剤耐性菌のモニタリングプログラムにおいて共通して採用されている薬剤の一33 

つとなっている。（参照 105, 146, 147）[EFSA, 2008] [CDC_NARMS][EFSA_2019] 34 

 以上のように、OA と NA の間にみられる耐性率、構造及び耐性機序の類似性や、35 

各国等の薬剤耐性菌モニタリングの対象薬剤の状況を踏まえると、OA の耐性状況に36 

ついてNA の試験データで代替して評価することは可能であると考えた。ただし、OA37 

の家畜への使用量は、[Ⅱ.1.(4)]及び[Ⅱ.5.(3)]の記載のとおり、キノロン系合成抗菌剤38 

との交差耐性が認められるフルオロキノロン系合成抗菌剤の家畜への使用量の 0.2～39 

10 % 程度である。そのため、NA の耐性率は、OA の使用による影響だけではなく、40 



33  

フルオロキノロン系合成抗菌剤の使用による影響も受けている可能性があることに1 

留意する必要がある。 2 

 3 

家畜由来大腸菌、サルモネラ属菌、カンピロバクター、黄色ブドウ球菌のNA に対4 

する耐性率等を表 16 から表 23 に示す。以上の理由から、OA の代わりに NA のデ5 

ータで OA に対する薬剤耐性傾向をみることとする。 ( 参照 33 、6 

80)[JVARM][JVARM_2008-2011] 7 

 健康な家畜から分離した大腸菌についてでは、表 16 のとおり牛では NA 耐性率は8 

牛で０～5.4％と低めに推移している。豚でも 2.0～15.6％である。鶏（肉用鶏）では9 

27.1～48.845.3％である。病畜から分離された大腸菌の NA 耐性率におついては、表 10 

20 のとおり牛及び豚は 2013 年から 20232022 年、鶏は 2012 年から 20232022 年の11 

データではあるが、牛で 18.2～38.2％、豚で 20.527.5~60.1％、鶏で 28.6～73.2%で12 

あり、牛はほぼ横ばいであるが、豚と鶏では減少している。 13 

健康な家畜から分離したC. jejuni については表 17 のとおり、牛では 1999 年はに14 

8.8％であったが、20142021 年でには 66.764.9%と年によって増減があるが高くなっ15 

ている。肉用鶏も 7.5％（2000 年）から 64.757.4％（2016 年）と高くなっている。16 

最近の鶏から分離されたC. jejuni のNA 耐性率は 32.7～44.1%（2020～ 2022202117 

年）である。C. coli では、表 18 のとおり豚で 21.3～73.3％と高めに推移しており、18 

2020～20222021 年は 49.4～54.9%である。 19 

健康な家畜から分離したサルモネラ属菌については、表 19 のとおり鶏で０～29.8％20 

である。病畜から分離したサルモネラ属菌については、表 21 のとおり牛で 1.8～21 

38.873.738.8%、豚で 5.06.1～24.652.224.6%、鶏で 0~43.864.343.8%であった。 22 

 2016 年～2018 年に病畜から分離された Pasteuella multocida の NA 耐性率は、23 

牛で 36.7%～51.6％、豚で 4.9～11.6%である。2018 年と 2019 年に健康な家畜から24 

分離された腸球菌、牛由来 425 株、豚由来 159 株、鶏由来 277 株の NA の MIC は、25 

全て>128 mg/L であった。 26 

 27 

表 16 農場・と畜場・食鳥処理場における健康牛、豚、肉用鶏及び採卵産卵鶏由来大腸28 

菌のNA に対する耐性率 29 

実施年度 
耐性率（％）※ 

牛 豚 肉用鶏 採卵産卵鶏 

2000 1.2  2.0  32.0  4.3  

2001 1.7  2.6  27.4  6.4  

2002 0.0  3.7  30.9  7.5  

2003 0.0  6.6  31.3  6.6  

2004 0.0  8.8  27.1  10.2  

2005 4.3  4.6  27.1  22.3  

2006 2.0  4.8  30.5  15.8  

2007 5.4  6.6  28.4  8.9  
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耐性 BP：32 ㎍/mL (2003 年以前は供試株のMIC 分布から感受性菌と耐性菌のピークの中間値、2004 年以1 

降はClinical and Laboratory Standards Institute: CLSI） 2 

−：記載なし 3 

※：2012 年以降は農場由来株ではなく、と畜場由来株のデータを記載 4 

 5 

表 17 農場・と畜場・食鳥処理場における健康牛、豚、肉用鶏及び採卵産卵鶏由来6 

Campylobacter jejuni の NA に対する耐性率 7 

実施年度 耐性率（％）※1 

 牛 豚 肉用鶏 採卵産卵鶏 

1999 8.8  33.3  16.7  NI 

2000 16.3  0.0  7.5  2.6  

2001 25.0  - 40.5  3.3  

2002 19.2  100.0  17.2  3.8  

2003 17.6  NI 20.0  4.2  

2004 15.2  

2005 21.1  

2006 37.5  

2007 25.8  

2008 33.3  - 14.7  3.0  

2009 33.3  - 27.6  20.4  

2010 37.3  - 33.9  3.3  

2011 31.4  100.0※2 34.5  22.0  

2012 34.1  - 39.4 - 

2008 2.1  6.9  30.8  8.3  

2009 4.2  10.1  38.5  4.4  

2010 1.0  7.1  33.3  12.8  

2011 2.9  9.7  31.7  9.9  

2012 2.4  4.1  39.8  - 

2013 1.8  11.0  36.1  - 

2014 2.42.3  9.19.7  45.3  - 

2015 2.6  5.2  35.9  - 

2016 2.3  15.6  35.4  - 

2017 2.0  12.0  39.3  - 

2018 2.1  12.0  40.6  - 

2019 1.4  11.31.2  36.7  - 

2020 3.2  8.6  48.8  - 

2021 1.9  9.8  37.2  - 

2022 2.1 8.1 33.1 - 
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2013 37.133.6  - 51.948.1  -  

2014 66.750.8  - 36.829.8  -  

2015 42.7  - 27.827.7  -  

2016 46.944.4  - 64.757.4  -  

2017 57.748.5  - 46.3  -  

2018 37.131.4  - 34.031.4  -  

2019 60.5  - 37.1  -  

2020 62.462.7  - 32.7  -  

2021 64.9  - 44.1  -  

2022 57.4 - 34.0 - 

−：記載なし 1 

NI：分離菌株なし 2 

耐性 BP：32 ㎍/mL (2003 年以前は供試株のMIC 分布から感受性菌と耐性菌のピークの中間値、2004 年以3 

降はCLSI) 4 

※1：2012 年以降は農場由来株ではなく、と畜場由来株のデータを記載 5 

※2： 1検体のみ分離 6 

 7 

表 18 農場・と畜場・食鳥処理場における健康牛、豚、肉用鶏及び採卵産卵鶏由来8 

Campylobacter coli のNA に対する耐性率 9 

実施年度 
耐性率（％）※ 

牛 豚 肉用鶏 採卵産卵鶏 

1999 NI 21.3  0.0  NI 

2000 33.3  24.5  100.0  40.0  

2001 80.0  23.5  0.0  0.0  

2002 0.0  28.6  40.0  33.3  

2003 50.0  34.9  53.3  22.7  

2004 26.5  

2005 26.5  

2006 32.6  

2007 56.0  

2008 66.7  42.8  50.0  0.0 

2009 50.0  51.6  0.0 14.3  

2010 33.3  43.5  33.0  10.0  

2011 55.6  73.3  29.4  35.3  

2012 - 46.5  - - 

2013 - 53.8  - - 

2014 - 52.7  - - 

2015 - 47.7  - - 
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2016 - 61.5  - - 

2017 - 54.150.8  - - 

2018 - 58.6  - - 

2019 - 45.0  - - 

2020 - 52.4  - - 

2021 - 54.9  - - 

2022 - 49.4 - - 

−：記載なし 1 

NI：分離菌株なし 2 

耐性 BP：32 ㎍/mL (2003 年以前は供試株のMIC 分布から感受性菌と耐性菌のピークの中間値、2004 年以3 

降はCLSI) 4 

※：2012 年以降は農場由来株ではなく、と畜場由来株のデータを記載 5 

 6 

表 19 農場・と畜場・食鳥処理場における健康牛、豚、肉用鶏及び採卵産卵鶏由来サル7 

モネラ属菌のNAに対する耐性率 8 

実施年度 耐性率（％）※ 

牛 豚 肉用鶏 採卵産卵鶏 

2000 4.0  0.0  13.0  0.0  

2001 

2002 

2003 

2004 8.6  

2005 NI 0.0  13.0  0.0  

2006 NI 0.0  11.0  0.0  

2007 NI 0.0  11.1  0.0  

2008 - 20.7  10.5  - 

2009 1.2  13.6  2.8  - 

2010 7.4  3.4  6.1  - 

2011 2.0  15.9  8.0  - 

2012 - - 29.8  - 

2013 - - 19.5  - 

2014 - - 17.2  - 

2015 - - 15.4  - 

2016 - - 12.5  - 

2017 - - 17.0  - 

2018 - - 18.8  - 

2019 - - 8.4  - 

2020 - - 11.9  - 



37  

2021 - - 19.4  - 

2022 - - 14.7  - 

−：記載なし 1 

耐性 BP：32 ㎍/mL (2003 年以前は供試株のMIC 分布から感受性菌と耐性菌のピークの中間値、2004 年以2 

降はCLSI) 3 

※：2012 年以降は農場由来株ではなく、と畜場由来株のデータを記載 4 

 5 

表 20 病性鑑定材料から分離された牛、豚及び肉用鶏由来大腸菌のNA に対する耐性率 6 

実施年度 
薬剤耐性率（％） 

牛 豚 鶏 

2012 - - 73.2  

2013 29.8  60.1  59.4  

2014 33.3  52.2  - 

2015 32.7  49.550.4  52.148.8  

2016 18.2  48.0  56.5  

2017 33.3  50.4  55.6  

2018 33.3  33.1  35.3  

2019 36.2  27.5  60.0  

2020 34.0  32.9  32.4  

2021 28.7  38.6  61.7  

2022 38.2  38.0  28.6  

2023 28.6 20.5 35.9 

−：記載なし 7 

耐性BP：32 ㎍/mL (CLSI) 8 

 9 

表 21 病性鑑定材料から分離された牛、豚及び肉用鶏由来サルモネラ属菌のNA に対す10 

る耐性率 11 

実施年度 
耐性率(%) 

牛 豚 鶏 

2011 2.1  15.9  8.0（肉用鶏）  

2012 7.3  21.7  6.3  

2013 1.8  5.0  8.0  

2014 3.2  15.5  3.9  

2015 11.8  6.1  28.6  

2016 5.7  7.1  - 

2017 5.1  9.1  - 

2018 1.8  20.3  0.0  

2019 1.8  24.6  43.8  
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2020 25.5  20.8  31.3  

2021 38.8  16.1  42.9  

2022 21.7  17.2  16.7  

2023 33.373.7 21.752.2 14.364.3 

−：記載なし 1 

耐性BP：32 ㎍/mL (CLSI) 2 

 3 

表 22 病性鑑定材料から分離された牛、豚及び鶏由来黄色ブドウ球菌のNA に対する4 

MIC（畜種合計） 5 

実施年度 株数 
MIC 範囲 

(mg/L) 

MIC50 

(mg/L) 

MIC90 

(mg/L) 

2010 137 8->128 128 128 

2011 122 8->128 128 128 

2012 112 8->128 128 128 

2013 138 4->128 64 128 

 6 

 7 

表 23 病性鑑定材料から分離された黄色ブドウ球菌のNA に対するMIC（畜種別） 8 

畜種 実施年度 株数 
MIC 範囲 

(mg/L) 

MIC50 

(mg/L) 

MIC90 

(mg/L) 

牛 2014 90 16->128 64 128 

2015 75 16->128 64 64 

豚 2014 3 -(1) - - 

2015 2 -(2) - - 

鶏 2014 13 32->128 64 >128 

2015 6 -(3) - - 

(1) MICは16->128mg/L 9 

(2) MICは64->128 mg/L 10 

(3) MICは32->128 mg/L 11 

 12 

② JVARM 以外の国内情報 13 

 JVARM 以外の国内における食品媒介性病原菌及び指標細菌のOA 及びNA に対す14 

る MIC を表 24 及び表 25 に示した。（参照 26、62、102）[向原_1990_鶏病研報] 15 

[Morioka_2005_JVMS] [Uemura_2003_Microbiol Immunol] 16 

 17 

表 24 国内における食品媒介性病原菌及び指標細菌のOAに対するMIC 18 

動

物

種 

菌種 
分離

年 
由来 

菌株

数 

MIC範囲

（µg/mL） 

MIC50 

（µg/m

L） 

MIC90 

（µg/m

L） 

耐性率

（%） 

参照 

文献 
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牛 
Staphylococc

us spp. 
2000 病牛 69 -※ - - - - 0.0 

(参照 62) 

[Morioka_2

005_JVMS] 

豚 

Escherichia 

coli 

（STEC） 

1997

-

2001 

病豚 

（浮腫

病） 

57 0.20->100 50 100 - 

(参照 102) 

[Uemura_2

003_Microb

iol 

Immunol] 

豚 
Staphylococc

us spp. 
2000 病豚 12 -※ - - 8.3 

(参照 62) 

[Morioka_2

005_JVMS] 

 

鶏 
Campyloba

cter jejuni 

1989

-

1990 

健康鶏 17 <0.4-3.1 3.1 3.1 - 

(参照 26) 

[向原_1991_

鶏病研報] 

※BP >25µg/mL は分離株集団から設定 1 

 2 

【事務局】 3 

第 58 回 WG の机上配布資料２でご確認いただいた、参照 530 のデータ（1979-19824 

年に家畜から分離されたC. jejuni, C. coli のNA に対するMIC）の記載漏れがございま5 

した、申し訳ございません。今回青字で追記しております。 6 

 7 

表 25 国内における食品媒介性病原菌及び指標細菌のNA に対するMIC 8 

動

物

種 

菌種 
分離

年 
由来 菌株数 

MIC範

囲

（µg/mL

） 

MIC50 MIC90 
耐性率

（％） 
参照文献 

豚

鶏 

Yersinia 

enterocolitica 
- - 

19（豚） 

2（鶏） 
- - - 

0.0 

（ヒト

等含め

た分離

株全て

感性）  

(参照

157)[金沢

_1976_Jpn 

J 

Antibiotics] 

牛 

 

Campylobact

er jejuni 

1979-

1982 
牛 29 

<0.2-

6.25 
- - 0  

(参照 530)

伊藤_1984_

感染症学雑

誌] 
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Campylobact

er jejuni 
2004 

健康

牛 
37 -※ 4 128 24.3  

(参照 150) 

[Harada_20

06_JVMS] 

Campylobact

er jejuni 

2010-

2011 

健康

牛 
90 2-256※ 8 256 42.2  

(参照 151) 

[Haruna_20

13_JVMS] 

Campylobact

er jejuni 

2010-

2011 

健康

牛 
106 - - - 28.0  

(参照  152) 

[Sasaki_201

3_JVMS] 

Campylobact

er jejuni 
2021 

健康

牛 
68 - - - 64.7  

(参照

153)[Sasaki

_2022_Ani

mal 

Diseases] 

Campylobact

er coli 

2008-

2014 

健康

牛 
25 - - - 0.0  

(参照

171)[Asaku

ra_2019_Mi

crobes 

Environ] 

Campylobact

er coli 

2010-

2011 

健康

牛 
9 16-128※ 128 128 88.9  

(参照  151) 

[Haruna_20

13_JVMS] 

Campylobact

er coli 
2021 

健康

牛 
26 - - - 88.5  

(参照

153)[Sasaki

_2022_Ani

mal 

Diseases] 

豚 
 

Campylobact

er jejuni 
2004 

健康

豚 
72 -※ 8 128 27.8  

(参照 150) 

[Harada_20

06_JVMS] 

Campylobact

er jejuni 

2008-

2014 

健康

豚 
25 - - - 4.0  

(参照

171)[Asaku

ra_2019_Mi

crobes 

Environ] 

Campylobact

er coli 

1979-

1982 
豚 54 <0.2-25 - - 0 

(参照 530)伊

藤_1984_感

染症学雑誌] 
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Campylobact

er coli 

2010-

2011 

健康

豚 
106 8->512※ 32 256 61.3  

(参照 151) 

[Haruna_20

13_JVMS] 

Yersinia 

pseudotuberc

ulosis 

記載

なし 

記載

なし 
10 - - - 

0.0  

（ヒト

等含め

た分離

株全て

感性） 

(参照

157)[金沢

_1976_Jpn 

J 

Antibiotics] 

鶏 

 

Campylobact

er jejuni 

1979-

1982 
鶏 46 3.12-25 - - 0 

(参照 530)伊

藤_1984_感

染症学雑誌] 

Campylobact

er jejuni 

2017-

2019 

健康

鶏 
81 - - - 19.8  

(参照

154)[Sasaki

_2022_JVM

S] 

Campylobact

er coli 

2008-

2014 

健康

鶏 
25 - - - 72.0  

（参照

171）

[Asakura_2

019_Microb

es 

Environ] 

Campylobact

er coli 

2017-

2019 

健康

鶏 
28 - - - 14.3  

(参照

154)[Sasaki

_2022_JVM

S] 

肉

用

鶏 
 

Campylobact

er jejuni 

1995-

1999 

健康

鶏 
42 0.78-400 3.13 200 28.6  

(参照 155) 

[Chuma_20

01_JVMS] 

Campylobact

er jejuni 
2004 

健康

鶏 
37 -※ 4 128 10.8  

(参照  150) 

[Harada_20

06_JVMS] 

Campylobact

er coli 

1995-

1999 

健康

鶏 
26 0.78-400 6.25 200 34.6  

(参照 155) 

[Chuma_20

01_JVMS] 

Campylobact

er jejuni 
2004 

健康

鶏 
58 -※ 4 128 12.1  
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採

卵

鶏 
 

Campylobact

er coli 
11 -※ 4 64 18.2  

(参照  150) 

[Harada_20

06_JVMS] 

※ 32 µg/mL は分離株集団から設定 1 

 2 

５．薬剤耐性機序及び薬剤耐性決定因子について 3 

（１）キノロン系合成抗菌剤に対する耐性の基本機序及び耐性遺伝子   4 

 OA は、NA に類似した第一世代のキノロン系合成抗菌剤であり、その作用機序はグ5 

ラム陰性菌においては DNA 合成に関与する酵素である DNA ジャイレースを標的と6 

する点で、フルオロキノロン系合成抗菌剤を含む他のキノロン系合成抗菌剤と共通し7 

ている。キノロン系合成抗菌剤やフルオロキノロン系合成抗菌剤に対する耐性は、主8 

に以下の 3 つの機構により生じることが知られている。 9 

 第一に、DNA ジャイレースのAサブユニット（gyrA）や、後年の研究で明らかに10 

なったトポイソメラーゼ IV（parC、parE）の変異により、薬剤の標的酵素への結合11 

が阻害され、耐性が発現する。（参照 34、35）[Hooper_1986] [Yoshida_1990_AAC]12 

第二に、薬剤が細菌内に到達する過程で、外膜透過性の低下（とくにOmpF タンパク13 

質の発現減少）や薬剤排出系（efflux pump）の活性化により、細胞内濃度が低下する14 

ことが挙げられる。これらはいずれも主に染色体変異によって引き起こされる。（参照15 

34、36）[Hooper_1986] [Hirai_1986_AAC]第三に、2000 年以降の研究により、プラ16 

スミド媒介性キノロン耐性（PMQR: plasmid-mediated quinolone resistance）の存17 

在が明らかとなった。代表的な遺伝子として、qnr ファミリー（qnrA、qnrB、qnrS18 

など）、aac(6')-Ib-cr、qepA、oqxAB などが報告されており、これらは臨床分離株や家19 

畜由来株からも検出されている。（参照 37、38）[Robicsek_2006_nature medicine] 20 

[Strahilevitz_2006_CLINICAL MICROBIOLOGY REVIEWS] 21 

 プラスミド媒介性キノロン耐性はフルオロキノロン系合成抗菌剤において顕著であ22 

る。キノロン系合成抗菌剤及びフルオロキノロン系合成抗菌剤に対する耐性に関与す23 

る獲得遺伝子について、表 26 に示した。（参照 37～50、89、90～92、95、98、103、24 

104 、 118 、 159 、 181 、 182 、 183 ） [Robicsek_2006_nature 25 

medicine][Strahilevitz_2006_CLINICAL MICROBIOLOGY REVIEWS][ 山 岸26 

_2001_ 大 日 本 製 薬 株 式 会 社 創 薬 研 究 所 ][Li_2019_ARIC][Neyfakh 27 

AA_1992_AgentsChemother][HE_1996_J 28 

Bacteriol][TRUCKSIS_1994_AAC][ML_2005_AAC][Amabile-29 

Cuevas_1991_Nucleic Acids Research][SharmaP_2017_Nat 30 

Commun][HooperDC_1989_AAC][HooperDS_1992_AAC][DingY_2008_J 31 

Bacterial][LampeMF_1985_J Bacterial][Yuan-2018-J Med Microbiol][Fang-2020-32 

Antimicrob Agents Chemother][Ahmed-2009-J Appl Microbiol[Kawanishi-2013-J 33 

VetMedSci][Strahileviz_2009_CMR][Vinothkumar_2016_fmicb][Hooper_2015_PM34 

C] [Jacoby_2014_Microbiol Spectr] [Hooper-2016-Cold Spring Harb Perspect Med] 35 

[Hong_2022_Antimicrob Agents Chemother] [Yao_2016_mBio][Dai_2024_Proc Natl 36 

Acad Sci USA] [Cooper_2025_mBio] なお、ポーリンや薬剤排出系遺伝子に関しては、37 
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ほとんどの場合、これらの遺伝子の発現の上昇・低下をもたらす調節系の遺伝子の変1 

異に基づくものであるため、調整遺伝子についても括弧書きで記載している。 2 

 3 

表 26 キノロン系合成抗菌剤耐性に関与する主な耐性遺伝子 4 

主な耐性遺伝子 

主なキノロン系合成抗

菌剤及びフルオロキノ

ロン系合成抗菌剤の耐

性プロファイル 

遺伝子の保有が報告された主な細菌 
局在性 

名称 

※括弧

内は主

な調節

遺伝子 

耐性機

序 

染色体 

gyrA 

DNA ジ

ャ イ レ

ー ス 及

び ト ポ

イ ソ メ

ラ ー ゼ

Ⅳの 

変異 

キノロン系

（OA,NA） 

フルオロキノロン系

（NFLX,ENX,CPF

X,OFLX） 

Escherichia,  Pseudomonas, Salmonella, 

Shigella, Acinetobacter, Klebsiella, 

Mycobacterium, Campylobacter, Neisseria, 

Helicobacter, Coxialla, Staphylococcus,  

Enterococcus 

gyrB 

キノロン系

（OA,NA） 

フルオロキノロン系

（NFLX, 

ENX,CPFX,OFLX） 

 Escherichia, Pseudomonas, Salmonella, 

Shigella, Acinetobacter, Klebsiella, 

Mycobacterium Campylobacter, Neisseria, 

Helicobacter, Coxialla, Staphylococcus,  

Enterococcus,  

nalB 

キノロン系（NA） 

フルオロキノロン系 

（NFLX,CPFX） 

E. coli, P. aeruginosa 

nalD キノロン系（NA） E. coli 

parC 

キノロン系

（OA,NA） 

フルオロキノロン系 

（NFLX,ENX, 

CPFX,OFLX） 

 Staphylococcus, Escherichia, Neisseria  

parE 

キノロン系

（OA,NA） 

フルオロキノロン系

（NFLX,ENX, 

CPFX,OFLX） 

Staphylococcus, Escherichia, Neisseria  

bmr 

膜 透 過

性 低 下

及 び 排

出亢進 

 

キノロン系

（OA,NA） 

フルオロキノロン系

（TMFX, CPFX, 

NFLX） 

Bacillus subtilis 
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cfxB 

フルオロキノロン系

（CPFX 

） 

E. coli 

cmeA、 

cmeB、 

cmeC 

(cmeR) 

キノロン系（NA） 

フルオロキノロン系

（CPFX） 

Campylobacter 

crp キノロン系（NA） E. coli 

ctr キノロン系（NA） E. coli 

cya キノロン系（NA） E. coli 

flqB 

フルオロキノロン系

（NFLX,ENX,CPFX,

OFLX） 

S. aureus, E. coli 

icd キノロン系（NA） E. coli 

lfr 

フルオロキノロン系

（OFLX, CPFX, 

NFLX） 

Mycobacterium smegmatis 

acrAB-

tolC 

(marR, 

soxR 

rob） 

 

キノロン系（NA） 

フルオロキノロン系

（NFLX,CPFX,ENX

） 

Escherichia, Salmonella  

mexA

B-

oprM 

(mexR

) 

キノロン系（NA） 

フルオロキノロン系 

（NFLX,CPFX） 

 Pseudomonas 

nalD キノロン系（NA） P. aeruginosa 

nfxB 

キノロン系（NA） 

フルオロキノロン系

（NFLX） 

E. coli, P. aeruginosa 

nfxC 
フルオロキノロン系

（NFLX） 
E. coli, P. aeruginosa 

norA 
膜 透 過

性低下 

フルオロキノロン系

（NFLX,ENX,CPFX,

OFLX） 

S. aureus, E. coli, S. epidermidis 

norB 
キノロン系（NA） 

フルオロキノロン系
S. aureus E. coli 
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（NFLX,CPFX,SPFX

） 

norC 

キノロン系（NA） 

フルオロキノロン系

（NFLX,CPFX,SPFX

） 

S. aureus E. coli 

ompF 

(soxR,

marR) 

キノロン系（NA） 

フルオロキノロン系

（NFLX） 

 Escherichia, 

pqr 

フルオロキノロン系

（OFLX, CPFX, 

NFLX） 

Proteus vulgaris 

purB キノロン系（NA） E. coli 

soxR 
フルオロキノロン系

（ENX） 
E. coli 

挿入配

列又は

プ ラ ス

ミド 

 

oqxAB 
排 出 亢

進 

キノロン系（NA） 

フルオロキノロン系

（CPFX,NFLX） 

Enterobacter, Enterococcus, Escherichia, 

Klebsiella, Morganella, Pseudomonas, 

Salmonella, Shigella  

プ ラ ス

ミド 

aac(6')-

1b-cr 

ア セ チ

ル 化 に

よ る 不

活化 

フルオロキノロン系

（CPFX,NFLX） 

Enterobacter, Escherichia, Klebsiella,  

Morganella, Pseudomonas, Salmonella, 

Shigella  

qepA 

排 出 亢

進 

フルオロキノロン系

（CPFX,NFLX） 
Escherichia, Klebsiella, Salmonella 

ramAp 

キノロン系（NA） 

フルオロキノロン系

（CPFX） 

Escherichia, Klebsiella, Salmonella  

qnrA 

DNA ジ

ャ イ レ

ー ス 及

び ト ポ

イ ソ メ

ラ ー ゼ

Ⅳ の 保

護（結合

阻害） 

キノロン系（NA） 

フルオロキノロン系

（CPFX,レボフロキサ

シン（LVFX）） 

Acinetobacter, Citorobacter, Enterobacter,  

Escherichia, Glaesserella, Klebsiella,  

Kluyvera, Proteus, Providencia, 

Pseudomonas, Salmonella, Shewanella, 

Stenotrophomonas 

Serratia, Shigella, Vibrio 

qnrB 

キノロン系（NA） 

フルオロキノロン系

（OFLX,MFLX,NFL

X） 

Citrobacter, Enterobacter, Escherichia,  

Glaesserella, Kluyvera, Klebsiella, Proteus, 

Salmonella, Serratia, Shigella  
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qnrC 
フルオロキノロン系

（CPFX） 
Proteus 

qnrD 
フルオロキノロン系

（CPFX） 

Escherichia, Citrobacter, Klebsiella, 

Morganella, Proteus, Providencia, 

Pseudomonas, Salmonella 

qnrS 

キノロン系（NA） 

フルオロキノロン系

（CPFX） 

Aeromonas, Citrobacter, Enterobacter, 

Escherichia, Klebsiella, Morganella Proteus,  

Pseudoalteromonas, Pseudomonas, 

Salmonella, Serratia, Shigella 

qnrVC 

キノロン系（NA） 

フルオロキノロン系

（CPFX,NFLX,OFLX

） 

Aeromonas, Pseudomonas, Vibrio 

CPFX:シプロフロキサシン  ENX:エノキサシン  MFLX：モキシフロキサシン  NFLX: ノルフロ1 

キサシン  SPFX:スパルフロキサシン  TMFX: テマフロキサシン 2 

 3 

① 標的酵素の変異  4 

a．DNA ジャイレースの変異 5 

 DNA ジャイレースは DNA スーパーコイリング反応などを触媒することにより、6 

DNA の高次構造を変換し、DNA 複製、転写、組換えという重要な機能に関係する7 

細菌が生存するために必須の酵素である。このジャイレースのスーパーコイリング8 

活性がNA、OA 等キノロン系合成抗菌剤やフルオロキノロン系合成抗菌剤によって9 

阻害されることが報告されている。（参照 53、54）[GELLERT_1977_Biochemistry] 10 

[Sugino_1977_Biochemistry]大腸菌のDNA ジャイレースは、gyrA 遺伝子がコード11 

する GyrA サブユニット 2 分子と gyrB 遺伝子がコードする GyrB サブユニット 212 

分子からなる 4 量体である。GyrA サブユニットの N 末端側 59 kKDa のドメイン13 

がDNAの切断と再結合活性を担っており、GyrBサブユニットのN末端側43 kKDa14 

のドメインには ATP 加水分解活性を有している。（参照 23 ） [M. 15 

BARNARD_2001_AAC] 16 

DNA ジャイレースの GgyrA サブユニットをコードする gyrA 遺伝子に生じた点17 

変異は、キノロン系薬剤との結合親和性を低下させ、耐性化に関与する。大腸菌にお18 

ける gyrA の変異は、その変異部位は 875 個のアミノ酸からなる GyrA 蛋白の N 19 

末端から 67～106 番目までの比較的狭い領域（キノロン耐性決定領域 quinolone 20 

resistance-determining region：QRDR）のアミノ酸に局在しており、特に Ser83 お21 

よびAsp87 におけるアミノ酸置換が頻繁に報告されており、キノロン系合成抗菌剤22 

の感受性に大きく関与する部位と考えられている。（参照 5 、 35 ）23 

[Barnard_2001_JAC] [Yoshida_1990_AAC] QRDR は、DNAジャイレースがDNA24 

を切断・再結合する際に機能する部位であり、X 線結晶構造解析により、薬剤-酵素25 

-DNA の三者相互作用の形成に重要であることが示されている。（参照 5、10）26 
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[Barnard_2001_JAC][Blower_2016_PNAS] 1 

 QRDR 領域における変異は、NA やOA に対する耐性と同時に、CPFX やNFLX2 

といったフルオロキノロン系合成抗菌剤に対しても交差耐性をもたらすことが知3 

られている。（参照 35）[Yoshida_1990_AAC]大腸菌において、gyrA 遺伝子の変異4 

株から精製されたDNAジャイレースでは、NFLXに対する感受性が低下している。5 

（参照 34）[Hooper_1986_AAC] 6 

 QRDR は細菌種間で高度に保存されており、同様の変異パターンが多くの病原細7 

菌で確認されている。（参照 32）[WEIGEL_1998_AAC]大腸菌以外の細菌において8 

も gyrA 遺伝子におけるキノロン系合成抗菌剤耐性の変異部位が明らかにされ、ブ9 

ドウ球菌、肺炎球菌等の種々の菌株のキノロン系合成抗菌剤耐性の gGyrA 変異はい10 

ずれもQRDR 内に局在し、変異部位や変異アミノ酸の種類は大腸菌の場合と同様で11 

あることが判明している。（参照 39） [山岸_2001_大日本製薬株式会社創薬研究所] 12 

 大腸菌GyrB のキノロン耐性変異として、426 番目のアスパラギン酸(Asp-426)が13 

アスパラギンに変わる変異(Asp426Asn)と 447 番目のリジン(Lys-447)がグルタミ14 

ン酸に変わる変異(Lys477Glu)が認められている。Asp-426 変異株はすべてのキノ15 

ロン系合成抗菌剤に耐性である。しかし、447 変異株はOA やNAに代表される酸16 

性キノロン系合成抗菌剤に耐性であるが、フルオロキノロン系合成抗菌剤のような17 

両性基のキノロン系合成抗菌剤には高度感受性を示す。OA 耐性株も NA 耐性株と18 

同様Lys-447 に変異が認められている。黄色ブドウ球菌、肺炎球菌等の種々の細菌19 

がキノロン耐性GyrB 変異を示し、それらの変異部位や変異アミノ酸の種類は大腸20 

菌の場合と同様である。（参照 55）[Yoshida_1991_AAC] 21 

  22 

b. トポイソメラーゼ IV（TopoIV）の変異 23 

 トポイソメラーゼ IV は主に parC 及び parE によりコードされ、グラム陽性菌24 

において特に重要な標的である。一般的に、大腸菌などのグラム陰性菌では 25 

GgyrA が、ブドウ球菌などのグラム陽性菌では PparC がキノロン系合成抗菌剤26 

の最初の標的となるが、グラム陽性菌における PparC については、肺炎球菌27 

Streptococcus pneumoniae やEnterococcus faecalis のように、キノロンの種類に28 

よって最初の標的がGgyrA となる場合があることも報告されている。大腸菌にお29 

いては、キノロン系であるNA では単一の gyrA 変異で高レベルの耐性を示すこと30 

があるが、フルオロキノロン系では複数の変異（gyrA＋parC 等）が必要とされる。31 

（参照 58、84）[Webber M_2001_V.Reserch] [小澤_2009_動物抗菌会報] QRDR32 

は細菌種間で高度に保存されており、同様の変異パターンが多くの病原細菌で確33 

認されている。（参照 32）[WEIGEL_1998_AAC] 34 

 35 

②  菌体内への膜透過性の変化   36 

 a. 薬剤の取り込み低下    37 

 キノロン系合成抗菌剤及びフルオロキノロン系合成抗菌剤の細胞内への取り込38 

みは、主に外膜ポーリンであるOmpF を介して行われる。OmpF の発現はさまざ39 

な制御経路を通じて行われるが、その一つとして薬剤搬出ポンプ AcrAB-TolC の40 
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遺伝子発現制御因子としても知られている MarA 及び SoxS の亢進によってアン1 

チセンスRNA であるmicF の転写が活性化され、その結果、OmpF の発現が低下2 

することが知られている。（参照 145）[Nikaido_2003_Microbiol Mol Biol Rev] 3 

Escheriehia coli K-12 株の研究では、nfxB、norB、norC などの変異株が、OmpF4 

の発現低下や構造変化を伴い、NFLX やCPFX の取り込み量が有意に減少するこ5 

とが示されている。（参照 36、47）[Hirai_1986_AAC][ HooperDC_1989_AAC]特6 

にnorC変異株では、OmpFの発現低下に加えてリポ多糖構造の異常も認められ、7 

薬剤透過性の低下と同時に、疎水性薬剤に対する感受性の亢進という逆転現象も8 

観察された。(参照 36) [Hirai_1986_AAC]  9 

 10 

b. 薬剤排出系の活性化   11 

排出ポンプによる排出機構（AcrAB-TolC、NorA 等）については、NorA は主12 

にグラム陽性菌でのフルオロキノロン排出に関与し、AcrAB-TolC はグラム陰性13 

菌で広範な抗菌薬を排出する。（参照 52）[Queen’s University_2000_AAC] 多剤14 

排出システムとして機能する大腸菌、サルモネラ等のAcrAB-TolC やカンピロバ15 

クターのCmeABC は、RND ファミリー型排出ポンプの一種で、キノロン系及び16 

フルオロキノロン系合成抗菌剤以外にフェニコール、マクロライド、テトラサイ17 

クリン系等のさまざまな抗菌性物質を基質とすることが知られており（参照 241）18 

[Li_2015_Clin Microbiol Rev] （参照 192） [Lin_2002_Antimicrob Agents 19 

Chemother]、染色体上のグラム陰性菌では、aAcrAB-tTolC 等染色体コードの多20 

剤排出ポンプの過剰発現がキノロンに対する基礎耐性を高め、さらにテトラサイ21 

クリンやクロラムフェニコールなど構造の異なる薬剤も同時に排出することで22 

薬剤感受性の低下が認められる。（参照 87、88）[横田_2015_耳鼻感染症][村上23 

_2007_生化学] なお、フルオロキノロン系合成抗菌剤は、AcrAB 多剤排出ポン24 

プの過剰発現に加えて qnr 等のや aac(6′)-Ib-cr といったプラスミド性の複数の25 

耐性遺伝子を保有することでより高い耐性を示す。例えば AcrAB 排出ポンプの26 

過剰発現が見られる大腸菌において、qnrA を保有する場合は CPFX に対する27 

MIC が 2 µg/ml に到達し、qnrS1 及び oqxAB 保有菌では完全な耐性（4 µg/ml）28 

に到達する。（参照 104）[Hooper_2015_PMC]  29 

Pseudomonas aeruginosa では、多剤耐性の原因となるRND ファミリー型排30 

出ポンプの一種であるMexAB-OprM が主要な耐性機構として知られており、同31 

菌はこの排出ポンプを介して複数の抗菌薬に対する耐性を獲得している。（参照32 

156）[中江_2007_生化学] MexAB-OprM は制御因子であるmexR の変異によっ33 

て発現が上昇し、NAやCPFX 等に対する耐性が高まることが知られている。（参34 

照 118）[Hooper_2016_Cold Spring Harbor Perspect Med]  35 

Pseudomonas aeruginosa などの非腸内細菌では、nfxB、nalB などの変異によ36 

り、ATP 依存性の多剤排出系が活性化し、排出ポンプによりキノロン系合成抗菌37 

剤フルオロキノロン系合成抗菌剤が細胞外に排出されることで耐性が発現する38 

ことが報告されている。(参照 52)[Queen’s University_2000_AAC] 39 

 海外の家畜・家禽由来カンピロバクター株ではキノロンやマクロライドを含む40 
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多剤耐性の付与に関与する RE-cmeABC （耐性増強変異型多剤排出ポンプ）遺1 

伝子保有株が認められ、当該遺伝子の自然形質転換によるカンピロバクターの菌2 

株間での伝達が知られている。（参照 181） [Yao_2016_mBio]  RE-cmeABC 保3 

有株は25か国でヒト、家畜・家禽及び市販食肉等から分離されており（参照182）4 

[Dai_2024_Proc Natl Acad Sci USA]、ペルーの鶏糞便由来 Campylobacter 5 

spp.75 株中 47 株（62.7%）で RE-cmeB 遺伝子の保有が認められたことから、6 

鶏が当該遺伝子保有株の保菌動物である可能性が指摘されている（参照 183）7 

[Cooper_2025_mBio]が、これまでのところ、国内におけるRE-CmeABC 検出報8 

告はない。 9 

 10 

③  プラスミド性耐性遺伝子の獲得 11 

①及び②の機序は、主に染色体で生じるが、プラスミド性耐性遺伝子の獲得も耐12 

性機構の一つとして関与しており、2000 年以降、腸内細菌目細菌を中心にPMQR13 

が多数報告されている。qnr 遺伝子群（qnrA、qnrS 等）は、DNAジャイレース及14 

びトポイソメラーゼ IVを保護するタンパク質をコードし、薬剤の結合を阻害す15 

る。（参照 38）[Strahilevitz_2006_CLINICAL MICROBIOLOGY REVIEWS]さ16 

らに、aac(6')-Ib-cr 遺伝子は、アミノグリコシド耐性酵素の変異型であり、無置換17 

ピペラジニル基のNFLX やCPFX をアセチル化し不活化することが報告されてい18 

る（参照 37、38）[Robicsek_2006_nature 19 

medicine][ Strahilevitz_2006_CLINICAL MICROBIOLOGY REVIEWS]。20 

AAC(6′)-Ib-cr はC7 位のピペラジン環上のアミノ基をアセチル化して特定のフル21 

オロキノロン系合成抗菌剤の活性を低下させるが、（参照 85）22 

[Poirel_2012_Frontires in Microbiology] NA・OA にはその標的となる構造が存在23 

しないため修飾作用を受けない。また、oqxAB 及び qepA は、それぞれ異なる系の24 

排出ポンプをコードしており、細胞内薬剤濃度を低下させるキノロン排出による耐25 

性に関与している。（参照 38）[Strahilevitz_2006_CLINICAL 26 

MICROBIOLOGY REVIEWS]  27 

元来、飼料添加物オラキンドックス耐性に関与するプラスミド性排出ポンプである28 

OqxAB は、NA、CPFX、クロラムフェニコール、ニトロフラン系、消毒剤（第四29 

級アンモニウムやトリクロサン等）まで排出する広範な多剤耐性ポンプである。30 

（参照 40）[Li_2019_ARIC] （参照 196）[Hansen_2007_J Antimicrob 31 

Chemother]qepA は主にCPFX やNFLX に対して排出効果を示すが、NA やOA32 

に対する影響は限定的であるとされる。（参照 85、86）[Poirel_2012_Frontires in 33 

Microbiology][Yamane_2007_AAC]プラスミド媒介性排出ポンプである QepA 34 

は、CPFX やNFLXなどの親水性フルオロキノロン合成抗菌剤を排出できること35 

が報告されている。これはなお、OA やNAは、フルオロキノロン系合成抗菌剤が36 

もつ 6 位フッ素や 7 位ピペラジン環を欠いており、これらのような親水性を高める37 

置換基を持たないため、分子全体が疎水性であるためである。（参照 85）38 

[Poirel_2012_Frontires in Microbiology] 39 

これらの他、ramA 遺伝子（ramAp）は、大腸菌やサルモネラにおいてキノロン40 
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系合成抗菌剤やマクロライド、テトラサイクリン等の多剤排出ポンプとして機能す1 

る染色体コードの AcrAB- TolC の転写制御因子である RamA をコードしている。2 

（参照 159）[Hong_2022_Antimicrob Agents Chemother]）また、最近、中国の健3 

康鶏由来 Klebsiella pneumoniae のプラスミド上に同定された多剤耐性ポンプ遺伝4 

子 tmexCD1- toprJ1 はキノロン系、テトラサイクリン系、セファロスポリン系及び5 

アミノグリコシド系の耐性付与に関与することが報告されている。（参照 160） 6 

[Lv_2020_mBio]   7 

このこれらプラスミド性耐性遺伝子による耐性は、表 26 に示すとおりフルオロ8 

キノロン系合成抗菌剤によるものが多いほとんどであるが、oqxAB はNA 耐性に関9 

与しており、大腸菌E.coli,、Enterococcus、K. pneumoniae、Salmonella 等で検出10 

確認されている。また、qnr 遺伝子を保有する大腸菌株は、野生株と比較して、フル11 

オロキノロン系合成抗菌剤である CPFX、LVFX に対する MIC を 30 倍程度（それ12 

ぞれ 0.008 µg/mL から 0.25 µg/mL、0.015 µg/mL から 0.38～0.5 µg/mL）まで上昇13 

させ、NA に対するMIC については 4 倍程度（4 µg/mL から 16 µg/mL）まで上昇14 

させることが報告されている。（なおCLSIによると感受性BPはそれぞれ1.0 µg/mL15 

以下、 2.0 µg/mL 以下、 16 µg/mL 以下で ある 。）（参 照 95 、 98 ）16 

[Strahileviz_2009_CMR] [Jacoby-2014-Microbiol Spectr] qnrS1 遺伝子を保有する17 

サルモネラ属菌（gyrA や parC については野生株）については、OAに対するMIC18 

は 4 µg/mL、NA に対する MIC は 32 µg/mL であり、CPFX に対する MIC は 1 19 

µg/mL、LVFX では 1 µg/mL、NFLX では 2 µg/mL であった。（参照 57）20 

[Asai_2010_Gut Pathogens]このように、qnr遺伝子は主にフルオロキノロン系合成21 

抗菌剤耐性に寄与するが、NAに対する感受性も低下させる。 22 

なお、aac(6’)-lb-cr 遺伝子を保有する大腸菌については、NAに対するMIC は野23 

生株と比較して 4 µg/mL のままで上昇は見られなかったが、CPFX に対しては、824 

倍程度（それぞれ 0.008 µg/mL から 0.06 µg/mL）上昇が見られ、LVFX に対しては25 

0.015 µg/mL のままで上昇は見られなかった。qepA 遺伝子についても、NA に対す26 

る MIC は上昇は見られなかったが、CPFX に対しては、8 倍（0.008 µg/mL から27 

0.064 µg/mL）上昇が見られ、LVFX に対しては 2 倍程度（0.015 µg/mL から 0.032 28 

µg/mL）上昇がみられた。（参照 98）[Jacoby-2014-Microbiol Spectr] 29 

 30 

（２）オキソリン酸とキノロン系合成抗菌剤との交差耐性 31 

 ここでは OA 及びキノロン系合成抗菌剤の代表とされ、OA 開発の元となった NA32 

に焦点を絞り記載する。 33 

 NA 耐性遺伝子 nalAがコードするNalA 蛋白が、DNA ジャイレースのGyrA サブ34 

ユニットと同一であること、他のNA 耐性遺伝子 nalC および nalD が gyrB 遺伝子の35 

対立遺伝子変異であることが判明し、ている。これらの結果よりキノロン系合成抗菌36 

剤の耐性は、gyrA あるいは gyrB 遺伝子のいずれの変異によっても生じることが知ら37 

れている。（参照 39、 82）  [山岸 _2001_大日本製薬株式会社創薬研究38 

所][ YAMAGISHI_1981_JB][Yamagishi_1981_JB]OA耐性大腸菌株はGyrAとGyrB39 

においてNA耐性大腸菌株と同じ位置に同じ変異がみられることから、耐性機構はNA40 
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と同様と考えられる。NA 耐性大腸菌より分離精製されたDNA ジャイレースは、OA1 

の 感 受 性 を 耐 性 化 さ せ た と い う 報 告 も あ る 。（ 参 照 53 ）2 

[GELLERT_1977_Biochemistry] 3 

 また、MIC 以下の濃度でキノロン系合成抗菌剤である OA、NA を含むキノロン系4 

合成抗菌剤 3 剤とフルオロキノロン系合成抗菌剤である NFLX、CPFX 等 3 剤の計5 

6 剤を各々添加した TSB ブイヨンで、4 菌種 6 株（Klebsiella pneumoniae 1 株、 6 

Enterobacter aerogenes 1 株、Enterobacter cloacae 2 株、Pseudomonas aeruginosa 7 

2 株）を 1 日ごとに 7 日間継代培養し、耐性の有無を継代前と MIC を比較して調べ8 

た研究では、継代培養の結果、OA のMIC は、OA 添加培地で継代した場合、すべて9 

の菌で 8～32 倍以上上昇し、NA 添加培地で継代した場合、すべての菌で 4～64 倍以10 

上上昇していた。NA の MIC は OA 添加培地で継代した場合、すべての菌（P. 11 

aeruginosa を除く 3 菌種 4 株）で 4～32 倍以上上昇し、NA 添加培地で継代した場12 

合、3 菌種 4 株で 8～32 倍上昇した。（P. aeruginosa 2 株はNA 耐性であったため、13 

NA を用いての実験からは除いている。）このように、OA とNAに対しての継代培養14 

を実施した結果、OA 及びNA の間で互いに交差耐性が認められ、OAとNA が同一、15 

あるいは類似の耐性機構を共有していることが示唆された。（参照 56）[L. 16 

BARRY_1984_AAC] 17 

 18 

（３）キノロン系合成抗菌剤とフルオロキノロン系合成抗菌剤との交差耐性 19 

 キノロン系合成抗菌剤とフルオロキノロン系合成抗菌剤は、共通する耐性機構を持20 

ちつつも、それぞれ特有の耐性因子や交差耐性の様式を有している。キノロン系合成21 

抗菌剤とフルオロキノロン系合成抗菌剤は、いずれも細菌の DNA 複製に不可欠な酵22 

素である DNA ジャイレースおよびトポイソメラーゼ IV を標的としており、基本的23 

な 作 用 機 序 は 共 有 さ れ て い る 。（ 参 照 35 、 38 ） [Yoshida_1990_AAC] 24 

[Strahilevitz_2006_CLINICAL MICROBIOLOGY REVIEWS] 25 

 一方、相違点として、キノロン系合成抗菌剤では単一の gyrA 変異（例：Ser83→26 

Leu）で高レベルの耐性を示すことがあるが、フルオロキノロン系合成抗菌剤では耐27 

性の獲得に複数の変異（gyrA＋parC など）が必要とされる。（参照 58, 84）[Webber 28 

M_2001_V.Reserch] [小澤_2009_動物抗菌会報] グラム陽性菌である Staphylococcus 29 

aureus や肺炎球菌 Streptococcus pneumoniae では、まず parC に変異が生じ、続い30 

て gyrA に変異が蓄積することでフルオロキノロン系合成抗菌剤に対する高レベル水31 

準 の 耐 性 が 成 立 す る こ と が 示 さ れ て い る 。（ 参 照 247 、 29 ）32 

[WEIGEL_2001_JAC][ Yamada_2008_Br J Ophthalmol]グラム陰性菌である大腸菌33 

においても、gyrA 及び parC の変異株では、gyrA のみの変異株に比べてフルオロキ34 

ノロン系合成抗菌剤に対する感受性が低下した。（参照 93）[Drlica_1997_ASM] 35 

 国内において、フルオロキノロン系合成抗菌剤が家畜に使用される以前の 1980 年36 

代に牛から分離され、単一の gyrA 変異（Asp87 → Tyr）が認められたNA 耐性サル37 

モネラ株（牛由来 S. Dublin）において、フルオロキノロン合成抗菌剤に対する感受性38 

が低下していたとの報告もある。（参照 27）[Akiba_2007_JAC]一方カンピロバクター39 

については、GyrA のQRDR における一か所の変異で、フルオロキノロン剤耐性を獲40 
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得する。これらは、カンピロバクターがサルモネラや大腸菌に比べて容易にフルオロ1 

キノロン耐性を獲得する要因と考えられている。（参照 59～61）[Luo_2005_PNAS] 2 

[ Zhang_2006_Microbes and Infection] [Han_2012_Fronteers in CIM] 人・食品（鶏3 

肉）・家畜由来のカンピロバクターにおいてGyrA のQRDR を調べた結果、86 番目の4 

スレオニンがイソロイシンに置換した変異が多く認められたとの報告がある。（参照5 

195）[ワンヘルス動向調査_2024]  6 

 また、PMQR（qnrA, qnrB, qnrS、aac(6’)-Ib-cr、qepA、oqxAB 等）は、[Ⅱ. 5.7 

（1）.③]に記載のとおり、一部の因子はキノロン系合成抗菌剤であるNA 耐性又は感8 

受性低下に関与しているものの、主にフルオロキノロン系合成抗菌剤に対する低レベ9 

ル耐性を与える。（参照 38）[Strahilevitz_2006_CLINICAL MICROBIOLOGY 10 

REVIEWS] 11 

 これらPMQR 因子は通常単独では高レベル耐性を引き起こさないが、また、QRDR12 

変異と併存することで相乗的にフルオロキノロン耐性を増強することがある。（参照13 

99）[Kotb_2019_BMC]したがって、PMQR による耐性獲得は主にフルオロキノロン14 

に対するものであり、NA、OA などのキノロン系合成抗菌剤には限定的な影響しか与15 

えないことを示唆している。（参照 84）[小澤_2009 動物抗菌会報] 16 

 17 

（４）耐性遺伝子の伝達 18 

PMQR として知られる可動性耐性遺伝子群は、主にフルオロキノロン系に対す19 

る低レベル耐性を与えるが、[Ⅱ.５.（１）]の表 26 のとおり oqxAB については、20 

OA と耐性機構が同様と考えられる NA 耐性に関与するものもありし、これらは伝21 

達性プラスミドや可動性遺伝因子（Mobile genetic element; MGE）により媒介さ22 

れている。また、qnr については、NA 感受性の低下に関与し、伝達性プラスミド23 

により媒介されている。 24 

PMQR 遺伝子は大きさや不和合性の異なる多様なプラスミド上に認められること25 

から、さまざまな細菌によるキノロン耐性プラスミドの獲得が頻繁に生じていること26 

が示唆される。（参照 98）[Jacoby_2014_Microbiol Spectr] 27 

qnr 遺伝子は多くの場合、ISCR1、IS26 や ISEcpI 等の可動性遺伝因子（Mobile 28 

genetic element; MGE）を伴って、プラスミド、インテグロン、Integrative conjugative 29 

element (ICE)等に認められる。また、多剤耐性プラスミド上で他の薬剤耐                                      30 

性遺伝子とともに認められることが多く、β-ラクタマーゼ遺伝子との共存は頻繁に認31 

められる。qnr 遺伝子はさまざまな腸内細菌目細菌に認められるが、特に大腸菌、32 

Enterobacter、Klebsiella 及び Salmonella で頻繁に検出される。また、検出頻度は低33 

いが、Pseudomonas aeruginosa や Acinetobacter baumanii、Stenotrophomonas 34 

maltophilia からも検出されている。グラム陽性菌においては、qnr 遺伝子はBacillus、35 

Enterococcus、Lisiteria やClostridium 等の染色体上に検出されるが、プラスミド性36 

ではない。qnr 遺伝子の検出は臨床由来細菌で多く報告されているが、牛、羊、馬、37 

豚、鶏、アヒル、ガチョウなどの家畜由来細菌からも検出されている。（参照 98）38 

[Jacoby_2014_Microbiol Spectr] 39 

oqxAB 遺伝子は大腸菌、K. pneumoniae やサルモネラのプラスミド上に IS2625 を40 

https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001447793.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/10900000/001447793.pdf
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伴ったTn6010 として局在するが、K. pneumoniae では染色体上にも IS26 を伴わず1 

に高頻度に認められる。blaCTX-M-14 及び他の CTX-M 遺伝子とのプラスミド上の共存2 

が認められることが多い。（参照 98、158） [Jacoby_2014_Microbiol Spectr] 3 

[Guillard_2015_Antimicrob Agents Chemother] 4 

最近、プラスミド上に局在してキノロン耐性に関与する 2 種類の遺伝子が同定され5 

た。台湾の臨床由来 Salmonella Goldcost の接合伝達性プラスミド上に同定された 6 

ramA 遺伝子（ramAp）は、キノロン耐性とともに、マクロライド、テトラサイクリ7 

ン 耐 性 等 の 付 与 に 関 与 す る こ と が 報 告 さ れ て い る 。（ 参 照 159 ）8 

[Hong_2022_Antimicrob Agents Chemother] また、中国の健康鶏の糞便由来 K. 9 

pneumoniae の接合伝達性プラスミド上に同定された多剤排出ポンプ遺伝子群10 

tmexCD1-toprJ1 はテトラサイクリン系、キノロン系、セファロスポリン系及びアミ11 

ノグリコシド系の耐性付与に関与し（参照 160）[Lv_2020_mBio]、当該遺伝子群は12 

2019 年に国内で分離されたヒト臨床由来K. pneumoniae 2 株の多剤耐性プラスミド13 

上にトランスポゾン、IS、Strand-biased circularizing integrative element （SE）14 

等の MGE を伴って検出されている。（参照 161）[Hirabayashi_2025_J Antimicrob 15 

Agents] 16 

 17 

① グラム陽性菌 18 

海外では、家畜、食肉及びヒト由来 S. aureus 及び Staphylococcus spp.で qnr19 

及び oqxAB の検出が報告されている。（参照 162～164、244）20 

[Wang_2014_Chinese J Vet Sci]  [Abdu_2019_J Adv Med Med Res] 21 

[Hamza_2023 Med J Babylon] [Anas_2025_Foodborne Pathog Dis]  22 

腸球菌については、中国の豚の堆肥由来株において oqxAB 遺伝子が IS26 を伴っ23 

て Tn6010 様のトランスポゾン構造を形成して、Tn5（aph(3’)-IIa を含む）配列近24 

傍に局在し、腸球菌間で接合伝達することが報告されている。（参照 89）25 

[Yuan_2018_J Med Microbiol]また、中国のE. faecium 臨床由来での oqxA の検出26 

が報告されている。（参照 165）[Zhang_2021_Infect Drug Resist] 27 

 28 

➁ グラム陰性菌 29 

大腸菌に関しては、国内の鶏大腸菌症由来株、鶏糞便由来株や養鶏場環境由来株30 

で oqxAB、qnrS1、qnrS2、qnrS13 が検出され、qnrS1 の接合伝達や qnrS1-31 

blaTEM-tetA 及び qnrS13-tetA が接合伝達性プラスミドにより共伝達されることが32 

報告されている。（参照 94、108、109） [Ozaki_2017_Poult Sci] 33 

[Nishikawa_2019_Poult Sci][Koyama_2020_Poult Sci]また、と畜場出荷豚糞便由34 

来ESBL 産生大腸菌での qnrS の検出が報告されている。（参照 107）35 

[Norizuki_2018_Jpn J Infect Dis] 国内のヒト臨床由来大腸菌では第 3 世代セフ36 

ァロスポリン耐性大腸菌の qnrA1 と aac(6’)-Ib-cr、blaTEM-1及び blaCTX-M-9との共37 

伝達やカルバペネマーゼ産生大腸菌の qnrB と aac(6’)-Ib-cr、blaIMP-6及び blaCTX-38 

M-2との共伝達が報告されている。（参照 140、166）[Ode_2009_Int J Antimicrob 39 

Agents] [Ogawa_2019_PLoS One]また、尿道カテーテル由来株で oqxAB 及び40 
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qnrS1 がそれぞれ別のプラスミド上に検出されている。（参照 167～169） 1 

[Sato_2011_Antimicrob Agents Chemother] [Sato_2013_Front Microbiol] 2 

[Munby_2020_Microbiol Resour Announc]耐性遺伝子の局在性は不明であるが、3 

臨床由来ESBL 産生性または第 3 世代セファロスポリン耐性大腸菌からの qnrA、4 

qnrB や qnrS の検出が報告されている。（参照 170）[Yano_2013_PLoS One] 5 

（参照 245）[Okade_2014_J Infect Chemother] 2018 年に国内で分離された臨6 

床由来大腸菌 2 株において多剤耐性プラスミド上に ramAp 遺伝子が検出されてお7 

り、同じプラスミド上に qnrS13 と blaCTX-M-55等の耐性遺伝子の共存が認められて8 

いる。（参照 159）[Hong_2022_Antimicrob Agents Chemother] 9 

海外では、家畜・家禽由来大腸菌の接合伝達性プラスミド上に qnrB、qnrS、10 

oqxAB がESBL 遺伝子（blaCTX-M-1/15/55、blaSHV-12）等と共存することが報告され11 

ている。（参照 172～177）[He_2017_Int J Antimicrob Agents] [Yang_2016_ 12 

Antimicrob Agents Chemother] [Wang_2018_mSphere] [Lupo_2018_ J 13 

Antimicrob Chemother] [Hayer_2020_mSphere] [Nakayama_2024_J Microorg 14 

Control] 15 

  赤痢菌では、国内の食中毒患者由来 S. flexneri の接合伝達性プラスミド上に16 

qnrS1 と blaTEM-1 が検出されている。（参照 178）[Hata_2005_Antimicrob Agents 17 

Chemother] 18 

 カンピロバクターでは、キノロン及びマクロライド耐性株にみられる染色体上19 

の gyrA 及び 23S rRNA 変異遺伝子の自然形質転換による耐性の伝達が知られて20 

いる。（参照 179）[Wilson_2003_Microbiology] （参照 180）[Kim 2006_Appl 21 

Environment Microbiol]最近のチュニジアでの調査報告によると、肉用鶏・採卵22 

鶏・卵・農場環境等由来Campylobacter spp.から局在部位は未確認であるが、23 

qnr 等のPMQR 遺伝子が検出されている。（参照 184）24 

[Gharbi_2024_Antibiotics]  25 

サルモネラでは、国内の牛由来 Salmonella Typhimurium のプラスミド上に26 

qnrS1 が検出され（参照 57）[Asai_2010_Gut Pathog]、また aac(6’)-Ib-cr と27 

blaOXA-1等の共存が確認されている。（参照 110） [Arai_2021_Front Microbiol]ま28 

た、食品取り扱い従事者由来広域セファロスポリン耐性 Salmonella Senftenberg29 

では、伝達性プラスミド上に blaCTX-M-14、qnrS1 及びその他の耐性遺伝子の共存が30 

確認され（参照 185）[Shigemura_2020_Appl Environ Microbiol]、同じく食品取31 

り扱い従事者由来セファロスポリン耐性サルモネラのプラスミド解析により、32 

blaCTX-M-14と qnrS1 はその上・下流域の IS26 とともに伝達性 IncHI1 プラスミド33 

上に局在することが報告されている。（参照 186）[Ohata_2024_J Appl Microbiol] 34 

海外においても、家畜・家禽由来サルモネラの接合伝達性プラスミドや染色体の35 

多剤耐性領域にPMQR 遺伝子（qnr、aac(6’)-Ib-cr、oqxAB）やESBL 遺伝子（blaCTX-36 

M-14/27/55/65、blaSHV-12）、カルバペネム耐性遺伝子等が共存することが報告されている。37 

（ 参 照 187 ） [Jiang_2014_Int J Antimicrob Agents] （ 参 照 188 ） 38 

[Zhang_2016_Front Microbiol]  （参照 113）[Wang_2017_BMC Infect Dis] （参39 

照 226）[Elnekave_2019_Antimicrob Agents Chemother] （参照 90） [Fang_2020_ 40 
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Antimicrob Agents Chemother] （参照 189）[Li_2021_Front Microbiol]  1 

その他の細菌からのPMQR 遺伝子として、中国の病豚由来Glaessrella 2 

parasuis から qnrA1、qnrB6 及び aac(6’)-Ib-cr （参照 190）[Guo_2011_J 3 

Antimicrob Chemother]、米国の病豚由来株から qnrB の検出が報告されている。4 

（参照 191）[Mugabi_2023_BMC Vet Res] 5 

 6 

６．関連する人用抗菌性物質（交差耐性を生じる可能性及び医療分野における重要性）  7 

（１）キノロン系及び他の系統の抗菌性物質との交差耐性 8 

 キノロン系合成抗菌剤のうち、動物用医薬品として使用されているのはOA のみで9 

あるり、人用医薬品として用いられているものは存在しない。フルオロキノロン系以10 

外のキノロン系で人用医薬品として用いられているものとしてオゼノキサシンがあ11 

るが、皮膚塗布剤のみの使用である。フルオロキノロン系合成抗菌剤に関しては、動12 

物用医薬品としてエンロフロキサシン（ERFX）、マルボフロキサシン（MBFX）、ダ13 

ノフロキサシン、オルビフロキサシン、ジフロキサシン、NFLX、OFLX が使用され14 

ている。このうち、人用と動物用の両方に共通して使用されているものは、OFLX（鶏15 

に使用する製剤が承認されている）及びNFLX（豚および鶏に使用する製剤が承認さ16 

れている）である。 17 

 また、人用抗菌剤として使用されているLVFX レボフロキサシンは、OFLX の光学18 

異性体であり、CPFX は動物用抗菌剤であるERFX エンロフロキサシンの代謝物であ19 

り、いずれも構造が非常に類似している（参照 112）[原_2015_一橋大学]（参照 114）20 

[食品安全委員会_2010]。その他の人用フルオロキノロン系合成抗菌剤としては、202221 

年時点で塩酸モキシフロキサシン（MFLX）、ロメフロキサシン、トスフロキサシン22 

（TFLX）、プルリフロキサシンなどがある。 23 

 このように、フルオロキノロン系合成抗菌剤においては、全く同一の成分や、構造24 

が非常に類似している化合物が人用および動物用の両方に使用されている場合があ25 

る。 26 

キノロン系合成抗菌剤である OA とフルオロキノロン系合成抗菌剤との間における交27 

差耐性については、[Ⅱ.5.（3）]に記載の通り、OA とフルオロキノロン系合成抗菌剤は28 

共通の標的酵素（DNA ジャイレース及びトポイソメラーゼ IV）に作用するため、作29 

用機序が類似しており、主な耐性機序についても、付与される耐性の程度には菌種や30 

耐性遺伝子によって違いが認められるものの共通しているため、OAの使用は、フルオ31 

ロキノロン低感受性株または耐性株の出現に影響すると考えた。 32 

一方で、[Ⅱ.1.(4)]の記載のとおり、近年における OA の家畜への使用量は、フルオ33 

ロキノロン系合成抗菌剤の 0.2～10%程度にとどまり、増加傾向も確認されていない。34 

そのため、OA の選択圧によるフルオロキノロン低感受性株又は耐性株出現への寄与35 

は、フルオロキノロン系合成抗菌剤の選択圧と比べて限定的であると考えた。 36 

 37 

（２）他の系統の抗菌性物質との共耐性 38 

 キノロン系合成抗菌剤を含む複数の異なる系統の抗菌性物質に耐性を示した、ある39 

いは複数の異なる系統の抗菌性物質の耐性遺伝子を保有していることが報告された例40 
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を以下に示す。 1 

共耐性は、主に[Ⅱ. 5.（1）.②]及び[Ⅱ. 5.（1）.③]に記載したとおり、多剤排出ポン2 

プの作用やプラスミド上の耐性遺伝子の連鎖携帯によって起こる。複数の薬剤耐性遺3 

伝子がプラスミドやトランスポゾンなどの可動性遺伝因子 MGE に集積することによ4 

って生じる。 5 

PMQR の一つである oqxAB は、[Ⅱ.５．（４）]に記載のとおり、ESBL 遺伝子等と6 

同じプラスミド上に共存する事例が海外で報告されている。（参照 89、90、113）7 

[Yuan_2018_J Med Microbiol] [Fang_2020_ Antimicrob Agents Chemother] 8 

[ Wang_2017_BMC Infect Dis]また、qnr 遺伝子はしばしばESBL 遺伝子と同じプラ9 

スミド上に存在し、同時に第 3 世代セファロスポリン耐性を持つ事例が各国で報告さ10 

れている。qnrB 及び blaCTX-M等の ESBL 遺伝子が共存するプラスミドは、欧州・ア11 

ジア・アフリカを含む世界中で分離されており、同一株が多剤耐性性質を持つ例も多12 

い 。（ 参 照 63 、 64 、 109 、 175 ） [Juraschek_2022_ BMC Genomic] 13 

[Kilani_2005_Fronteers in CIM] [Koyama_2020_Poult Sci] [Lupo_2018_ J 14 

Antimicrob Chemother]  15 

国内の健康家畜・家禽由来カンピロバクターの耐性状況をみると、豚由来の16 

Campylobacter coli でキノロン及びマクロライド耐性率が高めに推移している。（参照17 

33）[JVARM] また、国内の散発性下痢症由来カンピロバクターにおいても18 

Campylobacter coli のキノロン及びマクロライド耐性率は高めに推移している。（参照19 

198）[ワンヘルスPF] 国内の家畜・家禽由来及びヒト臨床由来株のキノロン耐性及び20 

マクロライド耐性は主にDNA ジャイレース遺伝子及び 23S rRNA 遺伝子の変異によ21 

るものである。（参照 150）[Harada_2006_J Vet Med Sci] （参照 199）[Ohishi_2017_J 22 

Infect Chemother] （参照 171）[Asakura_2019_Microbes Environ] （参照 200）23 

[Yamada_2019_J Golb Antimicrob Resist] （参照 153）[Sasaki_2022_Animal Dis] 24 

（参照 201）  [Morita_2023_Microbiol Spectr]国内の肥育豚から分離された25 

Campylobacter coli 155 株中EM とERFX に同時に耐性を示す株は 36 株（23.2%）26 

であり、豚へのマクロライドの使用によるフルオロキノロン耐性の共選択の可能性が27 

指摘されている。（参照 202）[Ozawa_2012_Prev Vet Med] マクロライド耐性の付28 

与に関与するermB遺伝子はプラスミド上や多剤耐性ゲノムアイランド（MDRDRGI）29 

に認められ、他の耐性遺伝子と共存することが知られているが、PMQR 遺伝子との共30 

存 に 関 す る 報 告 は こ れ ま で の と こ ろ 見 当 た ら な い 。（ 参 照 203 ）31 

[Wang_2014_Antimicrob Agents Chemother] （参照 204）[Bolinger_2017_Appl 32 

Environ Microbiol] （参照 205）[Liu_2019_Antimicrob Agents Chemother]また、国33 

内の健康豚由来EM 耐性Campylobacter coli 69 株中 2 株でMDRGI 以外の染色体上34 

の領域に ermB 遺伝子を保有する株が見つかっている。（参照 206）[川西_2015_厚労35 

科研] なお、国内のヒト由来カンピロバクターから ermB 遺伝子が検出された報告は36 

ないキノロンとマクロライドを含む多剤耐性の付与に関与する RE-CmeABC はカン37 

ピロバクターでの分布の拡大が海外で認められているが（参照 181）[Yao_2016_mBio] 38 

（参照 182）[Dai_2024_Proc Natl Acad Sci USA]、これまでのところ、国内での検出39 

報告はない。 40 
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腸管外病原性大腸菌（ExPEC）でのフルオロキノロン耐性株の増加にはハイリスク1 

クローンである ST131 C/H30-R の世界的な拡散が影響しており、さらにC/H30-R の2 

IncF プラスミド上に blaCTX-M-15、aac(6’)-Ib-cr 等の耐性遺伝子を獲得したC2/H30-Rx3 

が世界各地に拡散している。（参照 207）[Peirano_2010_Int J Antimicrob Agents] （参4 

照 208）[Nicolas-Chanoine_2014_Clin Microbio Rev] （参照 209）[Riley_2014_Clin 5 

Microbiol Infect] （参照 210） [Mathers_2015_Clin Microbiol Rev] （参照 211）6 

[Johnson_2016_mSphere] （参照 212）[Pitout_2020_Infect Genet Evol] 国内に分7 

布するフルオロキノロン耐性 ST131 としては、C2/H30-Rx に加えて blaCTX-M-14を保8 

有する C1/H30-R や blaCTX-M-27 を保有する C1-M27 が多い。（参照 213）9 

[Matsumura_2017_Antimicrob Agents Chemother] （ 参 照 214 ） 10 

[Fukushima_2021_J Glob Antimicrob Resist] 海外では家畜・家禽や食肉からの11 

ST131 の分離報告も認められ（参照 215）[Platell_2011_Vet Microbiol] （参照 208）12 

[Nicolas-Chanoine_2014_Clin Microbiol Rev] （参照 216）[Ghodousi_2016_Int J 13 

Food Microbiol] （参照 217）[Liu_2018_mBio] （参照 218） [Reid_2019_Microb 14 

Genom]、国内では鶏肉からフルオロキノロン感受性のST131の分離報告 （参照219）15 

[Kawamura_2014_Foodborne Pathog Dis]及び肉用鶏の大腸菌症からの ST131 16 

（ESBL 非産生 3 株・blaSHV-2産生１株、フルオロキノロン感受性不明）の分離報告17 

（参照 220）[木口_2014_日獣会誌]があるが、人からの分離状況に比べると極めて限18 

定的であり、またヒト及び家畜等由来株のうち遺伝学的な類似性を有する株も限られ19 

ることから、家畜等由来株は ST131 ハイリスククローンによる人の ExPEC 感染症20 

の直接的な原因ではないと考察されている。（参照 221）[Kawamura_2017_Food Saf] 21 

国内の家畜・家禽由来大腸菌については、鶏の大腸菌症由来株、糞便由来株や農場22 

環境由来株で oqxAB、qnrS1、qnrS2、qnrS13 が検出され、qnrS1-blaTEM-tetA 及び23 

qnrS13-tetA の接合伝達性プラスミドによる共伝達（参照 94） [Ozaki_2017_Poult 24 

Sci] （参照 108）[Nishikawa_2019_Poult Sci]  （参照 109）[Koyama_2020_Poult 25 

Sci]や、と畜場出荷豚糞便由来ESBL産生大腸菌でのqnrSの検出が報告されている。26 

（参照 107）[Norizuki_2018_Jpn J Infect Dis]  27 

 国内では牛由来のSalmonella Typhumurium で qnrS1 がプラスミドまたは染色体28 

上に検出され（参照 91）[Ahmed_2009_J Appl Microbiol][ （参照 57）Asai_2010_Gut 29 

Pathog] （参照 222）[Arai_2018_J Clin Microbiol] （参照 110）[Arai_2021_Front 30 

Microbiol]、鶏由来の Salmonella Thompson で qnrS1 が検出されている。（参照 91）31 

[Ahmed_2009_J Appl Microbiol]なお、牛由来 Salmonella Typhumurium では染色32 

体上に qnrS1 と blaCTX-M-55 を保有する株の存在が報告されている。（参照 110）33 

[Arai_2021_Front Microbiol]また、国内の食品取り扱い従事者由来のサルモネラで伝34 

達性プラスミド上に blaCTX-M-14 と qnrS1 の共存が確認されている。（参照 185）35 

[Shigemura_2020_Appl Environ Microbiol] （参照 186） [Ohata_2024_J Appl 36 

Microbiol] 37 

  海外では、家禽起源由来と考えられるフルオロキノロン耐性（QRDR 変異による）38 

ハイリスククローン Salmonella Kentucky ST198 が人、動物、食品や環境から分離39 

されている。国内での検出報告はないが、世界的な蔓延が認められ（参照 129）[Le 40 
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Hello_2011_J Infect Dis] （参照 224） [Hawkey_2019_Microb Genom]、染色体上1 

の多剤耐性領域に qnrS1 と blaCTX-M-55を保有する株も分離されている。（参照 225）2 

[Jiang_2023_Microbiol Spectr]また、家畜・家禽由来サルモネラにおける接合伝達性3 

プラスミドや染色体の多剤耐性領域での qnr や oqxAB と ESBL 遺伝子（blaCTX-M-4 

14/27/55/65、blaSHV-12）、ホスホマイシン耐性遺伝子等の共存が報告されている。（参照 187）5 

[Jiang_2014_Int J Antimicrob Agents] （参照 188）[Zhang_2016_Front Microbiol]  6 

（参照 113）[Wang_2017_BMC Infect Dis] （参照 226）[Elnekave_2019_Antimicrob 7 

Agents Chemother] （参照 90）[Fang_2020_ Antimicrob Agents Chemother] （参8 

照 189）[Li_2021_Front Microbiol] 9 

 10 

（３）キノロン系合成抗菌剤及び関連する系統の医療分野における重要度 11 

 キノロン系合成抗菌剤については、[Ⅱ.1.（２）]に記載のとおり、現在、皮膚塗布剤12 

であるオゼノキサシン（比較的限局した伝染性膿痂疹の推奨薬）を除いて人用医薬品13 

としての販売がない（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023]。ことから、「食14 

品を介して人の健康に影響を及ぼす細菌に対する抗菌性物質の重要度のランク付け15 

について」（2006 年 4 月 13 日食品安全委員会決定(2025 年 3 月改正)。以下、「人用16 

抗菌性物質の重要度ランク付け」という。）においては、オゼノキサシンのみ重要度17 

ランクが「Ⅲ. 重要」とランク付けされているが、他のキノロン系合成抗菌剤につい18 

ては記載がない。フルオロキノロン系合成抗菌剤については、ある特定の人の疾病に19 

対する唯一の治療薬である又は代替薬がほとんどないという理由から、「Ⅰ：極めて20 

高度に重要」とランク付けされている。（参照 65）[食安委_2004_重要度ランク付け] 21 

 フルオロキノロン系合成抗菌剤抗菌性物質については、国内では CPFX、OFLX、22 

LVFX、NFLX 等が人用抗菌性物質として使用されており、臨床現場において、EHEC23 

感染症、サルモネラ感染症、腸チフス、パラチフス、エルシニア感染症、コレラ、細24 

菌性赤痢などの感染性腸炎、肺炎、膀胱炎や腎盂腎炎等の尿路感染症、皮膚炭疽及び25 

ペストや眼科領域の感染症腸チフス、パラチフス、コレラ腸チフス、コレラ等の治療26 

に用いられている（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023]。なお、フルオロキ27 

ノロン系合成抗菌剤は愛玩動物を含む動物の細菌感染症の治療にも広く用いられて28 

いる。 29 

フルオロキノロン系抗菌性物質は、国内の臨床現場において、EHEC 感染症、サル30 

モネラ感染症、腸チフス、パラチフス、エルシニア感染症、コレラ、細菌性赤痢など31 

の感染性腸炎、肺炎、膀胱炎や腎盂腎炎等の尿路感染症、皮膚炭疽及びペストや眼科32 

領域の感染症の治療に用いられている。（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023]。 33 

フルオロキノロン系合成抗菌剤は、腸管感染症・腸炎に関しては、成人の腸炎の初34 

診時に、原因菌が特定されていない段階Empiric therapy において、意識障害で経口35 

投与が困難である場合等に点滴静注で使用される。EHEC 感染症においては、成人に36 

抗菌薬投与を行う場合には LVFX が第一選択薬であり、早期投与が推奨されている。37 

サルモネラ感染症については、CPFX およびLVFX が成人の重症例に対して第一選択38 

薬とされ、小児に対してはNFLX が推奨薬として位置づけられている。細菌性赤痢に39 

ついては、成人にLVFX、小児にNFLX がそれぞれ第一選択薬とされている。エルシ40 
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ニア感染症では、成人の腸炎の重症例に LVFX が第一選択薬、小児では NFLX が第1 

二選択薬となっている。カンピロバクター感染症の治療には、一般にマクロライド系2 

抗菌薬が使用されることが多い。コレラについては、LVFX が第一選択薬として用い3 

られており、腸チフスおよびパラチフスにおいては、キノロン系合成抗菌剤薬に感性4 

がある場合にLVFX が第二選択薬としても用いられる。小児に対しては、NFLX が腸5 

チフスおよびパラチフスにおける第二選択薬とされている。（参照 96）[JAID/JSC 感6 

染症治療ガイド 2023] EHEC 感染症については、抗菌薬投与は溶血性尿毒症症候群 7 

（HUS）発症の危険因子であるとする報告があり、積極的な抗菌薬治療は行われてい8 

ない。（参照 248） [米国感染症学会ガイドライン _2017] （参照 249）9 

[Bielaszewska_2012]（参照 250） [溶血性尿毒症症候群の診断・治療ガイドライン] 10 

現時点で抗菌薬治療に対しての推奨は統一されていないが成人に使用される場合は、11 

フルオロキノロン系合成抗菌剤が第一選択薬、ホスホマイシンが第二選択薬とするガ12 

イドラインもあるが（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023]、他の国内のガイ13 

ドラインでは、フルオロキノロン系合成抗菌剤を含め推奨薬に関する記載はない。（参14 

照 250）[溶血性尿毒症症候群の診断・治療ガイドライン]（参照 231）[抗微生物薬適15 

正使用の手引き 第 3 版別冊]、国内の臨床現場では、使用されるとしてもホスホマイ16 

シンが主であり、フルオロキノロン系合成抗菌剤を用いることは殆ど無いとされてい17 

る。 18 

尿路感染症については、LVFX、CPFX、TFLX が膀胱炎（CVA/AMPC に感受性の19 

ないグラム陽性菌が疑われる、または検出されている場合）および腎盂腎炎（軽症・20 

中等症でグラム陽性球菌が疑われる、または検出されている場合）において第一選択21 

薬とされている。LVFX は腎盂腎炎（重症例）においては第二選択薬とされる。STFX22 

も、腎盂腎炎（軽症・中等症）における第一選択薬である。（参照 96）[JAID/JSC 感23 

染症治療ガイド 2023] 24 

また、成人の肺炎で、ESBL 非産生菌による市中肺炎又は院内肺炎の場合、ペニシ25 

リン耐性肺炎球菌による肺炎の場合、市中感染型 MRSA による肺炎でキノロン系に26 

感性の場合は、フルオロキノロン系合成抗菌剤が使用される。（参照 96）[JAID/JSC27 

感染症治療ガイド 2023] 28 

 CPFX は、膀胱炎（CVA/AMPC に感受性のないグラム陽性菌が疑われるか検出さ29 

れている場合）や、腎盂腎炎（軽症・中等症で、グラム陽性球菌が疑われるか検出さ30 

れている場合）等の尿路感染症、サルモネラ感染症（成人の重症例）で第一選択薬と31 

して用いられる。成人の院内肺炎においては第二選択薬として用いられる。また、成32 

人の腸炎で、意識障害で経口投与が困難である場合に使用されるとされている[が、カ33 

ンピロバクター感染症の治療においてはマクロライド系が使用されることが多い早川34 

専門委員・事務局]。ほか、皮膚炭疽の治療の推奨薬ともされている。 35 

 LVFX は、EHEC 感染症（成人に抗菌薬投与を行う場合）では、第一選択薬で早期36 

投与が推奨される薬剤である。腎盂腎炎（軽症・中等度）、サルモネラ感染症（成人37 

の重症例）、細菌性赤痢（成人）、エルシニア感染症（成人の腸炎の重症例）及びコ38 

レラの第一選択薬でもある。また、成人の肺炎（ESBL 非産生菌による市中肺炎又は39 

院内肺炎の場合）や、腸チフス及びパラチフス（キノロン系薬に感性の場合）、腎盂40 
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腎炎（重症例）の第二選択薬である。成人の腸炎で、意識障害で経口投与が困難であ1 

る場合に使用されるとされている[が、カンピロバクター感染症の治療においてはマク2 

ロライド系が使用されることが多い]。ほか、皮膚炭疽の治療の推奨薬ともされている。 3 

 NFLX は、小児の腸管感染症において、Campylobacter 属以外の菌種による重症の4 

細菌性腸炎が疑われるか、菌血症などの重症化のリスクが高い場合、サルモネラ感染5 

症の推奨薬である（乳児には投与しない）。同じく小児の治療において、細菌性赤痢6 

では第一選択薬、腸チフス及びパラチフス、エルシニア感染症では第二選択薬となっ7 

ている。 8 

 パズフロキサシン（PZFX）は、耐性菌のリスクがある院内感染の肺炎で、第一選択9 

薬、ペニシリン耐性肺炎球菌等による肺炎で第二選択薬、肺炎（ICU 入室を要する超10 

重症例）では推奨薬、腎盂腎炎（重症例）で第二選択薬である。 11 

 シタフロキサシン（STFX）及びTFLXは、膀胱炎や腎盂腎炎（軽症、中等症）の12 

第一選択薬、市中肺炎の第二選択薬として使用されている。 13 

 これらの他、MFLX 等も人医療に用いられている。また、市中感染型 MRSA によ14 

る成人の肺炎で、キノロン系に感性の場合は、フルオロキノロン系合成抗菌剤を使用15 

できる。（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023] （参照 97）[JAID/JSC 感染16 

症治療ガイド 2019]ペストの治療においても、フルオロキノロン系合成抗菌剤が使用17 

される。（参照 101）[JIHS 感染症情報提供サイト] 18 

 19 

７．ハザードの特定に係る検討 20 

 評価指針の別紙１に従い、ハザードの特定を検討した。 21 

 22 

（１）発生、ばく露及び影響の各要素につき、該当する項目が全てA となった細菌 23 

 24 

① サルモネラ（Salmonella spp.） 25 

 サルモネラは、OA を有効成分とする動物用医薬品の適応菌種である。JVARM に26 

おいて、牛、豚及び鶏由来サルモネラのOA及びNAに対する耐性が確認されており、27 

その耐性率は動物種や薬剤によって違いがみられるが、例えば健康鶏ではNA 耐性率28 

が約10～20%で推移しており、2020～2022年のNA耐性率はそれぞれ11.9%、19.4％、29 

14.7%と検出されている。発生件数は減少しているが、サルモネラは代表的な食中毒30 

菌であり、牛、豚、鶏等の家畜の腸管内に常在菌として存在しているため、加熱不足31 

の畜産物を喫食することで人に感染する。（参照 227）[仲西_2009_食品由来感染症と32 

食品微生物]（参照 242）[JIHS_IDWR 感染症の話_2004]市販国産鶏肉由来サルモネ33 

ラからも NA 耐性株の検出報告がある。（参照 197）[食安委_2007_調査報告書] （参34 

照 236）[食安委_2015_調査報告書] （参照 237）[安藤_2003_日食微誌] （参照 238） 35 

[永田_2010_福井県衛生環境研究センター年報] （参照 239）[Furukawa_2017_Jpn J 36 

Infect Dis] （参照 240）[下島_2020_食品衛生学雑誌] 37 

 サルモネラによる胃腸炎では、軽症の場合は抗菌性物質の投与は行われない。成人 38 

の重症例等に対しては、一般的に、サルモネラ感染症の治療ではフルオロキノロン系39 

合成抗菌剤である LVFX 及び CPFX が第一選択薬となり、第二選択薬としては第 340 
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世代セファロスポリン系（セフトリアキソン：CTRX）またはマクロライド（アジス1 

ロマイシン：AZM）が使用される。小児では、重症例等の場合、AMPC、FOM、NFLX、2 

CTRX が使用される。（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023]  3 

 4 

（２）発生、ばく露及び影響の各要素につき、それぞれA、B 又は「該当なし」のいずれ5 

かとなった細菌 6 

 7 

① 大腸菌（Escherichia coli ） 8 

 大腸菌は、国内において牛・豚・鶏に対して承認されているOAを有効成分とする9 

動物用医薬品の適応菌種である。JVARM において、牛、豚及び鶏由来大腸菌の OA10 

及びNA に対する耐性が確認されており、その耐性率は動物種や薬剤によって違いが11 

みられるが、例えば NA 耐性率は健康牛及び健康豚では高い年でも十数％であるが、12 

健康鶏では 30～40％台で推移している。 13 

 大腸菌は、動物の腸管内常在菌の一つであるが、それらの中で病原因子を獲得し、14 

特定の疾病を引き起こすものは病原性大腸菌と呼ばれ、下痢原性大腸菌及び腸管外病15 

原性大腸菌（ExPEC）に大別される。下痢原性大腸菌は、動物の糞便で汚染された食16 

品や環境（特に水）が感染源となり、人の下痢等を引き起こす場合があり、主に 5 種17 

類（腸管病原性大腸菌（EPEC）・腸管侵入性大腸菌（EIEC）・毒素原性大腸菌（ETEC）・18 

腸管凝集性大腸菌（EAEC）・腸管出血性大腸菌（EHEC））に分類される。(参照 66) 19 

[NIID HP]特に我が国において問題となるEHEC は、ひき肉、レバー、ユッケなどの20 

生肉あるいは加熱不十分であった焼き肉やハンバーガーが原因食品になるケースが21 

多い。（参照 67）[腸管出血性大腸菌Q&A_厚生労働省] 22 

 23 

 EHEC 感染症においては、抗菌薬治療の必要の有無について意見が分かれるとこ24 

ろであり、推奨が統一されてないが、投与する場合は、成人では第一選択としてフル25 

オロキノロン系合成抗菌剤であるLVFX、第二選択としてホスホマイシンが挙げられ26 

ている。小児では、フルオロキノロン系合成抗菌剤は推奨薬ではない。（参照 96）27 

[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023]抗菌薬投与は溶血性尿毒症症候群 （HUS）発症28 

の危険因子であるとする報告があり、積極的な抗菌薬治療は行われていない。（参照29 

248）[米国感染症学会ガイドライン_2017] （参照 249）[Bielaszewska_2012]（参照30 

250） [溶血性尿毒症症候群の診断・治療ガイドライン] 現時点で抗菌薬治療に対して31 

の推奨は統一されていないが成人に使用される場合は、フルオロキノロン系合成抗菌32 

剤が第一選択薬、ホスホマイシンが第二選択薬とするガイドラインもあるが（参照 96）33 

[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023]、他の国内のガイドラインでは、フルオロキノロ34 

ン系合成抗菌剤を含め推奨薬に関する記載はない。（参照 250）[溶血性尿毒症症候群35 

の診断・治療ガイドライン]（参照 231）[抗微生物薬適正使用の手引き 第 3 版別冊]、36 

国内の臨床現場では、使用されるとしてもホスホマイシンが主であり、フルオロキノ37 

ロン系合成抗菌剤を用いることは殆ど無いとされている。 38 

 ExPEC 感染症（腎盂腎炎などの尿路感染症、肺炎など）においては、フルオロキ39 

ノロン系合成抗菌剤は有効性が認められており、特に成人の尿路感染症では、原因菌40 
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の薬剤感受性に応じて LVFX、CPFX 等が第一選択薬として用いられることがある。1 

また、成人の肺炎で、ESBL 非産生菌による市中肺炎又は院内肺炎の場合、ペニシリ2 

ン耐性肺炎球菌による肺炎の場合、フルオロキノロン系合成抗菌剤は第二選択薬とし3 

て挙げられている。（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023] 4 

 5 

②  カンピロバクター（Campylobacter spp.） 6 

  カンピロバクターは家畜の腸管内の常在菌であり、Campylobacter jejuni、7 

Campylobacter coli は食中毒原因菌に指定されている。牛と鶏ではC. jejuni が検出8 

され、豚ではC. coli が検出されることが多い。JVARM において、牛、豚及び鶏由来9 

カンピロバクターのOA及びNAに対する耐性が確認されており、例えば2020～202210 

年の健康畜の NA 耐性率は、牛では、C. jejuni がそれぞれ 50～60%台、豚では、C. 11 

coli が 50%台、肉用鶏ではNA 耐性のC. jejuni が 30～40％台である。また、カンピ12 

ロバクターは、QRDRにおける一か所の変異でフルオロキノロン耐性を獲得するため、13 

サルモネラや大腸菌に比べて容易にフルオロキノロン耐性を獲得する。 14 

カンピロバクターは日本で最も多く発生している細菌性食中毒の原因物質であり、15 

非加熱又は加熱不十分な食肉（特に鶏肉）等の喫食等により人に感染する。（参照 246）16 

[食安委HP] 17 

Campylobacter jejuni /coli による胃腸炎では、一般的には抗菌性物質の投与は不要18 

とされて いる。成人の重症例ではマクロライド系（アジスロマイシン等） が第一選19 

択薬である。 20 

 21 

③ 黄色ブドウ球菌（Staphylococcus aureus） 22 

黄色ブドウ球菌は、毒素型食中毒を起こすほか、人や動物の化膿性疾患の主要な原23 

因菌であり、膿痂疹、せつ、よう、毛嚢炎等の皮膚軟部組織感染症、毒素性ショック24 

症候群、敗血症、心内膜炎、肺炎、骨髄炎等に加え、種々の院内感染症等の原因とな25 

る。（参照 227） [仲西・丸山監修_食品由来感染症と食品微生物_中央法規出版_2009] 26 

（参照 228）[久垣_2013_感染症内科]国内では病豚由来ブドウ球菌属の OA に対する27 

耐性が確認されている。また家畜由来黄色ブドウ球菌の NA の MIC50 が 64 ないし28 

128µg/mL と高値であることが確認されている。（参照 33）[JVARM] 29 

ブドウ球菌による食中毒は、黄色ブドウ球菌が食品中で増殖する時に産生するエン30 

テロトキシンを、食品と共に摂取することによって起こる毒素型食中毒である。（参照31 

229）[JIHH/NIH ブドウ球菌食中毒]  32 

家畜を含む哺乳類及び鳥類にも広く分布しており、とさつ及び解体時に食鳥肉など33 

を汚染する機会は高い。このほか、本菌は重要な牛乳房炎起因菌でもあり、生乳の黄34 

色ブドウ球菌汚染源となる。（参照 230）[食品安全委員会_ファクトシート]食品を介し35 

た MRSA の感染の可能性については、完全に排除することはできないが、主要な感36 

染経路ではないとする一般的に受け入れられている概念を覆すだけの情報は得られ37 

ていない。Livestock-associated MRSA(LA-MRSA) の動物と人との間での伝播は一38 

義的には物理的な接触によるものと考えられている。(参照 149)[アミノグリコシド評39 

価書] 40 
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人の黄色ブドウ球菌感染症に対してもセファゾリン、バンコマイシン、ダプトマイ1 

シン等が推奨され、（参照 231）[厚生労働省_抗微生物薬適正使用の手引き第 3 版別冊] 2 

主に市中感染型メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（CA-MRSA）が原因となる皮膚軟部3 

組織感染症となった場合、フルオロキノロン系合成抗菌剤を治療薬として使用する場4 

合がある。（参照 232）[JAID/JSC_MRSA ガイド_2019]また、CA-MRSA による成人5 

の肺炎で、キノロン系感性の場合は、フルオロキノロン系合成抗菌剤を使用できる。6 

（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023]ただし、食品を介して感染した黄色7 

ブドウ球菌 によって皮膚軟部組織感染症が引き起こされることは考えにくい。(参照8 

149)[アミノグリコシド評価書] 9 

 10 

④ エルシニア（Yersinia pseudotuberculosis, Y. enterocolitica） 11 

エルシニアは豚が主な保菌動物であると考えられている。国内では、豚由来Y. 12 

enterocolitica についてNA 感性の報告がある。（参照 157）[金沢_1976_Jpn J 13 

Antibiotics] 14 

主に汚染された生の豚肉又は豚肉から二次的に汚染された食品を摂取して感染す15 

ると考えられているが、牛肉や鶏肉からも分離される。(参照 149)[アミノグリコシド16 

評価書]（参照 243）[Odoi_2021_Food Safety] 国産豚肉由来株 34株中 1株がNA 耐17 

性の報告がある。（参照 243）[Odoi_2021_Food Safety] 18 

エルシニアによる健常人の腸管感染症は自然治癒することが多く、治療に抗菌薬19 

を使用しなくても概ね予後は良好であることが多い。（参照 251）[CDC Yersinia 20 

Infection_2024]エルシニア感染症では、成人の腸炎の重症例にLVFX が第一選択薬、21 

小児ではNFLX が第二選択薬となっている。（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガ22 

イド 2023] 23 

 24 

（３）耐性遺伝子の伝達の検討 25 

[Ⅱ.５.（４）]に記載したようにNA 等のキノロンに対する耐性の付与に関与す26 

る伝達性の耐性遺伝子として、国内の家畜由来株からの検出が確認された例とし27 

ては qnr 及び oqxAB 遺伝子が知られており、それらはプラスミドやトランスポゾ28 

ン等の可動性遺伝因子MGE 上に存在する。 29 

OA オキソリン酸を動物用医薬品として使用した場合に選択され、食品を介して30 

qnr 及び oqxAB 耐性遺伝子を保有した状態で人の腸管内に到達し、腸管内に一定31 

期間定着することで、他の腸管内常在菌へ接合伝達性プラスミド等を介して耐性32 

遺伝子を伝達する可能性がある耐性菌として、大腸菌、サルモネラ及び腸球菌が33 

考えられた。 34 

腸内細菌目細菌の同種及び異種菌間でのプラスミドの接合伝達は効率よく生じ35 

ること、また保有する伝達性のキノロン耐性遺伝子に共通性が認められることを36 

考慮すると、OA オキソリン酸等のキノロンと交差耐性を示すフルオロキノロンを37 

治療に使用する可能性のある人の感染症の原因菌のうち、人の腸管内常在菌もし38 

くは一過性に腸管内に定着しうる細菌であって、qnr 及び oqxAB 遺伝子を獲得し39 

うるのは大腸菌、サルモネラ等の腸内細菌目細菌であると考えた。 40 
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したがって、qnr 及び oqxAB 遺伝子の獲得のみではMIC はそれほど上昇しない1 

が、したがって、CPFX、LVFX 及び NFLX 等のフルオロキノロンの MIC 上昇は2 

見られても CLSI の耐性ブレイクポイントを上回ることはない MIC はそれほど上3 

昇しないが（参照 95、98、104、196）、これらのプラスミド媒介性耐性遺伝子が腸4 

管出血性大腸菌及びサルモネラに qnr 及び oqxAB 遺伝子が伝達し、さらに続いて5 

gyrA や parC といった標的酵素をコードする染色体上の遺伝子に変異が生じてい6 

る場合、高度な耐性菌が出現する可能性がある。そのような株が臨床的に出現した7 

場合、治療に影響を及ぼすか、治療薬の選択肢が限定される可能性がある。また、8 

大腸菌及びその他の腸内細菌目細菌を原因とする腸管外感染症としては、肺炎、敗9 

血症や尿路感染症があげられるが、フルオロキノロンはESBL産生大腸菌等（ESBL10 

産生菌）による感染症の治療に選択される場合があるため、大腸菌及びその他の腸11 

内細菌目細菌、特にESBL 産生菌に qnr 及び oqxAB 遺伝子が伝達し、さらに続い12 

て高度耐性菌が出現した場合においても、治療に影響を及ぼすか、治療薬の選択肢13 

が限定される可能性がある。 14 

国内において家畜・家禽由来細菌から qnr 及び oqxAB 遺伝子が検出された例は15 

[Ⅱ.５.（２）]に記載したように限られていることから、現時点ではこれらの耐性遺16 

伝子を保有する細菌が食品を介して人の腸管内に到達し、耐性遺伝子が伝達された17 

細菌に起因する感染症の治療に影響が生じる可能性は低いと考えた。 18 

なお、カンピロバクターではキノロン耐性は主に染色体上の gyrA 遺伝子の変異19 

によって生じるが、自然形質転換による染色体性のキノロン耐性の伝達が知られて20 

おり（参照 148）[Wang_1990_J Bacteriol]、染色体上の耐性マーカーの伝達は家禽21 

に経口投与されたカンピロバクター菌株間においても認められている。（参照234）22 

[Guernier-Cambert_2021_Front Microbiol]家畜・家禽由来株のキノロン耐性率は23 

比較的高いが、人のカンピロバクター感染症の治療にはマクロライドが第一選択薬24 

として使用されることから、キノロン耐性そのものによって治療への影響が生じる25 

可能性は低いと考えた。 26 

 27 

（４）交差耐性及び共耐性の検討 28 

[Ⅱ.５.（２）]及び[Ⅱ.５.（３）]に記載したようにOA 等のキノロン系合成抗菌剤29 

は、フルオロキノロン系合成抗菌剤との交差耐性が認められる。従って、[Ⅱ.６.（１）]30 

で述べたとおり、OA のリスク評価にあたっては、フルオロキノロン系合成抗菌剤31 

による治療が困難となる可能性のある疾病について検討が必要となる。 32 

また、[Ⅱ.６.（２）]で述べたとおり、家畜等由来細菌における共耐性については33 

以下の例が確認されている。 34 

 大腸菌において、国内では qnrと blaTEM遺伝子、海外ではESBL 遺伝35 

子、ホスホマイシン耐性遺伝子と qnr 又は oqxAB 遺伝子が接合伝達性36 

プラスミド上に共存 37 

 サルモネラにおいて、国内では染色体上に qnr とESBL 遺伝子の保38 

有、海外ではESBL 遺伝子、ホスホマイシン耐性遺伝子と qnr 又は39 

oqxAB 耐性遺伝子が接合伝達性プラスミド上に共存 40 
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 カンピロバクターにおいて、国内では gyrA 及び 23S rRNA 遺伝子変異1 

によると考えられるキノロン・マクロライド共耐性、海外では gyrA 及2 

び 23S rRNA 遺伝子変異によるキノロン・マクロライド共耐性、gyrA3 

遺伝子変異とプラスミド又はMDRGI 上の ermB 遺伝子によるキノロ4 

ン・マクロライド共耐性及びRE-cmeABC 遺伝子によるキノロン・マ5 

クロライド共耐性 6 

 腸球菌において、海外ではアミノグリコシド（カナマイシン）耐性遺伝7 

子と oqxAB がトランスポゾン上に共存 8 

 9 

 フルオロキノロン耐性とともに耐性が付与された場合に細菌性腸炎の治療又は10 

治療薬の選択に影響を及ぼすのは、腸管出血性大腸菌ではホスホマイシン耐性、サ11 

ルモネラではアンピシリン、ホスホマイシン及びセファロスポリン耐性、カンピロ12 

バクターではマクロライド耐性であり、このような共耐性株が人の細菌性腸炎の原13 

因となった場合には治療又は治療薬の選択に影響を及ぼす可能性がある。 14 

 しかしながら、国内におけるフルオロキノロンとの共耐性に関する確認例は、[Ⅱ.15 

６.（２）]に記載のとおり、大腸菌・サルモネラでは、豚由来 ESBL 産生大腸菌に16 

おける qnrS の検出、鶏由来大腸菌株における blaTEM及び qnrS1 の接合伝達性プラ17 

スミド上の共存、牛由来サルモネラ株におけるプラスミド上の qnrS1 の検出や染色18 

体上における qnrS1 と blaCTX-M-55の共存など、家畜・家禽からの共耐性株の検出報19 

告は限定的である。カンピロバクターについては、豚由来Campylobacter coli での20 

マクロライドとの共耐性株が比較的多く検出されているが、キノロン系合成抗菌剤21 

の使用による共選択の可能性や、海外で確認されている ermB 遺伝子及び RE 22 

cmeABC 遺伝子の関与の有無に関する情報は乏しい。更に腸球菌については海外の23 

報告に限られている。以上の状況から、共耐性の事例については、OA のリスク評24 

価に際して留意するにとどめる。 25 

 26 

８．ハザードの特定 27 

ハザードとして特定される細菌は、OA オキソリン酸を牛、豚又は鶏に使用すること28 

により選択される薬剤耐性菌であり、人が家畜由来の畜産食品を介してその薬剤耐性菌29 

に起因する感染症を発症した場合に、人用抗菌性物質抗菌薬であるフルオロキノロン系30 

合成抗菌剤性物質による治療効果が減弱又は喪失する可能性がある感染症の原因菌であ31 

る。 32 

 ７．の検討の結果、発生、ばく露及び影響の各要素につき、該当する項目が全てA と33 

なった細菌はサルモネラであった。 34 

 しかし、フルオロキノロン系合成抗菌剤性物質は、[腸管出血性大腸菌感染症の患者（成35 

人）に抗菌薬を投与する場合は、第一選択薬で早期投与が推奨される。また、尿路感染36 

症の治療においては薬剤感受性に応じてフルオロキノロンが使用され、カンピロバクタ37 

ー感染症の治療においてはマクロライド系が使用されることが多いが、原因菌の薬剤感38 

受性や患者の副反応により治療薬の選択肢がフルオロキノロンに限定される可能性があ39 

る。また、成人の感染性腸炎のEmpiric Therapy 初診時に、原因菌が特定されていない40 
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段階においてフルオロキノロンが投薬される場合があるり、カンピロバクター及び1 

EHEC 等の下痢原性大腸菌がフルオロキノロン耐性菌であった場合、人の治療に対して2 

悪影響を及ぼす可能性は否定できないと考えられた。更に、国内の豚由来及び人の散発3 

性下痢症由来の Campylobacter coli においてキノロン系及びマクロライドの共耐性株4 

の検出報告がある。これらを勘案して、本評価においては、影響に関してB となったも5 

のも、ハザードに含めることが適当と考えた。 6 

 以上より、畜産現場において選択された薬剤耐性菌が畜産食品を介して人に感染し、7 

その薬剤耐性菌が原因で発症した場合に、人の治療現場においてフルオロキノロンの治8 

療効果が減弱又は喪失する可能性があるものとして、サルモネラ、大腸菌及びカンピロ9 

バクターが特定された。 10 

 11 

 また、畜産現場において選択されたキノロン系耐性細菌が保有しているキノロン系耐12 

性遺伝子が、人の腸内において人に病原性を有する大腸菌やサルモネラに伝達された場13 

合においても、キノロン系合成抗菌剤と交差耐性のあるフルオロキノロン系合成抗菌剤14 

OA の治療効果が減弱又は喪失する可能性があるが、国内家畜由来細菌からの qnr 及び15 

oqxAB の検出はごく少数であり、伝達・拡散の可能性自体は低いと考えた。 16 

 17 

Ⅲ. 発生評価に関する知見 18 

発生評価では、評価指針の第 2 章第 2 の 1 発生評価に基づき、評価対象動物用抗菌19 

性物質が牛、豚及び鶏に使用された場合に、ハザードが選択される可能性及びその程度20 

を評価する。 21 

 22 

１． 畜産現場におけるキノロン系合成抗菌剤耐性の状況 23 

 [Ⅱ．４．（４）①]に記載の通り、本評価書ではOA の耐性状況について NA の試験デ24 

ータで代替して評価することとする。また、NA 耐性率に関しては、[Ⅱ．４．（４）]に記25 

載の情報のうち、分離株が複数の畜種に由来するものは除外した。 26 

 27 

（１） 畜産現場における薬剤耐性菌の発生状況 28 

① サルモネラ 29 

a. 健康家畜由来細菌及び病畜由来細菌の抗菌性物質感受性調査（ＪＶＡＲＭ） 30 

 [Ⅱ．４．（４）①]の表 19 に、JVARM の調査の結果のうち、国内の農場・と畜31 

場・食鳥処理場5において、牛及び豚については 2000～2011 年度、肉用鶏は 2000～32 

2022 年度、採卵鶏は 2000～2007 年度の健康な各家畜から分離されたサルモネラ属33 

菌のNA 耐性率を示した。 34 

NA 耐性率は、牛では 1.2～7.4%と低く推移しており（分離株なしの年もあり）、35 

豚では 2008 年の 20.7%を除き、0～15.9%と低く推移しておりいずれも増加傾向で36 

はなかった。一方、肉用鶏では 2000 年から 2011 年は 2.8～10%台前半と比較的低37 

 
5 健康畜については、2011年度までは農場由来株、2012年度以降はと畜場又は食鳥処理場由来株のデータ

を記載。大腸菌、カンピロバクターでも同様。 
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く推移しているが、2013 年以降は 8.4%～10%台後半と横ばいではあるが高く推移1 

しており、2012 年は 29.8%であった。採卵鶏では 2004 年を除いて 0％であり、20042 

年は採卵鶏を含む畜種全体（他に牛、豚、肉用牛）でのNA 耐性率が 8.6％であった。3 

（参照 33）[JVARM] 4 

なお、病畜由来株の分離年ごとの耐性率については、表 21に示した。牛では 1.8～5 

38.8％、豚では 5.0～24.6％、鶏では 0～43.8%であった。（参照 33）[JVARM] 6 

 7 

b. 国内の家畜由来細菌の抗菌性物質感受性調査に関するその他の知見 8 

   [Ⅱ．４．（３）（４）①] の表 13 に、JVARM 以外で、1976～2017 年の健康畜あ9 

るいは病畜から分離されたサルモネラのNAに対する感受性を示した。 10 

 健康牛では 16％（Salmonella、2001～2003 年）、病牛では 1976 年～2005 年まで11 

Salmonella Dublin について調べた報告があり、1985 年までの MIC90は 4µg/mL で12 

あったが、1986～2005年のMIC90 は 512µg/mLであった。(参照74、81、138)[Kijima-13 

Tanaka_2005_J Vet Med B Infect Dis Vet] [Asai_2006_J Vet Med Sci] 14 

[Akiba_2007_JAC]健康豚では 12.5%（1998~2015 年）、0％（2001~2003 年）であり15 

(参照 81、130) [Asai_2006_J Vet Med Sci] [佐藤_2016_日獣会誌]、健康鶏（1997 年）16 

では 27.8%（参照 143）[高橋_2001_日獣会誌]、健康な肉用鶏では、5.3%（S. 17 

Schwarzengrund、1999~2007 年）、14.3%（2001～2003 年）、21.2％（1998 年～201518 

年）(参照 81、130、144) [Asai_2006_J Vet Med Sci] [佐藤_2016_日獣会誌] 19 

[Asai_2009_Jpn J Infect Dis]、健康な採卵鶏では 0％（1998～2015 年、3 羽）、20％20 

（2001～2003 年、28 羽）であった。(参照 81、130) [Asai_2006_J Vet Med Sci] [佐21 

藤_2016_日獣会誌] 22 

 23 

② 大腸菌 24 

a. 健康家畜由来細菌の抗菌性物質感受性調査（ＪＶＡＲＭ） 25 

  [Ⅱ．４．（４）①]の表 16 に、JVARM の調査の結果のうち、2000～2022 年度に26 

国内の農場・と畜場・食鳥処理場において健康家畜から分離された大腸菌のNA 耐性27 

率を示した。 28 

 NA 耐性率は、牛では 0～5.4%であり低く維持されていた。豚では 2.0～15.6％で29 

2016 年度以降減少傾向であった。一方、肉用鶏で 27.1～48.8%となっており、NA 耐30 

性率は高く維持されていた。2020 年の肉用鶏の NA 耐性率は 48.8％であり、そのほ31 

か、40％を超えている年が 2 年あり、2014 年が 45.3％、2018 年が 40.6%であった。32 

採卵鶏（2000～2011 年）では 4.3～15.8%、2005 年は 22.3％であり、いずれの年も33 

肉用鶏よりもNA耐性率は低かった。（参照 33）[JVARM] 34 

 35 

b 国内の家畜由来細菌の抗菌性物質感受性調査に関するその他の知見 36 

  [Ⅱ．４．（３）（４）①]の表 13 に、JVARM 以外で、1996～2017 年の健康畜ある37 

いは病畜から分離された大腸菌のNA に対する感受性を示した。 38 

 健康牛では 0～19.0％（ESBL 産生菌を除く）(参照 74、131、134～136) 39 

[Sasaki_2012_Jpn.J Infect Dis] [前原_2005_日獣会誌] [亀山_2014_日獣雑誌] [中村40 
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_2016_日獣雑誌]、病牛では 29.30～51.6%(参照 75、132、137)[更科_1985_日獣雑誌] 1 

[又吉_2010_日獣会誌] [Harada_2005_JVMS]、健康豚では 0 及び 0.8%（ESBL 産生2 

菌を除く）(参照 74)[Kijima-Tanaka_2005_J Vet Med]、病豚では 34.7%（参照 137）3 

[Harada_2005_JVMS] 、 健 康 な 肉 用 鶏 で は 36.8%( 参 照 73)[Kijima-4 

Tanaka_2003_JAC] 、健康な採卵鶏では 10.1% であった。（参照 109 ）5 

[Koyama__2020_Poult Sci ]なお、ESBL 産生大腸菌については、健康牛では 40.0%6 

（5 株中 2 株、2010~2011 年）、健康豚では 66.7％（3 株中 1 株、2010~2011 年）、7 

40.9%（22 株中 9 株、2015~2016 年）であった。（参照 107、133）[Norizuki_2018_Jpn.J 8 

Infect Dis][麻生嶋_2012_日食微誌] 9 

健康家畜由来 STEC の NA 耐性率については、健康牛では 0～0.4%、健康豚では10 

0%であった。（参照 74、131）[Kijima-Tanaka_2005_J vet Med]一方、病牛由来の11 

STEC 及び ETEC については、NA 耐性率がそれぞれ 0%、21.4%であった。（参照12 

132）[又吉_2010_日獣会誌] 13 

【事務局】 14 

大腸菌とEHEC 等の下痢原性大腸菌の情報を書き分ける形で記載整備しました。 15 

 16 

なお、ExPEC については、[Ⅱ．６．（２）]に記載のとおり、国内では鶏肉からフ17 

ル オ ロ キ ノ ロ ン 感 受 性 の ST131 の 分 離 報 告 や  （ 参 照 219 ）18 

[Kawamura_2014_Foodborne Pathog Dis]、フルオロキノロン感受性は不明であるが、19 

大腸菌症を罹患している肉用鶏由来大腸菌 26 株中 4 株（ESBL 非産生 3 株・blaSHV-20 

2産生１株）からの ST131 分離報告がある。（参照 220）[木口_2014_日獣会誌]  21 

【事務局】 22 

前回（３月）WG にて、浅井専門参考人から国内の家畜・家禽由来 ST131 型の分離報23 

告について追記してはどうかとご提案いただきましたので追記しております。記載内容24 

についてこれで良いかご確認いただければ幸いです。 25 

 26 

③ カンピロバクター  27 

分離されたCampylobacter カンピロバクター属菌におけるC. jejuni 又はC. coli の28 

同定方法の一つとしてには、長年にわたりNA及およびセファロチンの感受性試験が用29 

いられていきた。（参照 227） [仲西_2009_食品由来感染症と食品微生物] すなわちNA30 

感受性かつセファロチン耐性の菌株をC. jejuni またはC. coli と推定していたことから31 

NA 耐性株についてはC. jejuni /C coli ではないと判断される可能性があるのではない32 

かとの懸念がある。しかし JVARM では、薬剤耐性パターンのみで同定しているのでは33 

なく、NA 耐性株についても他の生化学的性状の確認や遺伝子検査 1991～2001 年にか34 

けて実施した上記同定試験においてはNA 感受性試験も含まれていたが、その結果NA35 

耐性であった株も含め、最終的には（PCR）で確認・の結果を用いて同定している。よ36 

ってNA 耐性株であってもC. jejuni /C coli の同定に影響はないものと考えられる。NA37 

（30 μg ディスク）に感受性を示さない限り、C. jejuni またはC. coli とは同定されな38 
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かったため、2000 年代初期までの C. jejuni および C. coli の報告株については、NA1 

（30 μg）感性株のみが同定・記録されている可能性があり、NA耐性率を評価する際に2 

はこの点を考慮する必要がある。なお、JVARM の調査では、PCR による菌種同定を結3 

果を採用実施していたため、この時期の菌種同定試験項目（NA 感受性試験の実施）に4 

よるNA 耐性率への影響はないと考えられる。 5 

 6 

a. 健康家畜由来細菌の抗菌性物質感受性調査（ＪＶＡＲＭ） 7 

[Ⅱ．４．（４）①]の表 17 に、JVARM の調査の結果のうち、国内の農場・と畜場・8 

食鳥処理場において健康家畜から分離された C. jejuni の NA 耐性率を示した。同様9 

に、表 18 にC. coli のNA 耐性率を示した。6 10 

牛については、C. jejuni の 2012～2022 年度のNA 耐性率は、牛（1999～2022 年11 

度）で 34.18.8～66.7%であり耐性率が 30％を超えた 2008 年ころから高めかつやや12 

上昇傾向で維持されている。豚（1999、2000、2002、2011 年、畜種別データがある13 

年のみ)は分離株が少なく 0％、33.3％又は 100％である。一方、肉用鶏（1999～202214 

年度）で 7.5～64.7%と NA 耐性率が高く、採卵鶏(1999～2011 年度)においては畜種15 

ごとに調べられた年では 2.6～22.0％であった。（参照 33）[JVARM] 16 

豚については、C. coli の 2012～2022 年度のNA 耐性率は、牛（1999～2011 年）17 

では 0～80.0%と年によってばらつきが大きいが高く推移しており、豚（1999～202218 

年度）でもやや減少傾向ではあるものの 45.021.3～61.573.3%と高くかつ横ばいで推19 

移していた。年によってばらつきが大きいが、肉用鶏（1999～2011 年、畜種別データ20 

がある年のみ）では 0～100％、採卵鶏（1999～2011 年、畜種別データがある年のみ）21 

では 0～40.0％と高く推移していた。（参照 33）[JVARM] 22 

肉用鶏については、2012～2022 年度のC. jejuni のNA 耐性率は 27.8～64.7%と高23 

めかつ横ばいで推移していた。（参照 33）[JVARM] 24 

 25 

b. 国内の家畜由来細菌の抗菌性物質感受性調査に関するその他の知見 26 

[Ⅱ．４．（４）②]の表 25 に、JVARM 以外で、健康家畜から分離されたC. jejuni27 

およびC. coli のNAに対する耐性率を示した。 28 

【事務局】 29 

第 58 回 WG の机上配布資料２でご確認いただいた、参照 530 のデータ（1979-198230 

年に家畜から分離されたC. jejuni, C. coli のNA に対するMIC）の記載漏れがございま31 

した、申し訳ございません。表 25 の修正に併せ、今回青字で追記しております。 32 

 33 

C. jejuni のNA 耐性率は、2000 年代初期までの菌種同定試験項目の影響の有無34 

は不明であるが、牛では 0%（1979～1982 年）、24.3％（2004 年）、28.0%、35 

42.2％（共に 2010~2011 年）、64.7%（2021 年）と年々高くなっている。(参照 36 

 
6 （案２）C. jejuni 又はC. coliの同定方法の一つとして、NA及びセファロシンの感受性試験が用いられて

いた中で、JVARMでは、1991～2001年にかけて実施した当同定試験においてNA感受性試験も含まれて

いたが、その結果NA耐性であった株も含め、最終的にはPCRでの結果を用いて同定していた。 
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150～153、530) [Harada_2006_JVMS] [Haruna_2013_JVMS] 1 

[Sasaki_2013_JVMS][Sasaki_2022_Animal Diseases][伊藤_1984_感染症学雑誌] 2 

鶏（肉用鶏、採卵鶏のいずれは不明）では 0%（1979～1982 年）、19.8%3 

（2017~2019 年）(参照 154、530)[Sasaki_2022_JVMS] [伊藤_1984_感染症学雑4 

誌]、肉用鶏では 28.6%（1995～1999 年）、10.8%（2004 年）(参照 150、155) 5 

[Harada_2006_JVMS] [Chuma_2001_JVMS]、採卵鶏では 12.1％（2004 年）(参6 

照 150) [Harada_2006_JVMS]であった。 7 

C. coli  のNA耐性率は、牛では、0％（2008～2014 年）、88.9%（2010～2011 年、8 

9 頭）、 88.5% （ 2021 年） (参照  151 、 153 、 171) [Haruna_2013_JVMS] 9 

[Sasaki_2022_Animal Diseases] [Asakura_2019_Microbes Environ]であり、豚で10 

は、0%（1979～1982 年）、27.8%（2004 年）、4.0%（2008~2014 年）、61.3％(2010~201111 

年) (参照 150、151、171、530) [Harada_2006_JVMS] [Haruna_2013_JVMS] 12 

[Asakura_2019_Microbes Environ] [伊藤_1984_感染症学雑誌] であった。鶏（肉13 

用鶏か採卵鶏かは不明）では 72.0%（2008~2014 年）、14.3%（2017~2019 年）(参14 

照 154、171)[Sasaki_2022_JVMS] [Asakura_2019_Microbes Environ]、肉用鶏で15 

は 34.6%（1995～1999 年）(参照 155) [Chuma_2001_JVMS]、採卵鶏では 18.2％16 

（2004 年、11 羽）(参照  150) [Harada_2006_JVMS]であった。 17 

 18 

（２） ハザードの出現 19 

① サルモネラ 20 

牛由来の Salmonella Dublin において、1976～1985 年までの 15 株に NA 耐性株は21 

認められなかったが、NAが動物用医薬品として市場に導入された1980年代半ば以降、22 

1986～1990 年までの 39 株では典型的な二峰性分布を示し、1991～2005 年の 114 株は23 

殆どがNA 耐性を示したことが報告されている。一方、フルオロキノロン系合成抗菌剤24 

については1992年度にERFXが販売開始となったが、であるERFX、OFLX及びCPFX 25 

に対しては、1991～2005 年の分離株でERFX、OFLX 及びCPFX に対して感受性低下26 

株が散見された。(参照 138、252、97) [Akiba_2007_JAC] [Akiba_2008_動物抗菌会報] 27 

[平山・伊藤_2008_動物抗菌会報] 28 

沖縄県で 2008～2012 年にと畜場出荷豚 349 頭から分離された Salmonella 29 

Choleraesuis 349 株について、NA 及び OA に耐性を示す株の割合は、2008 年が 0%、30 

2009 年が 15.4%、2010 年が 58.1%、2011 年が 79.1%と上昇していたが、調査対象の農31 

場で OA はほとんど使用されておらず、NA 及び OA 耐性株の拡散の原因は不明であっ32 

た。（参照 279）[Matayoshi_2015_J Vet Med Sci] 33 

 OA の使用歴は不明であるが、[Ⅱ.４.（４）①]表 19 に示した 2015 年～2022 年の34 

JVARM で健康鶏（肉用鶏）NA 耐性率及び表 21 の病鶏（肉用鶏）のNA 耐性率を比35 

較した。2015 年以降最新の 2022 年まで記載のない 2 年を除いて、健康鶏由来のサル36 

モネラ属菌におけるNA 耐性率は概ね 10％台であり、病鶏（肉用鶏）由来株（10～37 

40%台）の方が耐性率が高かった。 38 

なお、OAではなくフルオロキノロン系合成抗菌剤使用による実験ではあるが、無菌39 

状態の鶏においてキノロン感受性サルモネラ株を経口投与の上、ERFX 添加飲水を計40 
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20 日間（5 日間で 1 回とし、4 回）与えて飼育したところ、週ごとに採取した糞便中1 

から分離されたNA 及びERFX 耐性サルモネラ株において gyrA 遺伝子の変異（Ser832 

の置換は 86/87 株、Asp87Asn は 1/87 株）が検出されており（参照 471）3 

[Giraud_1999_J. Antimicrob. Chemother]、これらは国内家畜から分離されたNA 耐4 

性株における点突然変異箇所と同様である。 5 

 6 

② 大腸菌 7 

キノロン系合成抗菌剤の使用と耐性率上昇の関連性は不明であるが、北海道において8 

2010～2018 年に分離された牛症例由来大腸菌 70 株と、同時期の抗菌剤使用状況につい9 

て調査が実施されており、下痢症由来44株のNA耐性率は57%、ERFX耐性率は34%、10 

MFLX 耐性率は 35%であった。乳用・肉用牛別にこれら 3 剤の耐性率をみると、乳用牛11 

がそれぞれ 33%、25%、25%、肉用牛がそれぞれ 58%、38%、39%であり、肉用牛の方12 

が耐性率は高かった。下痢症以外の疾病由来 26 株では、NA 耐性率は 17%、ERFX 耐13 

性率は 15%、MFLX 耐性率は 19%であった。同地域で 2010～2017 年に抗菌剤使用調14 

査も実施され、乳用・肉用牛ともにキノロン系の使用割合が増加していたが、同地域で15 

はサルモネラ症対策等の場合を除いて、通常の診療で第一次選択薬としてフルオロキノ16 

ロン系合成抗菌剤が使用されることはなかった。（参照 371）[宮根_2021 家畜感染症学17 

会誌]また、国内において 1991～2019 年に病豚（新生子豚下痢症、離乳後下痢症及び浮18 

腫病）から分離された 1708 株を対象とした調査では、2000 年以降に、NA、CPFX、19 

LVFX及びガチフロキサシン耐性率が有意に上昇していた。（参照467）[Kusumoto_2023 20 

Front Microbiol] 21 

OA の使用歴は不明であるが、[Ⅱ.４.（４）①]表 16 に示した 2012 年～2022 年の22 

JVARM で健康畜の NA 耐性率及び表 20 に病畜の NA 耐性率を比較した。記載のない23 

年を除いて、牛、豚では、健康畜由来株より病畜由来株の方が NA 耐性率が高かった。24 

鶏についても、一部の年を除き、健康鶏由来株より病鶏由来株の方がNA 耐性率は高か25 

った。 26 

なお、OA ではなくフルオロキノロン系合成抗菌剤使用による山羊での実験ではある27 

が、MBFX 筋肉内投与（5 日間）により、投与開始 4 日および 6 日後に一過性の糞便中28 

大腸菌数の減少及び MBFX 耐性株の優勢化がみられ、MBFX 耐性株において gyrA 遺29 

伝子の変異（Ser83Leu及びAsp87Asn）が検出されており（参照470）[Bhardwaj_2020_J 30 

Glob Antimicrob Resist]、これらは国内家畜から分離されたNA耐性株における点突然31 

変異箇所と同様である。 32 

 33 

③カンピロバクター 34 

[Ⅱ.４.（４）①]及び[Ⅲ.１.（１）]に記載のとおり、JVARM においてカンピロバクタ35 

ー属菌の健康畜由来の NA 耐性率は高く推移している。[Ⅱ.５.（３）]に記載のとおり、36 

カンピロバクター属菌では DNA ジャイレースのキノロン耐性決定領域（QRDR）にお37 

ける gyrA の一か所の変異によって、キノロン耐性とともにフルオロキノロン系合成抗38 

菌剤に対する耐性を獲得することが知られている。こうした変異により耐性が成立する39 

特性は、カンピロバクターがサルモネラ属菌や大腸菌と比較して、フルオロキノロン耐40 
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性を容易に獲得しやすい要因の一つと考えられている。（参照 59～61）1 

［Luo_2005_PNAS］［Zhang_2006_Microbes and Infection］［Han_2012_Frontiers in 2 

Cellular and Infection Microbiology］ 3 

 4 

（３）家畜分野におけるNA 耐性に関するその他の知見 5 

海外の家畜別の健康畜及び病畜由来サルモネラ属菌のNA耐性状況調査結果をそれぞ6 

れ表 27 に示した。NA 耐性率は国ごとに違いが認められるが、鶏において高い傾向が7 

みられた。 8 

米国では健康牛（肉用）由来サルモネラのNA 耐性率は、2013 年～2025 年までは9 

5％以下を推移している。健康豚由来NA 耐性率は 2017 年 2.8％から徐々に増加し、10 

2025 年 9.88.6%であった。健康鶏は 2016 年までは 3％以下であったが、2017 年以降11 

17.8～51.054.9％で推移している。S. Infantis では、2013、2014 年は 0％であるが、12 

2015 年以降 50～100%と増加している。(参照 255）[NARMS] 13 

 14 

表 27 海外の健康畜及び病畜由来サルモネラ属菌のNA 耐性率 15 

調査年 調査国 牛 

  

豚 肉用鶏 参照 

供試株

数 

耐性率

（％） 

供試株

数 

耐性率

（％） 

供試株

数 

耐性率

（％） 

2022-

2023 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

オーストリア 4  0  8 0.0 170 7.6 (参照

259) 

[EFSA]  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

ベルギー 3 0 46 2.2 169 58 

ブルガリア - - 44 4.5 15 6.7 

クロアチア 4 0 37 13.5 80 77.5 

キプロス - - 5 60.0 14 50 

チェコ - - 17 11.8 78 42.3 

デンマーク 3 0 82 1.2 6 16.7 

フィンランド - - - - 2 0 

フランス 3 0 85 2.4 168 1.8 

ドイツ 3 0 31 3.2 8 75 

ギリシャ - - 6 0.0 - - 

ハンガリー - - 61 4.9 170 94.1 

アイルランド - - 170 8.2 13 7.7 

イタリア 9 11.1 77 3.9 190 61.6 

ラドビア - - 35 0.0 13 23.1 

リトアニア - - 19 31.6 - - 

ルクセンブル

ク 

- - 32 0.0 4 25 

マルタ - - 77 5.2 21 33.3 
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オランダ 6 16.7 63 3.2 123 32.5 

ポーランド - - 78 15.4 167 80.8 

ポルトガル 13 0 74 13.5 20 10 

ルーマニア 8 25 137 48.9 170 66.5 

スロバキア - - 7 14.3 38 89.5 

スロベニア - - 10 0.0 88 54.5 

スペイン 24 16.7 170 30.0 170 28.2 

スウェーデン - - - - 7 0 

イギリス（北

アイルランド） 

- - 89 5.6 7 57.1 

アイスランド

* 

- - 1 0.0 12 0 

スイス* - - - - 1 0 

モンテネグロ

* 

- - 4 0.0 - - 

2024 イギリス（グ

レートブリテ

ン） 

346 0.3 404 0.5 1523 0.5 (参照

260) 

[Animal 

& Plant 

Health 

Agency] 

米国     88 

(病鶏) 

*** 

23.9 

(病鶏) 

*** 

(参照

255） 

[NARMS] 

  

  

2025** 

  

  

米国 

  

  

199 

(肉用) 

4.5 174 9.8 294 

*** 

51.0 

*** 

172 

(乳用) 

0.6 

48 

(病牛) 

8.3 44 

(病豚) 

27.3 3 

(病鶏) 

*** 

0 

(病鶏) 

*** 

― : 記載なし 1 

*EUで統一された検査法や基準ではなく、各国の独自の検査法や基準を用いて収集したデータ 2 

** 米国の 2025年は暫定値 3 

***肉用鶏、採卵鶏の別は不明 4 

 5 

海外の家畜別の健康畜及び病畜由来大腸菌の NA 耐性状況調査結果をそれぞれ表 286 

に示した。NA耐性率は国ごとに違いが認められるが、鶏において高い傾向がみられた。 7 

米国では、健康牛（肉用）由来の NA 耐性大腸菌は、2013 年～2025 年までは 2.5％8 
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以下を推移している。健康豚由来 NA 耐性大腸菌は 2013 年以降概ね 2～ 5％前後であ1 

ったが、2024 年は 15.0％、2025 年は 8.58.8％であった。健康鶏は 2013～2015 年まで2 

は 2％台であったが、2016 年以降緩やかに増加し、2025 年は 14.614.7%である。 (参照3 

255）[NARMS] 4 

 5 

表 28 海外の健康畜由来大腸菌のNA 耐性率 6 

調査年 調査国 牛 豚 鶏 参照 

供試株

数 

耐性率 

（％） 

供試株

数 

耐性率 

（％） 

供試株

数 

耐性率 

（％） 

2022-

2023 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

オーストリア 181  1.7 172 1.2 174 39.7 (参照

259) 

[EFSA] 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

ベルギー 171  8.8 176 5.7 168 50.0 

ブルガリア - - 85 3.5 86 65.1 

クロアチア 86  4.7 84 11.9 85 78.8 

キプロス - - 32 21.9 110 84.5 

チェコ - - 180 7.8 184 77.7 

デンマーク 168  0.0 172 0.0 195 17.9 

エストニア - - 151 2.0 149 50.3 

フィンランド - - 170 0.6 170 7.6 

フランス 190  3.2 191 2.1 205 23.4 

ドイツ 188  6.9 195 4.1 274 54.4 

ギリシャ - - 68 8.8 121 79.3 

ハンガリー - - 170 2.9 170 75.3 

アイルランド - - 170 6.5 170 12.4 

イタリア 170  7.6 170 13.5 170 36.5 

ラトビア - - 150 2.7 150 48.0 

リトアニア - - 100 4.0 100 76.0 

ルクセンブル

ク 

- - 168 1.8 20 25.0 

マルタ - - 208 8.2 127 39.4 

オランダ 299  2.3 300 1.3 300 26.7 

ポーランド - - 221 9.0 184 76.1 

ポルトガル 171  3.5 182 13.7 170 66.5 

ルーマニア 170  2.4 169 21.3 170 90.0 

スロバキア - - 85 15.3 85 89.4 

スロベニア - - 85 7.1 85 63.5 

スペイン 170  2.4 170  17.1 170 54.7 

スウェーデン - - 174 1.1 179 5.0 
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イギリス（北ア

イルランド） 

- - 170 2.4 170 14.1 

アイスランド

* 

- - 85 1.2 85 0.0 

モンテネグロ

* 

- - 41 34.1 - - 

ノルウェー* - - 330 1.2 363 8.0 

北マケドニア

共和国* 

20- 15.0- 26 0.0 4 0.0 

スイス* 190- 2.6- 201 4.0 229 33.6 

2025

** 

  

米国 

  

203 

(肉用)  

2.0 165 8.5 171 14.6 (参照

255） 

[NARM

S] 

196 

(乳用)  

1.5 

― : 記載なし 1 

*EUで統一された検査法や基準ではなく、各国の独自の検査法や基準を用いて収集したデータ 2 

**2025年の米国は暫定値 3 

 4 

海外の家畜別の健康畜及び病畜由来カンピロバクターの NA 耐性状況調査結果を表 5 

29 に示した。 6 

米国では、[Ⅱ.２.（２）]に記載したとおり、フルオロキノロン系合成抗菌剤は牛及び7 

豚用の製剤が条件付きで承認されているが、家禽への使用承認は 2005 年に取り消され8 

ている。健康牛（肉用）由来の NA 耐性 Campylobater jejuni は、2013 年 14.0%であ9 

り、2016 年は 20～30%台と徐々に増加している。豚由来 NA 耐性 C. jejuni は分離株10 

数が各年 10 株以下であるが 0～50％である。鶏では 2016 年の 8.3％から徐々に増加し11 

2019 年以降は 20～30%台である。(参照 255）[NARMS] 12 

健康牛（肉用）由来の NA 耐性 C. coli は、2014 年～2024 年まで 60%台を推移し、13 

2025 年は 89.191.2%である。豚（肉用豚）由来NA 耐性C. coli は 2016 年 6.5％から増14 

加し、2018 年以降 20～30%台である。鶏では 2013 年 24.0％が一番高く、以降は概ね15 

10％～20％台を推移している。(参照 255）[NARMS] 16 

タンザニアでは、CPFX の家畜での使用は一般的ではないが、ERFX は家禽への使用17 

が認められており、健康牛（肉用牛、乳用牛）由来のNA 耐性C. jejuni は 2013 年 4 月18 

からの 1 年間の調査で 7％台であった。（参照 262）[Kashoma_2015_ Front. Microbiol] 19 

 20 

表 29 海外の健康畜由来カンピロバクターのNA 耐性率 21 

調査年 調査国 菌種 由来 供試株数 耐性率（％）  参照 

タンザニ

ア 

C. jejuni  

  

牛（肉用

牛） 

14 7.1 （参照 262） 
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2013年 4

月～2014

年 3月 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  牛（乳用

牛） 

28 7.7 [Kashoma_2015_ 

Front. Microbiol] 

  

  

  

  

豚 67 0 

C. coli 

  

  

牛（肉用

牛） 

1 0 

牛（乳用

牛） 

1 0 

豚 2 0 

2015 エストニ

ア 

  

  

C. coli 

  

  

豚 

  

  

33 24.2 (参照 261) 

[ Tedersoo_2023_ 

microorganisms] 

  

  

2017 20 20 

2019 66 39.4 

2024 米国 

  

  

  

  

  

  

C. jejuni  

 

  

  

豚 4 50 (参照 255）

[NARMS] 

  

  

  

  

  

  

  

2025** 

  

  

  

  

  

  

牛（肉用

牛） 

115 40.9 

牛（乳用

牛） 

122 26.2 

鶏 92 27.2 

C. coli 

  

  

  

牛（肉用

牛） 

46 89.1 

牛（乳用

牛） 

37 54.1 

豚 42 35.7 

鶏 109 18.3 

*EUで統一された検査法や基準ではなく、各国の独自の検査法や基準を用いて収集したデータ 1 

**2025年の米国は暫定値 2 

 3 

２．ハザードの耐性機序及び薬剤耐性決定因子に関する情報 4 

（１）サルモネラ、大腸菌及びカンピロバクターにおけるキノロン耐性機序及びその遺伝5 

学的情報 6 

キノロン系合成抗菌剤に対する耐性機構については、 [Ⅱ．５.（１）]に記載したと7 

おり、標的酵素の変異、菌体内への膜透過性の変化、プラスミド性耐性遺伝子の獲得8 

が知られている。サルモネラ、大腸菌及びカンピロバクターにおいても主なNA 耐性9 

機序は、これら 3 つの要因によるものとされている。 10 

標的酵素の突然変異による変化耐性獲得については、[Ⅱ．５．（１）．①]に記載した11 

ように、 DNA ジャイレースのGyrA サブユニット（gyrA）や、トポイソメラーゼ IV12 

（parC、parE）の変異により、薬剤の標的酵素への結合が阻害され、耐性が発現する。 13 

キノロン系合成抗菌剤の菌体内濃度への膜透過性の変化については、[Ⅱ．５．（１）．14 
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②]に記載したとおり、薬剤が細菌内に到達する過程で、外膜透過性の低下（特にOmpF1 

タンパク質の発現減少）や薬剤排出系（efflux pump）の活性化により、細胞内濃度が2 

低下することが挙げられる。 プラスミド性耐性遺伝子の獲得も耐性機構の一つとして3 

関与しており、[Ⅱ．５．（１）．③]に記載したとおり、PMQR のうち NA 耐性に関与4 

する代表的な遺伝子として、qnr ファミリー（qnrA、qnrB、qnrS 等）や oqxAB など5 

が報告されている。  6 

 7 

① サルモネラ 8 

国内で 2000～2003 年に健康畜から分離されたサルモネラ 183 株（牛由来 259 

株、豚由来 39 株、肉用鶏由来 91 株、採卵鶏由来 2825 株）中、OA 及びNA 耐性10 

を示した牛由来 4 株及び肉用鶏由来 13 株（いずれもERFX 及びOFLX 感性）11 

は、すべての株において gyrA の一か所で点突然に単変異が生じていたが、gyrB12 

及び parC は変異していなかった。（参照 81) [Asai_2006_J Vet Med Sci] 13 

牛では、1997 年および 2001 年に牛から分離された多剤耐性 Salmonella 14 

Typhimurium 2 株において中 2 株から、それぞれ gyrA の点突然変異15 

（Ser83Phe 又はと Ser83Phe・Asp87Asn）及び parC の点突然変異16 

（Ser80Arg）が報告されている。（参照 276）[Izumiya_2005_J Clin Microbiol]。17 

また、1999 年には国内の牛由来 Salmonella Typhimurium の definitive phage 18 

type（DT）104 において、NA及びOA耐性を含む多剤耐性株 5 株中 5 株で 19 

gyrA の点突然変異（Asp87Gly）が確認されている。（参照 277）20 

[Esaki_2004_Microbiol Immunol]さらに、1976～2005 年に国内で分離された S. 21 

Dublin 168 株のうち、NA 耐性株は 9 株あり（いずれもERFX、OFLX 及び22 

CPFX に対する感受性低下）、すべての株から gyrA の点突然変異（Asp87TyrY）23 

が検出されている。(参照 138) [Akiba_2007_J Antimicrob Chemother] 2002～24 

2006 年に国内の健康牛及び病牛から分離されたサルモネラ 40 株（肉用牛由来 2125 

株・乳用牛由来 19 株）のうち、肉用牛（病牛）由来 Salmonella Typhimurium 126 

株（NA中程度耐性）及び乳用牛（病牛）由来Salmonella Typhimurium 1 株27 

（NA 耐性）が qnrS1 保有株であったと報告されている。(参照28 

91)[Ahmed_2009_J Appl Microbiol]さらに、2003～2007 年に国内で分離された 29 

牛由来の Salmonella Typhimurium 156 株中 2 株で 9.6 kb プラスミド上に qnrS1 30 

が検出され、他の牛由来 1 株では gyrA の点突然変異（Ser83Phe・、31 

Asp87Asn）及び parC の点突然変異（Ser80Arg）が確認されている。（参照 57）32 

[Asai_2011_Gut Pathog] 33 

豚では、2001 年に国内の豚から分離された 3 剤耐性（NA 及び、CPFX、ERFX34 

耐性） Salmonella Choleraesuis 4 株のうち、12 株で gyrA の点突然変異35 

（Ser83Tyr・およびAsp87Gly 又は Ser83Phe）及び、parC の点突然変異36 

（Ser80Arg 又は変異なし）の変異が認められ、別の 1 株では Ser83Phe が確認さ37 

れている。(参照 278)[Esaki_2004_Jpn J Infect Dis]また、2008～2012 年に沖縄38 

県のと場出荷豚由来 Salmonella Choleraesuis 349 株中 140 株（40.1％）がNA39 

又は及びOA 耐性を示し、そのうち 12 株でQRDR 解析を行った 12 株では変異が40 
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検出され、gyrA の点突然変異（では Ser83Phe（9 株）及び、Asn87Tyr（31 

株））、及び parC の点突然変異では（Thr57Ser（12 株））が確認されたが、てい2 

る。gyrB 及び parE のに変異が生じている株はみられなかった認められていな3 

い。(参照 279)[Matayoshi_2015_J Vet Med Sci]。 4 

鶏では、2000～2003 年に国内の健康鶏（肉用）糞便から分離された由来 5 

Salmonella Infantis 70 株中 7 株がNA耐性を示し、耐性株ではいずれもQRDR6 

変異として gyrA の点突然変異（Asp87Asn が（4 株）、Asp87Gly が（2 株）及7 

び、Ser87Phe が（1 株））がで検出されている。(参照 280)[Asai_2006_J Food 8 

Prot] 2002～2006 年に国内の健康鶏及び病鶏から分離されたサルモネラ 37 株のう9 

ち、健康鶏由来 Salmonella Thompson 1 株（NA 中程度耐性）が qnrS1 を保有10 

していたと報告されている。(参照 91) [Ahmed_2009_J Appl Microbiol]。 11 

薬剤耐性の発現による適応負担については、NA耐性サルモネラがマウスにおい12 

て増殖能低下がみられるとされている。（参照60）[Zhang_2006 Microb Infec]また13 

、NA耐性Salmonella Typhimuriumにおいて、耐性獲得時に病原性が低下するもの14 

の、後に補償的な変異が起き、耐性能を失うことなく病原性を回復させるとの報告15 

がある。（参照468）[Li_2018 Intechopen]一方、gyrA変異を伴うSalmonella 16 

Typhimurium NA耐性株2株はマウス接種試験において病原性の低下がみられたが17 

、マウスでの継代接種後に得られた補償的な変異を伴う病原性株ではNA耐性が維18 

持または消失しており、変異はgyrA遺伝子内に生じたものであることが報告されて19 

いる。（参照472）[Bjorkman_1998_Proc Natl Acad Sci USA] 20 

家畜等由来の Salmonella Typhimurium を親株としてERFX 存在下の in vitro21 

で選択された gyrA 変異株（Gly81Cys 及び Ser83Phe・Asp87Gly）(CPFX MIC 22 

8 又は 16 μg/mL)は親株よりも世代時間が長く、鶏腸管内への定着能が失われて23 

いた。一方、ERFX 投与鶏を用いて in vivo で選択された gyrA 変異株24 

（Ser83Phe）(CPFX MIC 2 μg/mL)は親株と比べて世代時間の延長は見られず、25 

鶏腸管への定着能も同程度あるいはやや低下しつつも維持されていた。（参照26 

473）[Giraud_2003_J Med Microbiol] 家畜由来株で多く見られる gyrA 変異を持27 

つNA 耐性株はフルオロキノロンへのばく露によって更なる耐性機序を獲得する28 

可能性があるが、フルオロキノロン耐性株に見られる適応負荷がこのような耐性株29 

の出現を抑制している可能性がある。（参照 471）[Giraud_1999_Antimicrob 30 

Agents Chemother] 31 

 32 

② 大腸菌 33 

豚では、2015-2016 年に愛知県のと畜場出荷豚の糞便から分離されたESBL 産生34 

大腸菌 22 株中、9 株（約 41%）がNA に耐性、3 株（約 14%）がCPFX に耐性で35 

あった。また、CPFX 感受性の 2 株（NA感受性は不明）が qnrS を保有していた。36 

（参照 107）[Norizuki_2018_Jpn J Infect Dis] 37 

 鶏では、2008-2009 年に肉用鶏農場での大腸菌症発症鶏等由来株 44 株中 2 株38 

(4.5％)が oqxAB を保有しており、これらは NA 及び ERFX 耐性であった。(参照39 

94) [Ozaki_2017_Poult Sci]2007 年から 2011 年にかけて、肉用鶏農場の糞便由来40 
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大腸菌 109 株を対象にした調査では、農場 1（2007-2008 年 60 株）では、qnrS1 保1 

有が 5 株（8.3%）、農場 2～6（2010-2011 年 49 株）では、qnrS1 保有が 1 株（2.0%）2 

検出され、これらの株では QRDR 変異は認められなかった。qnrS1 はいずれもプ3 

ラスミド上に局在するが、農場 1 由来の 5 株でのみ大腸菌レシピエント株への接合4 

伝達が確認され、トランスコンジュガントでは NA 及びアンピシリンの MIC 値の5 

4 倍以上の上昇がみられたことから、qnrS1 とともにアンピシリン耐性のレシピエ6 

ント株への伝達が確認された。(参照 108)[Nishikawa_2019_Poult Sci]また、qnrS17 

は blaTEM、tetA 等と共に、qnrS13 は tetA と共に接合伝達性プラスミドにより大8 

腸菌レシピエント株に伝達された。(参照 109)[Koyama_2020_Poult Sci] 9 

2005年～2017年に鹿児島県で鶏大腸菌症例から分離された228株のうちNA耐10 

性株は 132 株（57.9%）、CPFX 耐性株は 36 株（15.8%）であった。NA 耐性（MIC 11 

256～>512 μg/mL）及びCPFX 耐性（MIC 4～128 μg/mL）を示す 25 株のQRDR12 

解析の結果、１株で GyrA の一か所（Ser83）、20 株で GyrA の二か所（Ser84・13 

Asp87）およびParC の一か所（Asp87）、1 株でGyrA の二か所（Ser84・Asp87）14 

及び ParC の二か所（Ser57・Ser80）、3 株で GyrA の二か所（Ser84・Asp87）、15 

ParC の二か所（Ser57・Ser80）及びParE の一か所（Ser458 又はGlu460）に変16 

異が認められた。CPFX高度耐性（MIC 128 μg/mL）を示す2株はParE (Glu460Ala)17 

変異株であった。(参照 298)[Misumi_2023_JGAR] 18 

キノロン耐性付与に関連する gyrA、parC、marR 及び acrR 遺伝子のアイソジェ19 

ニック変異株を用いた競合培養試験において、gyrA（Ser83leu、Asp87Asn）及び20 

parC（Ser80Ile）変異株の適応度は親株との差が認められないが、marR 及び acrR21 

変異株では明らかな低下が認められた。marR 変異による適応負担は parC 変異の22 

獲得により軽減することが示されている。（参照 474）[Marcusson_2009_PLoS 23 

Pathog]また、gyrA（Ser83 及びAsp87）変異をもつNA 耐性大腸菌では、ストレ24 

プトマイシン及びリファンピシン耐性付与に関与する rpsL 及び rpoB 変異との相25 

互作用（エピスタシス）によって適応負担の軽減がみられ、エピスタシスによる多26 

剤耐性化の可能性が指摘されている。（参照 476）[Trindade_2009_PLoS Genet]同27 

様のエピスタシスによる適応負担の軽減は、gyrA（Ser83 及びAsp87）変異をもつ28 

NAまたはCPFX耐性大腸菌の接合伝達性薬剤耐性プラスミドの獲得においても認29 

め ら れ て い る 。（ 参 照 475 ） [Silva_2011_PLoS Genet] （ 参 照 477 ）30 

[Nair_2024_Microbiol Spectr] 31 

gyrA の QRDR 領域の点変異（特に Ser83Leu）により NA 耐性を獲得した大32 

腸菌が、マクロファージ内で感受性株と同等又は優位の生存を示すとの報告もあ33 

る。（参照 52）[Miskinyte_2013_AAC] 34 

qnr 遺伝子の獲得は in vitro での適応度の低下をもたらさないが、染色体上の変35 

異（gyrA、parC、marR ）との組み合わせによって適応度の低下や上昇が認めら36 

れ、in vitro での適応度は in vivo においても同様に観察されたことが報告されてい37 

る。（参照 450）[Machuca_2014_ J Antimicrob Chemother]また、qnrA3 遺伝子を38 

クローニングベクタープラスミドを介して導入した株では in vitro 及び in vivo で39 

の適応度の上昇が確認されたが、野外株由来の多剤耐性プラスミドを介して導入し40 
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た株では適応度の低下が観察されている。（参照 451）[Michon_2011_PLoS One] 1 

oqxAB 保有プラスミドの獲得によって in vitro での適応度の低下が見られるが、2 

染色体上の変異（gyrA、gyrB、parE、soxR）との組み合わせによって適応度は上3 

昇またはさらに低下する場合があること、また in vivo では oqxAB 保有プラスミド4 

の獲得そのものによる適応度の低下が認められなかったことが報告されている。5 

（参照 452）[Wang_2017_J Antimicrob Chemother] 6 

 7 

③ カンピロバクター 8 

肉用牛では、2021 年東京都下のと畜場への搬入牛の直腸スワブ由来C. jejuni 689 

株中 44 株及びC. coli 26 株中 23 株がNA 耐性で、その全てにおいて gyrAGyrA の10 

点突然変異（Thr86IlLe）変異が検出されているた。(参照 153)[Sasaki_2022_Animal 11 

Diseases] 12 

鶏では、1995～1996 年に鶏盲腸内容物から分離されたC. jejuni  24 株中 7 株が13 

NA 耐性であり、いずれも gyrA の Thr86 コドンに点突然 GyrA に Thr86Ile 変異14 

を有していた。この 7 株のNA、NFLX及びOFLX に対するMIC はそれぞれ 50～15 

400、50～200、12.5～25µg/mL と多様であり、C. jejuni 野生株のキノロン耐性獲16 

得機序には gyrA 変異以外の機序が関与していることが示唆された。(参照17 

324)[Chuma_2004_JVMS]また、2005 年に分離された市販鶏肉由来C. jejuni （4018 

株）及び市販鶏糞便由来C. jejuni （62 株）の合計 102 株のうち、46 株（45.1%）19 

が NA 耐性株であった。NA に加えて CPFX・NFLX にも耐性を示した 44 株（ヒ20 

ト下痢症由来株、市販鶏肉由来株、鶏糞便由来を含む)中 43 株(97.7%)で gyrAGyrA 21 

の点突然変異（Thr86Ile）変異のみが認められた。（参照 405)[柿本_2007_感染症学22 

雑誌]他の報告では、2007-2014 年に分離された健康鶏糞便及び鶏肉由来 C. jejuni  23 

79 株のうち、NA 耐性 38 株(48.1%)はすべて CPFX 耐性であり、1 株（MIC 値： 24 

NA>128 µg/mL; CPFX 8 µg/mL）を除く 37 株に gyrAGyrA の点突然変異25 

（Thr86Ile）変異が認められた。(参照 199)[Ohishi_2017_J Infect Chemother] 26 

薬剤耐性の発現による適応負担又は利益については、Campylobacter jejuni の27 

gyrA 変異によるキノロン耐性は抗菌性物質による選択圧のない条件下においても28 

安定的に維持され、キノロン耐性株（gyrA: Thr86Ile）は耐性を喪失することなく29 

鶏の腸管内に定着することから、gyrA 変異によるキノロン耐性は適応負担をもた30 

らさず、さらに in vivo でのキノロン感受性菌との競合条件下においても定着がみ31 

られたことから、キノロン耐性による適応度の亢進が示唆されている。一方で、同32 

じ変異が導入された別の株では適応度の低下が認められたとの報告もある。（参照33 

453）[Luangtongkum_2009_Future Microbiol]（参照 478） [Luo_2005_Proc Natl 34 

Acad Sci USA] 35 

また、NA 耐性C. jejuni 3 株（3 株全てThr86Ile）及び標準株の酸素存在下での36 

生存能を比較した試験では、微好気条件下では差がみられなかったが、好気条件下37 

では有意に生菌数が増加しており、酸素ストレスに対する適応性の向上が示唆され38 

ている。(参照 454)[Whelan_2019_ Sci. Rep.] 39 

健康鶏由来の C. jejuni 及び C. coli の親株から in vitro で選択された gyrA 変異40 
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（Thr86Ile）を有するキノロン耐性株の in vitro での増殖性は親株と違いがみられ1 

なかった。親株との混合培養による継代試験においては、C. coli では耐性株の割合2 

が減少し、５代継代後には検出されなくなったが、C. jejuni では耐性株の割合に変3 

化はみられなかった。鶏皮膚片上での生残性については、C. jejuni 及びC. coli とも4 

に親株と変異株の単独接種では違いはみられなかったが、混合接種では変異株の生5 

残性の低下がみられ、３又は５日以降検出されなくなった。鶏接種試験において各6 

菌株の単独接種では親株と変異株の糞便中の菌数に違いは見られなかったが、混合7 

接種では親株が優勢となった。菌株や実験条件によって違いはみられるが、キノロ8 

ン耐性株では適応負担が生じることが観察されている。（参照 479）9 

[Zeitouni_2011_Microbial Drug Resist] 10 

C. jejuni基準株を親株として in vitroで選択されたNA耐性株（gyrA: Thr86Ile）11 

及び CPFX 耐性株（gyrA: Thr86Ile・Asp90Asn 及び gyrA:Thr86Ile・gyrB: 12 

Leu458Lys）では DNA の超らせん構造の弛緩状態への変換が認められ、これらの13 

キノロン耐性株では好気条件下での生菌によるバイオフィルム形成能、上皮細胞へ14 

の侵入能およびハチノスツヅリガ幼虫感染モデルにおける病原性の亢進がみられ15 

たことが報告されている。(参照 454)[Whelan_2019_ Sci Rep] 16 

 17 

（２）薬剤耐性決定因子の細菌間での伝達の可能性 18 

[Ⅱ．５．（１）及び（４）]に記載したとおり、伝達性のキノロン耐性遺伝子のうち、NA19 

耐性の付与に関与するものは主にqnr及びoqxABである。qnr遺伝子は多くの場合、20 

ISCR1、IS26やISEcpI等を伴って、プラスミド、インテグロン、ICE等に認めら21 

れ、さまざまな腸内細菌目細菌、特に大腸菌やサルモネラ等で頻繁に検出され22 

る。多剤耐性プラスミド上で他の薬剤耐性遺伝子と共に認められることが多く、23 

β-ラクタマーゼ遺伝子との共存は頻繁に認められる。（参照98）24 

[Jacoby_2014_Microbiol Spectr]oqxAB遺伝子は大腸菌やサルモネラ等のプラスミ25 

ド上にIS26を伴ったTn6010として局在する。blaCTX-M-14及び他のCTX-M遺伝子と26 

のプラスミド上の共存が認められることが多い。（参照98、158）27 

[Jacoby_2014_Microbiol Spectr] [Guillard_2015_Antimicrob Agents 28 

Chemother] 29 

 30 

① サルモネラ 31 

サルモネラでは、国内の牛由来 Salmonella Typhimurium DT104 の 9.6 kb プラス32 

ミド上に qnrS1 が検出され、当該株が分離された農場で先に分離された Salmonella 33 

Typhimurium DT104 株とPFGEプロファイルが同一であったことから、当該農場の34 

既存株が qnrS1 保有プラスミドを獲得した可能性が示唆された。（参照 57）35 

[Asai_2010_Gut Pathog]当該論文中では qnrS1 保有プラスミドの伝達性は確認されて36 

いないが、英国の Salmonella Typhimurium 分離株の 10 kb qnrS1 保有プラスミドで37 

は接合伝達性が確認されている。（参照 408） [Kehrenberg_2007_J Antimicrob 38 
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Chemother] （参照 409）[Hopkins_2007_J Antimicrob Chemother] 1 

また、[Ⅱ.５.（４）]に記載したとおり、家畜・家禽由来株の情報ではないが、国内2 

の食品取り扱い従事者由来広域セファロスポリン耐性 Salmonella Senftenberg では、3 

伝達性プラスミド上に blaCTX-M-14、qnrS1 及びその他の耐性遺伝子の共存が確認され4 

（参照 185）[Shigemura_2020_Appl Environ Microbiol]、同じく食品取り扱い従事者5 

由来セファロスポリン耐性サルモネラのプラスミド解析により、blaCTX-M-14と qnrS16 

はその上・下流域の IS26 とともに伝達性 IncHI1 プラスミド上に局在することが報告7 

されている。（参照 186）[Ohata_2024_J Appl Microbiol] 8 

海外では、家畜・家禽由来のサルモネラにおいて qnrB 及び qnrS が IncF、IncHI2、9 

IncN や IncX プラスミド等（参照 410）[Kim_2013_Avian Pathol] （参照 411）[Jones-10 

Dias_2013_Vet Microbiol] （参照 412）[Chen_2024_Microbiol Spectr]、oqxAB が IncF11 

や IncHI2 プラスミド上に検出されている。（参照 413）[Li_2013_J Antimicrob 12 

Chemother] （参照 414）[Li_2014_Int J Antimicrob Agents] （参照 415）[Wong_2016_ 13 

Antimicrob Agents Chemother] （参照 416）[Shi_2018_Microb Pathog] （参照 90）14 

[Fang_2020_ Antimicrob Agents Chemother] 15 

qnrS1 がコードされた非接合伝達性プラスミドや、染色体上の qnrS2 及び aac(6’)-Ib-16 

cr を含む多剤耐性遺伝子領域、IncI1 又は IncN 接合ヘルパープラスミドとの IS26 又は17 

ISKpn19 を介した組み換えによるハイブリッド形成によって、接合伝達性プラスミドが18 

生成されることが報告されている。（参照 417）[Chen_2019_Emerg Microbes Infect] 19 

（参照 418）[Yang_2020_Front Microbiol] （参照 419）[Chen_2020_mSystems] 20 

米国のと畜場出荷豚盲腸内容、病豚及び豚肉由来サルモネラで高頻度に検出された21 

qnrB19 遺伝子は ColE 系の小プラスミド上にコードされており、多数の血清型に分布22 

していることから、水平伝播による拡散が示唆された。（参照 420 ）23 

[Tyson_2017_Antimicrob Agents Chemother]（参照 421）[Elnekave_2019_Antimicrob 24 

Agents Chemother]  25 

同様の qnrB19 保有プラスミドは様々な地域や宿主に由来するサルモネラや大腸菌か26 

ら検出されている。 （参照 422）[Karczmarczyk_2010_FEMS Microbiol Lett] （参照27 

423 ） [Pallecchi_2010_Antimicrob Agents Chemother] （ 参 照 424 ）28 

[Pallecchi_2012_JAC] （参照 425）[Tran_2012_Antimicrob Agents Chemother] （参29 

照 426）[Fiegen_2017_Microb Drug Resist] （参照 427）[Soares_2019_Diagn Microbiol 30 

Infect Dis]  当該プラスミドには可動性に関わる tra や mob 遺伝子は認められないが、31 

バクテリオファージ P22 による形質導入を介してサルモネラ菌株間で伝播することが32 

確認されており、当該プラスミドの拡散に関与する可能性が示された。（参照 428）33 

[Moreno-Switt_2019_Front Microbiol]また、鶏盲腸内容に含まれるファージ粒子中の34 

DNAからsul1やqnrA等の耐性遺伝子が検出されたことが報告されている。（参照429）35 

[Gomez-Gomez_2019_Sci Rep] 36 

なお、キノロン系投与下での実験報告ではないが、oqxAB 遺伝子がコードされた伝達37 

性 IncHI2プラスミドを保有するSalmonella Typhimuriumを経口接種された鶏の腸管38 

内で常在大腸菌へのプラスミドの伝達がフロルフェニコール又は ERFX の経口投与下39 

及び非投与下で認められたが、フロルフェニコール投与群では oqxAB 保有大腸菌の平40 
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均検出率とトランスコンジュガント出現頻度が非投与群より有意に高く、ERFX 投与群1 

ではトランスコンジュガント出現頻度が非投与群より有意に高かったことが報告されて2 

いる。（参照 430）[Chen_2016_Vet Microbiol]] 3 

 4 

② 大腸菌 5 

大腸菌に関しては、[Ⅱ.５.（４）.②]に記載のとおり、国内の鶏大腸菌症由来株、6 

鶏糞便由来株や養鶏場環境由来株で oqxAB、qnrS1、qnrS2、qnrS13 が検出され、oqxAB 7 

及び qnrS1の接合伝達や qnrS1-blaTEM-tetA及び qnrS13-tetAが接合伝達性の IncF及8 

び IncI1 プラスミドにより共伝達されることが報告されている。（参照 94、108、109） 9 

[Ozaki_2017_Poult Sci] [Nishikawa_2019_Poult Sci][Koyama_2020_Poult Sci] 10 

また、海外では、家畜・家禽由来の大腸菌において qnrB 及び qnrS が IncN、IncHI211 

や IncX プラスミド等（参照 431）[Ma_2009_ Antimicrob Agents Chemother] （参照12 

432）[Hordijk_2011_ Antimicrob Agents Chemother] （参照 433）[Chen_2012_ 13 

Antimicrob Agents Chemother] （参照 434）[Huang_2012_Foodborne Pathog Dis] 14 

（参照 411）[Jones-Dias_2013_Vet Microbiol] （参照 435）[Jones-Dias_2016_Front 15 

Microbiol] （参照 436）[Cunha_2017_ Antimicrob Agents Chemother] （参照 437）16 

[Niero_2018_Vet Microbiol] （参照 438）[Poirel_2018_Microbiol Spectr] （参照 439）17 

[Slettemeas_2019_PLoS One] （参照 176）[Hayer_2020_mSphere] （参照 440）18 

[Juraschek_2021_Antibiotics] （参照 441）[Jurasek_2022_BMC Genomics] (参照19 

254)[Cerquetti_2009_AAC]、oqxAB が IncF、IncHI2 や IncX プラスミド上に検出され20 

ている。（参照 442）[Sorensen_2003_Antimicrob Agents Chemother] （参照 443）21 

[Hansen_2004_Antimicrob Agents Chemother] （参照 444）[Norman_2008_PLasmid] 22 

（参照 445）[Liu_2013_PLoS One]（参照 173） [Yang_2016_ Antimicrob Agents 23 

Chemother] （参照 172） [He_2017_Int J Antimicrob Agents] （参照 174）24 

[Wang_2018_mSphere]（参照 175）[Lupo_2018_ J Antimicrob Chemother] （参照 438）25 

[Poirel_2018_Microbiol Spectr] 26 

blaFOX・qnrA 及び blaCTX-M・qnrB がそれぞれコードされた接合伝達性プラスミドを27 

保有する大腸菌を経口接種された SPF 鶏腸管内において ERFX 投与及び非投与条件下28 

で qnr及び bla遺伝子のが接種菌以外の大腸菌やKlebsiella pneumoniaeへ伝達するこ29 

とが報告されている。（参照 446）[Le Devendec_2011_Microb Drug Resist]（参照 447）30 

[Dheily_2012_Antimicrob Agents Chemother] 31 

qnrS 保有接合伝達性 IncY プラスミドの大腸菌からの Salmonella Enteritidis への32 

伝達が MIC 以下の濃度の ERFX 存在下において in vitro 及び in vivo で促進されるこ33 

とが報告されている。（参照 448）[Zhao_2021_FM]伝達促進の機序については明らかに34 

されていないが、ドナー細菌をMIC 以下の濃度のCPFX 又はLVFX でのドナー細菌の35 

処理によって暴露すると接合伝達関連遺伝子の発現上昇並びにに伴う伝達頻度の上昇36 

増加が知られてい示唆されている。（参照 449）[Shun-Mei_2018_Microb Pathog]  37 

qnr 遺伝子の獲得は in vitro での適応度の低下をもたらさないが、染色体上の変異38 

（gyrA、parC、marR）との組み合わせによって適応度の低下や上昇が認められ、in vitro39 

での適応度は in vivo においても同様に観察されたことが報告されている。（参照 450）40 
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[Machuca_2014_ J Antimicrob Chemother]また、qnrA3 遺伝子をクローニングベクタ1 

ープラスミドを介して導入した株では in vitro 及び in vivo での適応度の上昇が確認さ2 

れたが、野外株由来の多剤耐性プラスミドを介して導入した株では適応度の低下が観察3 

されている。（参照 451）[Michon_2011_PLoS One] 4 

oqxAB 保有プラスミドの獲得によって in vitro での適応度の低下が見られるが、染5 

色体上の変異（gyrA、gyrB、parE、soxR）との組み合わせによって適応度は上昇また6 

はさらに低下する場合があること、また in vivo では oqxAB 保有プラスミドの獲得その7 

ものによる適応度の低下が認められなかったことが報告されている。（参照 452）8 

[Wang_2017_J Antimicrob Chemother] 9 

 10 

③ カンピロバクター 11 

[Ⅱ.５.（４）②]に記載のとおり、カンピロバクターでは、キノロン及びマクロライ12 

ド耐性株にみられる染色体上の gyrA 及び 23S rRNA 変異遺伝子やキノロンやマクロラ13 

イドを含む多剤耐性の付与に関与するRE-cmeABC 遺伝子の自然形質転換によるカン14 

ピロバクターの菌株間での伝達が知られている。（参照 179）15 

[Wilson_2003_Microbiology] （参照 180）[Kim 2006_Appl Environment Microbiol]16 

（参照 181） [Yao_2016_mBio] 最近、海外の肉用鶏・採卵鶏・卵・農場環境等由来17 

Campylobacter spp.において、局在部位は未確認であるが、qnr 等のPMQR 遺伝子が18 

検出されている。（参照 184）[Gharbi_2024_Antibiotics]  19 

gyrA 変異によるキノロン耐性は抗菌性物質による選択圧のない条件下においても安20 

定的に維持され、キノロン耐性株（gyrA: Thr86Ile）は耐性を喪失することなく鶏の腸21 

管内に定着することから、gyrA 変異によるキノロン耐性は適応負荷をもたらさず、in 22 

vivo でのキノロン感受性菌との競合条件下においても定着がみられたことから、キノロ23 

ン 耐 性 に よ る 適 応 度 の 亢 進 が 示 唆 さ れ て い る 。（ 参 照 453 ）24 

[Luangtongkum_2009_Future Microbiol] 25 

 26 

（３）ハザードが交差耐性又は共耐性を示す可能性がある医療上重要な人用抗菌性物質に27 

対する耐性菌が評価対象抗菌性物質の使用により選択される可能性に関する情報  28 

キノロン系合成抗菌剤であるOAが交差耐性又は共耐性を示す可能性がある医療上29 

重要な人用抗菌性物質は、[II．6．]に記載されている。交差耐性を示す別系統の抗菌30 

性物質はフルオロキノロン系合成抗菌剤である。 31 

キノロン系合成抗菌剤とフルオロキノロン系合成抗菌剤の交差耐性パターンを表 32 

26 に示した。［II．６．（１）］において記載したとおり、OA とフルオロキノロン系合33 

成抗菌剤は共通の標的酵素に作用するため作用機序が類似しており、菌種や耐性遺伝34 

子によって主な耐性機序についても、付与される耐性の程度には菌種や耐性遺伝子に35 

よって違いが認められるものの共通している。サルモネラ及び大腸菌については、OA36 

の使用によってNA 耐性ないしはフルオロキノロン低感受性株が選択されると、標的37 

酵素遺伝子や薬剤排出ポンプ関連遺伝子における変異が加わることによってフルオ38 

ロキノロン耐性を獲得するリスクが高まる。よって、OA の使用はフルオロキノロン39 

低感受性株または耐性株の出現に影響すると考えられるが、[Ⅲ.2.(4)]に記載するよう40 
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に、家畜へのOA の使用量は及びフルオロキノロン系合成抗菌剤の家畜への使用量の1 

10％未満状況からであることから、OA の選択圧によるフルオロキノロン低感受性株2 

又は耐性株出現への寄与は、フルオロキノロン系合成抗菌剤の選択圧と比べて限定的3 

であると考えられることに留意が必要である。 4 

キノロン系合成抗菌剤とフルオロキノロン系合成抗菌剤の交差耐性パターンは表 5 

26 にあるとおり、その保有する耐性遺伝子からも推察できる。PMQR は、[Ⅱ. 5.（1）.6 

③]に記載のとおり、一部の因子（qnrA、qnrB、qnrS、oqxAB 等）はキノロン系合成7 

抗菌剤であるNA耐性又は感受性低下に関与しているものの、主にフルオロキノロン8 

系合成抗菌剤に対する低レベル耐性を与える。また、これら PMQR 因子は通常単独9 

では高レベル耐性を引き起こさないが、また、QRDR 変異と併存することで相乗的に10 

フルオロキノロン耐性を増強することがある。国内の家畜又は畜産物からのキノロン11 

耐性遺伝子の検出状況は、[Ⅲ.2.(1)]にあるとおりである。 12 

交差耐性や共耐性に関し、サルモネラ、大腸菌及びカンピロバクターにおけるキノ13 

ロン系耐性を含む多剤耐性に係る報告や、キノロン耐性遺伝子と共存していることが14 

報告されている遺伝子は以下のとおり。 15 

 16 

① サルモネラ 17 

広島県で 2002～2006 年に健康畜及び病畜から分離されたサルモネラ 94 株（牛由来18 

21 株、豚由来 19 株、肉用鶏由来 17 株、採卵鶏由来 37 株）中、2 剤以上の薬剤に耐性19 

を示した株は 48 株(51.1%)であった。このうち 3 株が qnrS を保有しており、それらの20 

薬剤耐性パターンは、1 株はNA（中程度耐性）のほかスぺクチノマイシン、ストレプト21 

マイシン及びテトラサイクリンに耐性がみられ、1 株はCPFX にも中程度耐性がみられ22 

た。もう 1 株は多剤耐性 Salmonella Typhimurium definitive phage type 104(DT104)23 

であり、NA 及びCPFX（中程度）耐性のほか、ACSSuT7耐性等を示した。Salmonella 24 

Typhimurium 47株のうち23株は多剤耐性Salmonella Typhimurium definitive phage 25 

type 104(DT104)と確認され、これらはすべて牛由来株であり、ACSSuT 耐性を示し、26 

一部はNA 及びCPFXにも耐性を示した。（参照 233）[Ahned_2009_J Appl Microbiol] 27 

また、国内で 2000～2003 年に健康畜から分離されたサルモネラ 183 株（牛由来 2528 

株、豚由来 39 株、肉用鶏由来 91 株、採卵鶏由来 2825 株）中、2 剤以上の薬剤に耐性29 

を示した株は 131 株（71.6%）であり、このうち、OA 及び NA 耐性を示した牛由来 430 

株は、ジヒドロストレプトマイシン及びカナマイシンにも耐性であった。OA 及び NA31 

耐性を示した肉用鶏由来の 13 株は、11 株がジヒドロストレプトマイシン及びオキシテ32 

トラサイクリンにも耐性を示し、一部の株はカナマイシン等にも耐性がみられた。（参33 

照 81) [Asai_2006_J Vet Med Sci] 34 

国内で 1998～2017 年に牛及び豚から分離された Salmonella Typhimurium（単相変35 

異株を含む。）200 株（牛由来 154 株、豚由来 46 株）中、牛由来の 3 株が NA 耐性を36 

示し、うち2株がフルオロキノロン系合成抗菌剤に対する低レベル耐性を与える、aac(6’)-37 

Ib-cr をプラスミド上に保有していた。1 株は同一プラスミド上に blaOXA-1、arr-3、catB338 

 
7 アンピシリン、クロラムフェニコール、ストレプトマイシン、スルホンアミド、テトラサイクリン 
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及び sul1 を、もう 1 株は同一プラスミド上に前述の耐性遺伝子に加えて aac(3)-IV、1 

aph(3')-Ia、aph(4)-Ia、dfrA12、及び sul2/3 を保有していた。また、NA 感性の 6 株が2 

qnrS1 を保有しており、局在性は不明であるが、うち 4 株では blaTEM-1B、cmlA1、floR、3 

aac(6’)-Iaa、aadA1/2、strAB、dfrA12、sul3、tetA/B/M が、うち 2 株では blaCTX-M-55、4 

catA2、sul1 等が検出された。(参照 110) [Arai_2021_Front Microbiol] また、国内で5 

1980 年～2014 年に牛から分離されたSalmonella Typhimurium（単相変異株を含む。）6 

55 株を対象に WGS を実施した調査では、5 株が NA 耐性を示し、うち 1 株が DT1047 

であり NA のほかアンピシリン、クロラムフェニコール、ストレプトマイシン、スルホ8 

ンアミドにも耐性であった。また、NA 感受性の 1 株が染色体上に qnrS1 を保有してお9 

り、同株は染色体上に blaCTX-M-55、blaTEM-1B、catA2、strAB、sul1 及び tetB も保有し10 

ていた。（参照 222）[Arai_2018_J Clin Microbiol] 11 

国内で 2001～2002 年に健康牛から分離された Salmonella Dublin 3 株は、いずれも12 

OA 及び NA に耐性を示し、このうち 3 株にカナマイシン耐性、2 株にジヒドロストレ13 

プトマイシン耐性、2 株にオキシテトラサイクリン耐性等がみられた。(参照 127) 14 

[Esaki_2004_JAC]また、国内で 1976～2005 年に病牛から分離された Salmonella 15 

Dublin168 株中、1988～2004 年に分離された 9 株においてNA 耐性及びフルオロキノ16 

ロン合成抗菌剤（ERFX、OFLX 及びCPFX）に対する感受性低下が認められ、gyrA 変17 

異が生じていた。また、うち 4 株において acrAB の変異が確認された機能が亢進してい18 

る可能性が示唆された。（参照 27）[Akiba_2007_JAC]、(参照 138) [Akiba_2007_JAC] 19 

沖縄県で 2008～2012 年にと畜場 2 施設に出荷された豚 349 頭から分離された20 

Salmonella Choleraesuis 349 株中、すべての株が 4剤以上の薬剤に耐性を示しており、21 

このうち 141 株（40.4%）がOA及びNA のほか、アンピシリン、ストレプトマイシン、22 

ゲンタマイシン、オキシテトラサイクリン及びスルファメトキサゾール・トリメトプリ23 

ムに対する耐性を示し、局在性は不明であるが、ほぼすべての株から blaTEM、strA、strB、 24 

aadA1/2、aacC2、tetB、sul1/2、dhfrXII/XIII が検出された。このうち 12 株が gyrA 及25 

び parC に変異が生じていた。（参照 279）[Matayoshi_2015_J Vet Med Sci] 26 

国内で 2007～2010 年に健康肉用鶏の盲腸便から分離されたサルモネラ 285 株中、327 

剤以上の薬剤に耐性を示した株は 195 株（68.4%）であった。NA耐性を示した 31 株の28 

うち、28 株がオキシテトラサイクリン、26 株がジヒドロストレプトマイシン、11 株が29 

アンピシリンに耐性を示し、ほか、一部の株がビコザマイシン、カナマイシン等に耐性30 

を示した。（参照 463）[Sasaki_2012_Epidemiol Infect]また、国内で 2001～2003 年に31 

健康肉用鶏の糞便から分離された Salmonella Infantis70 株中、3 剤以上の薬剤に耐性32 

を示した株は 55 株（78.6%）であり、このうちNA 耐性株は 7 株で、すべての株がジヒ33 

ドロストレプトマイシン及びオキシテトラサイクリン耐性、3 株は更にカナマイシンに34 

も耐性を示した。NA 耐性株では gyrA に単点突然変異が生じていた。また、DSM 及び35 

OTC 両方に耐性を示す株ではクラス 1 インテグロン、tetA 及び aadA 遺伝子が検出さ36 

れ、aadA1 はクラス 1 インテグロン内に存在することが示唆された。KM 耐性株からは37 

aphA1遺伝子が検出された。（参照 280）[Asai_2006_J Food Prot] 新潟県で 1998～201538 

年に肉用鶏から分離されたSalmonella Infantis33株を対象にした調査では、7株（21.2%）39 

がNA 耐性を示し、すべての株がテトラサイクリン及びストレプトマイシンに耐性、一40 



87  

部の株がカナマイシンやアンピシリンに耐性を示した。（参照 130）[佐藤_2016 日獣会1 

誌]岩手県で 1997～1999 年に食鳥処理場 8 施設に搬入された肉用鶏の盲腸便及びと体2 

拭き取り試料から分離された Salmonella Typhimurium36 株中、2 剤以上の薬剤に耐性3 

を示した株は 30 株（83.3%）であり、NA 耐性を示した 10 株のうち 1 株は DT104 と4 

確認され、ACSSuT耐性を示した。いずれの分離株もNFLX感受性であった。（参照143）5 

[高橋_2001_日獣会誌] 6 

これらの国内家畜由来 NA 耐性サルモネラ株について、フルオロキノロン系合成抗菌7 

剤への耐性を示す株の割合は表 30 のとおり。 8 

 9 

表 30 国内家畜由来NA 耐性サルモネラ株における 10 

フルオロキノロン系合成抗菌剤への耐性割合 11 

調査年 地域 由来 血清型、保有遺

伝子等の特徴 

NA 耐

性株数 

フルオロキノ

ロン系合成抗

菌剤耐性株数

（試験対象

薬剤名） 

NA 耐性

株 中 の

フルオロ

キノロン

系合成抗

菌剤耐性

株 の 割

合（%） 

備考  参照 

2002～

2006 

広 島

県 

健 康

畜・病

畜 

qnr 検出株 3 2（CPFX 中程

度耐性） 

－ 1 株は牛

由 来

DT104 

233 

2000～

2003 

国内 健康牛  4 （ OA

及びNA

耐性） 

0 （ ERFX, 

OFLX） 

0%  81 

健康肉

用鶏 

 13（OA

及びNA

耐性） 

0 （ ERFX, 

OFLX） 

0%  

2001～

2002 

国内 健康牛 S .Dublin 3 （ OA

及びNA

耐性） 

0 （ ERFX, 

OFLX） 

0%  127 

1988～

2004 

国内 病牛 S .Dublin 9 0 （ ERFX, 

OFLX, 

CPFX） 

0% 9 株

ERFX, 

OFLX, 

CPFX 感

受 性 低

下 

138 

2008～

2012 

沖 縄

県 

出荷豚 S .Choleraesuis 141 0 （ ERFX, 

OBFX, 

0%  279 
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DNFX） 

2001～

2003 

国内 健康肉

用鶏 

S .Infantis 31 0 （ ERFX, 

OFLX） 

0% 1 株 は

ERFX感

受 性 低

下 

280 

1998～

2015 

新 潟

県 

肉用鶏 S .Infantis 7 0（CPFX） 0%  130 

1999 国内 出荷肉

用鶏 

S .Typhimurium 10 0（NFLX） 0% 1 株 は

DT104 

143 

 1 

国内家畜由来NA耐性サルモネラ株については、フルオロキノロン系合成抗菌剤低感2 

受性を示す株の割合が高くなっている報告も一部あるものの、国内健康畜から分離され3 

た NA 耐性株においてフルオロキノロン系合成抗菌剤耐性も示す株の分離報告はない。4 

JVARM においても、2013～2022 年の国内家畜由来サルモネラのフルオロキノロン系5 

合成抗菌剤耐性率はNA 耐性率を下回っているので、NA耐性株のうちフルオロキノロ6 

ン系合成抗菌剤にも耐性を示す株は一部であると考えられる。[JVARM] 更に、JVARM 7 

初期（2000 年頃）に分離された国内健康畜由来サルモネラのキノロン耐性率は 9.3%、8 

フルオロキノロン系合成抗菌剤耐性率は 0%であり、2013～2022 年の健康鶏由来サルモ9 

ネラのNA 耐性率は 8.4～19.5%、CPFX 耐性率は 0.0～0.9%であり、JVARM の大腸菌10 

における各剤の耐性率と比べても低い。（参照 33）[JVARM]（参照 73）[Kijima-11 

Tanaka_2003_JAC]（参照 81）[Asai_2006_JVMS] 以上のことから、国内健康畜から12 

分離されたNA 耐性株において、フルオロキノロン系合成抗菌剤耐性も示す株の割合は13 

一部であり、かつ、低く維持されていると考えられる。 14 

海外においては、[Ⅱ.5.(4).②]に記載されているとおり、家畜・家禽由来サルモネラの15 

接合伝達性プラスミドや染色体の多剤耐性領域にPMQR 遺伝子（qnr、aac(6’)-Ib-cr、16 

oqxAB）や ESBL 遺伝子（blaCTX-M-14/27/55/65、blaSHV-12）、カルバペネム耐性遺伝子等が17 

共存することが報告されている。（参照 187）[Jiang_2014_Int J Antimicrob Agents] （参18 

照 188） [Zhang_2016_Front Microbiol] （参照 113）[Wang_2017_BMC Infect Dis] 19 

（参照 226）[Elnekave_2019_Antimicrob Agents Chemother] （参照 90） [Fang_2020_ 20 

17 Antimicrob Agents Chemother] （参照 189）[Li_2021_Front Microbiol]  21 

中国における 2010～2011 年の健康家畜の直腸又はクロアカスワブ由来のサルモネラ22 

248 株（乳牛 105 株、豚 38 株、鶏 105 株）及び 2008～2010 年の病豚由来のサルモネ23 

ラ 209 株を対象にした調査では、NA 耐性はすべての血清型でみられた。主な血清型に24 

おいて最も多い薬剤耐性パターンは、Salmonella Enteritidis（10 株中 10 株）でスルフ25 

ァメトキサゾール・トリメトプリム、オラキンドックス、メキンドックス及び NA、26 

Salmonella Typhimurium（57 株中 6 株）でアンピシリン、アモキシシリン、テトラサ27 

イクリン、ドキシサイクリン、ERFX、スルファメトキサゾール・トリメトプリム、クロ28 

ラムフェニコール及びNA であった。（参照 464）[Kuang_2015 Front Microbiol] 29 

 30 
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② 大腸菌 1 

 福岡市において 2010～2011 年にと畜場 1 施設に搬入された健康牛及び豚の直腸便か2 

ら分離されたESBL 産生大腸菌 8 株（牛由来 5 株、豚由来 3 株）中、牛由来の 1 株を除3 

く 7 株が 2 剤以上の薬剤に耐性を示した。NA 耐性を示した株は牛由来の 2 株、豚由来4 

の 2 株であり、すべての株がアンピシリン及びテトラサイクリンに耐性、一部の株がス5 

トレプトマイシン、スルファメトキサゾール・トリメトプリム、NFLX にも耐性を示し6 

た。（参照 133）[麻生嶋_2012_日食微誌] 7 

国内において 2007～2008 年に健康肉用牛に由来する STEC 252 株（O157 241 株、8 

O26 11 株）中、2 剤以上の薬剤に耐性を示した多剤耐性株は O157 で 24 株、O26 で 69 

株であった。NA 耐性を示した株は、O157 の 1 株であり、その薬剤耐性パターンはセフ10 

ァゾリン、セフチオフル、ジヒドロストレプトマイシン、カナマイシン、アプラマイシ11 

ン、ビコザマイシン、コリスチン及びNA であった。なお、すべての株がERFX 感性で12 

あった。（参照 131）[Sasaki_2012_Jpn.J Infect Dis]また、山口県の農場において 200613 

～2008 年に、子牛 24 頭の口腔から分離された STEC 27 株中、2 剤以上の薬剤に耐性を14 

示した多剤耐性株は 16 株（59.3%）であった。NA 耐性を示した株は 5 株（血清型は 115 

株がO111:HUT/NM、他 4 株がO8:H19）あり、すべての株がアンピシリン、ストレプ16 

トマイシン、テトラサイクリン及びCPFX 耐性、一部の株がセファゾリン、クロラムフ17 

ェニコール等にも耐性を示した。（参照 135）[亀山_2014_日獣雑誌] 18 

大阪市において2003年に食肉処理場1施設に搬入された牛55頭の第一胃内容物又は19 

直腸便から分離された大腸菌 O157 28 株を対象にした調査では、2 剤耐性株は 9 株20 

(32.1%)、5 剤耐性株は 3 株(10.7%)ですべて NA 耐性の第一胃内容物由来株であり、ス21 

トレプトマイシン、アンピシリン、セファゾリン及びホスホマイシンにも耐性であった。22 

なお、すべての株がフルオロキノロン系合成抗菌剤（CPFX, NFLX, OFLX）感性であっ23 

た。（参照 134）[前原_2005_日獣会誌]また、沖縄県において 1996～2009 年に下痢を呈24 

した子牛の直腸便から分離された ETEC 14 株中、すべての株が 4 剤以上の薬剤に耐性25 

を示した。NA耐性株は 3 株（21.4%）あり、すべての株がストレプトマイシン及びオキ26 

シテトラサイクリンに耐性、一部の株がアンピシリン、カナマイシン、クロラムフェニ27 

コール等にも耐性を示した。PCR 試験ではキノロン耐性遺伝子は調べられていないが、28 

これらの株から blaTEM，strA，strB，tetB，catA1 等が検出された。なお、すべての株29 

がERFX 感性であった。（参照 132）[又吉_2010_日獣会誌] 30 

愛知県において 2015～2016年にと畜場出荷豚の糞便から分離されたESBL産生大腸31 

菌 22 株中、blaCTX-M-15 が 12 株 (54.5%), blaCTX-M-55 が 6 株(27.3%), blaCTX-M-3 が 2 株32 

(0.9%), blaCTX-M-14が 2 株(0.9%)であり、NA 耐性株は 9 株（40.9%）であった。CPFX 感33 

性株の 2 株が qnrS を保有していた。なお、qnrA, qnrB, qepA, aac(6′)-Ib-cr、fosC2 を34 

保有する株は認められなかった。（参照 107）[Norizuki_2018_Jpn.J Infect Dis] 35 

西日本において 2012～2017 年に採卵鶏農場環境スワブから分離された大腸菌 375 株36 

を対象にした調査では、3 剤以上の薬剤に耐性を示した多剤耐性株の割合は、鶏の月齢37 

が上がるにつれて減少していた。NA 耐性株は 38 株（10.1%）あり、このうちオキシテ38 

トラサイクリン、ERFX 及びNA耐性を示す 1 株が qnrS13 を保有していた。PCR 検査39 

供試株 45 株中、5 株が qnrS1、1 株が qnrS2、1 株が qnrS13 を保有しており、qnrS1-40 
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blaTEM-tetA 及び qnrS13-tetA が接合伝達性プラスミドにより共伝達されることが確認1 

された。（参照 109）[Koyama_2020_Poult Sci] 2 

肉用鶏については、国内において 2008～2009 年に大腸菌症等を発症した鶏から分離3 

された大腸菌 44 株を対象にした調査では、3 剤以上の薬剤に耐性を示した多剤耐性株は4 

41 株（93.2%）で、NA 耐性株は 27 株（61.4%）ですべて多剤耐性株であった。NA 耐5 

性株 27 株のうち、26 株がアンピシリン及びオキシテトラサイクリン、23 株がジヒドロ6 

ストレプトマイシン、22 株がセファゾリン、19 株がセファゾリン、13 株が ERFX、97 

株がカナマイシン、一部の株がクロラムフェニコール、トリメトプリム等に耐性を示し8 

た。oqxAB 保有株は 2 株、aac(6’)-Ib-cr 保有株が 3 株あり、いずれの株もNA 及びERFX9 

耐性であった。（参照 94）[Ozaki_2017_Poult Sci]また、国内において 2007～2011 年に10 

肉用鶏農場糞便から分離された大腸菌 109 株中、8 株が PMQR を保有しており、いず11 

れも 3 剤以上の薬剤に耐性を示した。qnrS1 を保有し QRDR 変異がない 6 株の MIC12 

は、NA が 2～32μg/mL、ERFX が 0.5～2μg/mL であり、うち 1 株が blaCTX-M-2を保13 

有していた。qnrS1 保有株における qnrS1 の接合伝達、qnrS1 及び blaCTX-M-2保有株に14 

おいて blaCTX-M-2の接合伝達が確認された。QRDR において gyrA 及び parC に変異が15 

あり、aac(6’)-Ib-cr を保有する 2 株のMIC は、NA が>512μg/mL、ERFX が>64μg/mL16 

であった。（参照 108）[Nishikawa_2019_Poult Sci]鹿児島県において、2005～2017 年17 

に鶏大腸菌症に由来する大腸菌 228 株を対象にした調査では、NA 耐性を示した株が18 

132 株（57.6%）、CPFX 耐性を示した株が 36 株（15.8%）であった。（参照 298）19 

[Misumi_2023_J Glob Antimicrob Resist] 20 

これらの国内家畜由来 NA 耐性大腸菌株について、フルオロキノロン系合成抗菌剤へ21 

の耐性を示す株の割合は表 31 のとおり。 22 

 23 

表 31 国内家畜由来NA 耐性大腸菌株における 24 

フルオロキノロン系合成抗菌剤への耐性割合 25 

調査年 地域 由来 血清型、

保 有 遺

伝 子 等

の特徴 

NA 耐

性株数 

フルオロキノロ

ン系合成抗菌剤

耐性株数（試

験対象薬剤

名） 

NA 耐性

株中のフ

ルオロキ

ノロン系

合成抗菌

剤耐性株

の 割 合

（%） 

備考  参照 

2010 ～

2011 

福岡市 健康牛 ESBL 産

生 

2 0（NFLX） 0%  133 

健康豚 ESBL 産

生 

2 2（NFLX） 100%  

2007 ～

2008 

国内 健康肉

用牛 

STEC 

O157 

1 0（ERFX） 0%  131 
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2006 ～

2008 

山口県 牛（子

牛） 

STEC O8

又 は

O111 

5 5（CPFX） 100%  135 

2003 大阪市 出荷牛 O157 3 0 （ CPFX, 

NFLX, OFLX） 

0%  134 

1996 ～

2009 

沖縄県 病牛（下

痢を呈

した子

牛） 

ETEC 3 0（ERFX） 0%  132 

2008 ～

2009 

国内 病鶏（大

腸菌症

等発症

鶏） 

 27 13（ERFX） 48.1% うち2株

が oqxAB

保有 

94 

 1 

国内家畜由来NA耐性大腸菌株については、フルオロキノロン系合成抗菌剤へ耐性を2 

示す株の割合は報告によってばらつきがある。JVARM においては、2013～2022 年の3 

国内家畜由来大腸菌のフルオロキノロン系合成抗菌剤耐性率はNA耐性率を下回ってい4 

るので（参照 33）[JVARM]、NA耐性株のうちフルオロキノロン系合成抗菌剤にも耐性5 

を示す株は一部であると考えられる。 6 

サルモネラ及び大腸菌では、それらの耐性獲得機序から、通常、キノロン耐性の出現7 

頻度がフルオロキノロン耐性の出現頻度を上回るが、サルモネラと大腸菌のフルオロキ8 

ノロン耐性率の違いにはフルオロノロン耐性化に伴う適応負担の違いが影響している可9 

能性が考えられる。（参照 471） [Giraudo_1999_Antimicrob Agents Chemother]なお、10 

サルモネラや大腸菌ではフルオロキノロン耐性クローンの出現と世界的な蔓延が知られ11 

ており、国内の家畜由来株においても、フルオロキノロン耐性クローンが出現した場合12 

に、フルオロキノロン耐性率の上昇に影響する可能性が考えられる。 13 

海外においては、[Ⅱ.5.(4).②]に記載されているとおり、家畜・家禽由来大腸菌の接合14 

伝達性プラスミド上に qnrB、qnrS、oqxAB がESBL 遺伝子（blaCTX-M-1/15/55、blaSHV-12）15 

等と共存、oqxAB が fosA3 や floR 等と共存することが報告されている。（参照 172～16 

177、参照 441）[He_2017_Int J Antimicrob Agents] [Yang_2016_Antimicrob Agents 17 

Chemother] [Wang_2018_mSphere] [Lupo_2018_JAntimicrob Chemother] 18 

[Hayer_2020_mSphere] [Nakayama_2024_J Microorg Control][Juraschek_2022 19 

BMC Genomics] 20 

 21 

③ カンピロバクター 22 

国内において 1999～2001 年（JVARM 初期）に健康家畜糞便から分離されたC. jejuni 23 

283 株（牛由来 77 株、豚由来 4 株、肉用鶏由来 125 株、採卵鶏由来 77 株）及びC. coli 24 

157 株（牛由来 3 株、豚由来 145 株、肉用鶏由来 4 株、採卵鶏由来 5 株）を対象にした25 

調査では、C. jejuni 283 株のうち、NA 及びOA 耐性株は 29 株（10.2%）あり、このう26 
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ち 28 株が ERFX 及び OFLX 耐性であり、うち 11 株は OTC 耐性も示した。また、C. 1 

coli 157 株のうち、NA及びOA耐性株は 38 株（24.2%）あり、すべての株がERFX 及2 

び OFLX に加えオキシテトラサイクリンに耐性を示し、29 株がジヒドロストレプトマ3 

イシン、27 株がエリスロマイシン、スピラマイシン及びタイロシンにも耐性を示した。4 

（参照 31）[Ishihara_2004_JAA] 5 

東京都において、2021 年にと畜場搬入牛の直腸スワブから分離されたC. jejuni 68 株6 

中 44 株（64.7%）がNA 及びCPFX 耐性であり、C. coli 26 株中 23 株（88.5%）がNA7 

及びCPFX 耐性であった。(参照 153)[Sasaki_2022_Animal Diseases]また、東日本にお8 

いて、2010～2011 年に搾乳牛の直腸便から分離されたC. jejuni   106 株中、NA 耐性9 

株は 30 株（28%）あり、すべての株がERFX 耐性を示し、GyrA の変異が検出された。10 

このうち 14 株はOTC耐性も示した。 (参照 152) [Sasaki_2013_JVMS] なお、いずれ11 

の報告においてもエリスロマイシン耐性株は分離されなかった。 12 

国内において、2007～2014 年に健康鶏糞便及び市販鶏肉から分離された NA 及び13 

CPFX 耐性C. jejuni 38 株中 37 株でGyrA の変異が検出された。なお、すべての株がエ14 

リスロマイシン感性であった。（参照 199）[Ohishi_2017_J Infect Chemother]また、国15 

内において、2005 年に鶏糞便及び市販鶏肉由来C. jejuni 102 株（鶏由来 62 株、市販鶏16 

肉由来 40 株）を対象にした調査では、NA耐性株は 46 株（45.1%）あり、このうち 4417 

株がCPFX 耐性、45 株がNFLX 耐性であった。また、セファレキシン、アンピシリン、18 

ピペラシリン、テトラサイクリンに耐性を示す株が多くみられた。また、鶏糞便、市販19 

鶏肉及びヒト下痢症由来の NA・CPFX・NFLX 耐性 C. jejuni 44 株中、43 株で GyrA20 

の変異が検出された。（参照 405）[柿本_2007 感染症誌]西日本において 1995～1999 年21 

に肉用鶏盲腸内容から分離されたC. jejuni 42 株、C. coli 26 株を対象にした調査では、22 

C. jejuni 42 株のうち、NA 耐性株は 12 株（28.6%）あり、すべての株が NFLX 及び23 

OFLX 耐性であり、うち 1 株はテトラサイクリン耐性も示した。また、C. coli 26 株のう24 

ち、NA耐性株は 9 株（34.6%）あり、すべての株がNFLX 及びOFLX 耐性であり、う25 

ち 8 株はエリスロマイシン、4 株はテトラサイクリンにも耐性を示した。(参照 155) 26 

[Chuma_2001_JVMS] なお、フルオロキノロン耐性を獲得した株は、鶏体内での定着性27 

が優れている可能性があること、また、フルオロキノロン系合成抗菌剤の使用による選28 

択圧のない状態でフルオロキノロン耐性株が長期に維持されることが報告されている。29 

（参照 257）[鶏フルオロキノロン評価書_2013] 30 

なお、[Ⅱ.6.(2)]に記載したとおり、国内の肥育豚から分離されたC. coli 155 株中EM31 

と ERFX に同時に耐性を示す株は 36 株（23.2%）であり、豚へのマクロライドの使用32 

によるフルオロキノロン耐性の共選択の可能性が指摘されている。（参照 202）33 

[Ozawa_2012_Prev Vet Med] 国内の家畜・家禽由来及びヒト臨床由来株のキノロン耐34 

性及びマクロライド耐性は主にDNAジャイレース遺伝子及び 23S rRNA 遺伝子の変異35 

によるものである。（参照 150）[Harada_2006_J Vet Med Sci] （参照 199） 36 

[Ohishi_2017_J Infect Chemother] （参照171）[Asakura_2019_Microbes Environ] （参37 

照 200）[Yamada_2019_J Golb Antimicrob Resist] （参照 153）[Sasaki_2022_Animal 38 

Dis] （参照 201） [Morita_2023_Microbiol Spectr]マクロライド耐性の付与に関与する39 

ermB 遺伝子はプラスミド上や多剤耐性ゲノムアイランド（MDRDRGI）に認められ、40 
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他の耐性遺伝子と共存することが知られているが、PMQR 遺伝子との共存に関する報告1 

はこれまでのところ見当たらない。（参照 203）[Wang_2014_Antimicrob Agents 2 

Chemother] （参照 204）[Bolinger_2017_Appl Environ Microbiol] （参照 205）3 

[Liu_2019_Antimicrob Agents Chemother] 4 

海外の家畜・家禽由来株では、[Ⅱ.5.(4)]に記載のとおり、キノロンやマクロライドを5 

含む多剤耐性の付与に関与するRE-cmeABC 遺伝子保有株が認められ、当該遺伝子の自6 

然形質転換によるカンピロバクターの菌株間での伝達が知られている。（参照 181） 7 

[Yao_2016_mBio]（参照 465）[Liu_2020 Engineering]（参照 182）[Dai_2024_Proc Natl 8 

Acad Sci USA] 9 

 10 

（４）使用量 11 

動物用医薬品として、評価対象抗菌性物質であるOAは牛、豚、鶏に対して経口投与12 

で使用される。(参照 2、3) [農水省報告書][動薬研_動物用医薬品データベース]  13 

[Ⅱ．１．（４）]に 2005～2023 年のOA の推定年間販売量を記載したとおり、動物種14 

全体（牛、豚、鶏及び水産動物）の推定年間販売量は、年によってばらつきが大きいが、15 

合計 1,013～3,833kg の間を推移している。ほとんどの年で駆虫剤及び抗原虫剤を除い16 

た抗菌性物質全体の推定年間販売量の 0.1%にも満たなく、増加傾向ではない。販売量の17 

内訳としては、水産動物の販売量が多く、経口投与用の 71.0～97.3％、その他（経皮投18 

与、注射等）はすべての年で 100％である。家畜用については経口投与用のみ販売実績19 

があり、肉用鶏用の販売量の割合（2.3～14.8％）が最も高く、次に豚用（0～6.4％）が20 

多い。年により多少のばらつきはあるが、肉用牛、乳用牛、豚の各投与用の販売量は減21 

少傾向である。肉用鶏用の販売量は年による変動が非常に多く、採卵鶏用の販売割合は22 

2016 年以降 0 である。 23 

なお、2005 年時点でNA の販売量は 0 である。また、OA の耐性分布についてはフ24 

ルオロキノロン系合成抗菌剤の影響を受けていると考えられるが、[Ⅱ.１.(2).②]に記載25 

のとおり、動物用医薬品としてはキノロン系合成抗菌剤よりもフルオロキノロン系合成26 

抗菌剤が主流になっており、近年のOA の家畜への使用量は、フルオロキノロン系合成27 

抗菌剤の 0.2～10%程度にとどまっている。（参照 7） [動薬研_販売高年報]このことか28 

ら、使用量の観点からは、OA 使用による NA 耐性出現への影響は、フルオロキノロン29 

の使用による影響と比べて限定的であることに留意する必要がある。 30 

 31 

Ⅳ．ばく露評価に関する知見 32 

ばく露評価では、評価指針の第 2 章第 2 の 2 ばく露評価に基づき、人がハザードに33 

ばく露され得る経路を明らかにするとともに、各経路でのハザードの増加又は減弱の程度34 

を推定し、畜産食品を介してハザードのばく露を受ける可能性及びその程度を評価する。 35 

１．牛、豚及び鶏由来食品の消費量 36 

牛、豚及び鶏由来食品の「年間 1 人当たり消費量(kg)」は表 32 のとおりである。(参37 

照 256)[農水省_食料自給表] 直近 10 年間の 1 人当たり消費量は、牛肉はほぼ横ばいであ38 

るが、牛乳・乳製品は 2019 年以降微減傾向、豚肉、鶏肉及び鶏卵は微増傾向である。 39 
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 1 

表 32 牛、豚及び鶏由来食品の年間 1 人当たり消費量（純食料ベース）（kg） 2 

品目 年 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 

牛肉 消費量 

(kg) 

6.0 5.9 5.8 6.0 6.3 6.5 6.5 6.5 6.2 6.2 

 自給率 

(%) 41 42 40 38 36 36 35 36 38 39 

牛乳

乳製品 

消費量 

(kg) 

88.9 89.5 91.1 91.3 93.4 95.2 95.5 94.3 94.4 93.9 

 自給率 

(%) 64 63 62 62 60 59 59 61 63 62 

豚肉 消費量 

(kg) 

11.8 11.8 12.2 12.4 12.8 12.8 12.8 12.9 13.2 13.1 

 自給率 

(%) 54 51 51 50 49 48 49 50 49 49 

鶏肉 消費量 

(kg) 

12.0 12.2 12.6 13.0 13.4 13.7 13.9 13.9 14.4 14.6 

 自給率 

(%) 66 67 66 65 64 64 64 66 65 64 

鶏卵 消費量 

(kg) 

16.8 16.7 16.9 16.9 17.4 17.4 17.6 17.1 17.2 17.1 

 自給率 

(%) 95 95 96 97 96 96 96 97 97 97 

注：自給率は重量ベース 3 

 4 

２．ハザードの生物学的特性 5 

ハザードとして特定したキノロン耐性サルモネラ、大腸菌及びカンピロバクターについて、6 

サルモネラ、大腸菌及びカンピロバクターの一般的な生物学的特性を記すと共に、薬剤耐性を7 

獲得した場合に生じる生物学的特性を整理した。 8 

 9 

（１）抵抗性、生残性及び増殖性並びに生体外における生存能力及び分布状況 10 

① サルモネラ 11 

本菌は種々の環境条件に対して抵抗性があり、自然環境下ではあらゆる場所に生息12 

し、大腸菌等の腸内細菌目細菌が死滅する乾燥条件下でも長期間生存できる。（参照13 

263）[日本畜産振興会_鶏卵・鶏肉のサルモネラ全書] 14 

 また、本菌については、牛、豚、鶏等の家畜の腸管内に常在菌として存在してい15 

るほか、愛玩動物、鳥類、ミドリガメ等の爬虫類、両生類も保菌していることが知ら16 

れている。（参照227）[仲西_2009_食品由来感染症と食品微生物]（参照242）[感染研17 

_IDWR感染症の話] 18 
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サルモネラの熱抵抗性については、リン酸緩衝液中でのD値8が62.8℃において36～1 

42秒であることが報告されている。（参照265）[農水省報告書_フルオロキノロン] 2 

酸に対する抵抗性では、pH4.5～9.0の範囲で発育が可能であるとされている。（参3 

照263）[日本畜産振興会_鶏卵・鶏肉のサルモネラ全書] 4 

凍結における生残性に関しては、鶏のと体を－37℃で急速冷凍した後に－21℃で保5 

存した場合でも、本菌が13か月間生存していたという報告がある。（参照263）[日本6 

畜産振興会_鶏卵・鶏肉のサルモネラ全書] 7 

乾燥に対する抵抗性では、本菌は、肉粉、骨粉、乾燥卵白などの水分含量が10～128 

％以下の場合でも無期限に生存していたとの報告がある。（参照263）[日本畜産振興9 

会_鶏卵・鶏肉のサルモネラ全書] 10 

増殖性については、牛肉及び鶏肉中では、好気又は微好気条件下における20℃及び11 

32℃で顕著な菌数の増加が見られたが、4℃では増殖は認められなかった。（参照26612 

）[品川_2004_平成15年度病原微生物データ分析実験作業成果報告書] 13 

本菌の発育が可能な条件は、8～45℃、水分活性0.94以上、pH4.5～9.0とされており14 

、増殖に至適な条件は35～37℃、pH6.5～7.5である。また、低温下では長期間生存可15 

能であるが、高温には弱く、70℃以上の温度で死滅する。（参照263）[日本畜産振興16 

会_鶏卵・鶏肉のサルモネラ全書] 17 

薬剤耐性の発現による適応負担については、[Ⅲ.２.（１）.①]に記載したとおり、増18 

殖能力の低下や病原性の低下及びその後の病原性の回復が報告されている。NA耐性19 

サルモネラがマウスにおいて増殖能低下がみられるとされている。（参照60）20 

[Zhang_2006 Microb Infec]また、NA耐性S.Typhimuriumにおいて、耐性獲得時に病21 

原性が低下するものの、後に補償的な変異が起き、耐性能を失うことなく病原性を回22 

復させるとの報告がある。（参照468）[Li_2018 Intechopen] 23 

 24 

② 大腸菌 25 

大腸菌は、本来、動物の腸管内に生存しているが、このうち一部の大腸菌は自然環26 

境下においても比較的長く生存できることが知られている。EHEC は、低温、低栄養、27 

紫外線等の過酷な自然環境下においても、「生存しているが培養不可能」（VBNC：28 

Viable but Non-Culturable）な状態で長く存在できる通常の自然環境下において長期29 

間生存し得る菌であり、低温、低栄養、紫外線などの過酷な条件下でも、「生存してい30 

るが培養不可能（VBNC：Viable but Non-Culturable）」な状態で長く存在できるこ31 

とが知られている。（参照 267）[小川_2003_広島県保健環境センター研究報告]（参照32 

529）[Ishii_2008_MJ.Micobes Environ]  33 

大腸菌の熱抵抗性については、リン酸緩衝液中におけるD 値は 62.8℃で 24 秒、牛34 

ひき肉中（脂肪 20％）における D 値は、50℃で 92.67 分、55℃で 19.26 分と報告さ35 

れている。（参照 268、269）[Ahmed_1995_Journal of Food Science][Doyle_1984_Appl 36 

Environ Microbiol]O157 の熱に対する抵抗性は脂肪含有量の多い食品中では D 値は37 

 
8 最初に生存していた菌数を1/10 に減少させる（つまり90%を死滅させる）のに要する加熱時間（D-

value：Decimal reduction time） 
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高くなり、牛ひき肉におけるD 値は、脂肪 2％の場合、57.2℃で 4.1 分、62.8℃で 0.31 

分であるが、脂肪 30.5％ではそれぞれ 5.3 分、0.5 分である。（参照 270） [食安委2 

_2011_腸管出血性大腸菌]牛乳中の O157 は実験的に 64.5℃ 16.2 秒の処理で死滅す3 

る。（参照 271）[伊藤_2000_日食微誌] 4 

酸に対する抵抗性については、大腸菌は各種の食品中で pH4.0 まで発育可能である5 

が、pH2.0 の条件下で 24 時間保存すると陰性となる。（参照 233）[Heuvelink_1999_J 6 

Food Prot]O157 の酸耐性については、pH4.0 から 4.5 の酸性条件下での増殖が可能7 

な場合がある。酸性食品中での長期の生残も可能であり、4℃で保存した発酵ソーセー8 

ジ（pH4.5）で 20 日間、マヨネーズ（pH3.6～3.9）では 5℃保存で 5～7 週間、20℃9 

保存で 1～3 週間、アップルサイダー（pH3.6～4.0）では 8℃保存で 10～31 日間、10 

25℃保存で 2～3 日間 生残する。（参照 270）[食安委_2011_腸管出血性大腸菌リス11 

クプロファイル] 12 

凍結における生残性については、大腸菌を接種した食品を－20℃で 9 か月間冷凍保13 

存した試験で、食肉中の菌数は大きな変化を示さなかった一方、牛乳中の菌数は徐々14 

に減少したと報告されている。また、大腸菌を添加した食肉（ミノ、大腸、レバー）15 

を－30℃で冷凍保存した試験では、食肉の種類に関係なく、3 か月後には菌数が 1/1016 

～1/100 に減少した（参照 272、273）。[金井_2000_日食保蔵誌][和田_2002_食品衛生17 

研究]O157 は牛ひき肉中では凍結しても生残することが報告されている。（参照 269）18 

[Doyle_1984_Appl Environ Microbiol] 19 

乾燥に対する抵抗性については、水分活性 0.34～0.68、塩分濃度 0.5～3.0％の条件20 

下で、5℃に保存した牛肉粉中の大腸菌が、8 週間後まで生存していたことが確認され21 

ている（参照 180）。増殖性については、発育温度範囲 8～46℃、発育塩分濃度範囲 022 

～6.5％、発育 pH 範囲 4.4～9.0、水分活性 0.95 以上とされており、特に培養温度 2523 

～43.5℃、塩分濃度 0.5～6.0％、pH5.5～7.0 において活発に増殖すると報告されてい24 

る。（参照 267、274） [小川_2003_広島県センター報告] [増田_1999_静岡県] 25 

増殖性については大腸菌の発育温度領域は 8～46℃、発育塩分濃度領域は 0～6.5%26 

、 発育 pH 領域は 4.4～9.0、発育水分活性域は 0.95 以上とされており、特に、培27 

養温度 25～43.5℃、塩分濃度 0.5～6.0%、pH5.5～7.0 で活発に増殖すると報告され28 

ている。（参照 267、274）[小川_2003_広島県センター報告] [増田_1999_静岡県] O157 29 

は、増殖温度範囲が若干限定的で、最低 8℃、最高約 44- 45℃、至適は 37℃である30 

。（参照 270）[食安委_2010_腸管出血性大腸菌リスクプロファイル] 31 

なお薬剤耐性獲得による適応負担については、[Ⅲ.２.（１）.②]に記載したとおり、32 

適応度の上昇や低下が報告されている。NA耐性大腸菌は、gyrA のQRDR 領域の点33 

変異（特に Ser83Leu）によりNA 耐性を獲得するが、マクロファージ内で感受性株34 

と同等又は優位の生存を示すと報告されている。（参照 52）[Miskinyte_2013_AAC] 35 

 36 

③ カンピロバクター 37 

カンピロバクターは一般的に空気、乾燥、熱に弱く、速やかに死滅する。本菌は大38 

気空気中村専門委員や乾燥には極めて弱いが、湿潤な環境では比較的長期間生存する39 
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ことが知られている（参照282）。[伊藤_ 2000_月刊フードケミカル]また、水中でも1 

数週間生存可能であり、カンピロバクターは、水の中で数週間生存できる。冷水（4℃2 

）では数週間生存するが、温水（25℃）では数日しか生存できないとされている。（3 

参照283）[食安委_2022_食品健康影響評価のためのリスクプロファイル]また、C. 4 

jejuni  は牛、めん羊、鶏等の腸管内に広く常在菌として分布しており、C. coli は豚5 

における保菌率が高いとされている。（参照242）[JIHS_2004_IDWR感染症の話] 6 

C. jejuni は31～46℃で増殖し、至適増殖温度は42～43℃であるが、30℃以下では7 

増殖しない。また、C. jejuni の培養液中での増殖至適pHは6.5～7.5であり、最小発育8 

pHは4.9、最大発育pHはおよそ9.0である。増殖至適水分活性（Aw）は0.997である。9 

30℃以下、47℃以上、pH4.7以下又は2％食塩存在下では増殖できないとする報告もあ10 

る。2％超の食塩濃度には感受性があり、5～10時間で死滅する。一方、C. coli は30.5℃11 

では増殖することができる。（参照283）[食安委_ 2022_食品健康影響評価のためのリ12 

スクプロファイル] 13 

また、環境中では「生存しているが培養不可能（VBNC：Viable But Non-Culturable14 

）」な状態になることが知られている。（参照284）[三澤_2005_モダンメディア] 15 

凍結における生残性については、食肉を凍結及び解凍を繰り返すことで菌数が顕著16 

に減少し、保存期間の長短より凍結及び解凍回数による影響が大きいと考えられる。17 

（参照266、287）[品川_2004_平成15年度病原微生物データ分析実験作業成果報告書18 

][小野_2005_日食微誌] 19 

本菌は微好気性環境下（酸素濃度5～15％）で発育し、大気中の通常の酸素濃度（約20 

23％）では増殖しない。また、乾燥条件下では死滅が早い、塩分濃度0.5％前後を至適21 

とした好塩性を有する等の特性から、通常の食品中では増殖が困難と考えられる（参22 

照242、285、282）。[JIHS_2004_IDWR感染症の話] [食安委_2006_リスクプロファ23 

イル][伊藤_2000_月刊フードケミカル] 24 

本菌がと体の加工及び肉の流通過程で遭遇する環境条件下では生存できないとの25 

報告が多く存在する。それらの報告では、カンピロバクターが酸素に対して感受性が26 

あることも示されている。カンピロバクターは、牛肉の加工中に遭遇する処理（強制27 

空気による乾燥、冷却、凍結等）に対しても感受性があり（参照282、284、286、28928 

～292）[伊藤_2000_月刊フードケミカル] [三澤_2005_モダンメディア][Altekruse 29 

_1999_Infectious Diseases][Snelling_2005_Lett Appl Microbiol][ Food Safety 30 

Authority of Ireland_2002][Stern_1989_New York. Marcel Dekker 31 

Inc][FDA_1992_Foodborne pathogenic microorganisms and natural toxins 32 

handbook]、牛肉の一般的な流通条件下の長期保存においては、温度等の条件や菌株33 

に よ っ て 菌 数 が 減 少 す る と 報 告 さ れ て い る 。 （ 参 照 293 ～ 295 ）34 

[Balamurugan_2011_Food Microbiology][Gill_1982_Appl Environ 35 

Microbiol][Hänninen_1984_JAppl Bacteriol]一方、菌数の減少は認められないとする36 

報告もある。（参照296）[Dykes_ 2001_Food Control] 37 

薬剤耐性の発現による適応負担又は利益については、[Ⅲ．２．（１２）]に記載した38 

とおり鶏の腸管内への定着においてgyrA変異によるキノロン耐性は適応負荷をもた39 

ら さ ず 、 適 応 度 が 亢 進 す る こ と が 示 唆 さ れ て い る 。（ 参 照 453 ）40 
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[Luangtongkum_2009_Future Microbiol]また、NA耐性C. jejuni  ３株（３株全て1 

Thr86Ile）及び標準株の酸素存在下での生存能を比較した試験では、微好気条件下で2 

は差がみられなかったが、好気条件下では有意に生菌数が増加しており、酸素ストレ3 

スに対する適応性の向上が示唆されている。 (参照454)[Whelan_2019_ Sci. Rep.] 4 

 5 

（２）人の腸内細菌叢として定着する可能性 6 

①サルモネラ 7 

人に病原性を示すサルモネラ属菌のうち、チフス症の病原菌であるSalmonella 8 

TyphiとSalmonella Paratyphi Aを除くサルモネラ（非チフス性サルモネラ）は、急9 

性胃腸炎の原因菌として広く知られ、感染後、腸管内で一時的に増殖・定着し下痢な10 

どの症状を引き起こす。非チフス性サルモネラ感染症患者では、感染後平均4週間サル11 

モネラ属菌を胃腸内に保菌しており、当該患者の0.5%で起こるとされている慢性保菌12 

状態では、感染後12か月間サルモネラ属菌が便又は尿中から検出されることがあると13 

されている。また、感染後1年またはそれ以上排菌が続く「慢性サルモネラ保菌者」も14 

おり、非チフス性サルモネラによる疾病の約0.2～0.6％がこの状態になるとされてい15 

る。（参照281）[坂崎_1979_近代出版]しかし、健常者の腸内細菌叢の一部として長期16 

にわたり常在化することは通常なく、大部分の感染では一過性の腸管定着に留まると17 

考えられている。マウスモデルの研究では正常な腸内細菌叢が回復することでサルモ18 

ネラを腸管から排除し、長期の排菌を終息させることが示されている。(参照19 

455)[Endt_2010_ PLoS Pathogens]人においても一過性のサルモネラ属菌へのに感染20 

についてはし、症状が消失後しばらく糞便中に同菌サルモネラが検出されるものの、21 

数週間から数ヶ月以内に排菌は消失することが報告されている。 (参照22 

456)[Kering_2024_JCM] (参照457)[Rohringer_2025_Eur J Clin Microbiol Infect 23 

Dis]なお、国内における健康な食品取り扱い従事者を対象とした調査では、サルモネ24 

ラの無症状保菌者がも0.1％未満であるが一定割合存在することが知られている。(参25 

照460) [馬場_2022_日食微誌][東京都保健医療局] 26 

なお、チフス性サルモネラでは、一部の感染者が無症候性キャリアとなり、長期間27 

にわたり糞便中にサルモネラを排出し続ける。この状態は主として胆嚢内での持続感28 

染と関連している。(参照458)[Crawford_2010_PNAS] 29 

 30 

②大腸菌 31 

大腸菌は非病原性の腸管内常在菌、腸管感染症や腸管外感染症の原因菌を含む遺伝 32 

学的に多様な菌種である。下痢原性大腸菌のうち、EHECやEPEC腸管病原性大腸菌33 

では健康保菌者の存在が知られている（参照299、300）[Fujihara_2009_JJID] 34 

[Wang_2016_JJID]が、通常、感染成立に必要な菌量を感受性宿主が摂取した場合に35 

胃腸炎等を引き起こす病原細菌である。また、大腸菌による腸管外感染症としては、36 

尿路感染症、新生児等の髄膜炎、肺炎等の様々な疾患が認められ、さらに敗血症に至37 

る場合がある。尿路感染症、新生児髄膜炎や敗血症等に由来する大腸菌は疫学的及び38 

系統分類学的に常在大腸菌や下痢原性大腸菌とは異なることから、ExPECとして区分39 
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されている。（参照301）[Russo_2000_J Infect Dis] 牛はEHECの代表的なreservoir1 

（保菌宿主）であるが、人においてもEHECの無症状病原体保有者（健康保菌者）の2 

存在が知られており、腸管出血性大腸菌感染症の拡大や食中毒の発生に関与すると考3 

えられている。保菌期間は数カ月にわたる場合があり、10カ月近くの排菌が認められ4 

た こ と も 報 告 さ れ て い る 。（ 参 照 302-305 ） [Persad_2014_Microbiol 5 

Spectr][Gareis_2000_BGG][Staples_2012_Clin Microbiol 6 

Infect][Pennington_2010_Lancet]国内の調査においてEHEC健康保菌者の割合は人7 

口10万人当たり84.2人であり、eae及びstx2遺伝子陽性菌保菌者は10万人当たり3.4人8 

で二次感染の原因となる可能性が指摘されている。（参照306） [Morita-9 

Ishihara_2016_Emerg Infect Dis] 10 

 人の尿路感染症等の原因となるExPECは、健康な人の腸内細菌叢の一部として定着11 

しており、糞便由来のExPECが泌尿器への上行感染によって尿路感染症を引き起こす12 

。尿路感染症は市中感染症として一定期間に複数の人が類似の菌により発症すること13 

は一般的に稀であるが、ある一定期間における特定の地域の市中感染尿路感染症患者14 

の中で、同じ血清型の多剤薬剤耐性大腸菌が複数患者から分離されたことが報告され15 

ている。1950～2009年に発生したExPEC集団感染事例に関連する12論文を検証した16 

報告では、各著者は集団感染が食品を媒介して発生したと推測しているものの、直接17 

的な証拠は得られていないと指摘している。（参照307）[George_2010_Epidemiol 18 

Infect]食肉に由来するExPECが一過性の腸管通過菌として人腸管に存在し、人尿路感19 

染症を発症する可能性は推測されるが、家畜由来菌が人に直接伝播しExPEC感染症を20 

発 症 し た と の 証 明 は な い 。（ 参 照 308 、 309 ） [Manges_2015_Microbiol 21 

Spectr][Wasinski_2019_Ann Agricul Environ Med] 22 

人のExPECの由来に関しては、市販鶏肉は人のExPEC様大腸菌の分離頻度が多い23 

こと（鶏大腸菌症の原因菌であるAPECと人のExPECの遺伝学的背景、薬剤耐性パタ24 

ーン、耐性遺伝子及び病原因子が類似していること）、APECが人ExPEC感染モデル25 

で病原性を示すこと、鶏に対して人ExPECが病原性を示すこと等の理由から、人26 

ExPECは鶏又は鶏肉に由来することが示唆されている。（参照310、311）27 

[Manges_2012_Clin Infect Dis][Manges_2016_Clin Microbiol Infect]一方で、人での28 

ExPECの摂取及び腸管への定着から発症までに時間差があるために、ExPECの由来29 

を特定することは難しいことが指摘されている。（参照308）[Manges_2015_Microbiol 30 

Spectr]また、腸管に外来性の大腸菌等の腸内細菌等が見られることがあるが、これは31 

汚染された食肉等を介して腸管に侵入したいわゆる通過菌で、安定的に定着すること32 

はない。（参照312、313） [Sullivan-2001-Lancet Infect Dis][Andremont-2005-33 

Antimicrobial Agents] 34 

更に、牛及び豚は人病原性 ExPECに類似の大腸菌を保菌しておらず、人のExPEC35 

との関連性は低いと考えられている。（参照308、309）[Manges_2015_Microbiol 36 

Spectr] [Wasinski_2019_Ann Agricul Environ Med] 37 

牛腸管には志賀毒素産生菌等の人腸管病原性大腸菌を高頻度に保菌しているが、人38 

ExPEC の 保 菌 が 限 定 的 で あ る 原 因 は 不 明 で あ る 。（ 参 照 308 ）39 
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[Manges_2015_Microbiol Spectr]海外において、牛肉や生乳、牛生体からExPECに相1 

当する株の分離報告（参照309、314-320）[Schmidt_2015_Appl Environ Microbiol] 2 

[Ramchandani_2005_Clin Infect Dis][Santo_2007_Braz J Microbiol] 3 

[Wasinski_2019_Ann Agricul Environ Med] [Guzman-Hernandez_2016_Int J Food 4 

Microbiol] [Ombarak_2016_Int J Food Microbiol] [Ribeiro_2016_Foodborne Pathog 5 

Dis] [de Campos_2018_Foodborne Pathog Dis]や、肉用子牛の糞便から分離される大6 

腸菌の半数がExPEC感染症の原因菌となるST69、ST410、ST117、ST88、ST617、7 

ST648、ST10、ST58 及びST167であり、そのうちST69は人及び鶏由来株と系統遺8 

伝学的に類似したクラスターを形成する旨の報告がある。（参照321、322）9 

[Haley_2022_PLoS One] [Salaheen_2023_Microb Drug Resist]しかし、牛肉を含む10 

食肉に由来する大腸菌において、人尿路感染病原因子の検出状況は稀と報告されてい11 

る。（参照 315、323）[Ramchandani_2005_Clin Infect Dis][Xia-2011-J Food Prot]12 

牛又は牛肉と人ExPECの関連性を示唆するような報告もあるが、牛由来菌が人に直接13 

伝播しExPEC 感染症を発症したとの証明はないと考えた。 14 

 15 

③カンピロバクター  16 

C. jejuni は人の腸管内で一過性に定着することができるが、腸内細菌叢として定着17 

し、長期にわたり存在する可能性は少ないものと考えられている。（参照 193）[農水18 

省報告書_マクロライド] カンピロバクターは人の消化管内で一過性にコロニーを形19 

成することができる。この菌が人の正常な腸管及び糞便細菌叢から日常的に分離され20 

ることはない。他方で、1980年から1982年にかけて山口保健所管内の健康な人（主に21 

給食関係従事者）を対象に実施した検便調査におけるC. jejuni / coli の保菌率は1.22%22 

（3,357名中、41名が陽性）との報告がある。（参照455）[松崎_1983_感染症学雑誌] 23 

カンピロバクターの病原性には様々な病原因子が寄与すると考えられているが、特24 

定の機序は解明されていない。（参照 286、289、275）[Altekruse_1999_ Emerging 25 

Infectious Diseases] [Snelling WJ_2005_Letters in Appllied Microbiology] 26 

[Nielsen_2006_Epidemiol Infect] 病原因子であると疑われるものとして、腸管上皮27 

への付着及び定着に必要な外膜タンパク、LPS、鞭毛等がある。（参照 286、289、28328 

）[Altekruse_1999_ Emerging Infectious Diseases] [ Snelling WJ_2005_Letters in 29 

Appllied Microbiology] [食安委_2022_食品健康影響評価のためのリスクプロファイ30 

ル]また、カンピロバクターにおける胆汁酸塩抵抗性は腸管内におけるカンピロバクタ31 

ーの in vivo 適応に必須である。（参照 192、223） [Lin_2002_Antimicrob Agents 32 

Chemother] [Lin J_2006_JAC] 33 

  34 

（３）人の常在菌又は病原菌に薬剤耐性決定因子が伝達する可能性 35 

人の常在菌又は病原菌への耐性遺伝子が伝達される可能性について[Ⅱ．７．（３）36 

]において検討した。以下に、キノロン耐性大腸菌及びサルモネラから人の腸内細菌（37 

大腸菌、サルモネラ等の腸内細菌目細菌が特定されている）へ薬剤耐性決定因子が伝38 

達する知見を以下にまとめた。なお、ハザード特定の項目[Ⅱ.５.（１）]に記載したと39 
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おり、カンピロバクターについては海外の家畜・家禽由来株ではキノロンやマクロラ1 

イドを含む多剤耐性の付与に関与するRE-cmeABC 遺伝子保有株が認められ、当該遺2 

伝子の自然形質転換によるカンピロバクターの菌株間での伝達が知られている（参照3 

181） [Yao_2016_mBio]が、これまでのところ、国内におけるRE-CmeABC検出報告4 

はない。 5 

人の腸内細菌叢にはきわめて高密度の細菌叢が存在しており、遺伝子の水平伝播が6 

頻発するとともに、細菌叢を構成する細菌が薬剤耐性遺伝子を保有すると考えられて7 

考えられ可能性があるている。(参照 325)[ Salyers_2004_Trends Microbiol 2004]また、8 

臨床例での知見としては、人腸管内において病原細菌から常在菌への薬剤耐性遺伝子9 

の水平伝播が起きていることが示されている。(参照 326～328)[Crémet_2012_J 10 

Antimicrob Chemother][Goren_2010_Emerg Infect][Karami_2007_J Antimicrob Chemother] 11 

キノロン耐性以外の耐性遺伝子に関する知見ではあるが、人腸内での大腸菌から大12 

腸菌又は他菌種への伝達に関して、ボランティアへの大腸菌投与試験の結果、腸内で13 

の薬剤耐性遺伝子保有プラスミドの大腸菌間の接合伝達が確認されている。(参照14 

329)[Trobos_2009_J Antimicrob Chemother]また、胃、小腸及び大腸を模した in vitro の15 

実験系では、多剤耐性プラスミド保有大腸菌が胃酸及び胆汁酸作用下で生残し、大腸16 

環境下で増殖するとともに、大腸部位では2時間後にプラスミドが接合伝達された大17 

腸 菌 群 及 び 嫌 気 性 菌 が 検 出 さ れ た こ と が 報 告 さ れ て い る 。 ( 参 照 18 

330)[Lambrecht_2019_J Food Microbiol] 19 

国内の家畜・家禽由来サルモネラからの検出報告はないが、ramA 遺伝子（ramAp）20 

はプラスミド上に局在し、大腸菌やサルモネラにおいてキノロン系合成抗菌剤やマクロ21 

ライド、テトラサイクリン等の多剤排出ポンプとして機能する染色体コードの AcrAB-22 

TolC の 転 写 制 御 因 子 で あ る  RamA を コ ー ド し て お り （ 参 照 159 ）23 

[Hong_2022_Antimicrob Agents Chemother]、サルモネラの菌内に存在するRamRタン24 

パク質が胆汁成分を認識し、RamAの発現を上昇させ、胆汁排出機能も有するAcrAB-25 

TolCの発現を誘導することが報告されている。（参照466）[Yamasaki_2019 Sci Rep.] 26 

 27 

３．農場から出荷された家畜が及び畜産食品に加工されが農場から出荷され人に摂取され28 

るまでの経路及びハザードを含む細菌に対するリスク管理措置 29 

 30 

牛、豚、鶏、生乳及び鶏卵は農場から出荷され、食肉処理、加工、保存、輸送、販売、31 

調理後に消費者に摂取される。畜産食品のハザードを含む細菌汚染の可能性としては、32 

家畜由来の腸管内容物等のばく露が考えられることから、農場から出荷された家畜が畜33 

産食品に加工され人に摂取されるまでの経路において、様々なリスク管理措置が講じら34 

れている。 35 

【事務局】 36 

前回（３月）のWG にて、上記タイトルについて春日委員及び浅井専門参考人よりご意37 
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見を頂戴しましたので、青字のとおり「農場から出荷された家畜が畜産食品に加工され1 

人に摂取されるまでの経路及びハザードを含む細菌に対するリスク管理措置」とのタイ2 

トルに修正の上、過去の評価書（牛豚フルオロキノロン第５版）も参考に前文を作成し3 

ました。これで良いかご意見いただければ幸いです。 4 

 5 

春日委員：内容的には対策に関する、出荷されて摂取されるまでの食肉に関する対策に6 

ついて列記があるので、タイトルとしては不適切ではないか。 7 

 8 

浅井専門参考人：農場から出荷された家畜が畜産食品に加工されてが正しい表現になる9 

のではないか。人に摂取されるまでの経路としては、人が畜産食品を食べるということ。10 

それで、畜産食品の汚染は農場、家畜に由来しているということで、その辺りが分かる11 

ような前文をつけてみたら、恐らくこの流れでもいけるのではないか。 12 

 13 

【中村専門委員】 14 

良いと思います。 15 

 16 

農場では、家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号）に基づく飼養衛生管理基準17 

により、家畜の伝染性疾病の予防が図られるとともに、家畜生産段階における 18 

Hazard Analysis and Critical Control Point（HACCP）の考え方が取り入れられた19 

「家畜の生産段階における衛生管理ガイドライン」（2002年）及び「畜産農場におけ20 

る飼養衛生管理向上の取組認証基準（農場 HACCP認証基準）」（2009年）により、21 

微生物等の汚染防止対策が講じられている。(参照 331)[農水省_農場 HACCP 等] 22 

と畜場では、と畜場法施行規則（昭和28年厚生省令第44号）、食鳥処理場では食鳥23 

処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律施行規則（平成2年厚生省令第40号。以24 

下「食鳥検査法施行規則」という。）において、HACCP システムの考え方を含んだ25 

衛生管理の導入を図るため、と畜場又は食鳥処理場の衛生管理基準及び構造設備基準26 

が定められており、食肉又は食鳥処理段階における微生物汚染防止が図られている。27 

(参照 332) [河村_2001_公衆衛生研究] 28 

また、2014年4月に改正されたと畜場法施行規則及び食鳥検査法施行規則において、29 

と畜業者等及び食鳥処理業者の講ずべき衛生措置の基準が改正され、従来の基準に加30 

え、新たにHACCPを用いて衛生管理を行う場合の基準が規定された。(参照333) [厚労31 

省_と畜場法省令改正]さらに、2018年6月に食品衛生法等の一部を改正する法律が公32 

布、2020年6月に施行（1年間の経過措置あり）され、原則としてと畜業者を含む食品33 

等事業者全てに対して、HACCP に沿った衛生管理を実施することが規定された。(参34 

照334) [厚労省_食品衛生法等の一部改正] 35 

生食用牛肉については、2011年10月に、食品衛生法（昭和22年法律第233号）に基36 

づく食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）（以下「規格基準」37 
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という。）が改正され、生食用食肉（生食用として販売される牛の食肉（内臓を除く1 

。））の規格基準が策定された。腸内細菌科菌群が陰性でなければならないこと、肉2 

塊の表面から深さ1 cm以上の部分までを60℃で2分間以上加熱する方法又はこれと同3 

等以上の殺菌効果を有する方法で加熱殺菌を行うこと等が規定された。さらに、規格4 

基準の改正により、2012年7月には、牛肝臓の生食用としての販売・提供は禁止され5 

た。(参照 335、336) [厚労省_牛肉] [厚労省_牛肝臓] 6 

牛乳については、乳及び乳製品の成分規格等に関する命令（昭和26年厚生省令第527 

号）（以下「乳等命令」という。）に基づく牛乳の殺菌条件（63℃で30分間加熱殺菌8 

するか、又はこれと同等以上の殺菌効果を有する方法で加熱殺菌（国内では120～9 

130℃で2～3秒での加熱処理が主流））することが規定されている9。さらに、乳製品10 

についても 牛乳と同等の加熱殺菌をしたものが製造・加工に用いられている。（参照 11 

337）[厚労省_乳及び乳製品の成分規格に関する命令（昭和26年厚生省令第52号）] 12 

豚の食肉（内臓を含む。）については、2015年6月に、規格基準の改正により、食13 

肉販売店、飲食店等において生食用としての提供が禁止された。(参照338)[厚労省_豚14 

肉] 15 

鶏の食肉については、厚生労働省及び消費者庁が、食鳥処理場から出荷される鶏肉16 

の加熱用の表示等の情報伝達の指導、飲食店での加熱用鶏肉の生又は加熱不十分によ17 

る食中毒発生時の指導・監視等について通知した。(参照270、339) [食安委_ 2022_食18 

品健康影響評価のためのリスクプロファイル][厚労省_2017_カンピロ対策通知]一部19 

の地方自治体において、生食用食鳥肉の衛生対策（カンピロバクター陰性の成分規格20 

目標、と体の体表の焼烙による殺菌の基準目標等）が定められ、関係事業者に対し指21 

導等を行っている。(参照270、340、341) [食安委_ 2022_食品健康影響評価のためのリ22 

スクプロファイル][宮崎県_2007_食用食鳥肉の衛生対策][鹿児島県_2000_生食用食鳥23 

肉の衛生対策] 24 

鶏卵については、卵選別包装施設（GP センター）の衛生管理要領（平成10年11月25 

25日厚生省通知第1674 号）により、卵の衛生管理について定められており、洗卵に26 

当たっては、洗浄水及びすすぎ水は150ppm以上の次亜塩素酸ナトリウム溶液又はこ27 

れと同等以上の効果を有する殺菌剤を用いることとされている。また、液卵は、規格28 

基準により、殺菌液卵はサルモネラが検体25 gにつき陰性、未殺菌液卵は細菌数が検29 

体1 gにつき106以下でなければならないと定められている。規格基準により、未殺菌30 

液卵を使用して食品を製造、加工又は調理する場合は、70℃で1分間以上加熱するか、31 

又はこれと同等以上の殺菌効果を有する方法で加熱殺菌しなければならないと定め32 

られている。(参照149)[アミノグリコシド評価書] 33 

 34 

 
9 食品衛生法に基づく特別牛乳さく取処理業の許可を受けた施設では、さく取した生乳を未殺菌又は低温殺

菌で処理し、乳等命令で定める成分規格（細菌数 30,000 以下、大腸菌群陰性等）を有する特別牛乳を製造

することが可能。2022年度の許可施設数は全国4施設（うち 2施設が営業中。）。 
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４．牛、豚及び鶏由来食品がハザードに汚染される可能性及び汚染状況 1 

【事務局】 2 

前回（３月）のWG にて、春日委員及び臼井専門委員、蒔田専門委員より頂戴しました3 

ご意見を踏まえて、[4.（１）] の結論部分の修正及び[4.（２）]の直下に青字のとおり前4 

文を追記しております。修文にあたり、記載内容が食肉処理等～流通～調理のどの段階5 

の情報であるかがわかるよう配慮しました。これで良いかご意見いただければ幸いです。 6 

 7 

春日委員：[4.（２）]での汚染状況を踏まえると、ばらつきはあるもののそれなりに汚染8 

はあるので、調理等の過程を踏まえているものの、「ハザードは排除されるものと考えら9 

れる」という言葉が全ての段落の最後に結論として書かれることに少し違和感がある。10 

[4.（１）]と[4.（２）]の内容に矛盾がないような記載にできないか。  11 

 12 

臼井専門委員：今のままでも、可能性を示して、排除できるはずなのだが、実態としては13 

こうだよということを示す形で評価書としては良いのではないか。 14 

 15 

蒔田専門委員：言い回しで、ハザードを排除する方法としてはこういうことが挙げられ16 

ると客観的に示せば、その後の実際の状況につながっていくのでよろしいか。 17 

 18 

【蒔田専門委員】 19 

私は青字の修正案で良いと思います。 20 

 21 

【中村専門委員】 22 

良いと思います。 23 

 24 

 25 

（１）牛、豚及び鶏由来食品がハザードに汚染される可能性  26 

食肉の汚染の可能性としては、食肉処理段階におけるハザードに汚染された腸管27 

内容物由来のばく露が考えられる。食肉を汚染したハザードハザードに汚染された28 

食肉は、輸送又は保存中の冷蔵及び冷凍保存下でも増殖はしないが生残するため、29 

飲食店の調理施設や家庭等に持ち込まれる可能性が生じる。しかし、調理段階にお30 

いて、当該ハザードは一般的に熱に弱く速やかに死滅するため、調理の際に十分加31 

熱することにより、食肉を汚染しているハザードは排除されるものと考えられる。 32 

また、生乳の汚染の可能性としては、ハザードに汚染された腸管内容物である糞33 

便による汚染が考えられる。生乳を汚染しているハザードを排除する方法としては34 

が、いずれの菌も、牛乳の殺菌条件である63℃で30分間、又はこれと同等以上の殺35 

菌効果を有する方法での加熱処理（国内では120～150℃で1～3秒が主流）が挙げに36 

より排除されるものと考えられる。また、乳製品についても牛乳と同等の加熱殺菌37 

されたものを製造・加工に用いており、ハザードは排除されるものと考えられる。 38 
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鶏卵への汚染の可能性として、ハザードを含む糞便等が卵殻表面を汚染し、その1 

後の処理工程及び流通過程で卵内に本菌が侵入する可能性や、サルモネラの場合、2 

感染鶏の卵巣や卵管に保菌されているサルモネラが卵の形成過程で内部に取り込ま3 

れることが考えられる。が、鶏卵については、5℃以下での保管管理など食鳥卵の規4 

格基準や表示基準によって示された事項の遵守によってハザードの排除はによる食5 

中毒は予防可能であると考えられる。 6 

 7 

（２）ハザードによる牛、豚及び鶏由来食品の汚染状況 8 

[Ⅳ.4.（１）]に記載のとおり、牛、豚及び鶏由来食品におけるハザードの排除の9 

方法としては加熱処理や調理等が挙げられるが、ここでは加熱調理等がなされる前10 

の、食肉処理段階又は流通段階の食品におけるハザードを含む当該細菌による汚染11 

状況やハザードに対する耐性率について述べる。 12 

【小西専門委員】 

単に混ぜるだけの調理ではハザードは排除できないので、前半の調理等は削除し、後

半の調理の前に加熱を追加するのはどうか。 

 13 

① サルモネラ 14 

厚生労働省の市販流通食品を対象にした食中毒菌の汚染実態調査における牛、豚15 

及び鶏ひき肉等からのサルモネラの検出状況は表 33 のとおりである。(参照 342) 16 

[厚労省_2006-2018_食品中の食中毒菌汚染実態調査] 17 

サルモネラの陽性率は、牛及び豚由来の食肉では概ね 5％以下で推移しているが、18 

牛結着肉では 2013 年以降、変動は見られるものの 10～20%とやや高い調査結果がみ19 

られた。鶏由来の食肉では陽性率は高く、ひき肉で 30～60%、生食用やたたきからも20 

サルモネラが検出されている。 21 

 22 

表 33 市販食肉等からのサルモネラ検出状況  23 

（食中毒菌汚染実態調査における厚生労働省指定品目） 24 

検 

体 

項 

目 

調査年 

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

牛ひ
き肉 

検体数 127 146 137 114 115 102 99 55 41 32 11 10 8 

陽性検
体数 

2 2 3 1 0 3 1 1 1 0 0 0 1 

陽性率
(%) 

1.6 1.4 2.2 0.9 0 2.9 1.0 1.8 2.4 0 0 0 12.5 

豚ひ
き肉 

検体数 167 190 177 165 174 144 136 119 102 94 1 54 47 

陽性検
体数 

4 9 7 5 3 2 4 5 5 4 0 3 1 

陽性率
(%) 

2.4 4.7 4.0 3.0 1.7 1.4 2.9 4.2 4.9 4.3 0 5.6 2.1 

鶏ひ
き肉 

検体数 96 129 196 216 198 159 217 31 33 35 - 28 43 

陽性検
体数 

35 38 84 105 106 88 104 15 18 22 - 14 21 

陽性率 36.5 29.5 42.9 48.6 53.5 55.3 47.9 48.4 54.5 62.9 - 50.0 48.8 
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(%) 

牛肝
臓

( 加
熱加
工用) 

検体数 - 116 212 207 209 225 233 3 - - - - - 

陽性検
体数 

- 2 1 2 2 2 4 0 - - - - - 

陽性率
(%) 

- 1.7 0.5 1.0 1.0 0.9 1.7 0 - - - - - 

カッ
トス
テー
キ肉 

検体数 152 140 94 56 59 52 58 82 76 67 20 29 26 

陽性検
体数 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 2 1 

陽性率
(%) 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 6.0 0 6.9 3.8 

牛結
着肉 

検体数 74 61 146 197 179 198 203 5 26 29 47 27 35 

陽性検
体数 

0 0 1 1 0 0 0 1 2 8 1 4 5 

陽性率
(%) 

0 0 0.7 0.5 0 0 0 20.0 7.7 27.6 2.1 14.8 14.3 

牛生
食用
食肉 

1) 

検体数 - - - - - - - 2 5 1 - 1 1 

陽性検
体数 

- - - - - - - 0 0 0 - 0 0 

陽性率
(%) 

- - - - - - - 0 0 0 - 0 0 

鶏生
食用
食肉 

2） 

検体数 - - - - - - 6 19 5 19 5 3 5 

陽性検
体数 

- - - - - - 3 6 1 6 1 0 0 

陽性率
(%) 

- - - - - - 50.0 31.6 20.0 31.6 20.0 0 0 

ロー
スト
ビー
フ 

検体数 65 70 85 87 94 108 100 11 5 7 2 1 - 

陽性検
体数 

0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 - 

陽性率
(%) 

0 0 0 0 1.1 0 0 0 0 0 0 0 - 

牛た
たき 

検体数 91 74 77 93 90 13 2 - - - - - - 

陽性検
体数 

0 0 0 0 1 0 0 - - - - - - 

陽性率
(%) 

0 0 0 0 1.1 0 0 - - - - - - 

中心
部ま
で十
分加
熱さ
れな
い食
肉

(鶏)3) 

検体数 24 34 45 45 48 33 25 29 41 32 23 11 9 

陽性検
体数 

6 0 9 1 6 1 2 3 0 1 5 0 1 

陽性率
(%) 

25.0 0 20.0 2.2 12.5 3.0 8.0 10.3 0 3.1 21.7 0 11.1 

-：調査していない。 1 

1）生食用牛肉の規格基準が 2011 年に策定されたため、規格基準に適合したもののみ流通が認められてい2 

る。（参照 335）[厚労省_牛肉] 3 

2) 生食用として流通されている鶏肉 4 

3）たたき、湯引き刺身等 5 

 6 

上記以外の市販の牛、豚及び鶏由来食肉等のサルモネラ汚染状況を表 34 にまとめ7 
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た。牛肉の汚染率は 0% ないしは 2％未満、内臓肉で 2～4％であり、豚肉の汚染率は1 

0%ないしは 5％、内臓肉で 0～43％であった。鶏肉の汚染率は高く、内臓肉を含めて2 

8～85%であった。鶏卵及びうずら卵の卵内容や卵殻からも頻度は低いものの、サルモ3 

ネラが検出されている。 4 

 5 

表 34 市販されている牛肉、豚肉及び鶏肉等におけるサルモネラ検出状況 6 

（その他の文献） 7 

調査年 由来 検体数 
陽性検体率 

（陽性率） 
参照文献 

1999～2001 
牛肉（国産） 22 0 (0%) 参照345 [土井_2003_日獣会誌] 

牛肉（輸入） 29 0 (0%) 参照345 [土井_2003_日獣会誌] 

1998～2005 牛肉 134 0 (0%) 参照353 [池田_2007_道衛研所報] 

2004～2006 牛肉 100 1 (1.0%) 参照346[Hiroi_2012_J Food Prot] 

2005〜2008 牛肉 171 0% 参照391 [鈴木_2011_医薬食衛研所報] 

2006* 牛肉 26 0 (0%) 参照347 [齊藤_2006_秋田健環セ報] 

2009～2017 牛肉 240 1 (0.4%) 参照240 [下島_2020_食衛誌] 

2008〜2009 牛肉ドリップ 21 0 (0%) 参照348 [熱田_2009_島根保環研報] 

2001 牛ひき肉 50 0% 参照349 [森田_2004_日獣公衛誌] 

2005〜2008 牛ひき肉 575 10 (1.8%) 
参照391  [鈴木_2011_医薬食衛研所

報] 

2024 牛ひき肉 40 0 (0%) 
参照351 

[Sasaki_2025_Pathogens] 

2006* 牛内臓肉 3 0 (0%) 参照347[齊藤_2006_秋田健環セ報] 

2010～2013 牛内臓肉 104 4 (3.8%) 参照350 [下島_2015_日食微誌] 

2009～2017 牛内臓肉 156 4 (2.6%) 参照240 [下島_2020_食衛誌] 

2024 牛肝臓 62 0 (0%) 
参照351 

[Sasaki_2025_Pathogens] 

2008～2009 豚枝肉 120 0 (0%) 参照352 [森田_2010_日食微誌] 

1999～2001 
豚肉（国産） 15 0 (0%) 参照345 [土井_2003_日獣会誌] 

豚肉（輸入） 20 0 (0%) 参照345 [土井_2003_日獣会誌] 

1998～2005 豚肉 183 4 (2.2%) 参照353 [池田_2007_道衛研所報] 

2004～2006 豚肉 100 1 (1.0%) 参照346[Hiroi_2012_J Food Prot] 

2006* 豚肉 25 0 (0%) 参照347 [齊藤_2006_秋田健環セ報] 

2008～2009 豚肉ドリップ 21 0% 参照348 [熱田_2009_島根保環研報] 
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2001 豚ひき肉 50 0 (0%) 参照349[森田_2004_日獣会誌] 

2022～2023 豚ひき肉 40 1 (2.5%) 
参照351 

[Sasaki_2025_Pathogens] 

2006* 豚内臓肉 16 0 (0%) 参照347[齊藤_2006_秋田健環セ報] 

2009～2017 
豚肉 267 4 (1.5%) 

参照240 [下島_2020_食衛誌] 

豚内臓肉 139 42 (30.2%) 

2010～2011 豚肝臓 110 5 (4.5%) 
参照356[Sasaki_2013_Jpn J 

Infect Dis] 

2014～2021 豚肉・内臓肉 206 41 (19.9) 参照367[榊田_2022_食衛誌] 

2023～2025 豚肝臓 30 13 (43.3%) 
参照351 

[Sasaki_2025_Pathogens] 

1998～2005 牛肉･豚肉 40 0 (0%) 参照353[池田_2007_道衛研所報] 

1992～1999 鶏肉 783 197 (25.2%) 参照357[楠_2000＿日食微誌] 

1992～2012 鶏肉 1576 469 (29.8%) 参照358[加藤_2015_感染症誌] 

1993～1994 
鶏肉（生食用） 113 9（8.0%） 

参照359[樋脇_1995_日食微誌] 

鶏内臓肉 139 2 (15.8%) 

1994～1995 鶏肉 179 23 (12.8%) 参照360[石岡_1997_日獣会誌] 

1998～2005 鶏肉 82 24 (29.3%) 参照353[池田_2007_道衛研所報]  

1999～2001 
鶏肉（国産） 21 2 (9.5%)  

参照345[土井_2003_日獣会誌]  

鶏肉（輸入） 59 8 (13.6%)  

1999～2008 鶏肉 393 160 (40.7%) 
参照361[鶏病研究会_2012_鶏病研

究会報] 

2001～2002  鶏肉 112 22 (19.6%) 参照237[安藤_2003_日食微誌] 

1993～2006 
鶏肉（国産） 1413 790 (55.9%) 

参照362[北爪_2008_日食微誌] 

鶏肉（輸入） 209 70 (33.5%) 

2002～2004 
鶏肉（国産） 190 97 (51.1%) 

参照363[久高_2006_沖縄衛環研報] 鶏肉（輸入） 13 4 (30.8%) 

2003 鶏肉（食鳥処理場） 94 47 (50.0%) 

2004～2006 鶏肉 100 21 (21.0%) 参照346[Hiroi_2012_J Food Prot] 

2006* 鶏肉 25 7 (28.0%) 参照347[齊藤_2006_秋田健環セ報] 

2007～2008 皮付き肉 36 21 (58.3%) 参照364 [古田_2010_日食微誌] 

2007～2010 鶏肉 158 98 (62.0%) 
参照238[永田_2010_福井県衛生環

境研セ年報] 
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2008～2009 鶏肉 25 18 (72.0%) 参照348[熱田_2009_島根保環研報] 

1999～2010 鶏肉・内臓肉 438 198 (45.2%) 参照365[村上_2017_日食微誌] 

2009～2017 鶏肉 568 329 (57.9%) 参照240[下島_2020_食衛誌] 

2004～2011 
鶏肉（国産） 154 73 (47.4%) 

参照366[小野_2014_日獣会誌] 

鶏肉（輸入） 96 17 (17.7%) 

2012 鶏肉 100 54 (54%) 
参照239[Furukawa_2017_Jpn J 

Infect Dis] 

2014～2021 鶏肉・内臓肉 172 100 (58.1%) 参照367[榊田_2022_食衛誌] 

2018～2021 鶏肉 235 200 (85.1%) 参照368[Sasaki_2021_Antibiotics] 

2020～2021 成鶏肉 51 18 (35.3%) 参照369[佐々木_2023_食衛誌] 

2021 鶏肉 56 10 (17.9%) 参照370[李_2024_日食微誌] 

2018～2021 鶏肉 235 200 (85.1%) 参照368[Sasaki_2021_Antibiotics] 

2022～2025 鶏肉（輸入） 87 18 (20.7%) 
参照351 

[Sasaki_2025_Pathogens] 

2008～2009 鶏肉ドリップ 148 10 (6.8%) 参照348[熱田_2009_島根保環研報] 

2000～2001 鶏ひき肉 60 7 (11.7%) 参照349[森田_2004_日獣会誌] 

2010 鶏ひき肉 50 6 (12%) 参照372[古茂田_2011_日家政誌] 

2018 鶏ひき肉 29 16 (55.2%) 
参照373[杉山_2019_尚絅学院大紀

要] 

2001～2002 
鶏肝臓 56 10 (17.9%) 

参照237[安藤_2003_日食微誌] 

砂肝 9 0 (0%) 

2006* 鶏肝臓 9 4 (44.4%) 参照347[齊藤_2006_秋田健環セ報] 

2007～2008 
肝臓 34 22 (64.7%) 

参照364[古田_2010_日食微誌] 

砂肝 35 13 (37.1%) 

2009～2017 鶏内臓肉 8 6 (75.0%) 参照240[下島_2020_食衛誌] 

2021 鶏肝臓 17 6 (21.9%) 参照370[李_2024_日食微誌] 

1990～1992 鶏卵（卵内容物） 26,400 7 (0.03%) 参照374[仲西_1993_食衛誌] 

1998～1999 鶏卵 22,120 0 (0%) 参照375[砂川_2002_日食微誌] 

2004 鶏卵 
9,010 （10

個1検体） 
3 (0.03%) 

参照376[Lapuz_2008_Epidemiol 

Infect] 

2007～2008 
鶏卵（卵内容） 

2,030 （10個

1検体） 
0 (0%) 参照377[Sasaki_2011_Epidemiol 

Infect] 

鶏卵（卵殻） 2,030 （10個 5 (0.25%) 
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1検体） 

2010～2011 鶏卵（卵内容） 
5400（20個1

検体） 
3 (0.05%) 

参照378[Esaki_2013_Epidemiol 

Infect] 

2020 鶏卵（卵内容） 
1870（20個1

検体） 
1 (0.05%) 

参照379 [農林水産省_市販鶏卵のサル

モネラ汚染状況調査]  

2020 鶏卵（卵殻） 
1870（20個1

検体） 
6 (0.3%) 

参照379 [農林水産省_市販鶏卵のサル

モネラ汚染状況調査]  

2022～2023 
うずら卵（卵内容） 60 0 (0%) 

参照351 

[Sasaki_2025_Pathogens] 

うずら卵（卵殻） 60 1 (1.7%) 参照379[Sasaki_2025_Pathogens] 

*：調査結果の公表年次 1 

 2 

 食肉等からのサルモネラ分離株の NA 耐性率を表 35 に示した。豚肉由来株では、3 

肝臓由来株に関する報告で供試菌株が 5 株と少ない中で耐性株が検出され、耐性率が4 

20%と高くなっているが、他の報告では耐性率は 0～4.3%と低値であった。国産の鶏5 

肉由来株では、NA 耐性率は 0 ないしは 10 数％程度とする報告が多いが、輸入鶏肉6 

由来株では 50％以上の高い耐性率が認められている。 7 

 8 

【事務局】 

[Ⅵ.食品健康影響評価]の項目で、小西専門委員、中村専門委員から提供いただいた知

見を記載整備しております。なお、参照 195（ワンヘルス動向調査報告書）の食品由

来サルモネラの NA 耐性率については、食品由来株における鶏肉由来株の割合がわ

からなかったため、記載しておりません。 

 9 

表 35 市販の豚肉及び鶏肉等由来サルモネラのNA 耐性状況 10 

調査年 由来 供試株数 耐性株数(%) 参照文献 

2009～2017 豚肉・内臓肉 47  2 (4.3%) 参照240 [下島_2020_食衛誌] 

2010～2011 豚・肝臓 5  
1 (20.0%) 

 
参照356[Sasaki_2013_Jpn J Infect Dis] 

2022～2023 
豚ひき肉 1  0 (0%) 

参照351[Sasaki_2025_Pathogens] 

豚・肝臓 13  0 (0%) 

1992～1999 鶏肉 202  14 (6.9%) 参照357[楠_2000＿日食微誌] 

1993～2006 

鶏肉（国産） 
30   

(S. Enteritidis) 
0 (0%) 

参照362[北爪_2008_日食微誌] 

鶏肉（輸入） 
52   

(S. Enteritidis) 
29 (55.8%) 
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1994～1995 鶏肉 41 
0/6 (0/14.6%) BP: -

/32 
参照360[石岡_1997_日獣会誌] 

2001～2002  鶏肉・肝臓 32 12 (37.5%) 参照237[安藤_2003_日食微誌] 

2002～2008 鶏肉 
210  

(S. Infantis) 
22 (10.5%) 参照380[松本_2010_日食微誌] 

2004～2011 
鶏肉（国産） 73 8 (11.0%) 

参照366[小野_2014_日獣会誌] 

鶏肉（輸入） 17 10 (58.8%) 

2006* 鶏肉・肝臓 9 0 (0%) 参照347 [齊藤_2006_秋田健環セ報] 

20072010 鶏肉 126 19 (15.1%) 
参照238[永田_2010_福井県衛生環境

研セ年報] 

1992～2012 鶏肉 477 54 (11.3%) 参照358 [加藤_2015_感染症誌] 

2012 鶏肉 60 8 (13.3%) 
参照239[Furukawa_2017_Jpn J Infect 

Dis] 

2018～2021 鶏肉 200 29 (14.5%) 参照368[Sasaki_2021_Antibiotics] 

2020～2021 成鶏肉 23 0 (0%) 参照369[佐々木_2023_食衛誌] 

2020～2023 
鶏肉（国産） 116 (12.9%) 参照531[東京都微生物検査情報

_2025] 鶏肉（輸入） 8 (28.6%) 

2021 鶏肉・肝臓 16 1 (6.3%) 参照370[李_2024_日食微誌] 

2021 鶏肉（国産） 337 33 (11.5%) 参照532[Sasaki_2024_Food Safety] 

2022～2025 鶏肉（輸入） 18 10 (55.6%) 参照351[Sasaki_2025_Pathogens] 

2022～2023 
ウズラ卵（卵

殻） 
1 0 (0%) 参照351[Sasaki_2025_Pathogens] 

*：調査結果の公表年次 1 

 2 

2006年、2007年、2008年、2014年及び2015-2016年に実施された食品安全確保総合3 

調査「畜水産食品における薬剤耐性菌の出現実態調査」において国産の加熱調理等が4 

されていないパック詰めされた牛肉、豚肉及び鶏肉からのサルモネラの検出状況及び5 

薬剤感受性が調査されている。 6 

2014年の牛ひき肉及び豚ひき肉のサルモネラ検出率は、それぞれ1.0%及び1.1%と7 

低いが、2006年及び2015～2016年の市販鶏肉及び食鳥処理場で採取した鶏肉からの8 

検出率は、市販及び食鳥処理場ともに50％以上であり、牛肉、豚肉等と比べて高値で9 

あった（表 36）。 10 

 11 



112  

表 36 国内で小売されている国産の牛、豚及び鶏肉等からのサルモネラ検出状況 1 

調査年 対象食肉 検体数 陽性検体数（検出率） 

2006 鶏肉 304 182（59.9%） 

2014 
牛ひき肉 995 10（1.0%） 

豚ひき肉 1,149 13（1.1%） 

2015-2016 
市販鶏肉 357 196（54.9%） 

食鳥処理場鶏肉 115 90（58.1%） 

 2 

2014年に牛及び豚ひき肉から分離されたサルモネラはいずれもNA感性であった。3 

2006年及び2015～2016年に市販及び食鳥処理場の鶏肉から分離されたサルモネラで4 

はNA耐性株が検出され、耐性率は4.8～12.0%であった（表 37）。 5 

（参照197、243、244、236、381）[食安委_2007_調査報告書] [食安委_2008_調査報6 

告書] [食安委_2009_調査報告書] [食安委_2015_調査報告書] [食安委_2016_調査報告7 

書] 8 

 9 

表 37 国内で小売されている国産の牛、豚及び鶏肉から分離されたサルモネラの 10 

NA に対する薬剤感受性 11 

年 検体 血清型 
試験 

菌株数 

MIC 

範囲

（μg/mL） 

MIC50 

（μg/mL） 

MIC90 

（μg/mL） 

耐性 

菌株数 

耐性率

（%） 

2006 鶏肉 S. Infantis等 100 2-512 256 512 12 12.0 

2014 

牛ひ

き肉 
S. Infantis等 50 2-4  2 2 0 0 

豚ひ

き肉 
S. Infantis等 65 ≦1-2 2 2 0 0 

2015-

2016 

市販

鶏肉 

S. Infantis 113 ≦1->128 2 128 13 11.5 

S. Schwarzen-

grund 
63 ≦1->128 2 2 3 4.8 

食鳥

処理

場鶏

肉 

S. Infantis 18 ≦1->128 2 2 1 5.6 

S. Schwarzen-

grund 
49 ≦1->128 2 2 3 6.1 

注：ブレイクポイントはNA 32 μg/mL （CLSIによる） 12 

 13 

2009～2017 年に東京都内で収去又は購入された国産及び輸入食肉からのサルモネ14 

ラ検出状況及び分離菌の薬剤耐性状況が調査されており、その結果を表 38に示した。 15 

牛及び豚の正肉及び内臓肉では豚内臓肉を除きサルモネラの陽性率は0～2.6%と低16 

く、豚内臓肉の陽性率は国産、輸入ともに30％程度であった。国産の鶏正肉及び内臓17 

肉の陽性率はそれぞれ57.9%及び75.0%と高値であったが、輸入鶏正肉の陽性率は18 

8.5%と低値であった。 19 
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国産牛肉及び輸入豚肉由来のサルモネラ分離株は供試菌株数が少なく、NA耐性率1 

は0%であったが、国産豚肉、国産鶏肉及び輸入鶏肉由来株ではNA耐性株が検出され、2 

耐性率はそれぞれ4.3%、11.6%及び68.0%であった。なお、国産鶏肉由来株の年次別3 

のNA耐性率は6.0～24.0%で、年毎に変動しながら推移していた。(参照 240) [下島4 

_2020_食衛誌] 5 

 6 

表 38 国産及び輸入食肉からのサルモネラ検出状況及びNA 耐性状況 7 

産地 対象食肉 検体数 
陽性検体数 

（陽性率） 
供試菌株数 耐性率（%） 

国産 

牛肉 240 1（0.4%） 6 0 

牛内臓肉 156 4（2.6%）   

豚肉 267 4（1.5%） 47 4.3 

豚内臓肉 139 42（30.2%）   

鶏肉 568 329（57.9%） 363 11.6 

鶏内臓肉 8 6 (75.0%)   

計 1378 386 (28.0%)   

輸入 

牛肉 277 0 (0%) － － 

牛内臓肉 42 0 (0%)   

豚肉 390 5 (1.3%) 6 0 

豚内臓肉 3 1 (33.3%)   

鶏肉 281 24 (8.5%) 25 68.0 

計 993 30(3.0%)   

 8 

②大腸菌 9 

厚生労働省の市販流通食品を対象にした食中毒菌の汚染実態調査における牛、豚及10 

び鶏ひき肉等からの大腸菌及びEHEC腸管出血性大腸菌の検出状況は表 39及び表 11 

40のとおりである。(参照 342 )[厚労省_2006-2018_食品中の食中毒菌汚染実態調査] 12 

 大腸菌は、ローストビーフ以外の食肉では総じて高い陽性率（ほぼ50％以上）であ13 

った。 14 

EHEC腸管出血性大腸菌は牛及び豚由来の食肉から検出されたが、鶏由来の食肉か15 

らは検出されていない。陽性率は概ね1％以下と低かった。 16 

 17 

表 39 市販食肉等からの大腸菌検出状況 18 

（食中毒菌汚染実態調査における厚生労働省指定品目） 19 

検 

体 

項 

目 

調査年 

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

牛ひき
肉 

検体数 127 146 137 114 115 102 99 10 4 2 - - - 

陽性検 74 94 88 70 70 67 58 7 0  0 - - - 
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体数 

陽性率
(%) 

58.3 64.4 64.2 61.4 60.9 65.7 58.6 70.0 0 0 - - - 

豚ひき
肉 

検体数 167 190 177 165 174 144 136 15 4 7 - - - 

陽性検
体数 

123 120 139 116 124 99 94 10 1 5 - - - 

陽性率
(%) 

73.7 63.2 78.5 70.3 71.3 68.8 69.1 66.7 25.0 71.4 - - - 

鶏ひき
肉 

検体数 96 129 196 216 198 159 217 19 3 - - - - 

陽性検
体数 

78 48 166 191 170 127 177 9 2 - - - - 

陽性率
(%) 

81.3 37.2 84.7 88.4 85.9 79.9 81.6 47.4 66.7 - - - - 

牛肝臓
( 加熱
加工用) 

検体数 - 116 212 207 209 225 233 2 - - - - - 

陽性検
体数 

- 32 137 144 136 159 172 2 - - - - - 

陽性率
(%) 

- 27.6 64.6 69.6 65.1 70.7 73.8 100 - - - - - 

カット
ステー
キ肉 

検体数 152 140 94 56 59 52 58 15 1 3 1 - - 

陽性検
体数 

90 76 59 33 32 21 34 7 0 3 - - - 

陽性率
(%) 

59.2 54.3 62.8 58.9 54.2 40.4 58.6 46.7 0 100 - - - 

牛結着
肉 

検体数 74 61 146 197 179 198 203 1 4 7 - - - 

陽性検
体数 

55 31 103 145 124 145 146 0 2 6 - - - 

陽性率
(%) 

74.3 50.8 70.5 73.6 69.3 73.2 71.9 0 50.0 85.7 - - - 

牛生食
用食肉 
1) 

検体数 - - - - - - - -    - 1 - - - 

陽性検
体数 

- - - - - - - - - 0 - - - 

陽性率
(%) 

- - - - - - - - - 0 - - - 

鶏生食
用食肉 
2） 

検体数 - - - - - - 8 10 5 15 - - - 

陽性検
体数 

- - - - - - 7 8 4 15 - - - 

陽性率
(%) 

- - - - - - 87.5 80.0 80.0 100 - - - 

ロース
トビー
フ 

検体数 65 70 85 87 94 108 100 7 4 4 - - - 

陽性検
体数 

3 9 6 11 3 3 1 0 1 0 - - - 

陽性率
(%) 

4.6 12.9 7.1 12.6 3.2 2.8 1.0 0 25.0 0 - - - 

牛たた
き 

検体数 91 74 77 93 90 13 2 - - - - - - 

陽性検
体数 

24 15 11 15 14 3 1 - - - - - - 

陽性率
(%) 

26.4 20.3 14.3 16.1 15.6 23.1 50.0 - - - - - - 

中心部
まで十
分加熱
されな
い食肉
(鶏)3) 

検体数 24 34 45 45 48 33 25 20 31 24 - - - 

陽性検
体数 

21 9 32 35 33 29 23 16 24 15 - - - 

陽性率
(%) 

87.5 26.5 71.1 77.8 68.8 87.9 92.0 80.0 77.4 62.5 - - - 

-：調査していない。 1 
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1) 生食用牛肉の規格基準が 2011 年に策定されたため、規格基準に適合したもののみ流通が認められてい1 

る。（参照 335）[厚労省_牛肉] 2 

2) 生食用として流通されている鶏肉 3 

3) たたき、湯引き刺身等 4 

 5 

表 40 市販食肉等からのEHEC 腸管出血性大腸菌検出状況  6 

（食中毒菌汚染実態調査における厚生労働省指定品目） 7 

検 

体 

項 

目 

調査年 

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

牛ひ
き肉 

検体数 127 146 137 114 115 102 0 55 41 32 62 42 36 

陽性検
体数 

0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 

陽性率
(%) 

0 0 0 0 0.9 0 0 0 0 0 0 0 0 

豚ひ
き肉 

検体数 167 190 177 165 174 144 0 119 102 94 6 11 15 

陽性検
体数 

0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 

陽性率
(%) 

0 0 0 0 0 0 0 0 1.0 1.1 0 0 0 

鶏ひ
き肉 

検体数 96 129 196 216 198 159 0 30 31 34 - 8 11 

陽性検
体数 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - 0 0 

陽性率
(%) 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - 0 0 

牛肝
臓
( 加
熱加
工用) 

検体数 - 116 212 207 209 225 233 3 - - - - - 

陽性検
体数 

- 0 0 2 2 0 1 0 - -   - - - 

陽性率
(%) 

- 0 0 1.0 1.0 0 0.4 0 - - - - - 

カッ
トス
テー
キ肉 

検体数 152 140 94 56 59 52 - 82 76 67 25 25 27 

陽性検
体数 

0 0 0 0 1 0 - 0 0 0 0 0 0 

陽性率
(%) 

0 0 0 0 1.7 0 - 0 0 0 0 0 0 

牛結
着肉 

検体数 74 61 146 197 179 198 0 5 26 20 43 34 35 

陽性検
体数 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

陽性率
(%) 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

牛生
食用
食肉 

1) 

検体数 -  - - - - - 1    - 1 - 2 2 

陽性検
体数 

-  - - - - - 0 - 0 - 0 0 

陽性率
(%) 

-  - - - - - 0 - 0 - 0 0 

鶏生
食用
食肉 
2） 

検体数 - - - - - - 8 8 5 15 4 2 1 

陽性検
体数 

- - - - - - 0 0 0 0 0 0 0 

陽性率
(%) 

- - - - - - 0 0 0 0 0 0 0 

ロー
スト
ビー
フ 

検体数 65 70 85 87 94 108 - 10 4 4 3 1 - 

陽性検
体数 

0 0 0 0 0 0 - 0 0 0 0 0 - 

陽性率 0 0 0 0 0 0 - 0 0 0 0 0 - 
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(%) 

牛た
たき 

検体数 91 74 77 93 90 13 2 - - - - - - 

陽性検
体数 

0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - 

陽性率
(%) 

0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - 

中心
部ま
で十
分加
熱さ
れな
い食
肉
(鶏)3) 

検体数 24 34 45 45 48 33 25 20 31 23 20 2 2 

陽性検
体数 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

陽性率
(%) 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

-：調査していない。 1 

1) 生食用牛肉の規格基準が 2011 年に策定されたため、規格基準に適合したもののみ流通が認められてい2 

る。（参照 335）[厚労省_牛肉] 3 

2) 生食用として流通されている鶏肉 4 

3) たたき、湯引き刺身等 5 

 6 

上記以外の市販の牛由来食品等のEHEC 汚染状況を表 41 にまとめた。牛枝肉の汚7 

染率は 0% ないしは 1％未満から数％であり、内臓肉以外の食肉については、EHEC 8 

O157 の陽性率は一部の調査結果を除き、ほぼ 0.0%、O157 以外の EHEC の陽性率9 

も数%と少なかったが、内臓肉の陽性率は、内臓肉以外よりも高い調査結果がみられ10 

た。なお、豚肉及び鶏肉からは、2006～2007 年の牛・豚混合肉（6 検体中 1 検体陽11 

性）を除きEHEC O157 は検出されなかった。 12 

 13 

表 41 市販牛肉・豚肉・鶏肉等におけるEHEC O157 検出状況 14 

（その他の文献） 15 

調査年次 由来 検体数 
陽性検体数

（陽性率） 
備考 参考文献 

1991 ～

1992 
牛枝肉 120 0（0%）  (参照 382) [宮尾_1994_日獣会誌] 

1994 牛枝肉 

2,504 3（0.1%） 
O26   

 1（0.04%） 
(参照 383) [神田_1997_日獣会誌] 

2,306 0（0%） 
O111  

4（0.17%） 

1996 牛枝肉 2,534  -（0.3%） 
O157 以外

0（0%） 

(参照 384) [食安委_2022_フルオロキ

ノロン評価書第3版] 

 

1996 牛枝肉 26 1（3.8％）  (参照 385) [浅井_1997_感染症誌] 

1996 ～

1997 
牛枝肉 393 1（0.25％） 

O157 以外

0（0%） 
(参照 386) [久島_1999_日獣会誌] 
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1996 ～

1997 
牛枝肉 731 3（0.4％） 

O157 以外 

16（2.2%） 
(参照 387) [桜庭1999_日獣会誌] 

1996 ～

1998 
牛枝肉 47,138 90（0.2%）  

(参照 270) [食安委腸管出血性大腸菌

リスクプロファイル] 

2001*（報

告年） 
牛枝肉 54       3 （5.6%） 

血清型別不

能  10 

（18.5%） 

(参照 388) [成松_2001_日食微誌] 

2003 ～

2004 
牛枝肉 230 12（5.2%）  

(参照 270) [食安委腸管出血性大腸菌

リスクプロファイル] 

2004 ～

2005 
牛枝肉 288 11（3.8%） 

O26 

1 （0.3％） 

(参照 270) [食安委腸管出血性大腸菌

リスクプロファイル] 

 

2005 ～

2006 

牛枝肉 338 4（1.2％）  

(参照 270) [食安委腸管出血性大腸菌

リスクプロファイル] 

牛枝肉 一

部剥皮後

切皮部 

243 11（4.5%）  

2008 〜

2009 
牛枝肉 140 0 (0%)  

(参照 384) [食安委_2022_フルオロキ

ノロン評価書第3版]  (参照390) [吉

田_2006_愛媛衛環研年報] 

2008 〜

2009 
牛枝肉 140 0 (0%) 

大腸菌  17

（12.1%） 
(参照 352) [森田_2010_日食微誌]  

2020 ～

2023 
牛枝肉 497 3（0.6%） 

O157等の7

血清型以外

stx 陽性大

腸 菌 23

（4.6%） 

(参照 389) [Ikeuchi_2024_J Food 

Prot] 

1996 
牛肉（国

産） 
196  0（0%） 

O157 以外 

4（2.0%） 

(参照 384) [食安委_2022_フルオロキ

ノロン評価書第3版] 

1997 牛肉 42  0（0%） 
O157 以外 

1（2.4%） 

(参照 384) [食安委_2022_フルオロキ

ノロン評価書第3版] 

1998 ～

2005 
牛肉 134  1（0.7%） 

大腸菌 

63（47.0%） 

(参照 384) [食安委_2022_フルオロキ

ノロン評価書第 3 版]  (参照 353) 

[池田_2007_道衛研所報] 

2005 〜

2008 
牛肉 171 0（0%）  

(参照 384) [食安委_2022_フルオロキ

ノロン評価書第 3 版]  (参照 391) 

[鈴木_2011_医薬食衛研所報] 

2006 〜

2007 
牛肉 46 0（0%） 

血清型別不

能 

1  (2.2%) 

(参照 273) [食安委_2022_フルオロキ

ノロン評価書第3版] (参照390) [吉田

_2006_愛媛衛環研年報] 
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2011 牛肉 4 0（0%）  
(参照 384) [食安委_2022_フルオロ

キノロン評価書第3版] 

2005 〜

2008 
牛ひき肉 575 0（0%）  

(参照 384) [食安委_2022_フルオロキ

ノロン評価書第3版]  (参照391) [鈴

木_2011_医薬食衛研所報] 

2006 〜

2007 
牛ひき肉 7 0（0%）  

(参照 384) [食安委_2022_フルオロキ

ノロン評価書第 3 版]   (参照 390) 

[吉田_2006_愛媛衛環研年報] 

2000 ～

2004 
牛内臓肉 201  15（7.5%） *1 

(参照 384) [食安委_2022_フルオロキ

ノロン評価書第3版] 

1997 牛内臓肉 41  2（4.9%） 
O157 以外 

2（4.9%） 

(参照 384) [食安委_2022_フルオロキ

ノロン評価書第3版] 

2010 ～

2013 
牛内臓肉 104 17（16.3%） 

O157 以外 

8（7.7%） 
(参照 350) [下島_2015_日食微誌] 

1997 ～

2000 
牛肉・豚肉 95 0（0%）  

(参照 274) [増田_1999_静岡環衛研所

報] 

1998 ～

2005 
牛肉・豚肉 40 0（0%） 

大腸菌陽性

率 50.0% 
(参照 353) [池田_2007_道衛研所報] 

2006 ～

2007 
牛肉・豚肉 6 1（16.7%）  

(参照 390) [吉田_2006_愛媛衛環研年

報] 

1996 
豚肉（国

産） 
30 0（0%） 

O157 以外 

0（0%） 

(参照384)[食安委_2022_フルオロキノ

ロン評価書第3版] 

1998 ～

2005 
豚肉 183 0（0%） 

大腸菌陽性

率 56.3% 
(参照 353) [池田_2007_道衛研所報] 

1997 豚内臓肉 12 0（0%） 
O157以外 

1（8.3%） 

(参照 384) [食安委_2022_フルオロキ

ノロン評価書第3版] 

2014 ～

2021 

豚肉・内臓

肉 
193 0（0%） EHEC (参照367) [榊田_2022_食衛誌] 

2014 ～

2021 

鶏肉・内臓

肉 
83 0（0%） EHEC (参照367) [榊田_2022_食衛誌] 

1：陽性 15検体中 10検体が 2002年調査で陽性。陽性 15検体中 10検体が 2つの精肉店由来。 1 

 2 

2006年、2007年、2008 年、2014年及び2015-2016年に実施された食品安全確保総3 

合調査「畜水産食品における薬剤耐性菌の出現実態調査」において国産の加熱調理等4 

がされていないパック詰めされた牛肉、豚肉及び鶏肉からの大腸菌の検出状況及び薬5 

剤感受性試験成績が調査されている。 6 

2006年～2008年の各年の牛肉及び豚肉の大腸菌陽性率は、牛肉では1.0～4.2％、豚肉7 

では2.5～6.8％であった。2014年に調査された牛ひき肉及び豚ひき肉の大腸菌陽性率8 

は、牛ひき肉では19.7％、豚ひき肉では37.6％であり、単年度の調査結果ではあるが、9 
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牛肉及び豚肉と比べて高値であった。2006年及び2015年の市販鶏肉及び食鳥処理場で1 

採取した鶏肉の大腸菌陽性率は、市販及び食鳥処理場ともに80％以上であり、牛肉、2 

豚肉等と比べて高値であった（表 42）。 3 

 4 

表 42 国内で小売されている国産の牛、豚及び鶏肉等からの大腸菌検出状況 5 

調査年 対象食肉 検体数 陽性検体数（陽性率） 

2006 

牛肉 204 2（1.0%） 

豚肉 203 5（2.5%） 

鶏肉 304 246（80.9%） 

2007 
牛肉 600 23（3.8%） 

豚肉 300 9（3.0%） 

2008 
牛肉 500 21（4.2%） 

豚肉 1,400 75（6.8%） 

2014 
牛ひき肉 995 196（19.7%） 

豚ひき肉 1,149 432（37.6%） 

2015～2016 
市販鶏肉 357 315（88.2） 

食鳥処理場鶏肉 115 147（94.8%） 

 6 

2006～2008 年に牛肉及び豚肉から分離された大腸菌におけるNA耐性率は、牛肉7 

由来株では 0 ないしは 5.1%と低く、豚肉由来株では 2006 及び 2007 年の 0 ないしは8 

7.7%に比べて 2008 年の耐性率は 46.5%と高値であった。2006 年に鶏肉から分離さ9 

れた大腸菌の耐性率は 36.0%と高値であった。 10 

2014 年に牛及び豚ひき肉から分離された大腸菌のNA 耐性率はそれぞれ 7.7％及11 

び 4.1％であったが、ESBL 産生大腸菌の耐性率はそれぞれ 80.0％及び 46.7％と高12 

値であった。 13 

2006 年及び 2015-2016 年に市販及び食鳥処理場の鶏肉から分離された大腸菌に14 

おける NA耐性率は、31.1～41.7%と高値であった（表 43）。  15 

（参照 197、243、244、236、381）[食安委_2007_調査報告書][食安委_2008_調査報16 

告書][食安委_2009_調査報告書][食安委_2015_調査報告書][食安委_2016_調査報告書] 17 

 18 

表 43 国内で小売されている国産の牛、豚及び鶏肉から分離された大腸菌の 19 

NAに対する薬剤感受性 20 

年 検体 
試験 

菌株数 

MIC範囲

（μg/mL） 

MIC50 

（μg/mL） 

MIC90 

（μg/mL） 

耐性 

菌株数 

耐性率

（%） 

2006 

牛肉 6 4 4 4 0 0 

豚肉 13 2-64 4 4 1 7.7 

鶏肉 100 2->512 4 >512 36 36.0 
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2007 

牛肉 59 <0.125-512 4 4 3 5.1 

豚肉  19 2-8 4 8 0 0 

2008 

牛肉 36 2-4 4 4 0 0 

豚肉 71 4-32 8 16 33 46.5 

2014 

牛ひき肉 52 ≦1->128  2 4 4 7.7 

（ESBL産生菌） 5 ≦1->128 － － 4    80.0 

豚ひき肉 73 ≦1->128 2 4 3 4.1 

（ESBL産生菌） 15 ≦1->128 ４ >128 7 46.7 

2015～

2016 

市販鶏肉 106 ≦1->128 2 >128 33 31.1 

食鳥処理場鶏肉 60 ≦1->128 2 >128 25 41.7 

注：BP はNA 32 μg/mL （CLSIによる） 1 

 2 

 1995～2008年に東京都多摩地域で収去または購入された食品10,780検体中637検3 

体（5.9%）から大腸菌が検出されており、このうち、食肉及び液卵からの大腸菌検出4 

率はそれぞれ43.6%（971検体中423検体）及び11.4%（70検体中8検体）と他の食品に5 

比べて高値であった。食品由来大腸菌637株の分離年別のNA耐性率は1995～1998年6 

（172株）0.6%、1999～2004年（189株）14.3%及び2006～2008年14.5%と推移して7 

いた。（参照392）[松下_2008_モダンメディア] 8 

 2014～2021年に埼玉県内に流通する国産の豚肉206検体及び鶏肉160検体からの9 

ETECの検出状況が調査されており、それぞれ3検体（1.5%）及び1検体（0.6%）がETEC10 

陽性であった。（参照367）[榊田_2022_食衛誌] 11 

2011～2017 年に東京都内で収去又は購入された国産及び輸入食肉からの大腸菌検12 

出状況及び分離菌の薬剤耐性状況が調査されており、その結果を表 44に示した。 13 

2015～2017 年に国産及び輸入牛肉から分離された大腸菌におけるNA耐性率は、14 

国産牛肉及び豚肉由来株においてそれぞれ 3.9～11.8 %及び3.7～9.5%で推移してい15 

た。輸入牛肉及び豚肉では、国産牛肉及び豚肉と比べて低く、0～5.3%及び0～2.9%で16 

推移していた。 17 

2011～2017年に国産及び輸入鶏肉から分離された大腸菌のNA耐性率は、国産鶏肉18 

由来株では24.8～41.6％と高く推移し、輸入鶏肉由来株でも同様に34.3～63.6％と高19 

く推移していた。(参照 393) [西野_2019_食衛誌] 20 

 21 

表 44 国産及び輸入食肉からの大腸菌検出状況及び分離大腸菌のNA 耐性状況 22 

供試材料 調査年 検体数 陽性検体数 供試菌株数 耐性率（%） 
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（陽性率） 

国産牛肉 

2015 19 8（42.1） 17 11.8 

2016 54 32（59.3） 51 3.9 

2017 21 6（28.6） 15 6.7 

計 94 46（48.9） 83 6.0 

輸入牛肉 

2015 27 15（55.6） 26 3.8 

2016 31 15（48.4） 19 5.3 

2017 26 13（50.0） 24 0 

計 84 43（51.2） 69 2.9 

国産豚肉 

2015 20 13（65.0） 27 3.7 

2016 35 15（42.9） 21 9.5 

2017 41 20（48.8） 45 6.7 

計 96 48（50.0） 93 6.5 

輸入豚肉 

2015 29 14（48.3） 22 0 

2016 42 27（64.3） 38 0 

2017 40 18（45.0） 34 2.9 

計 111 59（53.2） 94 1.1 

国産鶏肉 

2012 69 69（100） 161 41.6 

2015 42 42（100） 113 30.3 

2016 44 44（100） 111 34.2 

2017 51 50（98.0） 121 24.8 

計 206 205（99.5） 506 33.8 

輸入鶏肉 

2011 51 51（100） 113 46.0 

2015 13 13（100） 34 55.9 



122  

2016 14 14（100） 33 63.6 

2017 14 14（100） 35 34.3 

計 92 92（100） 215 48.4 

BP: CLSI 2017 (M100-S27) 1 

 2 

④ カンピロバクター 3 

厚生労働省の市販流通食品を対象にした食中毒菌の汚染実態調査における牛、豚及4 

び鶏ひき肉等からのカンピロバクターの検出状況は表 45のとおりである。(参照 342)  5 

[厚労省_2006-2018_食品中の食中毒菌汚染実態調査] 6 

牛及び豚由来のひき肉等のカンピロバクター陽性率は 0.0～0.7%であり、ひき肉以7 

外の食肉の検体数は少ないものの、当該細菌による牛及び豚由来食肉等の汚染は概ね8 

小さいものと考えられた。牛肝臓では、検体数が 10 以上の場合のカンピロバクター9 

陽性率は 8.5～16.1%であった。 10 

一方、鶏由来の食肉等の陽性率は高く、ひき肉では検体数の多かった 2008～201211 

年度で 23.5～37.7%、鶏生食用食肉では検体数は少ないものの、21.1～62.5%であっ12 

た。中心部まで十分加熱されない鶏たたき等ではやや陽性率が低くなるが、10.3～13 

20.0%であった。 14 

 15 

表 45 市販食肉等からのカンピロバクター検出状況 16 

（食中毒菌汚染実態調査における厚生労働省指定品目） 17 

検体 項目 

調査年 

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 

牛ひ
き肉 

検体数 127/- 146/- 137 114/- 115/- 102/- 10 3 - 5 1 - 2 

陽性検
体数 

0/- 0/- 1 0/- 0/- 0/- 0 0 - 0 0 - 0 

陽性率
(%) 

0/- 0/- 0.7 0/- 0/- 0/- 0 0 - 0 0 - 0 

豚ひ
き肉 

検体数 167/- 190/- 177 165 174 144 10 3 1/- 3 - - - 

陽性検
体数 

0 0 1 - - - 0 0 0 0 - - - 

陽性率
(%) 

0 0 0.6 - - - 0 0 0 0 - - - 
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鶏ひ
き肉 

検体数 96 129 196 216 198 159 210 8 3 5 - 1 - 

陽性検
体数 

0 22 46 65 71 60 76 5 0 1 - 0 - 

陽性率
(%) 

0 17.1 23.5 30.1 35.9 37.7 36.2 62.5 0 20.0 - 0 - 

牛肝
臓
( 加
熱加
工用) 

検体数 - 116 212 207 209 225 229 2 - - - - - 

陽性検
体数 

- 2 18 22 22 34 37 0 - - - - - 

陽性率
(%) 

- 1.7 8.5 10.6 10.5 15.1 16.1 0 - - - - - 

カッ
トス
テー
キ肉 

検体数   - - - - 2 3 - - 1 - - 

陽性検
体数 

  - - - - 0 0 - - 0 - - 

陽性率
(%) 

  - - - - 0 0 - - 0 - - 

牛結
着肉 

検体数   - - - - 5 1 - 7 - - - 

陽性検
体数 

  - - - - 0 0 - 0 - - - 

陽性率
(%) 

  - - - - 0 0 - 0 - - - 

牛生
食用
食肉 

1） 

検体数   - - - - - 2 4 1 - 1 - 

陽性検
体数 

  - - - - - 0 0 0 - 0 - 

陽性率
(%) 

  - - - - - 0 0 0 - 0 - 

鶏生
食用
食肉 
2） 

検体数   - - - - 8 8 6 19 5 3 5 

陽性検
体数 

  - - - - 2 5 3 4 3 1 1 

陽性率
(%) 

  - - - - 25.0 62.5 50.0 21.1 60.0 33.3 20.0 

ロー
スト
ビー
フ 

検体数   - - - - 1 8 5 7 - 1 - 

陽性検
体数 

  - - - - 0 0 0 0 - 0 - 
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陽性率
(%) 

  - - - - 0 0 0 0 - 0 - 

牛た
たき 

検体数 91 74 77 93 90 13 2 - - - - - - 

陽性検
体数 

0 0 0 0 1 0 0 - - - - - - 

陽性率
(%) 

0 0 0 0 1.1 0 0 - - - - - - 

中心
部ま
で十
分加
熱さ
れな
い食
肉
(鶏)3） 

検体数   45 45 48 33 25 29 41 32 26 13 12 

陽性検
体数 

  9 5 8 4 3 3 7 5 3 0 1 

陽性率
(%) 

  20.0 11.1 16.7 12.1 12.0 10.3 17.1 15.2 11.5 0 8.3 

-：調査していない。 1 

1)生食用牛肉の規格基準が 2011 年に策定されたため、規格基準に適合したもののみ流通が認められてい2 

る。（参照 335）[厚労省_牛肉] 3 

2)生食用として流通されている鶏肉 4 

3)たたき、湯引き刺身等 5 

 6 

上記以外の市販の牛、豚及び鶏来食肉のカンピロバクター汚染状況を表 46 にまと7 

めた。牛及び豚肉（ひき肉を含む）のカンピロバクター陽性率は、豚肉の一例（16.0%）8 

を除き、0～数%程度と低く、牛及び豚の内臓肉（肝臓を含む）では数%から 60%以上9 

と陽性率にばらつきはあるものの、やや高い傾向がみられた。牛内臓肉及び牛の胆嚢10 

内胆汁から分離されたカンピロバクターのフルオロキノロン耐性率は高いとの報告11 

もある。（参照 396）[佐々木_2020_食衛誌]一方、鶏肉及び鶏内臓肉のカンピロバク12 

ター陽性率は 10 数%～100%と高く、鶏卵もしくは液卵からもカンピロバクターが分13 

離されている。 14 

 15 

表 46 市販の牛肉、豚肉及び鶏肉等におけるカンピロバクター検出状況 16 

（その他の文献） 17 

調査年 由来 検体数 
陽性検体数 

（陽性率） 
参照文献 

2000～2006 牛肉 100 2 (2.0%) 参照346[Hiroi_2012_J Food Prot] 

2006* 牛肉 25 0 (0%) 
参照347 [齊藤_2006_秋田健環

セ報] 

2008～2009 牛肉ドリップ 21 0 (0%) 
参照348 [熱田_2019_島根保環

研報] 
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2001 牛ひき肉 50 0 (0%) 参照349 [森田_2004_日獣会誌] 

2007～2008 牛ひき肉 283 1 (0.3%) 
参照391 [鈴木_2011医薬食衛研所

報] 

2002 牛肝臓 108 6 (5.6%) 
参照394[Enokimoto_2007_Int J 

Food Microbiol] 

2004～2006 牛肝臓 148 2 (1.4%) 
参照395[Matsumoto_2008_JFood 

Prot] 

2006* 牛肝臓 3 0 (0%) 
参照347[齊藤_2006_秋田健環セ

報] 

2010～2013 牛肝臓 38 8 (21.1%) 参照350 [下島_2015_日食微誌] 

2010～2013 
牛内臓肉 （肝臓

以外） 
66 42 (63.6%) 参照350 [下島_2015_日食微誌] 

1995～1999 牛乳 14 0（0%） 
参照397[藤代_2000_福岡保環研

報] 

2004～2006 豚肉 100 16 (16.0%) 
参照346 [Hiroi_2012_J Food 

Prot] 

2006* 豚肉 24 0 (0%) 
参照347[齊藤_2006_秋田健環セ

報] 

2014～2021 豚肉・内臓肉 190 14 (7.4%) 参照367[榊田_2022_食衛誌] 

2008～2009 豚肉ドリップ 21 0 (0%) 
参照348 [熱田_2019_島根保環

研報] 

2001 豚ひき肉 50 0 (0%) 参照349 [森田_2004_日獣会誌] 

2005～2008 豚ひき肉 367 0 (0%) 
参照391 [鈴木_2011医薬食衛研所

報] 

2006* 
豚内臓肉（肝臓・

ホルモン） 
16 0 (0%) 

参照347 [齊藤_2006_秋田健環

セ報] 

2010～2011 豚肝臓 110 14 (12.7%) 
参照356[Sasaki_2013_Jpn J 

Infect Dis] 

1993～1994 

鶏肉（生食用） 113 41（36.3%） 

参照359 [樋脇_1995_日食微誌] 鶏内臓肉（生食

用） 
139 69（49.6%） 

1995～1999 鶏肉 340 202 (59.4%) 
参照397 [藤代_2000_福岡保環研

報] FQ鶏 

1998～2005 鶏肉 82 77 (93.9%) 
参照353 [池田_2007_道衛研所

報]FQ鶏  
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2000～2002 鶏肉 73 52 (71.2%) 
参照398[Saito_2005_FEMS 

Immunol Med Microbiol] 

2004～2006 鶏肉 100 63 (63.0%) 
参照346[Hiroi_2012_J Food 

Prot] 

2004～2008 鶏肉 144 73 (50.7%) 
参照399 [内田_2008_香川環保研

セ報] 

2004～2011 鶏肉（国産） 154 94 (61.0%) 参照366 [小野_2014_日獣会誌] 

2004～2011 鶏肉（輸入） 96 27 (28.1%) 参照366 [小野_2014_日獣会誌] 

2007～2008 鶏肉（皮付き） 36 19 (52.8%) 参照364 [古田_2010_日食微誌] 

2007～2010 鶏肉（生食用） 64 64 (100%) 参照400 [松田_2013_日食微誌] 

2008～2009 鶏肉 25 14 (56.0%) 
参照348 [熱田_2009_島根保環研

報] 

2013 鶏肉（生食用） 110 13 (11.8%) 参照401[重村_2014_日食微誌] 

2012 鶏肉 100 71 (71.0%) 
参照239 [Furukawa_2017_Jpn J 

Infect Dis] 

2014～2021 鶏肉・内臓肉 168 60 (35.7) 参照367[榊田_2022_食衛誌] 

2017～2018 鶏肉 90 57 (63.3%) 参照402 [小林_2021_日獣会誌] 

2019～2021 鶏肉 510 254 (49.8%) 
参照403 [Asakura_2022_Front 

Microbiol] 

2020～2021 成鶏肉 51 47 (92.2) 参照369 [佐々木_2023_食衛誌] 

2021 鶏肉 56 8 (14.3%) 参照370 [李_2024_日食微誌] 

2008～2009 鶏肉ドリップ 148 14 (9.5%) 
参照348 [熱田_2009_島根保環

研報] 

2000～2001 鶏ひき肉 60 12 (20.0%) 参照349 [森田_2004_日獣会誌] 

2010 鶏ひき肉 50 11 (22%) 参照372 [古茂田_2011_日家政誌] 

2013 鶏肝臓 34 17 (50.0%) 参照401 [重村_2014_日食微誌] 

2020 鶏肝臓製品 33 27 (81.8%) 参照369 [佐々木_2023_食衛誌] 

2021 鶏肝臓 17 3 (17.6%) 参照370 [李_2024_日食微誌] 

2013 砂肝 35 20 (57.1%) 参照401 [重村_2014_日食微誌] 

1995～1999 
鶏卵（液卵を含

む） 
307 4 (1.3%) 

参照397 [藤代_2000_福岡市保

環研報] 

2007～2008 液卵（未殺菌） 140 39 (27.9%) 
参照404 [Sato_2010_J Food 

Prot] 

2007～2008 液卵（殺菌） 110 0 (0%) 参照404 [Sato_2010_J Food 
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Prot] 

2008 
液卵（卵黄・未殺

菌） 
50 18 (36.0%) 

参照404 [Sato_2010_J Food 

Prot] 

2008 
液卵（卵白・未殺

菌） 
50 0 (0%) 

参照404 [Sato_2010_J Food 

Prot] 

*：調査結果の公表年次 1 

 2 

食肉からのカンピロバクター分離株の NA 耐性状況を表 47 に示した。NA 耐性率3 

は食肉の種類を問わず、概して高い傾向がみられた。 4 

 5 

表 47 市販の牛肉、豚肉及び鶏肉等由来カンピロバクターのNA 耐性状況 6 

（その他の文献） 7 

調査年 由来 供試株数 耐性株数（%） 参照文献 

2010～2013 牛内臓肉 
C. jejuni  50 27 (40.4%) 

参照350 [下島_2015_日食微

誌] C. coli  16 2 (12.5%) 

2017～2019 牛肝臓（胆汁） 

C. jejuni  27 12 (44.4%) 

参照396 [佐々木_2020_食衛

誌] 
C. fetus  24 24 (100%) 

C. coli 5 3 (60.0%) 

2010～2011 豚肝臓 

C. jejuni  2 0 (0%) 

参照356 [Sasaki_2013_Jpn J 

Infect Dis] 
C. fetus  1 

1 (100%) 

 

C. coli  12 9 (75.0%) 

2004～2008 鶏肉 82 56 (68.3%) 
参照399 [内田_2008_香川環保

研セ報] 

2005 鶏肉・鶏糞便 102 46 (45.1%) 参照405 [柿本_2007感染症誌] 

2006* 鶏肉・肝臓 
C. jejuni  26 8 (30.8%) 参照347[齊藤_2006_秋田健環

セ報] C. coli  1 1 (100%) 

2007～2010 鶏肉（生食用） 64 22 (34.4%) 参照400 [松田_2013_日食微誌] 

2004～2011 

鶏肉（国産） 
C. jejuni  96 73 (76.0%) 

参照366 [小野_2014_日獣会誌] 

C. coli  6 4 (66.7%) 

鶏肉（輸入） 
C. jejuni  53 24 (45.3%) 

C. coli  28 13 (46.4%) 

2011～2013 鶏肉・牛肝臓 C. jejuni  48 16 (33.3%) 
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C. coli  7 3 (42.9%) 参照406 [大石_2015_感染症誌] 

2012 鶏肉 
C. jejuni  65 31 (47.7%) 参照239 [Furukawa_2017_Jpn J 

Infect Dis] C. coli  9 4 (44.4%) 

2018 鶏肉 
C. jejuni  67 47 (70.1%) 

参照407 [山本_2020_日食微誌] 

C. coli  15 15 (100%) 

2019～2021 鶏肉 C. jejuni 111 

28 (25.2%) 

CPFX耐性 gyrA 

(T86I) 

参照403 [Asakura_2022_Front 

Microbiol] 

2020～2021 成鶏肉 
C. jejuni  42 6 (14.3%) 

参照369 [佐々木_2023_食衛誌] 

C. coli  63 1 (16.7%) 

2021 鶏肉・肝臓 
C. jejuni  7 4 (57.1%) 

参照370 [李_2024_日食微誌] 

C. coli  3 1 (33.3%) 

*：調査結果の公表年次 1 

 2 

2006 年及び 2013 年に実施された食品安全確保総合調査「畜水産食品における薬剤3 

耐性菌の出現実態調査」において国産の加熱調理等がされていないパック詰めされた4 

鶏肉等からのカンピロバクターの検出状況及び薬剤感受性が調査されている。 5 

2013 年の牛及び豚肝臓のカンピロバクター陽性率はそれぞれ 21.6％及び 14.8％で6 

あった。2006 年及び 2013 年の市販鶏肉及び食鳥処理場で採取した鶏肉からのカン7 

ピロバクターの陽性率は、市販及び食鳥処理場ともに 30％以上と高かった（表 48）。 8 

 9 

表 48 国内で小売されている国産の牛・豚肝臓及び鶏肉からの 10 

カンピロバクター検出状況 11 

調査年 対象食肉 検体数 陽性検体数（陽性率） 

2006 鶏肉 304 145 （47.7%） 

2013 

牛肝臓 505 109（21.6%） 

豚肝臓 500 74（14.8%） 

市販鶏肉 315 109（34.6%） 

食鳥処理場鶏肉 192 69（35.9%） 

 12 

2013年に牛及び豚肝臓から分離されたカンピロバクターのNA耐性率は、牛肝臓由13 

来C. jejuni では36.4%、鶏肉由来のC. jejuni では37.0～43.9%、豚肝臓由来C. coliで14 

61.1%と高値であった。 15 

2006年及び20132015年に市販及び食鳥処理場の鶏肉から分離されたカンピロバクタ16 

ーのNA耐性率は、35.7～66.7％であった（表 49）。（参照 197、243、244、236、381）17 
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[食安委_2007_調査報告書] [食安委_2008_調査報告書] [食安委_2009_調査報告書] [食1 

安委_2015_調査報告書] [食安委_2016_調査報告書] 2 

 3 

表 49 国内で小売されている国産の牛、豚及び鶏肉から分離されたカンピロバクターの4 

NA に対する薬剤感受性 5 

年 検体 

 

菌種 
試験 

菌株数 

MIC範囲

（μg/mL） 

MIC50 

（μg/mL） 

MIC90 

（μg/mL） 

耐性 

菌株

数 

耐性率

（%） 

2006 鶏肉 Campylobacter spp. 100 2-256 8 128 42 42.0 

2013 

牛肝臓 C. jejuni  99 2-256 8 64 36 36.4 

 C. coli 10 16-256 128 128 9 90.0 

豚肝臓 C. jejuni   3 4-256      － － 2 66.7 

 C. coli 72 8-256 32 128 44 61.1 

市販鶏肉 C. jejuni  100 2-256 8 256 37 37.0 

 C. coli 14 4-256 8 256 5 35.7 

食鳥処理

場鶏肉 
C. jejuni  66 2->256 16 256 29 43.9 

 C. coli 6 8->256 － － 4 66.7 

注：ブレイクポイントはNA 32 μg/mL （JVARMによる） 6 

 7 

2010～2019 年に東京都内で収去又は購入された国産及び輸入食肉からのカンピロ8 

バクター検出状況及び分離菌の薬剤耐性状況が調査されており、その結果を表 50に9 

示した。 10 

牛及び豚の正肉からのカンピロバクターの検出率は国産・輸入ともに0～0.7%と低11 

く、国産の牛及び豚内臓肉から検出率は30%以上と高かったが、輸入の牛内臓肉から12 

の検出率は2.9%と低値であった。国産の鶏肉及び内臓肉からの検出率はそれぞれ13 

55.3%及び52.2%と高く、輸入鶏肉から検出率は16.4%とやや低値であった。 14 

供試菌株数が1ないし2株と少ない国産豚肉由来のC. jejuni 及び輸入牛肉由来のC. 15 

jejuni 及びC. coli以外の分離菌株について、食肉の種類別にNA耐性率をみると、いず16 

れも30%以上と高く、国産食肉由来C. jejuni 及びC. coliのNA耐性率は40.4%及び63.2%、17 

輸入食肉由来C. jejuni 及びC. coliのNA耐性率は56.8%及び78.9%と高値であった。(参照 18 

393) [西野_2023_食衛誌] 19 

 20 

表 50 国産及び輸入食肉からのカンピロバクター検出状況及びNA耐性状況 21 

産地 対象食肉 検体数 
陽性検体数 

（検出率） 

供試菌株数 

C. jejuni /C. coli 

耐性率 

C. jejuni /C. coli 

国産 

牛肉 212 0（0%） 

57/22 49.1/36.4 

牛内臓肉 166 60（36.1%） 

豚肉 282 1（0.4%） 2/71 50.0/67.6 
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豚内臓肉 139 44（31.7%） 

鶏肉 626 
346（55.3%） 

 
528/40 39.4/70.0 

鶏内臓肉 69 36 (52.2%) 

計 1494 487 (32.6%) 587/133 40.4/63.2 

輸入 

牛肉 274 2 (0.7%) 

2/1 0/100 

牛内臓肉 35 1 (2.9%) 

豚肉 419 0 (0%) － － 

鶏肉 299 49 (16.4%) 42/18 59.5/77.8 

計 1027 52 (5.1%) 44/19 56.8/78.9 

注：センシディスクによる阻止円径≦13 mmをNA耐性とした。 1 

 2 

Ⅴ．影響評価に関する知見 3 

影響評価では、評価指針の第 2 章第 2 の 3 影響評価に基づき、本評価書で特定したハ4 

ザードにばく露されることにより起こり得る人の健康への悪影響及び人用抗菌性物質の5 

医療における重要性を考慮して、人における治療効果が減弱又は喪失する可能性及びそ6 

の程度を推定する。 7 

 8 

１． ハザードのばく露に起因して生じる可能性のある人の疾病に関する情報 9 

[II. 6.(3)]にあるとおり、キノロン系合成抗菌剤については現在、皮膚塗布剤である10 

オゼノキサシン（比較的限局した伝染性膿痂疹の推奨薬）を除いて人用医薬品として11 

の販売がない。（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023] キノロン系と交差耐12 

性のあるフルオロキノロン系合成抗菌剤については、国内ではCPFX、OFLX、13 

LVFX、NFLX 等が人用抗菌性物質として使用されている。（参照 96）[JAID/JSC 14 

感染症治療ガイド 2023]  15 

また、[Ⅱ.8]において、サルモネラ、大腸菌及びカンピロバクターがハザードとして16 

特定されたが、このうち大腸菌については、大腸菌感染症の病態や重篤度が多岐にわ17 

たることから、本項目においては主にEHEC を含む下痢原性大腸菌感染症、ExPEC18 

感染症について述べる。 19 

 20 

（１）サルモネラ感染症 21 

[II. 6.(3)] 及び[II. 7.(1)]にあるとおり、サルモネラ感染症については、軽症の胃腸炎22 

の場合は抗菌性物質の投与は行われない。成人の重症例等に対しては、一般的にCPFX23 
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及び LVFX が第一選択薬とされ、小児では、重症例等の場合、NFLX が使用される。1 

（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023] 2 

 3 

①ハザードによるばく露の結果、生じる可能性のある人の疾病及び当該疾病の発生原4 

因及び発生状況 5 

本症の発生は、かつて、牛や豚等の家畜の腸内に生息する S. Typhimurium の食品6 

汚染によるものとされていたが、1980 年代後半からは、S. Enteritidis による鶏卵及7 

び鶏卵関連食品の汚染が原因で急増した。（参照 242）[JIHS_2004_IDWR 感染症の8 

話] 9 

この時期の原因食品が特定された事例（1989～1999 年）では、鶏卵の使用頻度が10 

全体の 75.2 %と高く、卵納豆、自家製マヨネーズ、ミルクセーキ等の鶏卵を使用した11 

「非加熱調理食品」であった。（参照 462）[阿部_2005_宮城県保健環境センター年報] 12 

2000～2009 年の 10 年間に発生したサルモネラ食中毒については、原因食品が不明と13 

されたものが 10 年間の平均で 56.0%であり、原因食品の判明したものでは、弁当・14 

そうざいなどの複合調理食品が 10 年間の平均で 7.8%と最も多く、次いで卵類及びそ15 

の加工品、菓子類並びに肉類及びその加工品がそれぞれ、6.7%、2.5%及び 2.2%とな16 

っている。（参照 469）[食安委_2012_サルモネラリスクプロファイル] 17 

本菌は熱に弱く、また 8 ℃以下の冷蔵保存により効果的に増殖を抑制できるため、18 

調理前の手洗いや食材を十分に加熱する等の一般的な食中毒対策により、感染の予防19 

が可能であると考えられる。（参照 481）[相川_2002_食衛学誌] また、 [Ⅵ．３．]で20 

述べたとおり 1998 年には鶏の液卵、2011 年には生食用食肉（牛肉）について規格基21 

準が策定され、その後牛肝臓及び豚肉（肝臓を含む。）については生食の提供が禁止さ22 

れ、鶏肉については、厚生労働省及び消費者庁が加熱用を生食用として流通・提供し23 

ないよう通知されている。また、2020 年から HACCP に沿った衛生管理を原則実施24 

している。(参照 335) [厚労省_牛肉] (参照 338)[厚労省_豚肉] (参照 334) [厚労省_食品25 

衛生法等の一部改正] 26 

食中毒統計によるサルモネラ食中毒は、1999 年の 825 事例（患者数 11,888 名）を27 

ピークに、2000 年 518 事例（患者数 6,940 名）、2001 年 361 事例（4,912 名）と急28 

激に減少し、2008 年以降は年間 100 事例未満、2013 年以降は多くても 35 事例、202429 

年は 21 事例（患者数 384 名）である。近年の死者数は、2021 年に 1 名、2023 年に30 

1 名である。（参照 482）[食中毒統計] 31 

人口動態統計において死因がサルモネラによる腸管感染症となっている死亡者数1032 

は 2015～2024 年の 10 年間で 56 名と報告されている。（参照 483）[人口動態統計]  33 

 34 

②重篤度 35 

本症は、汚染された食品を摂取してから 12～48 時間の潜伏期間を経て発症する。36 

 
10 厚生労働省人口動態統計において、死因基本分類が「A02 その他のサルモネラ感染症」となっているも

の。当該分類には、細分類として「A02.0 サルモネラ腸炎」、「A02.1 サルモネラ敗血症」、「A02.2 局所的サ

ルモネラ感染症」、「A02.8 その他明示されたサルモネラ感染症」及び「A02.9 サルモネラ感染症、詳細不

明」が含まれる。 
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臨床症状は主として急性胃腸炎であり、下痢、腹痛、嘔吐及び発熱等を主徴とする。1 

下痢は軟便、水様便が多いが、重症例では粘血便が見られることもある。また、健康2 

な成人では胃腸炎にとどまることが多いが、小児では意識障害、痙攣及び菌血症、高3 

齢者では急性脱水症状及び菌血症を起こす等重症化し、死に至る場合もある。（参照4 

242）[JIHS_IDWR 感染症の話_2004]（参照 469）[食安委_2012_サルモネラリスク5 

プロファイル] 6 

 7 

③用量―反応関係 8 

本症の発生には、一般に 10 万～数 100 万個が必要と考えられているが、サルモネ9 

ラ食中毒事例において摂取菌数が判明している事例中、最も低い菌数はチョコレート10 

を原因とした事例の 4.3 MPN11／100 g であるなど、S. Enteritidis を含む数種の血清11 

型における感染菌数は極めて少ないことが分かってきており、感染菌数について12 

EHEC との大きな違いはないとされている。（参照 484）[食安委_2011_食品健康影響13 

評価]（参照 469）[食安委_2012_サルモネラリスクプロファイル] また、野外でのサル14 

モネラ食中毒集団発生事例のデータを用いた用量反応関係モデルにおいては、宿主の15 

感受性や血清型には相違が見いだされず、50%感染量は 7 cfu、50%発症に必要な感染16 

量は 36 cfu との報告がある。（参照 484、533）[食安委_2011_食品健康影響評17 

価][Teunis_2010_Int J Food Microbiol] 18 

【事務局】 

蒔田専門委員より、用量反応関係モデルを用いた論文報告（参照 533）の提供がありま

したので、追記案を作成しました（参照 484 での記載も参考に作成しております）。 

また、浅井専門参考人より EHEC の記載はこの後に記載がある旨ご指摘がありました

ので、EHEC の記載は削除しています。 

 19 

（２）EHEC 等の下痢原性大腸菌による下痢原性大腸菌感染症 20 

[II. 6.(3)] 及び[II. 7.(2)]にあるとおり、EHEC感染症については、抗菌薬投与はHUS21 

の危険因子であるとする報告があり、積極的な抗菌薬治療は行われていない。（参照22 

248）[米国感染症学会ガイドライン_2017] （参照 249）[Bielaszewska_2012]（参照23 

250）[溶血性尿毒症症候群の診断・治療ガイドライン]現時点で抗菌薬治療に対しての24 

推奨は統一されていないが、成人に使用される場合は、LVFX が第一選択薬、FOM が25 

第二選択薬とするガイドラインもあるが（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド26 

2023]、他の国内のガイドラインでは、フルオロキノロン系合成抗菌剤を含め推奨薬に27 

関する記載はない。（参照 250）[溶血性尿毒症症候群の診断・治療ガイドライン]（参28 

照 525）[抗微生物薬適正使用の手引き 第 4 版]また、成人の感染性腸炎（重症例等）29 

の初診時に、原因菌が特定されていない段階において、LVFX やCPFX が投薬される30 

場合がある。（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023] 31 

 
11 一般的に菌数が少ないと思われる検体中の菌数を確率論的に推計する方法で、最確数（Most Probable 

Number の略）という。検体の階段希釈液を 3 本または 5 本ずつの培地に接種して「陽性」の出現率から

菌数を推計する。 
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 1 

①ハザードによるばく露の結果、生じる可能性のある人の疾病及び当該疾病の発生原2 

因及び発生状況 3 

下痢原性大腸菌は、主に 5 種類（腸管病原性大腸菌（EPEC）・腸管侵入性大腸菌4 

（EIEC）・毒素原性大腸菌（ETEC）・腸管凝集性大腸菌（EAEC）・腸管出血性大腸5 

菌（EHEC））に分類される。(参照 66) [NIID HP] 6 

特に我が国において問題となる EHEC については、人や動物から検出される株の7 

O 血清群は 100 以上あり、国内の感染例ではO157 が多く、O26、O103、O111 等に8 

よる感染事例も報告されている。（参照 270）[食安委_2010_腸管出血性大腸菌リスク9 

プロファイル] （参照 485）[感染研_2024_IASR_EHEC]（参照 486）[感染研_2024_10 

病原体検出マニュアル_EHEC] 11 

EHEC 感染症の発生原因は、EHEC で汚染された食品（生肉又は加熱の不十分な12 

食肉等）の経口摂取であり、牛肉、牛ステーキ、牛レバ刺し、牛タタキ、ハンバーグ、13 

野菜サラダ、井戸水等の様々な食品、食材等が特定又は推定されている。（参照 67）14 

[厚労省_腸管出血性大腸菌 Q&A] 15 

本菌は一般の大腸菌と同様に熱に弱く、一般的な消毒剤でも容易に死滅するため、16 

調理前の手洗いや食材を十分に加熱する等、通常の食中毒対策により感染の予防が可17 

能であると考えられる。（参照 487）[寺嶋_2002_IDWR] （参照 488） [厚労省_腸管 18 

出血性大腸菌感染症治療の手引き] 19 

また、[Ⅳ．３．]で述べたとおり生食用牛肉については、規格基準が策定され、また、20 

牛肝臓については生食用としての販売・提供は禁止された。(参照 335、336) [厚労省21 

_牛肉] [厚労省_牛肝臓] 22 

食中毒統計における EHEC12による食中毒は、2015～2024 年の 10 年間で件数は23 

157 件（年平均 16 件）で最も多かったのは 2018 年の 32 件、最も少なかったのは24 

2020 年の 5 件であった。患者数は 1,736 名（年平均 174 名）で最も多かったのは 201825 

年の 456 名、最も少なかったのは 2020 年の 30 名であった。死者数は 2016 年 10 名、26 

2017 年 1 名、及び 2022 年 1 名の計 12 名と報告されている。EHEC を除いた他の下27 

痢原性大腸菌による食中毒事例のなかでは ETEC による発生件数がもっとも多く、28 

EPEC による食中毒も毎年発生している。(参照 66) [NIID HP]その他の下痢原性大腸29 

菌13については、2015～2024 年の 10 年間で件数は 59 件（年平均 6 件）で最も多か30 

ったのは 2017 年の 11 件、最も少なかったのは 2022 年の 2 件であった。患者数は31 

11,717 名（年平均 1,172 名）で最も多かったのは 2020 年の 6,284 名、最も少なかっ32 

たのは2024年の105名であった。死者数は2023年1名の計1名と報告されている。 33 

また、同期間に、人口動態統計において、死因がEHEC による腸管感染症となって34 

いる死亡者数は 2015～2024 年の 10 年間で 73 名（年平均 7 名）、最も多かったのは35 

2017 年の 14 名、最も少なかったのは 2024 年の 3 名と報告されている。死因がその36 

 
12 原著では、腸管出血性大腸菌（VT 産生）と記載 
13 原著では、その他の病原大腸菌と記載 
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他の下痢原性大腸菌による腸管感染症14となっている死亡者数は2015～2024年の101 

年間で 20 名（年平均 2 名）、最も多かったのは 2019 年の 4 名、最も少なかったのは2 

2024 年の 0 名と報告されている。（参照 482）[食中毒統計] （参照 483）[人口動態3 

統計] 4 

EHEC については食中毒の集団発生が確認されているが、近年 EHEC に汚染され5 

た食品が広範囲に流通した結果、一見散発事例と思われる同時多発的な集団事例も報6 

告されている。（参照 485） [感染研_2024_IASR_EHEC]また、EHEC は他の食中毒7 

原因菌に比べ二次感染の多いことが特徴で、発生時期は夏季に多いが、冬季にも発生8 

は認められる。（参照 487）[寺嶋_2002_IDWR]少量の菌数でも感染が成立するため、9 

人から人への経路、または人から食材・食品を介した経路で感染が拡大しやすい。感10 

染症発生動向調査において無症状病原体保有者を除く EHEC 感染症届出数は 201511 

～2024 年の 10 年間で 23,400 件（年平均 2,340 件）、最も多かったのは 2017 年の12 

2,606 件、最も少なかったのは 2020 年の 1,987 件と報告されている。（参照 524） 13 

[感染研_2025_IASR_EHEC] 14 

 15 

②重篤度 16 

EHEC 感染症の臨床症状としては、全く症状がないものから、軽い腹痛や下痢のみ17 

で終わるもの、さらには頻回の水様便、激しい腹痛、著しい血便を伴う出血性大腸炎18 

から HUS や脳症等の重篤な合併症を併発するものまで様々である。O157 感染によ19 

る有症者の約 6～7%では、下痢等の初発症状がみられた数日後から 2 週間以内（多く20 

は 5～7 日後）に、HUS または脳症等の重症合併症が発症し、死に至る場合もある。21 

特に、若齢者や高齢者等については、重症合併症を併発しやすいことから、注意が必22 

要である。（参照 487）[寺嶋_2002_IDWR] （参照 488） [厚労省_腸管出血性大腸菌23 

感染症治療の手引き] 24 

ETEC による主症状は下痢であり嘔吐を伴うことも多いが、腹痛は軽度で発熱もま25 

れである。しかし重症例、特に小児の場合コレラと同様に脱水症状に陥ることがある。 26 

EPECによる症状は下痢、腹痛、発熱、嘔吐などで、乳幼児においてはしばしばETEC27 

下痢症よりも重症で、コレラ様の脱水症状がみられることがある。(参照 66) [NIID HP] 28 

 29 

③用量―反応関係 30 

下痢原性大腸菌のうちEHEC については感染力が強く、国内のEHEC による食31 

中毒事例において摂取菌数が判明している事例中、最も低い菌数は 2～9 cfu/人であ32 

ったとされている。（参照 484）[食安委_2011_微生物・ウイルス評価書] （参照 33 

489）[高鳥_2006_厚労科研費研究報告] また、EHECO157:H7 による食中毒事例の用34 

量反応関係においては、推定ばく露量が数個から 10,000 cfu までの幅広い範囲にわ35 

 
14 厚生労働省人口動態統計において、死因基本分類が「A04.0 腸管病原性大腸菌感染症」、「A04.1 腸管毒

素原性大腸菌感染症」、「A04.2 腸管組織侵襲性大腸菌感染症」、「A04.4 その他の大腸菌性感染症」が含まれ

る。 
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たっており、発症率は 0.5％から 80%の範囲であったとの報告がある。（参照 534）1 

[Teunis_2008_Epidemiol. Infect.] 2 

【事務局】 

蒔田専門委員より用量反応関係の論文報告（参照 534）を提供いただきましたので追記

案を作成しました。 

 3 

 4 

（３）ExPEC 感染症 5 

[II. 6.(3)] 及び[II. 7.(2)]にあるとおり、ExPEC 感染症については、フルオロキノロ6 

ン系合成抗菌剤であるLVFXやCPFX等が第一選択薬として用いられることがある。7 

また肺炎の治療において、LVFX 等のフルオロキノロン系合成抗菌剤が第二選択薬と8 

なる場合がある。（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023] 9 

 10 

①ハザードによるばく露の結果、生じる可能性のある人の疾病及び当該疾病の発生原11 

因及び発生状況 12 

ExPEC 感染症としては、尿路感染症、新生児等の髄膜炎、肺炎等の様々な疾患が13 

認められ、さらに敗血症に至る場合がある。  14 

尿路感染症は尿道炎及び膀胱炎から腎孟腎炎を発症する。女性は健常な若年者にお15 

いても外陰部の解剖学的構造、性的成熟度、出産等により尿路感染症を発症しやすい。16 

高齢男性においては前立腺肥大、自然排尿障害、尿道カテーテル等により尿路感染症17 

を発症しやすくなる。ExPEC による院内感染症として、肺炎は誤嚥が主要な原因と18 

なる。高齢者で慢性基礎疾患のある患者で発症しやすい。また、ポリシアル酸莢膜を19 

持つ莢膜型が K1 型の大腸菌は新生児髄膜炎の重要な原因菌である。さらに、莢膜型20 

に限らず腹部手術創等で外傷感染症を発症することがある。  21 

尿路感染症や新生児髄膜炎、敗血症等に由来する大腸菌は疫学的及び細菌遺伝学的22 

に多くの常在大腸菌や下痢原性大腸菌とは異なることから、ExPEC として区分され23 

ている。 (参照 490) [Russo_2000_J Infect Dis] 24 

その他 ExPEC は胆管炎、感染性腹膜炎、骨盤内炎症性疾患等に関与するとともに、 25 

発生頻度は低いが、皮膚軟部組織感染の原因となる。さらに、初発感染部位からの血 26 

流感染によって致死性の敗血症を引き起こす場合がある。ExPEC による感染症の成 27 

立には定着因子、鉄獲得系、防御・侵入因子、毒素等の各種病原因子が関与すると考 28 

えられている。(参照 491、492) [Dale_2015_J Infect] [Johnson_2017_Appl Environ 29 

Microbiol]ST131 は尿路感染症から分離される主要な ST の一 つであることは広く30 

知られているが、肺炎にも関連していることが知られている。(参照 493)[La 31 

Combe_2019_Emerg Infect Dis]] 32 

ExPEC は、宿主の腸管内に安定的に定着しており、健常人の約 2 割において優位 33 

菌として保菌されているが、浅井専門参考人腸管感染症の起病性を持たないとみなさ34 

れる。また、腸 管感染症とは異なり、腸管外感染症の成立には ExPEC の獲得のみ35 

では不十分であり、 腸管外の感染部位、例えば尿路への上行性の感染が必要となる。36 

原因菌の大半は腸管 由来の細菌であり、全体として外尿道口の汚染を受けやすい女37 
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性の感染頻度が高い。 (参照 494) [Johnson_1991_Clin Microbiol Rev] (参照 495) [大1 

西_2016_日化療誌] (参照 496) [Ishikawa_2011_J Infect Chemother] 2 

ExPEC は多くの常在大腸菌とは異なり、系統群 B2 又は D に属するものが多く、3 

P 線毛や S 線毛等の付着因子、アエロバクチン等の鉄獲得系、莢膜との宿主防御回4 

避システムや溶血毒等の毒素といった腸管外病原因子を有することが知られている。5 

(参照 494) [Johnson_1991_Clin Microbiol Rev]動物モデルを用いた実験において、6 

ExPEC は常在大腸菌よりも高病原性を有し、腸管外病原因子が ExPEC の病原性に7 

関与することが示されている。ExPEC では、腸管外病原因子の遺伝子が染色体上の8 

Pathogenicity-associated islands（PAI） に集積して存在することが確認されている。9 

(参照 494) [Johnson_1991_Clin Microbiol Rev] 10 

厚生労働省院内感染対策サーベイランス（JANIS）の検査材料別分離菌数割合では、11 

大腸菌は、血液及び尿検体から分離されることが多い菌として報告されている。（表 12 

51）（参照 497）[厚労省_JANIS 公開情報検査部門] 13 

 14 

表 51  JANIS 検査部門における血液及び尿検体分離菌の割合 15 

年 血液検体 尿検体 

分離菌株数 分離上位３菌腫 分離菌株数 分離上位3 菌種 

2018 406,112 E. coli 17.6% 912,065 E. coli 25.5 % 

S. aureus 13.5% E. faecalis 9.4% 

S. epidermidis 10.7% P. aeruginosa 6.6% 

2019 419,773 E. coli 17.8% 963,161 E. coli 25.4 % 

S. aureus 14.3% E. faecalis 9.3% 

S. epidermidis 10.5% P. aeruginosa 6.7% 

2020 421,321 E. coli 18.1% 1,007,143 E. coli 25.3% 

S. aureus 13.9% E. faecalis 9.1% 

S. epidermidis 10.5% P. aeruginosa 6.8% 

2021 

 

430,605 E. coli 17.5% 1,059,856 

 

E. coli 24.8 % 

S. aureus 14.2% E. faecalis 9.1% 

S. epidermidis 10.4% P. aeruginosa 6.9% 

2022 

 

453,350 E. coli 16.9% 1,138,570 

 

E. coli 24.5 % 

S. aureus 14.6% E. faecalis 9.0% 

S. epidermidis 10.7% P. aeruginosa 6.8% 

2023 

 

492,473 

 

E. coli 16.9% 1,294,835 

 

E. coli 24.3% 

S. aureus 14.1% E. faecalis 8.8% 

S. epidermidis 10.7% P. aeruginosa 6.9% 
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2024 

 

484,735 

 

E. coli 16.8% 1,362,864 

 

E. coli 24.2% 

S. aureus 14.1% E. faecalis 8.7% 

S. epidermidis 10.7%  K. pneumoniae 7.0% 

 1 

➁重篤度 2 

下部尿路の細菌感染症（通常は膀胱）は非常に多く、若年の女性では腎臓の細菌感3 

染症もしばしば起こるが、膀胱の感染症と比較すると頻度はそれほど多くないとされ4 

ている。(参照 498) [MSD マニュアル家庭版]ただし、膀胱炎等の尿路の逆行性感染に5 

より腎盂腎炎が起こることがあり、腎盂腎炎は、死亡することもある敗血症やエンド6 

トキシンショックの原因となることがある。腎盂腎炎の起因菌の 80%は大腸菌と言わ7 

れている。 8 

多剤耐性大腸菌クローンである O25:H4-ST131 は、2008 年に出現が確認されて以9 

降、世界規模で院内及び市中における ExPEC 感染症の主要原因菌となっている。ま10 

た、大腸菌 ST131 には CTX-M 型 ESBL 産生株やフルオロキノロン耐性株が高頻度11 

でみられることが、治療薬の選択を困難としている。（参照 208） [Nicolas-12 

Chanoine_2014_Clin Microbiol Rev] 13 

大腸菌 ST131 の菌株はA、B 及びC のクレードに分けられるが、2000 年以降の世14 

界規模での分布をみると、クレード C が最も優勢である。（参照 501）15 

[Pitout_2017_F1000Res] 16 

国内においても、大腸菌 ST131 は尿路感染症や血流感染症の主要原因菌である。17 

2006 年に blaCTX-M-27保有を保有する新たなC1/H30R クレード（C1-27 クレード）の18 

株が出現し、2010 年以降のESBL 産生大腸菌の著しい増加の要因となっている。（参19 

照 502）[Matsumura_2016_Emerg Infect Dis] 20 

国内で 2014 年に尿路感染症や血流感染症等の臨床例から分離された大腸菌 329 株21 

中 165 株（50%）が NA 耐性であり、うち 95 株が ST131（うち 87 株は O25b ）で22 

あったことが報告されている。（参照 503） [Matsumura_2017_J Antimicrob 23 

Chemother] 24 

 25 

③用量―反応関係 26 

ExPEC は腸管内常在菌で人と共存関係にあり、日和見感染腸管外感染症原因菌で27 

ある。ExPEC による尿路感染症は、健常人にも多く発生するが、サルモネラやリステ28 

リア等の食中毒原因菌による感染とは異なり、高齢や低栄養、さらに何らかの消耗性29 

の基礎疾患を持つ易感染状態の人において、感染防御機構の障害により市中感染及び30 

院内感染により日和見感染症として発症する場合も多い。つまり、患者が他の健康問31 

題を抱えていたり、何らかの理由で感染防御能力が低下していたりすると、ExPEC は32 

その隙をついて感染を引き起こすことも多い。 33 

人の正常体表面は自然感染防御機能をもつ。これらは皮膚、口腔気道粘膜、消化管34 

粘膜、泌尿生殖器粘膜等である。ExPEC 感染症の第一段階は、人の皮膚、粘膜障害35 

により、細菌の人組織定着因子の受容体である細胞基底膜蛋白がばく露され感染症が36 
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始まる。大腸菌は最も代表的な尿路感染起因菌で、大腸菌の type1 線毛により尿道、1 

膀胱等の下部尿路の粘膜障害により感染症を発症する。またP 線毛保持菌は腎盂腎炎2 

等の上部尿路感染症を発症し得る。 3 

これらの感染症には、食品を介した摂取による原因を排除できないものの、様々な4 

感染経路があり、多くの場合は、菌が体内（通常は腸内）で増殖し、その後、尿路に5 

移動して感染症を引き起こすと考えられている。このような感染経路のため、ExPEC 6 

による尿路感染症の発生には、個々の体質や状態（例えば、免疫状態等）が大きく影7 

響すると考えられる。したがって、ExPEC による尿路感染症の「用量反応関係」に8 

ついての科学的データは、食中毒原因菌による感染（例えば、サルモネラやリステリ9 

ア）のそれと比較して見つけにくく、個々の感染症例において、どれだけの菌が感染10 

症を引き起こすかを正確に把握することも困難である。これは、ExPEC が感染を引11 

き起こすのに必要な菌数が、患者の具体的な状況や条件によって大きく変わる可能性12 

があると考えられるからである。（参照 510）[食安委_ 2025_ホスホマイシン評価書] 13 

【事務局】 14 

前回（３月）のWG での山岸専門委員からのご意見を踏まえて青字の通り修正しており15 

ます。 16 

 17 

（４）カンピロバクター感染症 18 

[II. 6.（３）] 及び[II. 7.（２）]にあるとおり、カンピロバクター感染症については、19 

一般的には抗菌性物質の投与は不要とされており、成人の重症例ではマクロライド系20 

が第一選択薬となっているが、成人の感染性腸炎（重症例等）の初診時に、原因菌が21 

特定されていない段階において、LVFXやCPFXが投薬される場合がある。（参照96）22 

[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023] 23 

 24 

【事務局】 25 

本項目は過去の評価書（牛ツラスロマイシン（2023 年））での記載を引用しつつ、一部26 

時点更新しています。 27 

 28 

①ハザードによるばく露の結果、生じる可能性のある人の疾病及び当該疾病の発生原29 

因及び発生状況 30 

本症は、少ない菌量で感染が成立することや、潜伏期間が 2～5 日と長いこと、大気31 

空気中村専門委員条件下では菌が急速に死滅すること等により、発生原因の特定が困32 

難である。国内における本症の原因菌の 90～96%は C. jejuni であり、C. coli は数%33 

のみである。（参照 242）[感染研_IDWR 感染症の話] 34 

原因食品として、生肉料理（牛レバー、鶏肉の刺身やたたき等）や鶏肉調理食品等35 

が推定されているが、食品以外でも井戸水等の水系感染事例も報告されている。（参36 

照 242）[感染研_IDWR 感染症の話] 37 

国内における人及び動物由来カンピロバクターの MLST 解析においても 2005～38 

2006 年に分離された 212 株の C. jejuni は 62 タイプの ST、19 タイプの CC に分類39 
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されたが、人、鶏及び牛由来株において、いずれもCC-21が最も多く人由来株で27%、1 

鶏由来株で 16.4%、牛由来株で 27.5%を占めた。C. coli については、中村専門委員人2 

及び牛由来株でST1068、ST827及びST854が共通して検出されており、特にST10683 

は人由来株 42 株中 8 株（19.0%）、牛由来株 25 株中 18 株（72.0%）を占めることが4 

報告されている。（参照 171、535）[Asakura_2019_Microbes Environ][ Asakura_2012 5 

Plos one]  6 

本菌は空気、乾燥、熱に弱く、速やかに死滅するため、調理前の手洗いや食材を十 7 

分に加熱する等の一般的な食中毒対策に加え、調理器具･器材の洗浄・消毒・乾燥・二 8 

次汚染を防ぐ保管、生肉の喫食は避けること等により、感染の予防が可能であると考 9 

えられる。（参照 242）[感染研_IDWR 感染症の話]また、[Ⅳ．３．]で述べたとおり10 

生食用牛肉については、規格基準が策定され、また、牛肝臓及び豚肉（内臓を含む。）11 

については生食用としての販売・提供は禁止された。鶏肉については、厚生労働省及12 

び消費者庁が加熱用を生食用として流通・提供しないよう通知されている。(参照 335、13 

336) [厚労省_牛肉] [厚労省_牛肝臓] (参照 338)[厚労省_豚肉] (参照 270、339) [食安委_ 14 

2022_食品健康影響評価のためのリスクプロファイル][厚労省_2017_カンピロ対策通15 

知]規制の前後でカンピロバクターによる食中毒件数を比較すると、規制前の 2010 年16 

では牛肝臓を原因とする食中毒は 16 件であったが、規制後の 2013～2015 年では 1 17 

件であった。（参照 504）[厚労省_2007_カンピロバクター食中毒の予防について] 18 

食中毒統計におけるカンピロバクターによる食中毒は、2015～2024 年の 10 年間19 

で件数は 2,522 件（年平均 252 件）で最も多かったのは 2016 年の 339 件、最も少な20 

かったのは 2021 年の 154 件であった。患者数は 17,383 名（年平均 174 名）で最も21 

多かったのは 2016 年の 3,272 名、最も少なかったのは 2021 年の 764 名であった。22 

同期間での死者数は 0 と報告されている。人口動態統計においては、死因がカンピロ23 

バクターによる腸管感染症となっている死亡者数は 2015～2024 年の 10 年間で 22 24 

名（年平均 2 名）と報告されている。（参照 482）[食中毒統計] （参照 483）[人口動25 

態統計] 26 

 27 

➁重篤度 28 

本症は、汚染された食品の摂取後 1～7 日で、下痢、腹痛、発熱、嘔吐、頭痛、全身29 

倦怠感、血便等の症状が認められる。下痢の回数は 1 日 4～12 回にも及び、また、便30 

性は水様性又は泥状で、膿、粘液又は血液が混じることも少なくない。本症の患者の31 

多くは自然治癒し、一部の免疫不全患者を除いて死亡例もなく予後も良好である場合32 

が多いが、合併症として敗血症、肝炎、胆管炎、髄膜炎、関節炎、ギラン･バレー症候33 

群等を起こすことがある。ギラン･バレー症候群は、急激に筋力低下が発症、進行する34 

運動神経障害優位の末梢性多発神経炎である。疫学的データからカンピロバクター感35 

染がギラン・バレー症候群の先行感染症の一つとして考えられているが、その発症機36 

序については未解明の部分がある。疫学的データによれば、C. jejuni 感染症からギラ37 

ン・バレー症候群に進展する確率は 1/1,000～1/3,000 と考えられている。（参照 242）38 

[JIHS_2004_IDWR 感染症の話] （参照 505）[食安委_2009_微生物・ウイルス評価書] 39 

（参照 283）[食安委 27 _2022_食品健康影響評価のためのリスクプロファイル] 40 
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 1 

③用量―反応関係 2 

C. jejuni は感染力が強く、若年成人ボランティアに菌を混ぜた牛乳を投与した感染3 

試験によると、8×102 CFU で感染が認められたとの報告がある。また、1 例ではある4 

が、C. jejuni を 5×102 個牛乳に加えて飲んだ結果として下痢と腹痛を発症したとの5 

報告がある。これらのことから、102 オーダー以下の低い菌量でも発症が認められる6 

ものと考えられる。（参照 506、507）[Black 1988_J Infect Dis] [Robinson_1981_Brit 7 

Med J] （参照 505）[食安委_2009_微生物・ウイルス評価書] 8 

さらに、上記感染試験を含むメタアナリシスにより作成された用量反応モデルでは、9 

感染試験での InfD5015及び IllD5016の中間値はそれぞれ 1.91 及び 3.30×103、自然集10 

団感染での InfD50 及び IllD50 の中間値はそれぞれ 2.11 及び 3.45 と予測された。11 

（参照 508）[Teunis_2018_Epidemics]  12 

 13 

２．関連人用抗菌性物質による当該疾病の治療に関する情報 14 

キノロン系合成抗菌剤については、[Ⅱ.1.（２）] 、[Ⅱ.6.（３）]に記載のとおり、現在、15 

皮膚塗布剤であるオゼノキサシンを除いて人用医薬品としての販売がない。（参照 96）16 

[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023]人用抗菌性物質の重要度ランク付けにおいては、オゼ17 

ノキサシンのみ重要度ランクが「Ⅲ. 重要」とランク付けされているが、他のキノロン系18 

合成抗菌剤については記載がない。フルオロキノロン系合成抗菌剤については、ある特定19 

の人の疾病に対する唯一の治療薬である又は代替薬がほとんどないという理由から、「Ⅰ：20 

極めて高度に重要」とランク付けされている。（参照 65）[食安委_2004_重要度ランク付け]  21 

 22 

（１）サルモネラ 23 

①治療方針及び第一選択薬 24 

下痢症に対しては対症療法を基本とし、抗菌薬は原則として軽症例では使用しない。25 

特に、基礎疾患のない成人における軽症のサルモネラ腸炎では、抗菌薬を投与しない26 

ことが推奨されている。一方、菌血症を伴う重症例（特に後期高齢者）、50 歳以上の27 

成人（特に動脈硬化などの血管疾患を有する者）、病巣感染を合併する症例、HIV 感28 

染症やステロイド投与中などの免疫不全者、人工弁・人工血管・人工関節などの植込29 

み手術歴を有する症例に対しては、抗菌薬治療を行う。（参照 96）[JAID/JSC 感染症30 

治療ガイド 2023]（参照 525）[抗微生物薬適正使用の手引き 第 4 版]（参照 500）31 

[Benenson_2001_ Am J Med Sci] 32 

サルモネラ腸炎で抗菌薬投与が必要な場合には、第一選択薬として LVFX 又は33 

CPFX、第二選択薬としてAZM 又はCTRX が用いられる。投与期間は、腸炎のみの34 

場合には重症例であっても 3～7 日間程度で十分とされるが、菌血症を伴う場合には35 

免疫不全のない患者では 10〜14 日間、免疫不全患者では再発リスクが高いため 4〜636 

週間 14 日間の投与が推奨される（ただし、AZM の投与期間は 3～7 日間とされてい37 

 
15 InfD50（50%感染量）：投与された集団の半数を感染させると推定される菌数。 
16 IllD50（50%発症量）：投与された集団の半数を発症させると推定される菌数。 
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る）。（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023]（参照 523）[Hsu_2008_Am J 1 

Med Sci]（参照 527）[Gordon_2002_AIDS]（参照 528）[Dhar_1991_Q J Med] 2 

【事務局】 3 

参照 528 については、前回（3 月）WG 後に、早川専門委員からフルの論文をご提供い4 

ただきました。 5 

 6 

小児のサルモネラ症においては、抗菌薬投与が排菌期間に及ぼす影響について一定7 

の見解が得られていないことから、無症状キャリアおよび軽症例では抗菌薬は投与し8 

ない。一方、年少児（特に乳児生後 3 か月以下）、免疫抑制状態、炎症性腸疾患を有す9 

る場合、重症例または合併症を伴う場合には抗菌薬投与が推奨される。薬剤選択とし10 

ては、AMPC や FOM、また乳児を除き NFLX などが用いられ、重症例では CTRX11 

の静注・点滴静注が推奨される乳児を除き、NLFX が選択肢の一つとされている。（参12 

照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023] 13 

ハザードによって本症が発症し、その治療薬としてフルオロキノロン系合成抗菌剤14 

が投与された場合であり、かつ当該ハザードがフルオロキノロン耐性を獲得している15 

場合は、治療期間が長引いたり、重症化したりする等の悪影響を及ぼす可能性は否定16 

できない。しかし、本症のような感染性胃腸炎に対しては対症療法が優先されている17 

ことや、抗菌薬投与が必要な場合であっても第一及び第二選択薬 3 剤の系統が異なる18 

ため、お互いが代替治療薬として補完しあうと考えられること等から、本症の原因菌19 

がハザードであり、かつフルオロキノロン耐性を獲得していたとしても、治療は可能20 

であると考えられる。 21 

 22 

②人臨床分野におけるキノロン系耐性菌の状況 23 

国内で分離されたサルモネラ臨床由来株のキノロンのMIC 及び耐性率を表 52 に24 

示した。 25 

食品取扱従事者の検便由来サルモネラ 158 株中 1 株では、伝達性プラスミド上に26 

qnrS1 遺伝子が検出され、blaCTX-M-14等の遺伝子と共存していた。（参照 185）27 

[Shigemura_2020_Appl Environ Microbiol]また、腸炎罹患患者の糞便由来サルモネラ28 

102 株中、NA 及びCTXM 耐性の 2 株から qnrB19 遺伝子が検出されている。（参29 

照 511）[Sasaki_2023_JVMS] 30 

 31 

 32 
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 1 

表 52 サルモネラ臨床由来株のNA 及びフルオロキノロン系合成抗菌剤に対するMIC 及び耐性率 2 

分離

年 

地

域 

 

由来 

 

株

数 

 

NA （参考）フルオロキノロン系合成抗菌剤 

文献 MIC 範

囲 

(μg/mL) 

MIC50 

(μg/mL) 

MIC90 

(μ

g/mL) 

耐性率 

(%) 

MIC 範囲 

(μg/mL) 

MIC50 

(μg/mL) 

MIC90 

(μ

g/mL) 

耐性率 

(%) 

1988 

東

京

都 

下痢症 

476 - - - 1.1１）  - - - (NFLX)0１） 

480[松下

_2000_感染症

学雑誌] 

1989 655 - - - 1.7１）  - - - (NFLX)0１） 

1990 636 - - - 0.3１）  - - - (NFLX)0１） 

1991 554 - - - 1.6１）  - - - (NFLX)0.１） 

1992 551 - - - 0.9１）  - - - (NFLX)0１） 

1993 470 - - - 0.2１）  - - - (NFLX)0１） 

1994 444 - - - 0.7１）  - - - (NFLX)0１） 

1995 434 - - - 3.0１）  - - - (NFLX)0.2１） 

1996 394 - - - 1.3１）  - - - (NFLX)0１） 

1997 358 - - - 1.1１）  - - - (NFLX)0１） 

1998 330 - - - 3.0１）  - - - (NFLX)0１） 

1998

-

2003 

全

国 
臨床由来 

39 

(M

DR

) 

>256
２） 

- - 43.6２）  

(CPFX) 

24->32２） 

(NFLX) 

32->256２） 

- - (CPFX) 30.8２） 

276[Izumiya_2

005_J Clin 

Microbiol] 

1998

-

2015 

新

潟

県 

下痢症 13 - - - 15.4３）  - - - 
(CPFX) 0３） 

 

130[佐藤

_2016_日獣会

誌] 
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2007 

近

畿

地

方 

臨床由来 604 - -  6.5４）  
(LVFX)  

16４） 
- - (LVFX) 0.2４） 

499[藤田

_2011_感染症

学雑誌] 

2009

-

2012 

兵

庫

県 

臨床由来

（便

189、尿

4、血液

2） 

195 
>128

５） 
- - 4.1５）  

(CPFX) 

<0.063-0.5
５） 

- - 
(CPFX) 0５） 

(NFLX) 0５） 

509[Osawa_20

14_Jpn J 

Infect Dis] 

2015 

全

国 
有症者 

387 - - - 7.0６）  - - - 
(CPFX) 0.3６） 

(NFLX) 0.3６） 

195[ワンヘル

スPF]  

2016 360 - - - 8.1６）  - - - 
(CPFX) 0.8６） 

(NFLX) 0.8６） 

2017 393 - - - 8.9６）  - - - 
(CPFX) 1.8６） 

(NFLX) 0.5６） 

2018 315 - - - 5.7６）  - - - 
(CPFX) 0.3６） 

(NFLX) 0６） 

2019 265 - - - 4.2６）  - - - 
(CPFX) 0.4６） 

(NFLX) 0.8６） 

2020 211 - - - 5.2６）  - - - 
(CPFX) 0６） 

(NFLX) 0６） 

2021 146 - - - 5.5６）  - - - 
(CPFX) 1.4６） 

(NFLX) 0６） 

2022 239 - - - 13.4６）  - - - 
(CPFX) 0.8６） 

(NFLX) 0.8６） 

2023 194 - - - 17.5６）  - - - 
(CPFX) 0６） 

(NFLX) 0６） 

2017 
全

国 

健康者 

(食品取扱

従事者) 

158 - - - 4.4７）  - - - (NFLX) 0７） 

185[Shigemur

a_2020_Appl 

Environ 

Microbiol] 
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2007

-

2019 

- 

健康者 

(食品取扱

従事者) 

629 
2->128

８） 
4.0８）  8.0８）  7.3８）  

(CPFX) 

≦0.3-＞4
８） 

(CPFX) 

≦0.03
８） 

(CPFX) 

0.06８） 
(CPFX) 0.3８） 

460[馬場

_2022_日食微

誌] 

2018

-

2021 

- 

健康者 

(食品取扱

従事者) 

583 - - - 7.0９）  - - - - 

368[Sasaki_20

21_Antibiotics

] 

2019

-

2022 

全

国 

腸炎患

者便 
102 - - - 11.8１０）  - - - (CPFX) 0１０） 

511[Sasaki_20

23_JVMS] 

1）NCCLS法に準拠したディスク法(センシディスク;BBL)で実施。 1 

2）CLSI法に準拠したディスク法で実施。MICはNA耐性株についてEtestで実施。 2 

3）薬剤耐性試験は、薬剤感受性試験用ディスク（BD センシ・ディスク）を用い，1 濃度ディスク拡散法で実施 3 

4）CLSI法に準拠したディスク法で実施、NA耐性株はLVFX に対するMIC をドライプレート（栄研化学）用いて測定。 4 

5）CLSI法に準拠したディスク法(Kirby-Bauer 法)で実施。 5 

6）CLSI法に準拠したディスク法で実施。 6 

7）CLSI法に準拠したディスク法で実施。 7 

8）CLSI法に準拠し、ドライプレート（栄研化学）を用いた微量液体希釈培養法により薬剤感受性試験を行い、MICを測定。 8 

9）CLSI法に準拠し、ドライプレート（栄研化学）を用いた微量液体希釈培養法により薬剤感受性試験を行い、MICを測定。 9 

10）BPはNA 32 μg/mL、CPFX １ μg/mL 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 
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2007 年に分離された近畿地方医療機関からの検査依頼検体（糞便）に由来する1 

NA 耐性株 39 株のうち、LVFX に対するMIC 分布は、NA 耐性 39 株中 38 株2 

（97.4％）が 0.25～2 µg/mL であり感性、1 株（2.6%）は 16 µg/mL であり耐性で3 

あった。（参照 499）[藤田_2011_感染症学雑誌]また、2009～2012 年に兵庫県で分離4 

された人臨床由来サルモネラ 195 株について、NA 耐性株は 8 株（4.1%）であり、5 

それらのNA に対するMIC 分布は>128 µg/mL、CPFX に対するMIC 分布は 0.256 

～0.5 µg/mL であり、NA 感性 35 株のCPFX に対するMIC 分布（<0.063 µg/mL）7 

より高い傾向であった。（参照 509）[Osawa_2014_Jpn J Infect Dis] 8 

全国の医療機関から報告された臨床患者由来の非チフス性サルモネラについて調9 

査した結果（2015～2023 年）、NA 耐性株は 4.2～17.5%検出され、年度による変動10 

は見られるものの、2022～2023 年には増加傾向が認められた。これに対し、CPFX11 

耐性率は 0～1.8%、NFLX 耐性率は 0～0.8%と低い水準で推移しており、増加傾向12 

は認められなかった。（参照 195）[ワンヘルスPF]  13 

以上のことから、国内人臨床由来サルモネラ株から分離されたNA耐性株におい14 

て、関連人用抗菌性物質であるフルオロキノロン系合成抗菌剤に対する感受性が低15 

下している報告もあるが、フルオロキノロン耐性を示す株の割合はごく一部であ16 

り、かつ、低い水準で維持されていると考えられる。 17 

 18 

（２）大腸菌 19 

①治療方針及び第一選択薬 20 

EHEC 感染症においては、[II. 6.(3)]及び[II. 7.(2)①]にあるとおり、抗菌薬投与は21 

HUS 発症の危険因子であるとする報告があり、積極的な抗菌薬治療は行われていな22 

い。（参照 248）[米国感染症学会ガイドライン_2017] （参照 249）[Bielaszewska_2012]23 

（参照 250）[溶血性尿毒症症候群の診断・治療ガイドライン] 現時点で抗菌薬治療に24 

対しての推奨は統一されていないが、成人に使用される場合は、フルオロキノロン系25 

合成抗菌剤が第一選択薬、FOMが第二選択薬とするガイドラインもあるが（参照96）26 

[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023]、他の国内のガイドラインでは、フルオロキノロ27 

ン系合成抗菌剤を含め推奨薬に関する記載はない。（参照 250）[溶血性尿毒症症候群28 

の診断・治療ガイドライン]（参照 525）[抗微生物薬適正使用の手引き 第 4 版] 小児29 

では、抗菌薬を使用する場合は FOM を投与することとされている。（参照 96）30 

[JAID/JSC感染症治療ガイド2023]積極的な抗菌薬治療は行われていないことが前提31 

であるが、抗菌薬の使用に言及のあるガイドラインに基づき抗菌薬治療を行う場合、32 

ハザードがフルオロキノロン耐性であったとしても、ハザードによる本症に対しては33 

FOM による治療は可能と考えられる。 34 

 [また、フルオロキノロン系抗菌性物質は、原因菌がまだ特定されていない腸管感染35 

症に対する初診時の治療薬として使用されており、下痢原性大腸菌感染症に対しても36 

投与されている可能性がある。原因菌がまだ特定されていない時点における腸管感染37 

症の治療薬としてフルオロキノロン系合成抗菌剤が使用される可能性があり、本症の38 

起因菌がハザードであり、かつ、フルオロキノロン耐性を獲得している場合には、治39 

療期間が長引く等の悪影響を及ぼす可能性は否定できない。] 40 
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ExPEC 感染症（腎盂腎炎などの尿路感染症、肺炎等）においては、[II. 6.(3)]及び1 

[II. 7.(2)①]にあるとおり、フルオロキノロン系合成抗菌剤は有効性が認められており、2 

他にもセファロスポリン系、カルバペネム系等が主に使用される。成人の尿路感染症3 

では、昨今のフルオロキノロン系抗菌薬の耐性率及びその更なる悪化を防止する観点4 

から、原因菌の薬剤感受性が判明するまではβ-ラクタマーゼ阻害薬配合ペニシリン系、5 

セファロスポリン系が第一選択薬とされているが、原因菌の薬剤感受性に応じ、ESBL6 

非産生大腸菌等が原因の場合にはセファロスポリン系、第二選択薬にフルオロキノロ 7 

ン系又はカルバペネム系が使用推奨される。膀胱炎など軽症の尿路感染症におけるお8 

いて原因菌が ESBL 産生大腸菌である場合、早山専門委員とに対する特定後の治療薬9 

definitive therapy としては FOM やファロペネムを挙げるが推奨されるガイドライ10 

ンもあるが（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023]、ファロペネムについては11 

有効性のエビデンスが不十分として積極的な使用を推奨しないガイドラインも存在12 

する。（参照 525）[抗微生物薬適正使用の手引き 第 4 版]一方、腎盂腎炎などの重症13 

例にはカルバペネム系（メロペネム）やセファマイシン系（セフメタゾール）などが 14 

推奨される。（参照 525）[抗微生物薬適正使用の手引き 第 4 版] また、成人の肺炎15 

で、ESBL 非産生大腸菌による市中肺炎又は院内肺炎の場合、原因菌の薬剤感受性に16 

応じ、ペニシリン系及び入院治療ではセファロスポリン系が第一選択薬として、フル17 

オロキノロン系合成抗菌剤が第二選択薬として推奨される。ESBL 産生大腸菌等が原18 

因の場合は、フルオロキノロン系合成抗菌剤に加えて、入院治療ではセファマイシン19 

系、カルバペネム系、β-ラクタマーゼ阻害薬配合セファロスポリン系が選択薬となる。20 

（参照 96）[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023] 21 

なお、小児の治療においては、乳幼児期以降の尿路感染症においては、セファロス22 

ポリン系が第一選択薬となり、ESBL 産生大腸菌等が原因菌として疑われる場合はセ23 

ファマイシン系やカルバペネム系が第二選択薬となる。小児の肺炎についてはESBL24 

非産生大腸菌等が原因菌の場合はセファロスポリン系、ESBL 産生大腸菌等が原因菌25 

の場合はカルバペネム系であるメロペネムが選択薬となる。（参照 96）[JAID/JSC 感26 

染症治療ガイド 2023]  27 

ExPEC 感染症において、その原因菌がハザードであり、かつ、フルオロキノロン耐28 

性を獲得している場合であっても、ハザードによる本症に対しては他の系統の治療薬29 

による治療が可能と考えられる。 30 

  31 

②人臨床分野におけるキノロン系耐性菌の状況 32 

国内で分離された人臨床由来大腸菌のキノロンのMIC 及び耐性率を表 53 に示し33 

た。 34 

人臨床由来の第三世代セファロスポリン系耐性大腸菌では、qnrA 遺伝子が検出さ35 

れ、blaTEM-1、blaCTX-M-14等の遺伝子との共伝達が確認されている。（参照 140、36 

245）[Ode_2009_IJAA][Okade_2014_JIC]また、尿道カテーテル由来株が oqxAB37 

遺伝子及び qnrS 遺伝子を保有しており、これらはそれぞれ別のプラスミド上にコー38 

ドされていた。（参照 167、168）[Sato_2011_AAC][Sato_2013_FM]人臨床由来39 

blaIMP-6遺伝子保有大腸菌株からは qnrB 遺伝子及び qnrS 遺伝子が検出されてお40 
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り、qnrB 遺伝子については、blaIMP-6、blaCTX-M-2等の遺伝子との共伝達が確認され1 

ている。（参照 166）[Ogawa_2019_PLoSOne] 2 

 3 

 4 
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 1 

 2 

表 53  大腸菌臨床由来株におけるNA及びフルオロキノロン系合成抗菌剤に対するMIC 及び耐性率 3 

調査

年 

地

域 
由来 

株

数 

NA （μg/mL) 
（参考）フルオロキノロン系合成抗菌剤 

（μg/mL) 文献 
MIC 

範囲 
MIC50 MIC90 

耐性率

(%) 

MIC 

範囲 
MIC50 MIC90 耐性率 (%) 

1987

-

2002  

静

岡

県 

EHEC

感染症 

STEC 

O157 
231 

 

- 

 

- 

 

- 
0.4１） 

 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

0.0１） 
（参照 512） 

[増田_2004_日食微誌] 
STEC 

O26 他 
86 

 

- 

 

- 

 

- 
1.2１） 

 

- 

 

- 

 

- 

 

(CPFX) 

0.0１） 

1996

-

1997 

愛

知

県 

EHEC

感染症 
EHEC 

O157 
89 

 

- 

 

- 

 

- 
0.0２） 

 

- 

 

- 

 

- 

(NFLX) 

0.0２） 

（参照 513） 

[三輪_2002_感染症誌] 

2003

-

2007 

静

岡

県 

EHEC

感染症 

STEC 

O157 
104 

0.004-

0.032 
0.016 0.032 0.0３） 

(CPFX) 

0.004-

0.032 

(CPFX) 

0.016 

(CPFX) 

0.032 

 

- 
（参照 514）

[Hiroi_2012_Jpn J Infect 

Dis]  STEC 

O26 
21 

0.008-

0.25 
0.016 0.032 4.8３）  

 

(CPFX) 

0.008-

0.25 

(CPFX)

0 

.016 

 

(CPFX) 

0.032 

 

- 
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2009 

東

京

都 

血液、

喀痰、

尿 

ExPEC 140 
≦0.5-

>128 
4 >128 

42.1
４） 

(CPFX)    

 ≦0.5-

>64 

 (LVFX) 

  ≦1->8 

(CPFX) 

≦0.5 

(LVFX) 

  ≦1 

(CPFX)   

32 

(LVFX)   

>8  

(CPFX)   

25４） 

(LVFX)   

25４） 

（参照 515） 

[Aoike_2013_JCM] 

2010

-

2014 

宮

崎

県 

EHEC

感染症 

EHEC

（O26

・

O157） 

147 
 

- 

 

- 

 

- 
3.4５）  

 

- 

 

- 

 

- 

(LVFX) 

0.0５） 

（参照 516） 

[津曲_2017_宮崎県衛生環

境研究所年報] 

1）NCCLS法に準拠したディスク法(Kirby-Bauer 法)で実施 1 

2）日本化学療法学会の寒天平板希釈法で実施、阻止円がNA は 12.5 ug/ml、NFLX は 0.4 ug/ml以上を耐性 2 

3）CLSI法に準拠したディスク法で実施 3 

4）CLSI法に従って実施。BP はNA 32 μg/mL、CPFX 4 μg/mL、LVFX 8 μg/mL 4 

5）CLSI法に準拠したディスク法(Kirby-Bauer法)で実施  5 

 6 

 7 
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表 53 に記載の大腸菌について、人臨床由来EHEC のNA 耐性率は 0.0～4.0%と低1 

くなっている。人臨床由来 ExPEC については、データが限定的であるが、NA 耐性2 

率は 42.1%、一方で CPFX や LVFX に対する耐性率は NA に対する耐性率よりも低3 

く、共に 25%となっていた。（参照 515）[Aoike_2013_JCM] 4 

なお、全国の医療機関から報告された臨床患者由来の大腸菌に係るNA 感受性試験5 

のデータはないが、関連人用抗菌性物質であるフルオロキノロン系合成抗菌剤の耐性6 

率は、2011～2023 年ではCPFX が 21.2～36.9%、LVFX が 27.2～35.5％で推移して7 

おり、いずれも上昇傾向はみられていない。（参照 195）[ワンヘルスPF] 8 

 9 

（３）カンピロバクター 10 

①治療方針及び第一選択薬 11 

大部分の症例が抗菌薬なしで治癒し、また、近年、カンピロバクターの耐性化が進12 

んでいることから、健常者における軽症のカンピロバクター腸炎に対しては、抗菌薬13 

を投与しないことが推奨されている。（参照 525）[抗微生物薬適正使用の手引き 第14 

4 版]全身状態が重症で抗菌薬を投与する場合には、[II. 6.(3)]及び[II. 7.(１)]にあると15 

おり、第一選択薬としてマクロライド系（クラリスロマイシン及びアジスロマイシン）16 

が推奨されている。セファロスポリン系抗生物質に対してカンピロバクターは自然耐17 

性を示すために、治療効果は望めないとされている。小児の重症例においてもクラリ18 

スロマイシンが第一選択薬であるが、マクロライド系が投与できない場合の第二選択19 

薬としてFOM が推奨されている。（参照 242）[感染研_IDWR 感染症の話]（参照 96）20 

[JAID/JSC 感染症治療ガイド 2023] （参照 525）[抗微生物薬適正使用の手引き 第21 

4 版]世界的にフルオロキノロン系抗菌性物質に対する耐性化が進んでおり、またカン22 

ピロバクターのフルオロキノロン系抗菌性物質に対する感受性については全く無効23 

ではないが、多くのグラム陰性菌と比較すると良好ではないく治療効果が限定的であ24 

ることから、本症が疑われる場合は第一選択としての使用を避けることが望ましいと25 

されているカンピロバクターのフルオロキノロン耐性は、キノロン耐性と同様に 1 段26 

階の突然変異で獲得されるため、フルオロキノロン系抗菌性物質は治療薬としては推27 

奨されていない。しかし、フルオロキノロン系抗菌性物質は、原因菌がまだ特定され28 

ていない腸管感染症に対する初診時の治療薬として使用されており、カンピロバクタ29 

ー感染症に対しても投与されている可能性がある。 30 

【事務局】 31 

前回 WG での修文について、蒔田専門委員から「感受性菌なのに効果がない理由が32 

読み取れないので少々混乱します」とのコメントをいただいたため、事務局にて青字で33 

修文いたしました。こちらでよいかご確認をお願いします。なお、「多くのグラム陰性34 

菌と比較すると感受性が良好ではない」旨については以下の文献を参考にしました。35 

（p19 左下に、「一般に，カンピロバクターのフルオロキノロンに対する感受性は，多36 

くのグム陰性菌と比較すると低く」との記載があります。） 37 

https://jantianim.org/wp-content/uploads/2024/03/89b2b2bd91b2581b55ed1592914e1d61.pdf  38 

【蒔田専門委員】 39 

https://jantianim.org/wp-content/uploads/2024/03/89b2b2bd91b2581b55ed1592914e1d61.pdf
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これで良く分かりました。ご対応有難うございます。 1 

 2 

上記のとおりカンピロバクター感染症が抗菌薬で治療されることは稀であるが、本3 

症の治療薬として、フルオロキノロン系抗菌性物質は推奨されておらず、成人と小児4 

ともにマクロライド系抗菌薬が第一選択とされ、さらに小児においては代替薬として5 

FOM もマクロライド系抗生物質及び FOM が推奨されていることから、本症の原因6 

菌がハザードであったとしても、治療は可能であると考えられる。しかし、原因菌が7 

まだ特定されていない時点における腸管感染症の治療薬としてフルオロキノロン系8 

合成抗菌剤が使用される可能性があり、本症の原因菌がハザードであった場合には、9 

治療期間が長引く等の悪影響を及ぼす可能性は否定できない。 10 

 11 

②人臨床分野におけるキノロン系耐性菌の状況 12 

国内で分離されたカンピロバクター人臨床由来株のキノロンの MIC 及び耐性率13 

を表 54 に示した。 14 

厚生労働省科学研究において、東京都が散発下痢症由来カンピロバクターの薬剤耐15 

性動向調査を 2013～2022 年に行っており、C. jejuni（42～132 株/年）のNA に対す16 

る耐性率及び CPFX に対する耐性率は共に 31.0～54.5%、C. coli（2～16 株/年）の17 

NA に対する耐性率は年によって変動があるが 50.0～100.0％、CPFX に対する耐性18 

率は 37.5～100％であり、上昇傾向はみられなかった。エリスロマイシンに対するC. 19 

jejuni の耐性率は 0.0～3.0%、C. coli の耐性率は 0.0～62.5％であり、C. coli の方が高20 

い傾向がみられた。（参照 195）[ワンヘルス PF]ただし、[Ⅴ.（４）.①]に記載したと21 

おり、人臨床由来株の大部分はC. jejuni であり、人臨床由来カンピロバクター株全体22 

のエリスロマイシン耐性率は低いと推察される。 23 

2007 年から 2008 年に広島県で人腸炎由来カンピロバクター553 株（うち 524 株24 

が C. jejuni、29 株が C. coli）について調査した結果、薬剤耐性が認められた 311 株25 

のうち、NA・NFLX・OFLX 3 剤耐性型の株の割合は 65.9％、NA・NFLX・OFLX・26 

FOM の４剤耐性型の株の割合は 16.4％であった。エリスロマイシンに対する耐性率27 

は 4.0%と低かった。（参照 522）[竹田_2008_広島衛研年報]28 
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 1 

表 54 国内における人臨床・散発下痢症由来及び食中毒例由来カンピロバクターの 2 

NA 及びフルオロキノロン系合成抗菌剤に対するMIC 及び耐性率 3 

 4 

分離年 
地

域 

由

来・

症例 

菌種 株数 

NA （参考）フルオロキノロン系合成抗菌剤 

参照文献 

MIC 範囲 MIC50 MIC90 
耐性率

(%) 
MIC 範囲 MIC50 MIC90 

耐性率

(%) 

1979-

1990 

神

奈

川

県 

臨床

由来 

C. 
jejuni 

109 
 

- 
4１） 8１） 0.0１） 

 

- 

(OFLX) 

0.5１） 

(OFLX) 

1１） 

(OFLX) 

0.0１） 
517[Niwa_2004

_Vet Rec] 

C.coli 6 
 

- 
8１） 16１） 0.0１） 

 

- 

(OFLX) 

1１） 

(OFLX) 

0１） 

(OFLX) 

0.0１） 

1983- 

1984 

川

崎

市 

臨床

由来 

C. 
jejuni 

40 
0.2-

>100２） 

6.25
２） 

12.5
２） 

- - - - - 

518[野川

_1984_Jpn J 

Antibiotics] 

1989- 

1991 

川

崎

市 

腸炎

患者

便 

C. 
jejuni 

52 - - - 1.9３） - - - 
(OFLX) 

1.9３） 

526[ 小 花

_1996_ 感染症

誌] 

 

1990-

2001 

神

奈

川

県 

臨床

由来 

C. 
jejuni 

78 - 4１） 64１） 11.5１） - 
(OFLX) 

0.5１） 

(OFLX) 

8１） 

(OFLX) 

11.5１） 

517[Niwa_2004

_Vet Rec] 
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1996-

2000 

全

国 

感染

性腸

炎患

者便 

C. 
jejuni 

(NA) 

120 

(OFLX) 

41 

- - - 31.7４） - - - 
(OFLX) 

22.0４） 

521 

[小花_2002_感

染症誌] 

 

2001-

2003 

群

馬

県 

下痢

便 

C. 
jejuni 

126 - 4５） 128５） 20.6５） - 
(ERFX) 

0.06５） 

(ERFX) 

8５） 

(ERFX) 

20.6５） 519Ishihara_20

06_J Appl 

Microbiol.] C. coli 8 - 128５） 256５） 62.5５） - 
(ERFX) 

4５） 

(ERFX) 

8５） 

(ERFX) 

62.5５） 

2002-

2006 

全

国 

下痢

便 

C. 
jejuni 

53 2->128６） 4６） 128６） 32.1６） 

(CPFX) 

≦0.06-32６） 

(NFLX) 

0.25-128 ６） 

(CPFX) 

0.125６） 

(NFLX)  

0.5６） 

(CPFX) 

16６） 

(NFLX) 

128６）   

(CPFX) 

32.1６） 

(NFLX) 

32.1６） 

405[柿本_2007_

感染症学雑誌] 

2003 

東

京

都 

下痢

便 

C. 
jejuni 

132 
0.125７）-

>128 
4７） 128７） 21.9７） 

(CPFX) 

0.06-64７）  

(CPFX) 

0.25７） 

(CPFX) 

8７） 

(CPFX) 

17.4７） 

520[Bakeli_200

8_J Infect 

Chemother] 2004 196 
0.5-

>128７） 
8７） 

>128
７） 

23.9７） 
(CPFX) 

0.06-32７）  

(CPFX) 

0.25７） 

(CPFX) 

8７） 

(CPFX) 

21.4７） 

2005 195 2->128７） 4７） 
>128
７） 

22.5７） 
(CPFX) 

0.06-16７） 

(CPFX) 

0.25７） 

(CPFX) 

8７） 

(CPFX) 

21.0７） 

2007-

2010 

福

岡

市 

食中

毒事

例患

者便 

C. 
jejuni 

56 
 

- 

 

- 

 

- 
39.3８） 

 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

39.3８） 

(NFLX) 

39.3８） 

(OFLX) 

39.3８） 

400 松田_2013_

日食微誌] 
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2007-

2014 

東

京

都 

下痢

便 

C. 
jejuni 

106 
4->128
９） 

8９） 128９） 45.3９） 
(CPFX) 

≦0.06->32
９） 

(CPFX) 

0.25９） 

(CPFX) 

16９） 

(CPFX) 

44.3９） 

199Ohishi_2017

_J infect 

Chemother] 

2008-

2014 

大

阪

府 

食中

毒事

例患

者便 

C. coli 42 
 

- 

 

- 

 

- 

69.0１

０） 
 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

59.5１０） 

(NFLX)  

64.3１０） 

(OFLX) 

57.1１０） 

171Asakura_20

19_Microbbes 

Environ] 

2011-

2013 

福

岡

県 

下痢

便 

C. 
jejuni 

98 4-256１１） 
16 １

１） 

128 １

１） 

46.0１

１） 

(CPFX) 

0.125-32１１） 

(LVFX) 

 0.125-8１１）  

(CPFX) 

0.25１１） 

(LVFX)  

0.25 １１） 

(CPFX) 

16１１） 

(LVFX) 

8 １１） 

(CPFX） 

42.0１１） 

(LVFX) 

42.0１１） 
406[大石_2015_

感染症学雑誌] 

C. coli 21 8-128１１） 
128
１１） 

128 １

１） 

71.4１

１） 

(CPFX) 

0.125-16１１） 

(LVFX)  

 0.06-8１１）  

(CPFX) 

8１１） 

(LVFX) 

4１１）  

(CPFX) 

16１１） 

(LVFX) 

8１１） 

(CPFX） 

64.3１１） 

(LVFX) 

64.3１１） 

2013 

東

京

都 

下痢

便 

C. 
jejuni 

85 
 

- 

 

- 

 

- 

50.6 １

２） 
 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

50.6１２） 

195【ワンヘルス

PF】 

2014 125 
 

- 

 

- 

 

- 

50.4１

２） 

 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

50.4１２） 

2015 116 
 

- 

 

- 

 

- 

37.1１

２） 

 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

37.1１２） 

2016 113 
 

- 

 

- 

 

- 

53.1１

２） 

 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

52.2１２） 
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2017 115 
 

- 

 

- 

 

- 

46.1１

２） 
 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

43.5１２） 

2018 110 
 

- 

 

- 

 

- 

51.7１

２） 
 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

51.8１２） 

2019 132 
 

- 

 

- 

 

- 

54.5１

２） 

 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

54.5１２） 

2020 86 
 

- 

 

- 

 

- 

31.4１

２） 

 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

31.4１２） 

2021 42 
 

- 

 

- 

 

- 

31.0１

２） 

 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

31.0１２） 

2022 49 
 

- 

 

- 

 

- 

53.1１

２） 
 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

53.1１２） 

2013 

C. coli 

12 
 

- 

 

- 

 

- 

75.0１

２） 
 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

75.0１２） 

2014 7 
 

- 

 

- 

 

- 

57.1１

２） 
 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

57.1１２） 

2015 8 
 

- 

 

- 

 

- 

50.0１

２） 
  

- 

 

- 

(CPFX) 

50.0１２） 

2016 14 
 

- 

 

- 

 

- 

50.0１

２）  

 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

35.7１２） 

2017 8 
 

- 

 

- 

 

- 

62.5１

２） 

 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

62.5１２） 

2018 8 
 

- 

 

- 

 

- 

50.0１

２） 
 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

37.5１２） 

2019 16 
 

- 

 

- 

 

- 

68.8１

２） 

 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

68.8１２） 
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2020 7 
 

- 

 

- 

 

- 

57.1１

２） 

 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

57.1１２） 

2021 3 
 

- 

 

- 

 

- 

100 １

２） 
 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

100.0 １

２） 

2022 2 
 

- 

 

- 

 

- 
100１２） 

 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

100.0 １

２） 

2015- 

2019 

富

山

県 

胃腸

炎患

者便 

C. 
jejuni 

116 
 

- 

 

- 

 

- 

52.6１

３）  
 

- 

 

- 

 

- 

(CPFX) 

51.7１３） 

(NFLX) 

51.7１３） 

(OFLX)  

51.7１３） 

201[Morita_202

3_Microbiol 

Spectr] 

1) MICはMH寒天培地を用いた寒天希釈法により測定。BP はNAはNCCLS法の推奨に従い、OFLX は 8 mg/Lを使用。 1 

2) 濃度ディスク法により各種抗生剤に対する感受性検査を実施。BP、判定基準等は記載なし。 2 

3) 薬剤感受性は、Kirby-Bauer法に基づくディスク法、MIC測定は日本化学療法学会標準法に準じて実施。 3 

4) 菌薬感受性測定は大部分が濃度ディスク法。 4 

5) NCCLS法に従い、5%羊血清添加ミューラー・ヒントン寒天培地（Oxoid）を用いた寒天希釈法で実施。 5 

6) BP はNA 32 μg/mL、CPFX 4 μg/mL、NFLX 16 μg/mL。 6 

7) BP はNA 32 μg/mL、CPFX 4 μg/mL。 7 

8) 5％ウマ血液加ミューラーヒントン寒天培地（栄研化学）とKB-Disk（栄研化学）を用いたK-B法により薬剤感受性試験を実施。 8 

9) CLSI法に基づく微量液体希釈法で実施。BPはNA 32 μg/mL、CPFX 4 μg/mL 。 9 

10) CLSI法に準拠したKirby-Bauer法で実施。 10 

11) BP はNA 32 μg/mL、CPFX 4 μg/mL、LVFX 1 μg/mL。 11 

12) CLSI法に準拠したディスク法で実施。 12 

13) CLSI法に準拠したディスク法で実施。 13 

 14 

 15 
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以降未審議 1 

 2 

Ⅵ. 食品健康影響評価 3 

 4 

１．発生評価、ばく露評価及び影響評価の考え方 5 

評価指針に基づき、特定したハザードであるサルモネラ、大腸菌及びカンピロバクター6 

について、発生、ばく露及び影響評価を行い、その結果を総合的に判断してリスクの推定7 

を行った（参照 1）[食安委_2004_評価指針]。 8 

 9 

【事務局】 10 

評価指針では、リスクの推定のスコアが 2～4 の場合が「低度」、5～7 の場合が「中等11 

度」となっています。今回、事務局で案を作成しましたが、発生評価・ばく露評価・影響12 

評価のそれぞれの判断によって、一部のハザード（かつ一部の畜種）が「中等度」になる13 

可能性がございます。 14 

 また、畜種によって、懸念の程度が「小さい」か「中程度」かの判断が分かれる可能性15 

がある評価項目については、コメントボックスにてお伺いをしています。 16 

 17 

２．発生評価について 18 

（１）ハザードの出現（薬剤耐性機序、遺伝学的情報等） 19 

サルモネラ、大腸菌及びカンピロバクターにおけるキノロン耐性に大きく影響する20 

のは、標的酵素の変異、菌体内への膜透過性の変化に関する染色体上の遺伝子である。21 

サルモネラ及び大腸菌については、OA の使用によってNA 耐性ないしはフルオロキノ22 

ロン低感受性株が選択されると、標的酵素遺伝子や薬剤排出ポンプ関連遺伝子における23 

変異が加わることによってフルオロキノロン耐性を獲得するリスクが高まる。よって24 

OA の使用はフルオロキノロン低感受性株又は耐性株の出現に影響すると考えられる。25 

カンピロバクターは、gyrA のQRDR の一か所の変異でキノロン系合成抗菌剤及びフ26 

ルオロキノロン合成抗菌剤に対する耐性を同時に獲得することが知られている。 27 

また、プラスミド上に存在し、標的酵素の結合阻害等に関するキノロン耐性遺伝子28 

も複数報告されており、それらが細菌間で伝達されることが報告されているが、国内家29 

畜・家禽由来細菌から伝達性のキノロン耐性遺伝子（qnr 及び oqxAB）が検出された30 

例は限られ、いずれもフルオロキノロン合成抗菌剤の家畜への使用開始後に分離された31 

株である。伝達性のキノロン耐性遺伝子の出現が、OAの使用による影響を受けるかは32 

不明であり、フルオロキノロン合成抗菌剤の使用の影響も受けていることに留意する必33 

要がある。 34 

サルモネラについては、国内の牛及び鶏由来サルモネラから、伝達性のキノロン耐35 

性遺伝子保有株が検出されている。国内の豚由来サルモネラ株については、伝達性のキ36 

ノロン耐性遺伝子の検出報告はない。 37 

大腸菌については、国内の豚及び鶏由来大腸菌から、伝達性のキノロン耐性遺伝子保38 

有株が検出されている。国内の牛由来大腸菌については、伝達性のキノロン耐性遺伝子39 

https://www.fsc.go.jp/senmon/sonota/yakuzaitaiseikin.data/taiseikin_hyoukasisin_3rdver_250325.pdf
https://digitalgojp.sharepoint.com/sites/CAO_FS1649/lib0020/000%E8%A1%8C%E6%94%BF%E6%96%87%E6%9B%B8%E7%AE%A1%E7%90%86%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%AB%E3%83%80/%E3%80%90%E4%B8%AD%E5%88%86%E9%A1%9E%E3%80%91%E8%96%AC%E5%89%A4%E8%80%90%E6%80%A7%E8%8F%8C%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AD%E3%83%B3%E3%82%B0%E3%82%B0%E3%83%AB%E3%83%BC%E3%83%97/%E3%80%90%E5%B0%8F%E5%88%86%E9%A1%9E%E3%80%91%E9%A3%9F%E5%93%81%E5%81%A5%E5%BA%B7%E5%BD%B1%E9%9F%BF%E8%A9%95%E4%BE%A1%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E6%96%87%E6%9B%B8/02_%E8%A9%95%E4%BE%A1%E6%9B%B8%E3%83%BB%E8%A9%95%E4%BE%A1%E8%B3%87%E6%96%99/XXXXXXXXX_%E3%82%B3%E3%83%90%E3%82%AF%E3%82%BF%E3%83%B3%EF%BC%8F%E3%82%BB%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%AC%E3%83%BC%E3%83%89/03_%E8%A9%95%E4%BE%A1%E3%81%AB%E4%BD%BF%E7%94%A8%E3%81%97%E3%81%9F%E8%B3%87%E6%96%99/%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%82%AF%E6%A9%9F%E9%96%A2%E6%8F%90%E5%87%BA%E8%B3%87%E6%96%99/%E4%BA%8B%E5%89%8D%E7%A2%BA%E8%AA%8D%E4%BE%9D%E9%A0%BC/250911%E9%A3%9F%E5%AE%89%E2%87%92%E8%BE%B2%E6%B0%B4%EF%BC%88%E3%82%B3%E3%83%90%E3%82%AF%E3%82%BF%E3%83%B3%EF%BC%8F%E3%82%BB%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%AC%E3%83%BC%E3%83%89%EF%BC%89%E4%BA%8B%E5%89%8D%E7%A2%BA%E8%AA%8D%E4%BE%9D%E9%A0%BC.xlsx?web=1
https://digitalgojp.sharepoint.com/sites/CAO_FS1649/lib0020/000%E8%A1%8C%E6%94%BF%E6%96%87%E6%9B%B8%E7%AE%A1%E7%90%86%E3%83%95%E3%82%A9%E3%83%AB%E3%83%80/%E3%80%90%E4%B8%AD%E5%88%86%E9%A1%9E%E3%80%91%E8%96%AC%E5%89%A4%E8%80%90%E6%80%A7%E8%8F%8C%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AD%E3%83%B3%E3%82%B0%E3%82%B0%E3%83%AB%E3%83%BC%E3%83%97/%E3%80%90%E5%B0%8F%E5%88%86%E9%A1%9E%E3%80%91%E9%A3%9F%E5%93%81%E5%81%A5%E5%BA%B7%E5%BD%B1%E9%9F%BF%E8%A9%95%E4%BE%A1%E3%81%AB%E9%96%A2%E3%81%99%E3%82%8B%E6%96%87%E6%9B%B8/02_%E8%A9%95%E4%BE%A1%E6%9B%B8%E3%83%BB%E8%A9%95%E4%BE%A1%E8%B3%87%E6%96%99/XXXXXXXXX_%E3%82%B3%E3%83%90%E3%82%AF%E3%82%BF%E3%83%B3%EF%BC%8F%E3%82%BB%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%AC%E3%83%BC%E3%83%89/03_%E8%A9%95%E4%BE%A1%E3%81%AB%E4%BD%BF%E7%94%A8%E3%81%97%E3%81%9F%E8%B3%87%E6%96%99/%E3%83%AA%E3%82%B9%E3%82%AF%E6%A9%9F%E9%96%A2%E6%8F%90%E5%87%BA%E8%B3%87%E6%96%99/%E4%BA%8B%E5%89%8D%E7%A2%BA%E8%AA%8D%E4%BE%9D%E9%A0%BC/250911%E9%A3%9F%E5%AE%89%E2%87%92%E8%BE%B2%E6%B0%B4%EF%BC%88%E3%82%B3%E3%83%90%E3%82%AF%E3%82%BF%E3%83%B3%EF%BC%8F%E3%82%BB%E3%83%95%E3%82%A1%E3%82%AC%E3%83%BC%E3%83%89%EF%BC%89%E4%BA%8B%E5%89%8D%E7%A2%BA%E8%AA%8D%E4%BE%9D%E9%A0%BC.xlsx?web=1
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の検出報告はない。国内の家畜に由来する EHEC を含む下痢原性大腸菌については、1 

伝達性のキノロン耐性遺伝子の検出報告はなく、海外における検出報告も確認できてい2 

ない。 3 

カンピロバクターは、gyrA のQRDR の一か所の変異でキノロン系合成抗菌剤及びフ4 

ルオロキノロン合成抗菌剤に対する耐性を同時に獲得することが知られている。国内の5 

家畜由来カンピロバクターから、伝達性のキノロン耐性遺伝子の検出報告はない。 6 

（サルモネラ：案１懸念は中程度、案２牛及び鶏は懸念が中程度、豚は懸念が小さい） 7 

（大腸菌：案１懸念は中程度、案２牛は懸念が小さい、豚及び鶏は懸念が中程度） 8 

（EHEC を含む下痢原性大腸菌、カンピロバクター：懸念は小さい） 9 

 10 

～畜種によって書き分けるかについて（案１、案２）～ 

【事務局】 

①サルモネラと大腸菌は、畜種によって判断が分かれる可能性があると考えております。

ただし、牛馬豚鶏に使用されるアミノグリコシド（2024 年）の評価では、国内で一部の

畜種からの伝達性耐性遺伝子の検出報告があれば、全ての畜種をまとめて「中程度」と

判断していました。案１、案２のいずれがよいか、ご意見をお願いします。 

 

【臼井専門委員】 

アミノグリコシドの際の判断に倣って、案 1 で整理するのが良いと思います。 

 

【小西専門委員】 

p155 以前のデータを見れば畜種によって評価が異なることは明らかである。その状況

を踏まえての総合的な判断を示しているのだから、従来通りの記載（案 1）でよいので

はないか。 

 

【上原専門委員】 

案１に賛同します。 

 

【工藤専門委員】 

・案２の場合は、豚は懸念が小さいと記載するのであれば記述部分に「ブタからは検出

されていない」などの記載が必要では？大腸菌も同様 

・最終的には畜種ごとの評価ではないと思いますので、より懸念が大きい方でまとめた

方が良いと思います。 

 

【早山専門委員】 

・OA の場合、フルオロキノロンによる伝達性耐性遺伝子の出現の影響を考慮する必要

があるのではないでしょうか？→このことは、「表 55 発生評価の内容」の脚注で考慮

されているという理解でよいでしょうか？ 

・前例に従うのであれば、全畜種まとめて判定すべきかと思いましたが、ばく露評価や
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影響評価でも畜種別で評価した方がいいのであれば、畜種別でもよいかと思います。 

 

【蒔田専門委員】 

エビデンスに基づく判断という観点では、案２の畜種別の記載が良いように思います。 

 

【浅井専門参考人】 

アミノグリコシドに合わせる必要はないと考えます。アミノグリコシド耐性は外来遺伝

子によるものが中心で、染色体の変異を主体とするキノロン耐性とは異なります。国内

の現状はプラスミド性キノロン耐性遺伝子（PMQR）の分布は低率で、オキソリン酸の

使用が PMQR の増加に影響するかは不明です。オキソリン酸の使用が NA 耐性には関

与しますが、FQ 耐性の直接的な出現につながらないが、潜在的な FQ 耐性の出現要因

になることを評価する必要があると思います。 

 

【中村専門委員】 

全ての畜種をまとめて「中程度」で良いと思います。 

 

【事務局】 

・早山専門委員・浅井専門参考人からいただいたコメントを踏まえ、[Ⅱ.7.(3)]、[Ⅲ.2.(1)]

及び [Ⅲ.2.(3)]に記載したデータや考察に基づき、1 及び 2 パラに追記案を作成しまし

た。また、工藤専門委員のコメントを踏まえ、3 及び 4 パラに、伝達性耐性遺伝子の検

出報告がない畜種について追記しております。このような内容でよいか、ご確認をお願

いします。 

・案１、案２のいずれとするか（畜種別で懸念の程度を判断するかどうか）、ご審議を

お願いいたします。前例としてアミノグリコシドをお示ししておりましたが、耐性機序

等の違いから合わせる必要がないのであれば、本評価書内でのばく露評価との整合もご

考慮ください（ばく露評価については、現時点では畜種別でよいとのご意見が多くなっ

ております）。 

・最後の、懸念の程度の判断を含め、ご審議をお願いいたします。 

 

～フルオロキノロン評価書の情報を確認した過程について～ 

【事務局】 

②カンピロバクターについては、キノロンと交差耐性のあるフルオロキノロン（鶏 2013

年、牛豚（第 5 版）2023 年）の評価で懸念の程度が「大きい」となっており、その根拠

となるフルオロキノロン評価書の情報を確認した過程を記述した案も作成しましたが、

今回のキノロン系の評価においての懸念の程度は「小さい」との判断から変わらないと

考え、上記案には記載しておりません。 

 

（確認した過程を追記する場合の案） 

耐性機序が共通しているフルオロキノロン合成抗菌剤の評価においては、カンピロバ
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クターについて懸念は大きいとされており、その判断根拠として、サルモネラ及び大腸

菌と比較してフルオロキノロン耐性株出現頻度が高い株が存在すること、フルオロキノ

ロンを国内で承認されている用法・用量で豚や鶏に投与した場合に速やかに耐性株が選

択されたことが報告されていること等が挙げられている。（参照 257、X）[食安委_2023_

牛豚フルオロキノロン（第 5 版）]しかし、カンピロバクターにおけるフルオロキノロン

耐性株出現頻度に係る報告において、キノロン耐性株出現頻度については同報告におい

て確認されていない。（参照Y）[Hanninen_2007_JAC]また、今般のキノロン系合成抗

菌剤の評価において、キノロン系合成抗菌剤の家畜への使用と耐性株の選択の関連性に

係る知見は確認できておらず浅井専門参考人、フルオロキノロンの評価において懸念が

大きいとされた判断根拠の知見は、本評価項目の懸念の程度の判定に影響を与えるもの

ではない。 

 

【上原専門委員】 

カンピロバクターの耐性機序を完全に把握していないので申し訳ございませんが、フル

オロキノロン耐性でキノロン感性、という耐性パターンについて、起こらないのか、起

こるも起こらないもデータがない、のかにより、リスクを見積もっておくのか、判断材

料がないのか、を決める必要があると思います。動物領域の先生方のご意見に従います。 

 

【工藤専門委員】 

判断の基準が変わらないのであれば、必要ないと思います。 

 

【浅井専門参考人】 ※その他の考察 のコメントボックスにも転記済 

その他の考察にこの点も入れておくと良いと思います。 

 

【事務局】 

（上原専門委員のコメントについて）[Ⅲ.2.(3).③]のデータによれば、国内の家畜由来カ

ンピロバクターのNA耐性株の多くがフルオロキノロン耐性を示しています。 

下波線部分についても、事務局にて鶏の製剤を例に追加の考察を行いました。以下の

考察の結果、OA については、フルオロキノロンのように「投与により速やかに耐性株

が選択される」ことは考えにくいのではないかと思われました。 

 ・鶏への飲水投与時の濃度 

   フルオロキノロン（OFLX）（例：オキサルジン液）→50～100 mg/L 

    飲水１L当たりOFLX として 50～100mg を 3～5日間経口投与。 

    1日体重 1 kg当たりOFLX として 5～10 mg を飲水に溶かし 3～5日間経口投与。 

OA（例：ナックル液）→50～100 mg/L（注：オキサルジン液での換算を参考） 

体重 1 kg当たり 1 日量OA として 5～10 mgを飲水添加して 3日間投与。 

 ・EUCAST におけるECOFF（カットオフ値）（C. jejuni） 

      CPFX：0.5 µg/mL 

NA：16 µg/mL 

https://www.vm.nval.go.jp/public/detail/2262
https://www.vm.nval.go.jp/public/detail/2698
https://mic.eucast.org/search/?search%5Bmethod%5D=mic&search%5Bantibiotic%5D=-1&search%5Bspecies%5D=375&search%5Bdisk_content%5D=-1&search%5Blimit%5D=50
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 ・鶏での飲水投与時の濃度は、フルオロキノロン製剤とOA 製剤ともに 50～100 mg/L

＝50～100 µg/mL であり、腸管内ではこれより濃度が下がると考えられる。また、

EUCAST のカットオフ値がフルオロキノロンは 0.5 µg/mL、OAは 16 µg/mL であ

るため、カンピロバクター（感性株）の発育が阻止される腸管内濃度が維持される

可能性は、フルオロキノロンでは高いが、OAでは低いと考えられる。従って、OA

製剤の鶏への投与により「速やかに耐性株が選択される」ことは考えにくい。 

 1 

（２）ハザードの感受性分布 2 

健康家畜由来サルモネラの NA 耐性率は、2001～2011 年度に牛で 1.2～7.4%、豚で3 

2008 年度の 20.7%を除き 0～15.9%と低く推移しているが、肉用鶏では、2012 年度に4 

29.8％、2013～2022 年度は 8.4～19.5％と横ばいで推移している。2011～2023 年度に5 

分離された病畜由来サルモネラの NA 耐性率は、牛で 1.8～38.8%、豚で 5.0～24.6%、6 

鶏で 0~43.8%であった。また、牛由来の Salmonella Dublin において、1976～1985 年7 

までの 15 株にNA 耐性株は認められなかったが、1986～1990 年までの 39 株では典型8 

的な二峰性分布を示し、1991～2005 年の 114 株は殆どが NA 耐性を示したことが報告9 

されている。 10 

2000～2022 年度に分離された健康家畜由来大腸菌の NA 耐性率は、牛では 5.4％以11 

下と低く維持されており、豚では 2.0～15.6％で 2016 年度以降減少傾向であった。肉用12 

鶏では、上昇傾向ではないが、27.1～48.8％と高く維持されていた。病畜由来大腸菌の13 

NA 耐性率は、2013～2023 年度に牛で 18.2～38.2％、豚で 20.5~60.1％、鶏では 201214 

～2023 年度に 28.6～73.2%であった。また、1982 年に分離された病牛由来の大腸菌に15 

おいて、OA及びNA 耐性率はそれぞれ 48.4%、51.6%であったことが報告されている。 16 

健康家畜由来 STEC の NA 耐性率に関する調査結果によると、NA 耐性率は 0.4%以17 

下であった。一方、病牛由来の STEC 及び ETEC については、NA 耐性率がそれぞれ18 

0%、21.4%との報告が認められる。 19 

健康家畜由来カンピロバクターについては、2012～2022 年度の C. jejuni の NA 耐20 

性率は、牛で 34.1～66.7%であり、高めかつやや上昇傾向であった。肉用鶏では 27.8～21 

64.7％と高く、かつ横ばいで推移している。健康豚由来 C. coli の 2012～2022 年度の22 

NA 耐性率は 45.0～61.5％と高く、かつ横ばいで推移している。また、2000 年代初期ま23 

でのカンピロバクターの菌種同定試験項目の影響の有無は不明であるが、1979～198224 

年に分離された家畜由来カンピロバクター、1989～1990年に分離された鶏由来C. jejuni25 

において、OA又はNA 耐性株は分離されていない。 26 

（サルモネラ、大腸菌及びカンピロバクター：懸念は中程度） 27 

（EHEC を含む下痢原性大腸菌：懸念は小さい） 28 

 29 

【事務局】 30 

この後の（４）での浅井専門参考人からのコメントを踏まえ、フルオロキノロンが国内で31 

使用される前（ERFX 販売開始が 1992 年度）のキノロン耐性率の情報を追記いたしまし32 

た。（参照 26、75、138、530）参照 530 については、第 58 回WG の机上配布資料でご確33 
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認いただいたもので、今回の評価書案で記載整備しております。 1 

また、第 58 回 WG の机上配布資料（抜粋）やご議論については、ご参考まで、机上配布2 

資料１としてお配りしています。 3 

JVARM ではない古いデータもご考慮いただき、本項目に係る懸念の程度の判断について4 

ご審議をお願いします。 5 

 6 

（３）発生評価に係るその他要因（薬物動態、使用方法、使用量等） 7 

国内で動物用医薬品として承認されているキノロン系合成抗菌剤は OA のみである。8 

OA は、要指示医薬品として獣医師の処方せん又は指示により牛、豚及び鶏に使用され9 

る。 OA を有効成分とする動物用医薬品の適応症は、牛の大腸菌及びサルモネラによる10 

細菌性下痢症、豚の大腸菌性下痢症、パスツレラ性肺炎、鶏の大腸菌症及びパラチフス11 

症とされている。 12 

2005 年～2023 年のOA の動物種全体の推定年間販売量は、合計 1,013～3,833 kg の13 

間を推移しており、ほとんどの年で抗菌性物質全体の推定年間販売量の 0.1%にも満た14 

なく、増加傾向ではない。水産動物用としての販売量が多く、経口投与用の販売量に対15 

する水産動物用の占める割合は 71.0～97.3％である。家畜用については経口投与用のみ16 

販売実績があり、肉用鶏用の販売量の割合（2.3～14.8％）が最も高く、次に豚用（0～17 

6.4％）が多い。肉用牛、乳用牛及び豚への投与用の販売量は減少傾向である。肉用鶏用18 

の販売量は年による変動が非常に多く、採卵鶏用の販売割合は 2016 年以降 0 である。 19 

なお、2005 年時点で NA の販売量は 0 である。動物用医薬品としてはキノロン系よ20 

りもフルオロキノロン系合成抗菌剤が主流になっており、近年のOA の家畜への使用量21 

は、フルオロキノロン系合成抗菌剤の 0.2～10%程度にとどまっている。 22 

（サルモネラ、EHEC を含む下痢原性大腸菌、大腸菌及びカンピロバクター：懸念は小23 

さい） 24 

 25 

（４）発生評価の結果 26 

発生評価の結果を表 55 に示した。 27 

伝達性のキノロン耐性遺伝子が複数知られており、かつ、国内の牛及び鶏由来サルモ28 

ネラ、豚及び鶏由来大腸菌から当該耐性遺伝子が検出されている。 29 

近年の国内家畜由来サルモネラ、大腸菌及びカンピロバクターにおけるキノロン系合30 

成抗菌剤に対する耐性率は、サルモネラ及び大腸菌については病畜由来株での最大値が31 

高く、健康な肉用鶏由来株では高めに推移している。カンピロバクターについては、健32 

康家畜由来株で高く推移している。 33 

2005 年～2023 年のOA の動物種全体の推定年間販売量は、合計 1,013～3,833 kg の34 

間を推移しており、ほとんどの年で抗菌性物質全体の推定年間販売量の 0.1%にも満た35 

なく、増加傾向ではない。 36 

ただし、近年の OA の家畜への使用量はフルオロキノロン系合成抗菌剤の 0.2～10%37 

程度にとどまっており、使用量の観点から、OA 使用によるハザードの出現及び感受性38 

分布への影響は、フルオロキノロン系合成抗菌剤による使用の影響と比べ限定的である39 

こと[、伝達性のキノロン耐性遺伝子の出現がOA の使用による影響を受けるかは不明で40 
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あること、家畜由来のカンピロバクターについてはフルオロキノロン合成抗菌剤が国内1 

で使用される以前においてキノロン耐性株の出現が確認できていないこと]を考慮の上、2 

総合的に評価する必要がある。サルモネラ、EHEC を含む下痢原性大腸菌、大腸菌及び3 

カンピロバクターについては、ハザードが選択される可能性があるが、その程度は○○4 

については低い、○○については無視できる程度と考えられる。 5 

 6 

表 55 発生評価の内容 7 

区分 評価項目 サルモネ

ラ 

下痢原

性大腸

菌 

大腸菌 カンピ

ロバク

ター 

発 生

評価 

評価結果 低度※ 

案２ 

低度※(牛

鶏)、 

低度/無視

できる程

度※(豚) 

低度無

視でき

る程度 

事務局

訂正 

低度※ 

案２ 

低度※(豚

鶏)、 

低度/無

視できる

程度※

(牛) 

低度／

無視で

きる程

度※ 

各 項

目 の

評価 

① ハザードの出現に係る懸念 中程度 

案２中程

度(牛鶏)、

小さい(豚) 

小さい 中程度 

案２中程

度(豚

鶏)、小

さい(牛) 

小さい 

② ハザードの感受性に係る懸念 中程度 小さい 中程度 中程度 

③ その他要因に係る懸念 小さい 小さい 小さい 小さい 

※近年のOAの家畜への使用量は、フルオロキノロン系合成抗菌剤の0.2～10%程度にとどまっており、8 

OA の使用によるハザードの出現及び感受性分布への影響は、フルオロキノロン系合成抗菌剤による9 

使用の影響と比べ限定的であること、伝達性のキノロン耐性遺伝子の出現が OA の使用による影響を10 

受けるかは不明であること、家畜由来のカンピロバクターについてはフルオロキノロン合成抗菌剤が11 

国内で使用される以前においてキノロン耐性株の出現が確認できていないことを考慮の上、総合的に12 

評価し、発生評価の結果を「中等度」ではなく「低度」とした。 13 

 14 

～サルモネラ及び大腸菌の発生評価の結論について～ 15 

【事務局】 16 

① 参考資料１の「判断基準整理表」に沿って各評価項目の懸念の程度を判断し、評価指針の別紙17 

２に基づいて評価結果を導くと、サルモネラ及び大腸菌は「中等度」となるものの、使用量の18 

観点からOAの使用によるハザードの出現及び感受性分布への影響は、フルオロキノロン系合19 

成抗菌剤による使用の影響と比べ限定的であることを考慮して「低度」に修正する案としてい20 

ます。このような評価結果の修正は、前例はないのですが、評価指針の別紙２において「発21 
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生、ばく露及び影響評価の各評価に当たっては、原則として、表１に示した考え方に基づき、1 

主に三つの判断項目について懸念の程度を判断した結果を踏まえ、総合的に評価する。」と定2 

められています。発生評価の結果の記述がこれでよろしいか、ご意見をお願いいたします。 3 

 4 

【臼井専門委員】 5 

この記述内容に賛同いたします。 6 

 7 

【工藤専門委員】 8 

ご提案の通りでよいと考えます。 9 

 10 

【上原専門委員】 11 

評価指針の別紙２の通りでしたら低度で良いと思います。 12 

 13 

【早川専門委員】 14 

臨床的な部分とは離れるので、理解不足の点があり大変恐縮ですが、現状では、「各評価項15 

目のリスク推定の判断基準整理表」の発生の「その他要因」に使用量・飼料添加物として16 

の使用、の項目がありますが、ここが小でも他の項目で中等度になるということでしょう17 

か？最終的に使用量の判断への荷重を大きくするのであれば、判断基準にもそれがわかる18 

形が望ましいかもとは思いました。 19 

 20 

【事務局】 21 

・評価指針の別紙２では、３つの判断項目のうち、中が２つ・小が１つの場合は、原則「中22 

等度」の判定になりますが、「主に三つの判断項目について懸念の程度を判断した結果を踏23 

まえ、総合的に評価する。」となっています。判断基準整理表は、これまでの評価結果の蓄24 

積を整理したものです。今回、使用量の判断への荷重を大きくする場合、この発生評価の25 

結論のところでWG としての判断が十分記載できているか、ご確認をお願いします。 26 

・（１）の議論において、畜種別で分けることとなった場合、①の考え方に基づき、サルモ27 

ネラ（豚）と大腸菌（牛）を「低度」から「無視できる程度」に修正すべきでしょうか。 28 

 29 

【事務局】 30 

②また、EHEC を含む下痢原性大腸菌及び事務局：元々すべて小なので無視できる程度に修正31 

カンピロバクターについては、事務局案では、評価指針の別紙２に基づき「低度」として32 

います。上記①と同じ考えで、使用量の観点から、これらも「無視できる程度」に修正し33 

た方がよろしいでしょうか。 34 

 35 

【臼井専門委員】 36 

私の意見としては、①と同じ考えで整理するのが良いと考えます。 37 

 38 

【上原専門委員】 39 

良いと思います。 40 
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 1 

【秋庭専門委員】 2 

カンピロバクターの評価結果については判断が難しいところです。サルモネラと大腸菌の3 

評価結果を「中等度」から「低度」に下げるのであれば、カンピロバクターも同様に「低4 

度」から「無視できる程度」に下げた方が説明はしやすいかもしれません。ただ、耐性菌5 

の分布率が牛、豚、肉用鶏で高めであることから、評価結果を「無視できる程度」まで下6 

げることには抵抗を感じます。 7 

 8 

【浅井専門参考人】 9 

フルオロキノロン使用前の時期のカンピロバクターの感受性を気にしたので、NA 耐性が10 

同定の指標となっていたのでこだわりました。 11 

評価書で使っているデータが比較的新しいものなので、カンピロバクターの感受性は深く12 

考えなくても良さそうです。ただ、オールドキノロンだけが使われていた時期の耐性獲得13 

状況がわからないので、発生評価が難しくなっています。 14 

どちらにするかは議論の中で判断したらいいと思っています。 15 

 16 

【事務局】 17 

（２）にフルオロキノロンが国内で使用される前（ERFX 販売開始が 1992 年度）のキノ18 

ロン耐性率の情報を追記しております。仮に、カンピロバクターの発生評価を無視できる19 

程度に下げる場合、フルオロキノロン合成抗菌剤が国内で使用される以前においてキノロ20 

ン耐性株の出現が確認できていないことも判断根拠になりうると考え、事務局でたたき台21 

を入れておりますが、カンピロバクターについてどのように判断するか、ご審議をお願い22 

します。 23 

 24 

～畜種別で評価するかについて～ 25 

【事務局】 26 

③１つ目の評価項目に係る審議によりますが、畜種によって異なる判断であることを記載27 

する場合の案２も記載しています。 28 

 29 

【臼井専門委員】 30 

こちらは、先の意見の通り、アミノグリコシドの際の判断に倣って、畜種をまとめて整理31 

するのが良いと思います。 32 

 33 

【小西専門委員】 34 

p155 以前のデータを見れば畜種によって評価が異なることは明らかである。その状況を35 

踏まえての総合的な判断を示しているのだから、従来通りの記載（案 1）でよいのではな36 

いか。 37 

 38 

【上原専門委員】 39 

1 つ目の評価項目と同じ意見です。判断するデータがないのかどうかによります。 40 
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 1 

３．ばく露評価について 2 

（１）ハザードを含む当該細菌の生物学的特性 3 

サルモネラ、EHEC を含む下痢原性大腸菌、大腸菌及びカンピロバクターは動物の腸4 

管内に存在し、食肉で生存が可能であることから、ハザードが食品を介して人へばく露5 

する可能性があると考えられた。抵抗性、生残性、増殖性等の生物学的特性については、6 

一般的な細菌の範囲であると考えられた。 7 

また、人では、下痢原性大腸菌のうち EHEC や EPEC で無症状病原体保有者（健康8 

保菌者）の存在が知られており、サルモネラ及びカンピロバクターでは健康な食品取り9 

扱い従事者等における保菌者の存在が報告されている。関連人用抗菌性物質であるフル10 

オロキノロン系合成抗菌剤を治療に用いる場合のある尿路感染症の主要な原因菌である 11 

ExPEC については、食肉由来大腸菌のうち、尿路感染症の原因菌となる大腸菌はごく12 

一部であると考えられる。人での ExPEC の摂取及び腸管への定着から発症までに時間13 

差があるために、ExPEC の由来を特定することは難しいとされている。 14 

（サルモネラ、EHEC を含む下痢原性大腸菌、カンピロバクター：懸念は中程度） 15 

（大腸菌：懸念は小さい） 16 

【中村専門委員】 

下痢原性大腸菌以外の大腸菌について、健康保菌者はもちろん、食肉からも高頻度に分

離されますので、ばく露についてはよくわからない、というのが正しいのかと思います。

ExPEC の由来が食肉であると考えにくいから懸念が小さい、と判断してよいものなの

でしょうか。ここでの大腸菌が下痢原性大腸菌以外でヒトに病気を起こす大腸菌＝

ExPEC のみを指している、ということでしたら、それで構いません。 

 

【事務局】 

人の健康に悪影響を及ぼすおそれがある食品中の薬剤耐性菌で、評価対象抗菌性物質を

家畜等に使用した結果として選択されるものがハザードとして特定されましたので、Ⅳ.

ばく露評価の[Ⅳ.2.(2).②大腸菌]では、下痢原性大腸菌以外の大腸菌としてExPEC につ

いて評価されていました。過去、大腸菌がハザードとして特定された評価書を参考に事

務局案を準備しておりますが、上記案についてご審議をお願いします。 

 17 

（２）ハザードを含む当該細菌による食品の汚染状況 18 

国内の牛及び豚由来の食肉におけるサルモネラの陽性率は、概ね 5％以下と低いが、19 

牛結着肉や豚内臓肉では比較的高い値が報告されている。鶏由来の食肉では、牛肉や豚20 

肉と比較してサルモネラの陽性率は高く、市販鶏肉の汚染率は内臓肉を含めて 8～85％21 

であり、2006 年及び 2015～2016 年の市販鶏肉及び食鳥処理場で採取した鶏肉でのサ22 

ルモネラ陽性率は、54.9～59.9%であったと報告されている。国内の食肉由来サルモネ23 

ラ分離株のNA 耐性率は、牛肉及び豚肉由来株では概ね 0～4.3%、国産の鶏肉由来株で24 

は 0～12.912.0%、2015 年以降は 10%以下となっている。 25 

EHEC は国内の牛及び豚由来の食肉から検出されたが、内臓肉以外の食肉については、26 
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陽性率は 0%～数％と低値であった。内臓肉の陽性率は、内臓肉以外よりも高い調査結1 

果がみられた。鶏由来の食肉からは、EHEC は検出されていない。2014～2021 年に埼2 

玉県内に流通する国産の豚肉及び鶏肉からの ETEC の検出状況は、それぞれ 1.5%及び3 

0.6%であった。 4 

大腸菌については、食肉では概ね高い陽性率であり、また、大腸菌のNA 耐性率につ5 

いては、牛及び豚由来株では比較的低値であるのに対し、鶏由来株では高い耐性率が認6 

められている。牛肉由来株では NA 耐性率は 0～11.8%であり、豚肉由来株の NA 耐性7 

率は 0～46.5%と年度によりばらつきがある。国産鶏肉由来株の NA 耐性率は 24.8～8 

41.6%で推移していた。 9 

カンピロバクターについては、国内の牛及び豚由来内臓肉では数%から 60%以上と陽10 

性率にばらつきがあるものの、牛肉及び豚肉（ひき肉を含む。）のカンピロバクター陽性11 

率は 0.0～数%と低い。鶏肉及び鶏内臓肉のカンピロバクター陽性率は高く、10 数%～12 

100%であり、2006 年及び 2013 年に市販及び食鳥処理場で採取した鶏肉からのカンピ13 

ロバクター陽性率は、いずれも 30%以上であった。また、食肉由来カンピロバクターの14 

NA 耐性率については、食肉の種類にかかわらず高い傾向であり、国産の食肉由来のC. 15 

jejuni のNA 耐性率は 35.7～66.7%、C. coli のNA 耐性率は 35.7～90.0%であった。 16 

（サルモネラ：懸念は小さい牛及び豚は懸念が小さい、鶏は懸念が中程度） 17 

（大腸菌：懸念は中程度） 18 

（EHEC を含む下痢原性大腸菌：懸念は小さい） 19 

（カンピロバクターについて、案１懸念は中程度、案 2 牛及び豚は懸念が小さい、鶏は20 

懸念が中程度） 21 

 22 

～鶏肉由来サルモネラについて～ 23 

【事務局】 24 

①表 36 及び 37 のデータから、鶏肉由来サルモネラのNA 耐性率については国産鶏肉由来25 

株のデータに基づいて事務局案を作成しました。耐性率が 0～12.0%との数値は、参考資26 

料１「判断基準整理表」に沿うと中程度に該当しますが、表 37 のデータでは 2015～201627 

年の耐性率は 10%を下回っており、参照 240 の年別データも確認したところ、2014 年28 

（14.6%）より後（2015～2017 年）の耐性率は同様に 10%を下回っています。サルモネ29 

ラについては、近年の国産鶏肉に係る数値と、牛肉・豚肉の数値に基づき、懸念は小さい30 

との案を作成しましたが、これで問題ないかご確認ください。 31 

 32 

【臼井専門委員】 33 

問題ないと考えます。 34 

 35 

【上原専門委員】 36 

良いと思います。 37 

 38 

【工藤専門委員】 39 

3 年のデータで傾向を判断することはやや強引であるようにも感じます。 40 



168 

 

 1 

【中村専門委員】 2 

1） 鶏肉からサルモネラが高率に分離される。 3 

（近年は刺身などで生で食べられることも多くサルモネラの食中毒には至らないものの、4 

口から摂取されている頻度は高いと思われます） 5 

2） 鶏肉から分離されるサルモネラの NA 耐性率は平均して 11～12％であるが、地域や6 

血清型によって、20％を超えることもある（添付の文献 89_46 事務局注：参照 358） 7 

3) S. Schwarzengrund と S. Manhattan（それぞれO4 群とO8 群）は今、国産の鶏肉か8 

ら分離されるサルモネラの多くがこの 2 血清型になりますが、NA 耐性率が高いようです。9 

以上より、「懸念は小さい」というのはちょっと心配な感じです。 10 

 11 

【小西専門委員】 12 

薬剤耐性ワンヘルス動向調査年次報告書2025（p34）に食品由来non-typhoidal Salmonella13 

の耐性率が載っています。NAをみると 14％~26％となっています。  14 

ざっくりと「食品」という括りになっていますが、多くは鶏肉由来だと思います。 15 

その理由としては p32 に食品由来株の上位 2 血清型（S. Infantis、S. Schwarzengrund）16 

となっていますが、この血清型は鶏肉から非常に多く分離されるからです。 17 

実際検査をしていても、鶏肉以外からサルモネラが検出されることは非常に少ないです。 18 

事務局注：ほか、東京都健康安全研究センターのデータをご紹介 19 

以上の理由から「中程度」と考えます。 20 

 21 

【事務局】 22 

・表 35 に、中村専門委員から提供いただいた参照 532 のデータ（2021 年に分離された国23 

産鶏肉由来サルモネラのNA 耐性率 11.5%）と、小西専門委員のコメントを踏まえ参照 53124 

の東京都のデータ（2020～2023 年に分離された国産鶏肉由来サルモネラの NA 耐性率：25 

12.9%）を追記しました。近年のデータも踏まえ、懸念の程度も畜種別で書き分ける案と26 

していますが、これでよいかご審議をお願いいたします。 27 

 28 

～畜種別で書き分けるか～ 29 

【事務局】 30 

②カンピロバクターについては、参考資料１「判断基準整理表」に沿うと、鶏については31 

懸念が中程度に該当すると考えられます。牛・豚については、食肉での陽性率が低く（耐32 

性率は鶏と同程度）、牛豚フルオロキノロン（2023 年）の評価も参考に、懸念が小さいと33 

の案を作成しました。ばく露評価の結果が畜種によって異なる可能性があるため、畜種別34 

で書き分ける案２がよいのではないかと考えましたが、いかがでしょうか。 35 

 36 

【臼井専門委員】カンピロバクターに関しては、鶏とその他の畜種では、ばく露評価の結37 

果が異なる形になるのが自然だと思います。ですので、案 2 で良いと思います。 38 

 39 

【上原専門委員】 40 
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案２が良いと思います。 1 

 2 

【蒔田専門委員】 3 

エビデンスに基づく判断の観点から畜種別が良いと思います。 4 

 5 

【工藤専門委員】 6 

畜種ごとに判断するのであれば、他の箇所もそろえた方が良いのではないでしょうか？ 7 

 8 

（３）ばく露評価に係るその他要因（食肉処理工程、流通経路等） 9 

牛肉、豚肉及び鶏肉が適切に管理及び消費される限りにおいては、サルモネラ、下痢原10 

性大腸菌及び大腸菌について、大きな懸念を生じさせるようなその他の要因はないと考え11 

られた。また、ハザードを含む当該細菌が原因となる食中毒については、調理前の手洗い、12 

他の食材、特に調理済み食品との交差汚染を防ぎ、食材を十分に加熱する等の一般的な食13 

中毒対策により感染が予防できるものと考えられた。 14 

また、2011 年には生食用牛肉の規格基準が策定され、その後牛肝臓及び豚肉（肝臓を含15 

む。）については生食用としての販売・提供が禁止され、リスクは更に低くなった。鶏肉に16 

ついては、厚生労働省及び消費者庁が加熱用を生食用として流通・提供しないよう通知し17 

ている。また、HACCP に沿った衛生管理が 2020 年から原則実施されている。 18 

カンピロバクターについては、上記のような措置が図られリスクが更に低くなり、一般19 

的な食中毒対策の普及が図られており、予防可能と考えられるが、日本で最も多く発生し20 

ている細菌性食中毒の原因物質であり、生や加熱不十分な鶏肉の喫食による食中毒の発生21 

が多い。 22 

（サルモネラ、EHEC を含む下痢原性大腸菌及び大腸菌：懸念は小さい） 23 

（カンピロバクターについて、案１懸念は中程度、案２牛及び豚は懸念が小さい、鶏は24 

懸念が中程度） 25 

 26 

【事務局】 27 

①カンピロバクターについては、参考資料１「判断基準整理表」に沿うと、牛及び豚につ28 

いては懸念が小さい、鶏については懸念が中程度に該当すると考えられます。ばく露評価29 

の結果が畜種によって異なる可能性があるため、畜種別で書き分ける案２がよいのではな30 

いかと考えましたが、いかがでしょうか。 31 

 32 

【臼井専門委員】 33 

上でも記載した通り、案 2 が良いと思います。 34 

 35 

【上原専門委員】 36 

案２が良いと思います。 37 

 38 

【中村専門委員】 39 
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それでよいと思います。 1 

 2 

 3 

（４）ばく露評価 4 

ばく露評価の結果を表 56 に示した。 5 

サルモネラ、EHEC を含む下痢原性大腸菌及び大腸菌については、ハザードによるば6 

く露を受ける可能性があるが、一般的な食中毒対策等により、畜産食品が適切に管理及7 

び消費されている限りにおいては、ばく露の程度は低いと考えられる。 8 

サルモネラ及びカンピロバクターについては、牛肉及び豚肉での陽性率は低いものの、9 

鶏肉での陽性率が高く、食鶏肉由来株のNA耐性率が高いこと、更にカンピロバクター10 

については日本で最も多く発生している細菌性食中毒の原因物質であり、主に生や加熱11 

不十分な鶏肉の喫食を原因として食中毒が発生していることから、ばく露の程度は鶏で12 

中等度、牛及び豚で低度と考えられる。 13 

 14 

表 56 ばく露評価の内容 15 

区分 評価項目 サルモネ

ラ 

下痢原

性大腸

菌 

大腸菌 カンピロ

バクター 

ば く

露 評

価 

評価結果 案１中等

度低度 

案２中等

度(鶏)、低

度(牛豚) 

低度 低度 案１中等度 

案２中等度

(鶏)、低度

(牛豚) 

各 項

目 の

評価 

① 生物学的特性に係る懸念 中程度 中程度 小さい 中程度 

② 食品の汚染状況に係る懸念 案１中程

度小さい 

案２中程

度(鶏)、小

さい(牛豚) 

小さい 中程度 案１中程度 

案２中程度

(鶏)、小さい

(牛豚) 

③ その他要因に係る懸念 小さい 小さい 小さい 案１中程度 

案２中程度

(鶏)、小さい

(牛豚) 

 16 

【事務局】 17 

○カンピロバクターについては、ばく露評価の結果、ひいては最後のリスクの推定の結果18 

が畜種によって異なる可能性があるため、今回は案２のように畜種別で書き分けた方がよ19 

いのではないかと考えておりますが、いかがでしょうか。 20 

 21 
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【臼井専門委員】 1 

上でも記載した通り、案 2 が良いと思います。 2 

 3 

【上原専門委員】 4 

案２が良いと思います。 5 

 6 

【中村専門委員】 7 

それでよいと思います。 8 

 9 

【小西専門委員】 10 

p155 以前のデータを見れば畜種によって評価が異なることは明らかである。その状況を11 

踏まえての総合的な判断を示しているのだから、従来通りの記載（案 1）でよいのではな12 

いか。 13 

 14 

【事務局】 15 

ばく露評価については畜種別で判断する案２とするコメントが多くなっており、畜種別で16 

書き分ける案を準備しておりますが、発生評価との整合も考慮いただき、ご審議をお願い17 

します。 18 

コメントを踏まえ、（１）のサルモネラ（鶏）の懸念の程度が「中程度」と修正しましたの19 

で、サルモネラ（鶏）のばく露評価の結果を「中等度」に修正するとともに、その説明も20 

併せて修正しております。他の判断も含め、ばく露評価の結果についてご審議をお願いい21 

たします。 22 

 23 

４．影響評価について 24 

（１）当該疾病治療にキノロン系合成抗菌剤の重要度 25 

評価対象のキノロン系合成抗菌剤（オキソリン酸）は、人用医薬品としての販売が26 

なく、「人用抗菌性物質の重要度ランク付け」においてランク付けはされていない。キ27 

ノロン系合成抗菌剤で人用医薬品としての販売があるのは、皮膚塗布剤であるオゼノ28 

キサシンのみであり、オゼノキサシンは「Ⅲ：重要」とランク付けされている。 29 

 30 

案１評価対象であるオキソリン酸を含むキノロン系合成抗菌剤と一定の交差耐性を31 

示す、関連人用抗菌性物質であるフルオロキノロン系合成抗菌剤については、ある特定32 

の人の疾病に対する唯一の治療薬である又は代替薬がほとんどないという理由から、33 

「Ⅰ：極めて高度に重要」とランク付けされている。 34 

案２評価対象であるオキソリン酸を含むキノロン系合成抗菌剤と一定の交差耐性を35 

示す、関連人用抗菌性物質であるフルオロキノロン合成抗菌剤（重要度ランクⅠ）の人36 

医療における推奨薬としての位置づけを考慮して評価を行う。 37 

 38 

フルオロキノロン系合成抗菌剤は、サルモネラ感染症の成人の重症例等に対して第一39 

選択薬とされ、小児の重症例等に対しては推奨薬として位置づけられている。EHEC 感40 
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染症については積極的な治療は行われておらず、現時点で抗菌薬治療に対しての推奨は1 

統一されていない。成人に使用される場合は第一選択薬として LVFX、第二選択薬とし2 

て FOM とするガイドラインもあるが、他の国内ガイドラインでは、フルオロキノロン3 

系合成抗菌剤を含め推奨薬に関する記載はない。カンピロバクター感染症に対しては、4 

一般的に抗菌性物質の投与は不要とされており、成人の重症例ではマクロライド系が第5 

一選択薬とされている。また、成人の感染性腸炎（重症例等）に、原因菌が特定されて6 

いない段階において、フルオロキノロン系合成抗菌剤が投薬される場合がある。ExPEC7 

感染症による治療に対しては推奨薬とされている。 8 

案１（ランクⅠとする場合） 9 

（サルモネラ及び大腸菌：ランクⅠかつ推奨薬であり、懸念は大きい） 10 

 （EHEC を含む下痢原性大腸菌：ランクⅠであるが、EHEC 感染症については抗菌薬治11 

療に対しての推奨は統一されておらず、EHEC を除く下痢原性大腸菌において推奨薬12 

となっていないことを勘案の上、推奨薬ではないと整理し、。一方、EHEC 感染症で13 

は抗菌薬治療に関する推奨は統一されておらず、フルオロキノロン系合成抗菌剤を標14 

準的な推奨薬として位置づけることは困難である。また、EHEC を除く下痢原性大腸15 

菌感染症においても推奨薬とは整理し難いことから、推奨薬ではないものとして整理16 

し、懸念は中程度）早川専門委員 17 

 （カンピロバクター：ランクⅠであるが推奨薬ではなく、懸念は中程度） 18 

 案２（ランクⅠではないとする場合） 19 

（サルモネラ及び大腸菌：ランクⅠではないが推奨薬であり、懸念は中程度） 20 

 （EHEC を含む下痢原性大腸菌：ランクⅠではなく、EHEC 感染症については抗菌薬治21 

療に対しての推奨は統一されておらず、EHEC を除く下痢原性大腸菌において推奨薬22 

となっていないことを勘案の上、推奨薬ではないと整理し、い。また、EHEC 感染症23 

では抗菌薬治療に関する推奨は統一されておらず、フルオロキノロン系合成抗菌剤を24 

標準的な推奨薬として位置づけることは困難である。また、EHEC を除く下痢原性大25 

腸菌感染症においても推奨薬とは整理し難いことから、推奨薬ではないものとして整26 

理し、懸念は小さい） 27 

 （カンピロバクター：ランクⅠではなく、推奨薬でもないため、懸念は小さい） 28 

 29 

～重要度ランクの判断について～ 30 

【事務局】 31 

①改正評価指針に基づき、今回、フルオロキノロン（重要度ランクⅠ）が関連人用抗菌性32 

物質となっています。関連人用抗菌性物質であるフルオロキノロンの「重要度ランクⅠ」33 

に基づいて懸念の程度を判断する案１と、あくまで評価対象であるキノロンの「ランク付34 

けなし」「ランクⅢ」に基づいて判断する案２を作成しました（案２はマクロライド評価書35 

（2019 年）と同じ判断の仕方です）。どちらの判断が適切かなど、ご意見をお願いします。 36 

 37 

【臼井専門委員】 38 

マクロライド評価書を参考にしつつ、総合的に考えると案2が妥当ではないかと考えます。 39 

 40 

https://www.fsc.go.jp/fsciis/evaluationDocument/show/kya20031208026
https://www.fsc.go.jp/fsciis/evaluationDocument/show/kya20031208026
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【上原専門委員】 1 

案１が良いと思います。 2 

 3 

【蒔田専門委員】 4 

私はあくまで評価対象のキノロンについて考えるべき（案２）だと思います。「一定の交差5 

耐性」の実際が、交差耐性の確率が非常に高い場合は案１が妥当かと思います。 6 

 7 

【浅井専門参考人】 8 

案２を支持します 9 

 10 

【早川専門委員】 11 

現時点では、フルオロキノロン系合成抗菌性物質の「重要度ランクⅠ」を踏まえて判断す12 

る案が、より適切ではないかと個人的には考えます。 13 

オキソリン酸等により選択され得る耐性が、ヒトの医療上重要なフルオロキノロン系合成14 

抗菌性物質の有効性に影響し得るため、関連ヒト用抗菌性物質の重要度を参照して影響評15 

価を行う、という整理になるのかと思いました。 16 

案 2 ですと、今回、関連ヒト用抗菌性物質としてフルオロキノロン系合成抗菌性物質を設17 

定した意義が十分に反映されず、臨床上の影響を過小評価する可能性があるように思いま18 

す。 19 

あくまで臨床医ベースの考え方なので、他の委員のご意見も踏まえた最終判断になるかと20 

は思います 21 

 22 

～EHEC の推奨薬の判断について～ 23 

【事務局】 24 

②EHEC を含む下痢原性大腸菌について、これまでの議論を踏まえ、推奨薬ではないと整25 

理する案を作成しましたが、EHEC 感染症については JAID ガイドライン 2023 では推奨26 

薬としての記載もございます。推奨薬と整理すべきか否か、また修文が必要かなど、ご意27 

見をお願いいたします。 28 

 29 

【早川専門委員】 30 

一案を作成してみましたが適宜取捨選択ください。 31 

（前）EHEC を含む下痢原性大腸菌：ランクⅠであるが、EHEC 感染症については抗菌薬32 

治療に対しての推奨は統一されておらず、EHEC を除く下痢原性大腸菌において推奨薬と33 

なっていないことを勘案の上、推奨薬ではないと整理し、懸念は中程度） 34 

（後）EHEC を含む下痢原性大腸菌：関連人用抗菌性物質であるフルオロキノロン系合成35 

抗菌剤はランクⅠである。一方、EHEC 感染症では抗菌薬治療に関する推奨は統一されて36 

おらず、フルオロキノロン系合成抗菌剤を標準的な推奨薬として位置づけることは困難で37 

ある。また、EHEC を除く下痢原性大腸菌感染症においても推奨薬とは整理し難いことか38 

ら、推奨薬ではないものとして整理し、懸念は中程度 39 

 40 
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【上原専門委員】 1 

今の文案で良いと思います。 2 

 3 

 4 

（２）当該疾病の重篤性 5 

サルモネラ及び下痢原性大腸菌のうち特に EHEC による感染症については、食品を6 

介した感染症の発生数が多い。また、サルモネラ感染症とEHEC 感染症は、症状が重篤7 

化する可能性が否定できないと考えられた。また、特に EHEC については食中毒の集8 

団発生が確認されているが、近年 EHEC に汚染された食品が広範囲に流通した結果、9 

一見散発事例と思われる同時多発的な集団事例も報告されている。 10 

また、ExPEC 感染症は、畜産食品の摂取により直接引き起こされるのではなく、尿11 

路感染症の場合は、大腸菌が人腸内細菌叢として定着し、泌尿器への上行感染によって12 

感染症が成立すると考えられている。下部尿路の細菌感染症（通常は膀胱）は非常に多13 

く、若年の女性では腎臓の細菌感染症もしばしば起こるが、膀胱の感染症と比較すると14 

頻度はそれほど多くないとされている。膀胱炎等の尿路の逆行性感染により腎盂腎炎が15 

起こり、腎盂腎炎は、死亡することもある敗血症やエンドトキシンショックの原因とな16 

ることがある。腎盂腎炎の起因菌の 80%は大腸菌とされる。 17 

カンピロバクター感染症については、食品を介した食中毒の発生件数が多く、ギラン･18 

バレー症候群との関連性も指摘されているが、患者の多くは自然治癒し、予後も良好で19 

ある場合が多いことから、症状が重篤化する可能性が大きいとは言い切れないと考えら20 

れた。 21 

（サルモネラ及び EHEC を含む下痢原性大腸菌：懸念は大きい、大腸菌：懸念は小さ22 

い、カンピロバクター：懸念は中程度） 23 

 24 

（３）影響評価に係るその他要因（代替薬の状況、医療分野における薬剤耐性の状況等） 25 

サルモネラ感染症については、関連人用抗菌性物質であるフルオロキノロン系合成抗26 

菌性物質とは系統の異なる代替薬が存在している他、医療分野におけるフルオロキノロ27 

ン系合成抗菌性物質に対する耐性率も低く維持されている。更に、国内家畜由来サルモ28 

ネラと同様、人臨床由来のNA 耐性株において、フルオロキノロン系合成抗菌剤に対す29 

る感受性が低下している報告もあるが、フルオロキノロン耐性を示す株はごく一部かつ30 

低く推移していると考えられることから、大きな懸念を生じさせる要因はないと考えら31 

れた。 32 

EHEC 感染症については、積極的な抗菌薬治療が行われていないことが前提であるが、33 

抗菌薬の使用に言及のあるガイドラインに基づき抗菌薬治療を行う場合、関連人用抗菌34 

性物質であるフルオロキノロン系合成抗菌性物質とは系統の異なる代替薬が存在してお35 

り、医療分野におけるフルオロキノロン系合成抗菌性物質に対する耐性率も、NA 耐性36 

率と同様に低く維持されている。ただし、下痢原性大腸菌感染症については、原因菌が37 

まだ特定されていない時点における腸管感染症の治療薬としてフルオロキノロン系合成38 

抗菌剤が使用される可能性があり、本症の起因菌がハザードであり、かつ、フルオロキ39 

ノロン耐性を獲得している場合には、治療期間が長引く等の悪影響を及ぼす可能性は否40 
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定できない。懸念の程度を「小さい」とする場合は追加考察を追記 1 

ExPEC 感染症において、関連人用抗菌性物質であるフルオロキノロン系合成抗菌剤2 

は有効性が認められているが、系統の異なる代替薬が存在している。医療分野における3 

NA 及びフルオロキノロン系合成抗菌性物質に対する耐性率は、人臨床由来 ExPEC 株4 

においてそれぞれ 42.1%、25%との報告があり、人臨床由来大腸菌株のフルオロキノロ5 

ン系合成抗菌剤の耐性率は 30%前後で推移しており、上昇傾向はみられておらず、大き6 

な懸念を生じさせる要因はないと考えられた。 7 

カンピロバクター感染症については、関連人用抗菌性物質であるフルオロキノロン系8 

抗菌性物質とは系統の異なる抗菌性物質が推奨薬とされているが、原因菌がまだ特定さ9 

れていない時点における腸管感染症の治療薬としてフルオロキノロン系抗菌性物質が使10 

用される場合があることや、医療分野におけるNA 及びフルオロキノロン系抗菌性物質11 

に対する耐性率が他の細菌よりも高めであることから、ハザードが本症の治療に対して12 

悪影響を及ぼす可能性は否定できないと考えられた。 13 

（サルモネラ[、EHEC を含む下痢原性大腸菌]及び大腸菌：懸念は小さい） 14 

（[EHEC を含む下痢原性大腸菌及び]カンピロバクター：懸念は中程度） 15 

 16 

～EHEC を含む下痢原性大腸菌について～ 17 

【事務局】 18 

①EHEC を含む下痢原性大腸菌について懸念は中程度との案を作成していますが、EHEC19 

だけで判断すると懸念は小さいとなります。また、原因菌がまだ特定されていない時点に20 

おける腸管感染症の治療薬として、（評価対象であるキノロン系ではなく）関連人用抗菌性21 

物質であるフルオロキノロンが使われるケースがどの程度あり、その場合の懸念の程度の22 

判断が中程度でよいのか、という点も気になっております。 23 

 EHEC を含む下痢原性大腸菌に係る懸念の判断について、ご意見があればお願いいたし24 

ます。 25 

 26 

【早川専門委員】 27 

原因菌が特定されていない段階の腸管感染症に対してフルオロキノロン系合成抗菌性物質28 

が使用される可能性はありますが、急性下痢症に対する抗菌薬治療は重症例、菌血症が疑29 

われる例、免疫不全者、合併症リスクの高い例、症状の強い渡航者下痢症等で、特に渡航30 

例などでは耐性の懸念からアジスロマイシンなどが選択される場合も多く、フルオロキノ31 

ロンの推奨される使用頻度は限定的と考えられます 32 

そのため、EHEC を含む下痢原性大腸菌については、「原因菌未確定時の経験的治療にお33 

いてフルオロキノロン系合成抗菌性物質が使用される可能性があるため、悪影響を及ぼす34 

可能性は否定できない」と記載することには賛成しますが、懸念の程度としては「小さい」35 

と整理する方が、EHEC 感染症における抗菌薬治療の位置づけとの整合性が高いと考えま36 

す。 37 

 38 

【上原専門委員】 39 

確かに初期治療として処方されてしまう現状がありますので、EHEC を含む全体が中程40 
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度、が現実路線かもしれません。 1 

 2 

～カンピロバクターについて～ 3 

【事務局】 4 

②カンピロバクターについては、医療分野における耐性率が高めであり、牛豚フルオロキ5 

ノロン第 5 版（2023 年）においても懸念は中程度と判断されていますが、上記①と同様、6 

原因菌がまだ特定されていない時点における腸管感染症の治療薬として、（評価対象であ7 

るキノロン系ではなく）関連人用抗菌性物質であるフルオロキノロンが使われるケースが8 

どの程度あり、その場合の懸念の程度の判断が中程度でよいのか、という点が気になって9 

おります。 10 

 カンピロバクターに係る懸念の判断について、ご意見があればお願いいたします。なお、11 

ここでカンピロバクターの懸念の程度が「中程度」ではなく「小さい」と判断された場合12 

は、カンピロバクターの影響評価の結果が「中等度」から「低度」になります。 13 

 14 

【早川専門委員】 15 

カンピロバクターについては、原因菌判明後の推奨薬はマクロライド系であり、フルオロ16 

キノロン系合成抗菌性物質は標準的な推奨薬ではありません。しかし、原因菌未確定時の17 

重症腸管感染症等で使用され得ること、耐性率が比較的高いこと、過去評価との整合性を18 

踏まえ、現行案どおり「懸念は中程度」でよいと考えます。 19 

 20 

【上原専門委員】 21 

フルオロキノロン耐性であればキノロン耐性になる、ということがほとんどであれば、懸22 

念は高くなります。最初の項目と同様の考え方です。 23 

 24 

 25 

（４）影響評価 26 

影響評価の結果を表 57 に示した。 27 

医療分野における現状を総合的に考慮すると、サルモネラ、EHEC を含む下痢原性大28 

腸菌、大腸菌及びカンピロバクターについては、ハザードに起因する感染症に対する関29 

連人用抗菌性物質であるフルオロキノロン系合成抗菌剤の治療効果が減弱又は喪失する30 

可能性がある。 31 

[案１（サルモネラの影響評価を調整する場合）ただし、人臨床由来サルモネラについては、32 

国内家畜由来サルモネラと同様、NA 耐性株において関連人用抗菌性物質であるフルオ33 

ロキノロン系合成抗菌剤に対する感受性が低下している報告もあるが、フルオロキノロ34 

ン耐性を示す株はごく一部かつ低く推移していることを考慮の上、総合的に評価する必35 

要がある。] 36 

フルオロキノロン系合成抗菌剤の治療効果が減弱又は喪失する可能性の程度は、 37 

案１いずれのハザードも中等度であると考えられた。 38 

案２サルモネラ、EHEC を含む下痢原性大腸菌及びカンピロバクターで中等度、大腸39 

菌で低度であると考えられた。 40 
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 1 

表 57 影響評価の内容 2 

区分 評価項目 サルモネ

ラ 

下痢原

性大腸

菌 

大腸菌 カンピ

ロバク

ター 

影 響

評価 

評価結果 案１中等

度※ 

案２中等

度 

中等度 案１中等

度 

案２低度 

中等度 

各 項

目 の

評価 

① 重要度ランクⅠかつ推奨薬 案 1 大き

い 

案２中程

度 

案１中程

度 

案２小さ

い 

案１大き

い 

案２中程

度 

案１中程

度 

案２小さ

い 

② 当該疾病の重篤性に係る懸念 大きい 大きい 小さい 中程度 

③ その他要因に係る懸念 小さい 中程度/

小さい 

小さい 中程度 

※案１人臨床由来サルモネラについては、国内家畜由来サルモネラと同様、NA 耐性株において関連3 

人用抗菌性物質であるフルオロキノロン系合成抗菌剤に対する感受性が低下している報告もあるが、4 

フルオロキノロン耐性を示す株はごく一部かつ低く推移していることを考慮の上、総合的に評価し、5 

影響評価の結果を「高度」ではなく「中等度」とした。 6 

 7 

【事務局】 8 

①ハザードの特定の段階では、サルモネラが影響 A、大腸菌とカンピロバクターが影響 B9 

と格付けされましたが、WG の判断として大腸菌及びカンピロバクターもハザードとして10 

特定した経緯があります。参考資料１「判断基準整理表」に沿って案を作成したところ、11 

サルモネラの他、カンピロバクターも「中等度」となる可能性がありますが、カンピロバ12 

クターについて更に考察すべき事項がございましたらご意見をお願いいたします。 13 

 なお、３つ目の評価項目においてカンピロバクターの懸念の程度が「小さい」と判断さ14 

れた場合は、カンピロバクターの影響評価の結果が「低度」になります。 15 

 16 

【上原専門委員】 17 

現在の文章が良いと思います。 18 

 19 

【事務局】 20 

②案１で行くと、サルモネラの影響評価が「高度」となる可能性がありますが、これまで21 

のWG の議論を踏まえ、NA 耐性株においてフルオロキノロン耐性を示す株は限定的であ22 

ることを考慮する案を作成しました。考慮の仕方として適切かご意見をお願いいたします。 23 

なお、牛豚フルオロキノロン第５版（2023 年）及び鶏フルオロキノロン（2013 年）の24 

影響評価においてはサルモネラ及び EHEC が高度、大腸菌及びカンピロバクターが中等25 
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度との結果になっています。 1 

 2 

【臼井専門委員】 3 

適切であると考えます。 4 

 5 

【上原専門委員】 6 

案 1 がよいと思います。 7 

 8 

５．リスクの推定について 9 

 評価指針に基づき、発生、ばく露及び影響評価に係る現時点での評価結果から、ハザー10 

ドのリスクを推定した。 11 

[Ⅵ．２～４]の各評価項目の結果を踏まえ、総合的にリスクを評価した結果を表 58 に示12 

した。[サルモネラについては[低度]、EHEC を含む下痢原性大腸菌については[低度]、大13 

腸菌については[低度]、カンピロバクターについては[鶏については中等度、牛及び豚につ14 

いては低度]と判断した。]審議を踏まえて次回以降WG で修正案を作成 15 

 16 

表 58 リスクの推定の内容 17 

評価項目 サルモネラ 下痢原性

大腸菌 

大腸菌 カンピロバク

ター 

評価結果 低度 

修正可能性 

鶏：中等度 

牛豚：低度 

低度 低度 鶏：中等度 

牛豚：低度 

修正可能性 

低度 

各 項

目 の

評価 

① 発生評価（スコ

ア） 

低度(1) 

修正可能性 

牛鶏：低度(1) 

豚：無視できる

程度(0)/低度(1) 

低度(1) 

無視でき

る程度

(0) 

低度(1) 

修正可能性 

豚鶏：低度(1) 

牛：無視できる

程度(0)/低度(1) 

低度(1) 

修正可能性 

無視できる

程度(0) 

② ばく露評価（ス

コア） 

低度(1)  

修正可能性 

鶏：中等度(2) 

牛豚：低度(1) 

低度(1) 低度(1) 

 

鶏：中等度(2) 

牛豚：低度(1) 

③ 影響評価（スコ

ア） 

中等度(2) 中等度

(2) 

中等度(2)/ 

低度(1) 

中等度(2) 

（スコア合計） (4) 

修正可能性 

鶏：(5) 

牛豚：(4)/(3) 

(4)(3) (4)/(3) 

修正可能性 

鶏：(4)/(3) 

牛豚：(4)/(3)/(2) 

修正可能性 

鶏：(5)/(4) 

牛豚：(4) 

 18 
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【事務局】 1 

○事務局案ではカンピロバクター（鶏）のみ「中等度」となっています。影響評価の議論2 

によっては、「低度」に修正となる可能性があります。 3 

 4 

【事務局】 5 

頂いたコメントを踏まえ、リスクの推定結果の修正可能性について表 58 に反映させまし6 

た。サルモネラ（鶏）についても「中等度」となる可能性があります。修正可能性を含め7 

ると煩雑になるため、項目４までご審議いただいた結果を踏まえた修正案（たたき台）は、8 

次回以降WG にて事務局案を準備し、先生方にご確認・ご審議いただくこととしたいと考9 

えております。 10 

次回以降のWG に向けた事務局案作成の参考としたいため、現時点で、５．リスクの推定11 

に記載すべき事項等についてご意見がありましたらお願いいたします。 12 

 13 

 14 

６．食品健康影響評価について 15 

以上のことから、これまでに得られている科学的知見に基づく現時点での家畜に使用す16 

るキノロン系合成抗菌性物質に係る薬剤耐性菌に関する食品健康影響評価は、以下のとお17 

りと考えた。 18 

 19 

（１）評価対象キノロン系合成抗菌剤が、動物用医薬品として牛、豚及び鶏に使用された20 

結果としてハザードであるサルモネラ、EHEC を含む下痢原性大腸菌、大腸菌及びカン21 

ピロバクターが選択され、牛、豚及び鶏由来の畜産食品を介して人がハザードにばく露22 

され、関連人用抗菌性物質による治療効果が減弱又は喪失する可能性は否定できない。23 

[サルモネラについてリスクの程度は[低度]、EHEC を含む下痢原性大腸菌についてリス24 

クの程度は[低度]、大腸菌についてリスクの程度は[低度]、カンピロバクターについてリ25 

スクの程度は[鶏については中等度、牛及び豚については低度]であると考えた。] 審議を26 

踏まえて次回以降WG で修正案を作成 27 

 28 

（２）なお、薬剤耐性菌については、現時点では詳細な科学的知見や情報が必ずしも十分29 

とは言えず、リスク評価の手法についても最新の知見を踏まえた見直しを随時行うこと30 

が重要と考えるため、国際機関における検討状況等を含め新たな科学的知見・情報の収31 

集が必要である。 32 

 33 

Ⅶ. その他の考察  次回以降の WGに向けて事務局で案を作成予定 34 

 35 

【事務局】 36 

リスクの推定における議論によって、一部のハザードのリスクの推定結果が「中等度」37 

か「低度」で動く可能性があり、更に畜種によっても「低度」か「中等度」かの結果が分38 

かれる可能性があるため、その他の考察については、次回以降のWG において審議いただ39 
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きたいと考えております。 1 

次回以降のWG に向けた事務局案作成の参考としたいため、現時点で、その他の考察に2 

記載すべき事項などについてご意見がありましたらお願いいたします。 3 

以下、ご参考まで、過去の評価書で「低度」又は「中等度」となった場合の記載事例を4 

そのまま転記しております。（低度：アミノグリコシド（2024 年）、中等度：牛豚フルオロ5 

キノロン第 5 版（2023 年）） 6 

 7 

【浅井専門参考人】 8 

その他の考察に以下の点も入れておくと良いと思います 9 

「キノロン系合成抗菌剤の評価において、キノロン系合成抗菌剤の家畜への使用と耐性株10 

の選択の関連性に係る知見は確認できていない」 11 

 12 

【事務局】 13 

[Ⅱ.2.(3)]に記載のとおり、OA が動物用医薬品として承認されている EU の重要度ランク14 

（参照 28）では、Quinolones はカテゴリーB（Restrict）となっており、その根拠として15 

は以下の記載になっています。 16 

“ Both fluoroquinolones and other quinolones select for resistance in e.g. 17 

Campylobacter spp. and Enterobacterales (including Salmonella spp.). Resistance is 18 

usually caused by chromosomal mutations (single nucleotide and easily selected), but 19 

transferrable (plasmid mediated) mechanisms also occur.” 20 

EU の重要度ランク（参照 28）で参照されているEMEA 意見書（2007 年）を今回確認し21 

たところ、“The use of (fluoro)quinolones in animals has selected for resistance in animal 22 

pathogens and food borne zoonotic pathogens resulting in potentially negative effects on 23 

treatment of infections with these organisms in animals and humans.”としつつ、フル24 

オロキノロンとキノロンで知見を書き分けています。 25 

本項目では、今回のキノロンの評価と、過去のフルオロキノロンの評価との違いについて26 

何かしら触れる必要があるのではないかと考えております。 27 

 28 

＜低度の場合の記載例：アミノグリコシド（2024年）評価書から抜粋＞ 29 

今回の評価結果においては、大腸菌及び腸球菌についてリスクの程度は低度としたが、30 

アミノグリコシドについては、適正使用の確保のための措置、薬剤耐性菌に関するモニタ31 

リングを含む情報収集等のリスク管理措置の徹底が図られるとともに、薬剤耐性菌に関す32 

る科学的知見・情報を収集した上で随時検証を行い、必要となるリスク管理措置が講じら33 

れることが不可欠である。  34 

併せて、薬剤耐性菌に係るモニタリングについては、農林水産省は、これまでに厚生労働35 

省に協力しワンヘルス動向調査報告書の作成・公表等を実施しており、これは「牛及び豚36 

に使用するフルオロキノロン系抗菌性物質製剤に係る薬剤耐性菌に関する食品健康影響評37 

価」（平成 27年５月 26日付け府食第 456号）のⅧの内容を踏まえたものとなっているが、38 

今回の評価結果を踏まえ薬剤耐性遺伝子やアミノグリコシド耐性腸球菌のように人の医療39 

を考慮して、重要と考えられる場合は高度耐性株に関するゲノム情報等を蓄積する等引き40 

https://www.ema.europa.eu/en/documents/public-statement/public-statement-use-fluoroquinolones-food-producing-animals-european-union-development-resistance-and-impact-human-and-animal-health_en.pdf
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続きその充実が望まれる。 1 

 2 

＜中等度の場合の記載例：牛豚フルオロキノロン第５版（2023年）評価書から抜粋＞ 3 

１．リスク管理措置の徹底について  4 

牛及び豚に使用するフルオロキノロン系抗菌性物質製剤については、＜別紙参考 1＞に5 

示すフルオロキノロン系抗菌性物質製剤の適正使用の確保のための措置及び薬剤耐性菌に6 

関する情報収集等のリスク管理措置等の徹底が図られている。さらに、第 1 版の評価を踏7 

まえた＜別紙参考 2＞に示すリスク管理措置が 2012 年 6 月に示されたところである。  8 

第１版の評価の結果（2010 年 3 月通知）を受け、第一次選択薬が無効な症例にのみ第二9 

次選択薬としてフルオロキノロン系抗菌性物質を使用することを徹底する等の措置を農林10 

水産省は講じた。しかし、2010 年以降、フルオロキノロン系抗菌性物質の原体の流通量は11 

減少に転じていない。  12 

また、2016 年以降、健康な牛及び豚から分離されるカンピロバクターのフルオロキノロ13 

ン耐性率が牛で 31.4～62.7％ 、豚 で 40～59％で推移しており低減傾向はみられない。14 

特に、牛由来C. jejuni の耐性率は、2019 年及び 2020 年は 60％前後と比較的高めの耐性15 

率となっており、今後増加傾向に転ずることも否定できない。  16 

このため、今後も薬剤耐性菌に関する科学的知見・情報を収集した上で随時検証を行い、17 

必要なリスク管理措置が講じられることが不可欠である。 18 

 19 

２．薬剤耐性菌に係るモニタリングについて  20 

薬剤耐性菌のモニタリングについては、家畜等への抗菌性物質の使用により選択される21 

薬剤耐性菌の評価の実施に当たり、家畜－食品－人という一連の過程の中で薬剤耐性菌の22 

動態をモニタリングすることが有効であり、また、試料の採取方法や薬剤感受性試験法等23 

の調査手法が標準化されたデータにより検討することが望ましい。  24 

JVARM における健康家畜由来細菌のモニタリングは、2015 年までは、全国を 4 ブロッ25 

クに分けた農場における調査を、2016 年からと畜場等における調査を実施しているとこ26 

ろである（詳細は、IV.１．（２）参照）。今後も、薬剤耐性菌の調査を継続的に行い、フル27 

オロキノロン系抗菌性物質製剤の使用と薬剤耐性率の上昇に係る因果関係等を解明するこ28 

とができるシステムを構築していくことが望まれる。なお、今回、発生評価において「懸29 

念が大きい」とされた項目があることを踏まえ、引き続き、モニタリングの充実が望まれ30 

る。  31 

同様に、家畜－食品－人における全国的モニタリングの体制の構築により、家畜等にお32 

ける耐性菌の出現と人から分離される耐性菌の比較解析を行い因果関係の解明を行うこと33 

も重要である。  34 

このようなことから、今後、関係リスク管理機関が連携の上、疫学的評価・検証に耐え35 

得る包括的な薬剤耐性菌モニタリング体制を構築し、薬剤耐性獲得状況について継続的に36 

調査・監視することが必要である。  37 

さらに、薬剤耐性菌のモニタリングは、薬剤耐性菌の発生状況を的確にモニタリングし、38 

得られたモニタリング結果は適時に科学的に検証されるべきものであることから、常に最39 

新の科学的知見・情報を踏まえた上で、モニタリングの対象とする菌種（食品媒介性病原40 
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菌、指標細菌、その他今後ハザードとして特定する必要があると判断される細菌 ）、 サン1 

プリング方法、抗菌剤、薬剤耐性遺伝子等の調査の範囲・内容等について、適切に設定す2 

ることが必要である。  3 

 4 

３．フルオロキノロン系抗菌性物質耐性カンピロバクターの発生動向  5 

ばく露評価において、フルオロキノロン系抗菌性物質耐性カンピロバクターが食品を介6 

して人へばく露する可能性があると考えられたが、当該細菌の牛及び豚肉における汚染が7 

少ないこと、一般的な食中毒対策により感染が予防できること、生食用牛肉の規格基準の8 

設定及び牛肝臓の生食用としての販売・提供の禁止等から、「低度」と判断された。  9 

しかし、牛内臓肉及び牛の胆嚢内胆汁から分離されたカンピロバクターのフルオロキノ10 

ロン耐性率は高いとの報告もあり、内臓から肉部分への交差汚染によりばく露のリスクが11 

高まる可能性も否定できない。したがって、引き続き、内臓肉、肉ともに、薬剤耐性菌の12 

発生動向を注意深く監視する必要があると考える。 13 

 14 

４．食品健康影響評価の見直しについて 15 

 （承認に係る評価要請の場合の記述なので略） 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

  21 
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 1 

＜別紙 検査値等略称＞ 2 

略称 名称 

ASTAG Australian Strategic and Technical Advisory Group on AMR 

BP ブレイクポイント 

EMA 欧州医薬品庁（European Meicine  Medicine Agency） 

EML WHO 作成必須医薬品モデルリスト（Model list of Essential Medicines） 

ExPEC 腸管外病原性大腸菌（Extraintestinal Pathogenic E. coli） 

EMA 欧州医薬品庁（European Meicine Medicine Agency） 

FRM FRM（Fradiomaycin  Fradiomycin）（Neomycin） 

HUS 溶血性尿毒症症候群（Hemolytic Uremic Syndrome） 

KM KM（Kanamycin） 

LA-MRSA 家畜関連型 MRSA（Livestock-associated MRSA） 

MIC50 50%最小発育阻止濃度 

MIC90 90%最小発育阻止濃度 

NSP WHO の重要度ランク（Guidance for national strategic planning） 

  3 
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